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　本レポートは、新聞記事を中心に、「大学をめぐる動向と新しい試み」というタイトルで、長年にわたって継続的に更新してきたものですが、本年3月末でもって終了となります。定期的にご覧になってくださった方にはお礼申し上げます。なお、活用したいと思われた方は、是非とも直接に、それぞれの新聞記事を参照してください。
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1　全般的動向

1991年における大学設置基準改正の柱の一つとして、「教育課程」の改革があった。「一般教育」と「専門教育」の区分規定が廃止され、大学側にカリキュラム編成の裁量権が大幅に認められるようになった（『読売新聞』多摩版、96年4月11日）。

94年度に、高校を卒業する女子生徒の四年制大学への進学率が、初めて短大進学率を凌駕した（『毎日新聞』94年7月8日）。さらに、短大卒業後、就職せずに、四年制大学に進学する者、専門学校に行く者、外国留学を選ぶ者が増加している（『朝日新聞』97年8月2日）。

95年頃には、単位の自由化、具体的には大学間の相互乗り入れ、国内留学、語学検定・社会活動の単位への組み入れなどが進行（『毎日新聞』95年3月30日）。他方、国公私立大学を問わず、大学教員に任期制を導入することが望ましいという見解を盛り込んだ、大学審議会の中間答申が95年9月に公表された（『朝日新聞』95年9月19日）。翌年の10月、大学教員に任期制を導入することができるという答申が文部大臣に提出された（『朝日新聞』96年10月29日夕刊）。導入するかどうかは、各大学の自主的判断に委ねられることになった（『朝日新聞』97年5月19日）。

98年6月、文部大臣に提出された大学審議会の中間報告「21世紀の大学像と改革方策について」によれば、①「入りにくく出やすい」と言われる現状を改め、学部卒業を厳しく認定する「出口管理」への転換、②3年次での学部卒業に道を開くこと、③研究者養成に傾き勝ちであった大学院に、高い専門性を持つ社会人を養成するタイプの修士課程を別個に設けること、換言すれば、欧米で見られるような実務型大学院への転換、④教授会中心の大学運営を学長・学部長主導の運営に改めることなどが骨子となっている（『朝日新聞』98年7月1日）。その答申は、98年10月、文部大臣に提出された。①に関して、早ければ00年4月入学生から適用される。④に関しては、学部教授会の審議事項を学部の教育内容に限定し、学長・学部長主導の運営を求めている。ほかにも、9月入学の拡大、他大学での単位取得の上限が30単位から60単位に変更。公私立大学の設置認可の簡略化については、99年4月からの導入をうたっている（『朝日新聞』98年10月27日）。

日本よりも早く「大学の大衆化」を経験したアメリカでは、一時多くの大学が倒産したが、幅広い層の国民に高等教育の機会を提供する一方、世界中の多くの学生をひきつけ、その大学制度は日本を含めて、ほかの国の手本になっている（吉沢由起子『大学サバイバル』集英社新書、01年12月、15頁）。

97年6月に大学教員の任期制の導入が可能になったが、制度化されて4年後の01年8月に文部科学省が調べたところ、任期制を導入している大学数は年々増加しているものの、国立大学では99校のうち55校（56％）、公立は11校（15％）、私立は81校（⒗％）にとどまっていることが分かった。しかも、大半は一部の学部（医・歯・薬学学など）や研究室だけに限られており、国立の57％、私立の69％は助手が占めた。全教員のわずか1.86％にすぎない（『毎日新聞』02年1月14日）。

朝日新聞に連載されている「明日はある」の最終回に、立花隆氏が、大学の現状を次のように指摘している。大学が受験生を集めるために科目をどんどん減らしたので、入るのが容易になった。「入った学生にも安易な教育をして、卒業時の知識や技術の水準が世界水準より低くなってしまった」「なかでも英語力がどうしようもなく劣っている」。その理由は、「本当の意味で国際競争にさらされていないからです。日本経済は国内のみで通用する人材で十分にやってこられたので、国際的な人材は必要なかったし、海外から採用する姿勢もなかった」「日本社会で最も国際化しているのは、国立研究所など、サイエンスの分野です。論文も学会も英語だから。これでないと、日本のグローバル化は進みません」「日本は人材不足になり、海外から採用しないと、発展できなくなります。企業は変わりつつあるが、大学は気づいていない。近い将来、日本の大卒は、減ってもしようがなくなる。人材は、香港やシンガポールの大学にいくらでもいますから」「中国との関係も重要です。これ抜きで日本の将来は考えられない」。「いま日本に必要なことは、100年単位のグランド・デザインを持つことであるが、そのために必要なのは、本当の意味での教養なのですね」（『朝日新聞』02年1月17日）。

　文部科学省は、世界水準の研究づくりをめざし、分野別に国公私30大学を選んで、予算を重点的に配分する「トップ30」の骨子案を公表した。選定は、文科省の外部に審査委員会を設置して実施する方針。「教育研究活動の実績」と「大学の将来構想と実現のための計画内容」が基準となる。外部の審査委員会は、日本学術振興会を中心に、大学評価・学位授与機構、日本私立学校振興・共済事業団、大学基準協会が協力する形で設置する。外国人や産業界からも委員を入れ、全体会議と分野ごとの専門委員会の両方で検討する。評価基準と結果は公開される予定。一方、「トップ30」という名称は、「世界的教育研究拠点の形成のための重点的支援（21世紀ＣＯＥプログラム）」に変更される。COEは、「センター・オブ・エクセレンス（卓越した研究教育拠点）。（『朝日新聞』02年1月18日、『読売新聞』02年1月18日など）。

再編をにらんで、存在感をアピールしようとする国立大学の懸命な活動が続けられている。地元の高校と連携した学生の確保が進み、社会人向けのサテライト教室はすでに約30校の国立大学におよんでいる。「志望学部の研究内容を知りたい」とか「1年生は何を勉強するの」など、受験生の疑問に答えるホームページを北海道大学が準備中である（『朝日新聞』02年1月25日）。

　

大学の「基礎研究力」と企業の「製品開発力」を結びつけて新事業・新製品の開発につなげる「技術移転機関（TLO）」。全国で存在するTLOは、すでに24。多摩地区でも、00年7月、埼玉県南西部と神奈川県中央部を含む約250企業が参加するTAMA産業活性協会が母体となって、株式会社「TAMA－TLO」が設立された。そこでは、企業のリクエストを受け、大学側への研究依頼や共同研究、資金調達のコーディネートが行われている（『読売新聞』02年1月26日）。

「知の拠点」をめざして、大学が研究・教育体制の再編を加速させている。研究資金の導入、アイディアを外部から積極的に導入したり、硬直的な人事制度の改革に乗り出したりしている。「大学と社会のインターフェース」をめざす慶応大学理工学部の「先端科学技術研究センター（KLL）」（00年4月オープン）は、企業との共同研究や受託研究だけで、年間約200件を実施している。山口大学は、01年から工学部学生の卒業研究課題を地元企業から募集し始めた。同大の研究移転機関である山口ティー・エル・オーを窓口にしてテーマを募ったところ、75件の応募があった。地元の評価も高い。そうした流れを受けて、私立大学が民間企業から受け取る受託研究収入が、02年度から非課税になる見通しである（『日本経済新聞』02年1月28日）。

中央教育審議会が2月21日にまとめた答申には、①中高の教員が小学校でも教えられる「教員免許制度の弾力化」、②通常の4年を越える長期履修学生制度の導入に伴う「社会人の大学への受け入れ」の推進、③高校でも「卒業論文」を設けることなどにより、論理的に考える機会の設置などが盛り込まれている（『日本経済新聞』02年2月21日夕刊、『読売新聞』02年2月22日、『毎日新聞』02年2月22日）。

また、91年の大学設置基準の改定によって「人文科学」「自然科学」などの履修単位の制約がなくなり、その影響を受け、国立大学における教養部解体が進行した結果、専門以外の幅広い科目を学ぶ機会が減少し、なんのために学ぶのかといった問いかけがなされなくなったことへの反省から、教養教育の指導体制作りを求めている。複数の分野にまたがる学際的なテーマの講義を複数の教員で担当したり、実験・実習を採り入れたり、ゼミナールなどの少人数教育を実施したり、他の大学のモデルになるような教養教育を実践している大学を「重点大学」として支援したりといった具体的な提言がなされている（『毎日新聞』02年2月25日、『朝日新聞』02年2月28日）。

国立大学を法人化した場合の機構や運営方法を検討している文部科学省の調査検討機関は、同日、教職員の身分を「非公務員」とする事務局の最終答申案をまとめた（『日本経済新聞』02年2月21日夕刊、同、02年2月22日、『読売新聞』02年2月21日、『毎日新聞』02年2月22日）。

現職の国立大学長や企業のトップなど、大学改革の行方に危惧の念を持つ有志が集まって、「大学システム改革への提言」をまとめた。論議の中心になった生駒俊明・日本テキサス・インスツルメント会長がその内容紹介を絡めて、意見を新聞に掲載している。そこでは、大学の使命が教育と研究、その成果の社会的還元にあることを再認識し、学生も社会も大学に期待するのはアップツーデートな教育であることが強調されている。また、「研究中心大学」と「教育中心大学」を区別するシステムを作り、各大学が自己の位置づけについて自ら名乗りを上げることを指摘している。前者に関しては、「教員が世界レベルで高い研究成果を上げているか」「研究を通じて学生が一人前のあるいは高度な技術者として育てられたか」といった面での評価が重視されるべきである。後者に関して、評価の基準になる点は「いかにカリキュラムを学生にわかりやすく、かつ社会のニーズに対応して改定しているか」「教え方にどんな工夫がなされているか」「教材制作に関する研究がなされているか」といったことである（『日本経済新聞』02年3月2日）。また、大学改革は、「新入生が大学の勉学過程でどれだけ付加価値をつけて卒業していくか」をきちんと評定し、一定以上のレベルの学力を保証できる場合にのみ、学位を授与すべきであるとしている。また、「研究中心大学」構想の教育版として、「教育中心大学」のトップX（生駒氏の見解では、100ぐらいあってもいいとしている）の認定と予算の特別増額を文部科学省に要請している（『朝日新聞』02年3月4日）。

中央教育審議会の部会は、学部・学科の設置や定員変更について、一部規制を緩和する中間報告の骨子案をまとめた。骨子案は、「入り口規制」から事後点検にチェックの重点を移すことを求めている。4月中に、中間報告をまとめる予定になっている。骨子案では、国の認可が必要なケースを、大学、大学院、短大そのものの設置・廃止、学位のランクや分野が異なる学部の設置などに限定し、これ以外の学科設置などはある程度、大学側の裁量に委ねることを提言している。私大の定員については、大学全体での純増は認可の対象となるが、学部間での定員移動は、大学側の裁量に委ねられる。また、大学の運営や教育研究活動については、大学側の自己点検だけに任せず、国が基準を定めて認証する「第三者評価機関」が定期的にチェックする制度を導入することが求められる。第三者評価については、大学、大学院、短大といった機関ごとの評価と、法学や医学など専門性ごとの評価とが想定されている（『日本経済新聞』02年3月20日）。

　文部科学省の外郭団体である「日本学術振興会」は、先駆的な研究をしている大学に資金を重点配分する「21世紀COEプログラム」（トップ30大学構想）で、大学の審査を行う委員会を発足させると発表した。委員長は江崎玲於奈芝浦工業大学長。委員は27人で、東京大学総長、早稲田大学総長、慶応義塾大学塾長などが予定されている（『日本経済新聞』02年4月18日）。

中央教育審議会は、「専門職大学院」「大学の質の確保」「法科大学院」という大学・大学院改革関連と、「奉仕・体験活動促進」についての中間報告をまとめた。

国が実施している大学の設置認可の制限を緩め、代わって、国が認可した機関での第三者評価をすべての大学に義務づけることを求めた中間報告をまとめた。大学の改組を大幅に自由化する一方で、評価結果を公表することで、大学間競争を加速化し、質を上げようというのが狙いである。定員変更も、大学全体の定員が増える場合に限り、認可対象とする。第三者評価に関しては、国が複数の機関を「認証評価機関」として認証。全大学に対して、いずれかの機関での定期的な評価を義務づける。また、青少年の奉仕・体験活動を記録し、入試や就職に反映させるなどの促進策を提言している。具体的には、学校段階と18歳以上の段階に分けたうえで、学校段階では、自治体が作る「ヤングボランティアパスポート」（仮称）に個々に活動内容を記録。高校の単位として認めたり、高校や大学の入試で積極的に評価したりする。18歳以上では、「パスポート」を作って、大学で正規科目に位置づけ、ボランティア休学制度など、長期の活動をしやすい環境を整える（『朝日新聞』02年4月19日、『日本経済新聞』02年4月19日）。

文部科学省は、入学を辞退した受験生から私立大学が授業料、施設設備費などを徴収しないよう指導を強化する方針を決めた。来年度の各大学の募集要項に反映させるよう指導を行う。私立大学の一般入試では、入学金以外は入学式の2週間以上前には徴収しないという75年の文部省通達にしたがい、まず入学金を徴収し、3月下旬に授業料などを納入させる2段階方式が一般的である。しかし、入試日程の早い推薦やAO入試では、1月頃に入学金、授業料などを一括して徴収するケースも多い（『朝日新聞』02年5月22日）。

トップ30に踊る各大学の状況が紹介されている。トップ30は、金額的には大規模な事業ではない。今年度分配されるのは計182億円で、東大の科学研究費の年間203億円よりも少ない。この程度の金額で、「世界最高水準の研究大学」を育てられるのかといった疑問もある。しかし、「額はたいしたことがなくても、選ばれるかどうかが世間の注目を集める」と、影響力の大きさが予想されているのも事実。

東京農工大は、3月、15人の学生アルバイトを雇い、約20日かけて引用文献のデータベースを検索した。いうまでもなく、トップ30対策である。データベースを日常的に利用するため、今年度は数千万円を投資し、データベースを提供するISI社と契約する。同社の東京事務所によれば、「5年前は2大学だったが、昨年から急に増え始め、現在約20大学が契約している」という。ほかにも、水晶の加工で知られる山梨大学、鳥取砂丘を控え、乾燥地研究センターを持つ鳥取大学、富山の薬を軸に、和漢薬研究所とアジア諸国の国際共同研究を推進する戦略を持つ富山大学などの事例が紹介されている（『毎日新聞』02年5月27日）。

大学を評価する制度づくりが急速に進展している。04年度の国立大学の独立行政法人化を受け、定期的に国立大学を評価し、その結果を予算に結びつける提言がなされている。評価方法や評価項目、予算にどの程度程度反映させるかといった点は具体的には決まっていないが、大学評価・学位授与機構→文部科学省国立大学評価委員会（仮称）→文部科学大臣→国立大学という評価の流れが土台となる。

他方、私立大学の方にも、評価の波が押し寄せている。大学評価・学位授与機構、大学基準協会、日本私立大学協会、短大基準協会といった国が定める機関を選び、教育・研究面での評価を受けなければならない。各機関は、それぞれの基準で各大学を評価し、「適格」「不適格」を認定し、結果を発表する。国公私立大学の約8割が加盟する大学基準協会は、6年前から評価を行っているが、来年から改善した新評価制度をスタートさせる。7年に1度、教育研究や財務などが評価される。日本私立大学協会は、第三者評価を行う財団法人を来年にも設立させる。ただし、評価機関の評価者は加盟校の教員である。いわば「仲間うちの評価」なのである。大学基準協会は、ABCなど判定段階別の大学数は出すが、大学名は出さないとしている。また、「不適格」評価については、実際には出されない方針になっている。そのような評価を受ける可能性のある大学には、評価申請を取り下げてもらうという。そうなると、せっかくの評価制度が、有名無実化してしまう公算もある（『朝日新聞』02年5月27日－28日）。

世界水準の研究教育機関づくりをめざし、10分野で予算を重点配分する国公私立大学を決める「21世紀COEプログラム（トップ30）」の選考方法が発表された。高度な研究能力、個性的な将来計画、特色ある学問分野といった3点の審査方針が示された。6月半ばにも公募され、9月末に決定。今年度から実施される。対象は、大学院博士課程レベルの研究機関。6月に公募が始まるのは、人文科学などの5分野で、社会科学は来年度になる。応募する大学は、将来構想、研究機関の教育研究の計画書、要望予算額を文部科学省に申請する。さらに、所属する研究者の研究論文の発表状況または専門書の執筆状況、各賞の受賞歴など、細かい資料を提出する。審査方針としては、①将来の発展性もあり、高度な研究能力を持つ人材育成が期待できる、②個性的な将来計画と強い実行力で世界的な機関になれる、③特色ある学問分野で独創的、画期的な成果が期待できるという3つの点が挙げられている（『朝日新聞』02年5月30日）。

申請は大学単位ではなく、学部や大学院の「専攻」や、研究所の「部門」単位が原則。審査は、分野ごとに、約20人の学識者や企業人が当たる。ただ、委員が所属する研究機関から申請があった場合にはその委員を審査から外すなどして、透明性を確保する方針（『日本経済新聞』02年5月30日）。

世界最高水準の研究をめざして、国公私立大学を選ぶために、国の予算を重点的につける「21世紀COEプログラム（トップ30）」の公募が始まった。この事業の結果は、9月末に出る。選考のもとになる第三者評価は適正なものになるのか、競争原理の導入によって、世界でトップ水準の研究の育成に本当につなげられるのか、そんな疑問の渦のなかでのスタートとなる。当初は分野ごとに上位30大学を選ぶはずであったが、結局、対象を大学院博士課程レベルの研究機関にし、数も平均20に減らされた。予算額も、422億円から182億円に減少。審査方針や評価の着目点には、抽象的な言葉が並ぶ。明確な選考基準はなく、将来性を何で計るのかについても、わからないままである。公表されるのは、選ばれた大学の審査結果だけ。審査過程や選ばれなかったところの名前・審査内容は一切公表されない。どんな研究を重視し、どんな学問を育てようとしているのかさえわからない。客観性に課題を残しながらも、公募が開始される（『朝日新聞』02年6月19日）。

　

今月中にも廃止される見通しの「工業等制限法」の廃止を見据えて、各大学が都心回帰の機会をうかがっている。すでに、流通経済大学は、松戸市に約6000平方メートルのキャンパス用地を取得し、04年度の開設をめざしている。その翌年には、秋葉原に大学院を開設する構想を練っている。他方、都心回帰に先鞭をつけた法政大学は、創立120周年を迎えた00年、約200億円を投じて市ヶ谷に地上27階建ての新校舎を建設。前後して、4学部を創設した。また、同大学は、毎年大学職員180人に「進学アドバイザー」の肩書きを与える。夏休みになると、学生のほぼ7割を占める首都圏を中心に、高校や予備校を訪問し、新学部の授業内容や新キャンパスの施設、交通の便などを進学担当の教師や生徒に説明する。志願者増のウラには、そんな地道な営業活動が隠されている（『日本経済新聞』首都圏経済・東京、02年6月20日）。

　内閣府が公共施設を対象に今年3月に行った調査によれば、全国の国公私立の小中高校、大学などの校舎14万9648棟のうち、現行の建築基準法の耐震基準（81年に、「震度6から7でも倒壊しない」程度になるように細かい基準が強化）に合致すると確認されたのは、全体の45.7％にすぎないことがわかった。学校のおよそ半数が、耐震性に疑問ありとされたわけである（『日本経済新聞』02年6月29日）。

　日本国内にも、アメリカの大学の分校があるが、それらは、正規の大学として認可されていない。それに対して、遠隔教育で取得した外国の大学も含めて、日本の大学と同じように扱うべきだという声が上がっている。国境を越えて大学教育が自由化する動きが進展するなか、そうした動きに対する対応が求められている（『朝日新聞』02年7月1日）。

これまで制限されていた首都圏や近畿圏の市街地への大規模な工場や大学などの立地が解禁される。一定面積以上の建設を事実上ストップしていた首都圏既成市街地工業等制限法と近畿圏既成都市区域工場等制限法が廃止される。12日施行の予定（『朝日新聞』02年7月3日）。

　国立大学と私立大学の授業料をみると、70年代半ばは圧倒的に国立大学の授業料の方が安かった。ところが、近年は、私立は国立の2倍程度で推移しており、以前ほどの格差はなくなりつつある。しかし、01年度には、私立の平均値が100万円の大台を越えるなど、国立との差額は依然として年間約50万円にものぼっている。国立大学が法人化されると、どの程度の授業料になるのかが、今後の焦点の一つになるだろう（『日本経済新聞』02年7月6日）。

　小泉首相が提起している国庫補助負担金（補助金）制度の廃止方針に関して、政府内で不協和音が広がっている。来年度予算における補助金廃止の焦点の一つが、公立小中学校の教職員給与の半額を国が負担する「義務教育費国庫負担制度」の取扱いである。その総額が3兆円と巨額なことから、総務省は、これを廃止し、原則的に使途が自由な地方交付税に切り替えるべきだと主張している。それに対して、文部科学省は、「教育予算を交付税として配ったら、教員を減らし、公共事業に利用する自治体が出てきかねない」と反論している（『読売新聞』02年7月7日）。

政府の総合規制改革会議による規制改革推進の第二次答申の中間とりまとめ案では、病院、学校、農業分野での「株式会社の参入」について、02年度中に検討・実施が明記されている。早ければ、今年度中に実施する方針を打ち出す（『朝日新聞』02年7月3日、『日本経済新聞』02年7月9日）。

　

COEの申請書類の提出期限が7月24－26日に迫っている。そんななか、COEに対する各大学の動向が紹介。生命科学、化学・材料科学、情報・電機・電子の3分野で、それぞれ一つの研究の申請を予定している東京理科大学や、従来の学科編成を越えた新しい横断型の研究体制として3つの専攻をつくり、3つ程度の申請をめざす慶応義塾大学理工学研究科の例のほか、旧帝大関係者の冷静な対応ぶりも指摘されている。「大学という組織を考えるきっかけとして受け止めたい」とする東大教官の発言、「とりたてて全学的な取り組みはしていない」という京大などの事例がそれである（『朝日新聞』02年7月10日）。

他方、国立大学協会会長の長尾真京都大学総長は、予定されている182億円では、トップ30構想の実現は不可能というコメントを出している（『日本経済新聞』02年6月29日）。

文部科学省は、法令に違反した国公私立大学に対する措置として存在した「変更命令」と「閉鎖命令」に加えて、「改善勧告」と「是正命令」を加え、4段階の是正措置ができるように、制度を改正することを決めた。私立大学には、これまで「閉鎖命令」という極端な手段しかなかった。来春から実行可能になる予定（『読売新聞』02年7月11日、『毎日新聞』02年7月11日）。

経済産業省は、日本の産業競争力に対する寄与度で、大学をランキング化する計画を明らかにした。この前提となる評価基準作りに着手。今年度中に、教育面と研究面での評価手法を作り、来年度に、まずバイオとITの2分野で大学ランキングを試作。06年度までに理学、工学の各分野で評価方法を確立し、一般にも公開する（『読売新聞』02年7月14日、『毎日新聞』02年7月27日夕刊）。

また、評価手法に関しては、依託を受けた大手予備校の河合塾と大手シンクタンクの三菱総合研究所が8月1日に発表している（『朝日新聞』02年8月2日）。

従来、大学・短大で外国人留学生の退学者や不明者が出た場合、年一回地元の入国管理局に報告すればいいことになっていた。それに対して、文部科学省は、留学生の受入れに際しては、真に修学を目的とした者が選抜されることを要請すると同時に、受け入れた留学生が退学したり、除籍や所在不明になったりした場合、翌月10日までに、学生の氏名や在留期限を含めた名簿を同省に届けることを事実上、義務づけた（『読売新聞』02年7月17日）。

「200X年まで品質を保証します」。55年の歴史を有し、四年制大学の約8割が加盟（約560のうち、半数は相互評価を受けない賛助会員である）する「大学基準協会」が今秋から国公私立の大学に交付する「マル適マーク」が、それである。会員校同士の相互評価を7年に一度受けてもらい、質の向上を図る。各校がマークをパンフレットなどに掲載することも可能になる。今後は、不合格に当たる［D］評価も公表される（『日本経済新聞』02年7月22日）。

文部科学省の国際教育協力懇談会は、国際開発協力で大学の組織的な参画を支援するために、サポートセンター設置などを柱とする最終報告をまとめた。センターの設置が想定されているのは、国立政策研究大学院大学。来年度の概算予算要求で、必要な措置が採られる。サポートセンターに期待されているのは、国内の大学と国際援助機関との仲介役。教育分野の政府開発援助（ODA）政策の妥当性を学問的に検証する「国際開発戦略研究センター」（仮称）の設置も求められている（『日本経済新聞』02年7月30日）。

　文部科学相の諮問機関である中央教育審議会は、奉仕活動の実績を高校や大学の入試で、一定の評価材料とするように求める答申を遠山敦子文部科学相に提出した。また、就職に際しても、評価材料とすることを求めている。「義務化」という言葉は使われていないものの、ボランティア活動を拒否できないような仕組みが求められている。活動状況の調査も実施し、結果を公表し、取り組みを推進することがめざされているからである（『日本経済新聞』02年7月30日、『読売新聞』02年7月30日）。

文部科学省は、「21世紀COEプログラム」への公募結果を発表した。5分野で、合計163大学から464件の応募があった。内訳は、国立76大学283件、公立21大学38件、私立21大学143件。分野別では、生命科学112件、化学・材料科学82件、情報・電気・電子78件、人文科学79件、学際・複合・新領域113件であった。人文科学以外の4分野では、私立の公募は国立の半数程度しかなかった。10月初旬までに各分野から平均20件が発表される。大学名は、選ばれたところだけが公表される（『朝日新聞』02年7月31日、『日本経済新聞』02年7月31日）。

なお、このプログラムに関して、「182億円の資金投入の効果としては、極めて効果的」という東京農工大学の宮田清蔵氏のコメントが紹介されている（『日本経済新聞』02年9月1日）。

8月5日、中教審の答申が提出された。それによると、「大学全体で収容定員が純増する場合にのみ認可」するという原則が打ち出された。認可後は、国の認証を受けた評価機関による継続的な第三者評価を義務づけることで、研究、教育、運営の各面での「質の保証」を図る必要性を訴えた。

このようにして、すべての大学に第三者評価が義務づけられると、大学が偏差値だけで評価される時代は終わる可能性が出てくる。

しかしながら、評価制度はまだ確立されていない。何を基準に、だれが、どう評価し、それを社会にどういう形で公表するのか。その点については、触れられていない（『朝日新聞』02年8月6日、『日本経済新聞』02年8月6日、02年8月10日、『毎日新聞』02年8月6日、『読売新聞』02年8月6日）。

大学評価に関して、ユニバーサルデザイン総合研究所主席研究員の林衛氏の意見が掲載されている。まず、3月に公表された大学評価・学位授与機構の国立大学評価に対する疑問が提示されている。大学院各研究科の評価を20ページほどの報告書で済ませているからである。実際、林氏が行った調査では、九州大学で行った報告書は、400ページを越えたものになっている。アメリカでは、評価を行う基準協会が幾つもあり、評価を競い合っている。日本でも、社会に役に立つ評価を広げていくことが重要である。そのために、国公私立大学、地元自治体、企業、一般篤志家などが共同で出資するNPO（非営利組織）をスタートさせるのが早道である。現行の大学評価の実態と問題点、課題を明らかにし、質の高い評価を実施し、日本の大学・大学院の水準を着実に向上させていくことが肝要である（『朝日新聞』02年8月7日）。

文部科学省は、来年度から全国の国公私立大学・短大から教育に力を入れている大学を100校ほど選び、選ばれて大学には助成金を配分する。そして、「教育に力を入れている大学」として認知する。研究分野で優秀な大学を選ぶ「トップ30」のいわば「教育版」。①専門教育のカリキュラムが充実していること、②語学・情報教育が充実していること、③教養教育に特に力を入れた取り組みをしていること、④学生の満足度が高いこと、⑤厳格な成績評価をしていることなどが審査の対象となる。有識者による選定委員会をつくり、そこで審査する。選ばれた大学には、140億円の枠内で、予算が重点的に配分される（『朝日新聞』02年8月19日、『読売新聞』02年9月15日）。

文部科学省は、海外の大学の日本進出に対して、専門家を交えた検討会を設立することにした。アメリカなど8ケ国が「高等教育サービスの自由化」を要求していることを受けたもの。すでにアメリカなどの大学がいくつか進出しているが、大半は土地・施設・教員数などが設置基準を満たしておらず、「正式な大学」としては認められていない。海外からインターネットで通信教育をする大学もあるが、これも大学としては認められていないのが現状である（『朝日新聞』02年8月23日夕刊）。

文部科学省は、知的財産を守り、その有効活用策を練る「知的財産本部」を、希望する大学に設置する方針を固めた。来年度から、国公私立大学の数十大学を対象にして公募する計画。そのための費用60億円が来年度の概算要求に盛り込む（『朝日新聞』02年8月28日）。

大学間競争が激化するなかで、「首都」の重みが増している。そうした流れを受けて、都心に拠点を設ける大学が増えている。オフィス、情報収集のアンテナ役から社会人向けのサテライト教室、学生の就職支援、受験生集めまで、その役割は多彩である。九州大学は丸の内ビル、京都大学は帝国ホテル、埼玉大学、千葉大学、立命館大学は東京駅周辺、図書館情報大学と近畿大学は四ツ谷駅周辺、同志社大学は渋谷、高知工科大学は千代田区にそれぞれの拠点を設けている（『朝日新聞』02年9月9日夕刊）。

文部科学省は、10月2日に、大学の研究拠点を選抜して重点的に資金援助する「21世紀COEプログラム」（トップ30）の初めての審査結果を公表した。それによると、国公私立大学163による464件の申請のなかから、50大学113件が選ばれた。国立大学が7割を占めた。選考理由は公開されなかった。有力国立大学では、一橋大学や、プロジェクトチームを作って臨んだ千葉大学などが選から洩れた（『朝日新聞』02年10月3日、『毎日新聞』02年10月3日、『読売新聞』02年10月3日、『日本経済新聞』02年10月3日）。

COEに選ばれた京都大学大学院の柳田充弘教授によれば、個別研究に使わないで、大学院生や若い研究者のための環境整備に向けるという。まずは、英語の実務能力の向上であるが、研究能力に大切な条件なので、外国人教師にグループ授業や個人特訓をしてもらうとか（『朝日新聞』02年10月4日）。

　申請464件のうち、書類選考を通ってヒアリングに進んだのは157件。最終的に113件がCOEに選ばれた。文部科学省は、「COEは大学ランキングではない」と強調するが、事実上、国による初のランキングという受け止め方が大学では強い。選考基準が不透明といった批判があるとはいえ、「各大学がこれまで考えなかった将来像や戦略について真剣に考えるようになった」という江崎玲於奈・21世紀COEプログラム委員長の評価もある。選考結果を見れば、これまでの大学間の序列がほぼ維持されたという印象を受けるものの、東大では半分が落選となっているし、15校入った私立大学が意外に健闘している。各大学のヒアリングでは、、大学の将来像、そのなかの研究拠点の位置づけ、学内支援体制などについて、学長自身に対して直接、説明が求められた（『日本経済新聞』02年10月5日、『読売新聞』02年10月7日）。

文部科学省は、大学改革の一環として新たに設ける職業人養成のための「専門職大学院」については5年に一度、大学や短大に関しては7年に一度、第三者評価を義務づける方針を固めた（『日本経済新聞』02年10月9日）。

文部科学省は、少子化傾向に対応して「大学の新設」と「定員増」の認可を抑制してきた従来の方針を93年以来十年ぶりに撤廃することを決めた。これに伴い、大学設置基準などの法令をクリアしていれば、原則としてあらゆる大学の新設が可能となる。来年度からの新設や定員増に反映される。他方、大学は、04年度から導入される第三者評価機関による評価を受け、教育研究の状況が公表されることにより、一層の責任を求められる（『読売新聞』02年10月21日夕刊）。

「21世紀COEプログラム」の初年度の補助金額が決まった。総額167億円で、1件平均1億5000万円ほどになる。科研費は、研究のために設備や実験材料をそろえるなどの「戦術」に使われてきたが、こちらの方は、どんな研究をどのように進めるか、いかに人材を育てていくのかという、学長を軸にした大学の「戦略」に充てる研究費というわけである。選考の主眼は、「実績」「将来性」「ユニークさ」の三本柱。選ばれた研究グループの多くは、学会への出張旅費さえままならない大学院生や若手研究者への支援、優秀な研究者の招聘など、「人」への投資を考えている。十数人から30人ほどの研究プロジェクトが多いなか、秋田大学大学院医学研究科の「細胞の運命決定制御」はわずか5人。早稲田大学大学院理工学研究科の「実践的ナノ化学教育研究拠点」では、「国際的な共同研究と人材育成のセンターをつくり、年に40人以上のドクターを出したい」といった構想が考えられている（『朝日新聞』02年10月30日）。

COEとの関係で、人文系も「まず拠点」ということから、世界を意識した動きが始動｡一例として、早稲田大学では、理系、文系を織り交ぜた新しいタイプの研究所を3年間に実に「112」も作っている（『朝日新聞』03年1月1日）。

海外から日本に留学している学生の数が5月1日現在で9万5550人と、過去最高になった。地域別では、アジアが全体の92.8％を占めている。トップは中国の5万8533人で、韓国の1万5846人、台湾の4266人が続いている。受け入れ大学別では、東京大学の2000人、城西国際大学の1371人、早稲田大学の1368人、京都大学の1175人、名古屋大学の1130人の順になっている（『朝日新聞』02年11月⒗日）。

文部科学省は、大学や企業などで女性の能力を活かすための支援策について検討を始めた。生涯学習の視点から支援する。女性が出産・子育て後に現場復帰を容易にする学習プログラムを大学などで開発したり、女性研究者の割合を増やしたりすることも検討する（『毎日新聞』02年11月18日）。

政府の総合科学技術会議は、公募型の科学技術研究費の採択や分配を第一線の研究者が専任で担当する「プログラムオフィサー（PO）」制度を03年度から導入することを決めた。官僚主導型の従来方式では、専門知識に限界があると判断し、米英型に転換する。公募型の科学技術研究費の半額を占める文部科学省の科学研究費補助金（科研費）では、大学教官や研究機関の研究者などに評価員を委嘱し、その評価を参考に各省の担当課や関係特殊法人が決めていたが、①有名学者に資金が集まること、②申請数の多い分野が選ばれやすいこと、③10年、20年先を睨んだ先駆的研究が認められないこと、④不採用の理由が開示されず、透明性に欠けることなどの批判が出ていた。すでに、7つの省がPOら65人の制度化を概算要求している（『朝日新聞』02年11月18日）。

　日本私立大学協会は、加盟校（330校）を主な対象として、大学の教育・研究の質や財務内容などを評価する第三者機関を来年度、独自に設立することを決めた。04年度から実施していく（『読売新聞』02年11月19日）。

「21世紀COEプログラム」についての採択、不採択の理由が応募した各大学に通知された。選考過程の基準や不透明さに対する批判に応えたものである。ただし、全体の評価が短い行で説明されるのに留まり、客観的な基準や「得点」は、明らかにされなかった。近く、採択された拠点の事業概要が文部科学省のホームページに掲載される（『朝日新聞』02年11月22日、『日本経済新聞』02年11月22日）。

　すべての大学に第三者機関による評価を義務づけることを盛り込んだ改正学校教育法が参議院本会議で可決、成立した。高度な専門性が必要な職業人養成に当たる新しいタイプの「専門職大学院」については5年に一度、大学や短大に関しては7年に一度、国が認証する機関による第三者評価を義務づけた。設備や授業の面で、法令違反が明らかになった場合、「改善命令」など、4段階の是正勧告を出し、それでも改善がなければ学部学科などの廃止命令を出せるようにした。また、大学改革の一環として、①学位の種類を変更しない場合の学部・学科の改編は届け出制とする、②専門職大学院を創設することなども盛り込まれた。私立大学にまで第三者評価が義務づけられたことに対しては、「私大間接統制」の手段ともなりかねないといった批判も提起されている（『日本経済新聞』02年11月22日夕刊、『読売新聞』02年11月26日）。

　大学による留学生の「青田刈り」が目に余る。全国約350校の日本語学校が加盟する財団法人「日本語教育振興協会」の幹部が、留学生交流の充実をめざす大学人の団体である「国際教育交流協議会」に対して発言。背景には、日本人学生だけでは定員を満たせない大学の担当者が9月頃から日本語学校を回り始め、来春入学をめざす学生を勧誘。なかには、文部科学省が導入を求めた11月の日本留学試験や本試験の結果を見ずに、簡単な面接とペーパーテストで10月中に合格の「内定」をだした大学もある。他方、留学生からは、「日本の大学で学ぶ意義はあるのか」といった疑問が提起されている。その理由の一つは、就職難である。1300名余りの留学生を抱える早稲田大学では、今春卒業した留学生で、大学に進路を伝えてきた127人のうち、就職したのは48人（37.8％）でしかない。また、どの国の博士号が中国社会で評価が高いのかという質問に対して、日本は、アメリカ、ドイツ、イギリスに続き、第4位になっている（『日本経済新聞』02年11月23日）。

　文部科学省は、公募で国公私立大学のなかから30校を選び、大学で生れた発明の、企業への橋渡しを円滑に行うため、特許に詳しい企業経験者や弁理士などの専門家を配置する。配属されるのは、各大学の「知的財産本部」になる（『読売新聞』02年12月24日）。

　これまでの大学の教員の本来の仕事は、教育と研究であったが、これに産学連携を加えて、三本柱とすることが時代の要請になっている。それらが円滑に行われるためには、さまざまな条件整備が必要であるが、その一つに大学教員など関係者の「意識改革」がある。日本では、産学連携は長らく、白眼視されてきたという事情があるからである。共同研究などで資金が潤沢な教員は､「出る杭」としてやっかみの対象になることも多いという。「出る杭」が打たれることのない環境を整えた大学が、競争の時代に生き残れることを関係者は銘記すべきである（『読売新聞』02年12月26日）。

　廃止論も出ている「学者の国会」日本学術会議に関して、政府の総合科学技術会議は、来年7月の新会員選出に合わせた改革を断念した。同会議は国から独立させた法人化をも念頭においていたが、学術会議側は「国の機関でなければ権威が保てない」などと反発したため、今月中に作るはずだった最終案がまとまらず、3年間先送りされることになった（『読売新聞』02年12月29日、『毎日新聞』03年2月21日）。

　株式会社の教育分野での参入は、構造改革特区においては容認される方向で検討が進められている（『日本経済新聞』02年12月29日）。

　大学の研究者が非営利組織（NPO）を設立する例が増えている。①資金の使途が自由であること、②法人格を持つため、国から研究助成金を得たり、企業とプロジェクト受託の契約を結んだりできること、③多様な人びとが個々の事情と能力に応じて参加できることなどがメリットになっている。工学院大学の畑村洋太郎教授が組織した「失敗学会」などの事例が紹介されている（『日本経済新聞』02年12月30日）。

　現在、日本の大学・短大は1200を超えているが、09年度には、志願者と入学者が一致し、合格率が100％に達する、いわゆる「全入時代」に入る｡旺文社や文部科学省メディア教育開発センターなどによると、日本の大学も、アメリカのように三つに分化すると考えられている。①従来通り、受験勉強をしなければ合格できない「競争選抜型」、②一定の学力を備えていれば入れる「資格入学型」、③事実上、高卒の資格さえあればいい「開放入学型」である。①には国公立に一部の私大が入るが、多くは②のタイプになっていく。定員割れの私大や短大は③に入る｡そんな予測が立てられている（『朝日新聞』03年1月3日）。

　主要100社のトップに対するアンケート調査によれば、日本の大学の教育水準は先進国中で「真中あたり」と考えられている。大学教育への注文としては、「創造力を身につけさせること」（58社）や「問題解決能力の習得」（51社）が多く、「一般教養の習得」（17社）を大きく上回った。大学で養うべきものという設問に対しては、「論理的な思考力」（54社）、「創造力」（49社）、「問題解決能力」（41社）と続いた（『朝日新聞』03年1月4日）｡

　公募型の研究資金である文部科学省の科学研究費補助金と厚生労働省の厚生科学研究費補助金が03年度から年度を繰り越して使えることが決まった。これまで、毎年3月末までに使い切らなければならないため、不必要な実験用具を買うとか、不適切な会計操作でプールするなどの不正を生みやすいといった弊害が指摘されていた（『読売新聞』03年1月10日夕刊、『毎日新聞』03年1月11日、『朝日新聞』03年1月11日）。

　外国人研究者の受け入れが伸び悩んでいる現状を改善するため、文部科学省科学技術・学術審議会は、海外の優秀な研究者の来日を促すべく、大学等への短期在籍制度を拡充することなどを提言した報告書をまとめた。特に、若手研究者の「知日派」を増やしたいという（『毎日新聞』03年1月⒗日）。

　東京大学の佐々木毅学長によると、戦前のエリート養成型を「第1世代」とすれば、戦後の大衆化された大学は「第2世代」、そして、現在は「第3世代」に突入しつつあるという。そこで重要になるのが産業との連携や社会との連携、つまり「社学連携」である。そうした流れの一事例として紹介されているのが、生命分野で文部科学省の拠点研究機関の一つに選ばれた帯広畜産大学である。肉や乳製品の生産性の向上と安全性を専門に研究する大学として、社会との結びつきを志向している。「食肉の衛生にかかわる分野ではアジアでトップ」を自負している（『朝日新聞』03年1月⒗日）。

　「科学技術の水準は一流だが、英語は話すのも書くのも下手」といった現状を克服するため、各大学で英語の講座が続々開設されている。例えば、東京大学大学院の化学専攻博士課程では英語講座が行われている。マンツーマン方式の徹底した英語指導で、科学の知識があるアメリカ人講師が、論文の書き方、こなれた表現の仕方、討論もできる会話力を鍛える。背景には、「東大の研究力は一流だが、世界から見れば、一地方大学。世界で戦える人材づくりに、語学力は不可欠」といった認識がある。慶応大学理工学研究科では、すべての講義を英語で行う「先端科学技術国際コース」が9月からスタートする（『読売新聞』03年1月22日夕刊、『毎日新聞』03年2月25日夕刊）。

　大学のトップが自ら陣頭指揮を取り、産学連携を引っ張っている。そんな題目で、東大、筑波大、慶応大、早稲田大の事例が紹介（『日本経済新聞』03年1月22日夕刊）。

　文部科学省は、特色ある教育を実践している大学を選んで予算や補助金を重点配分する事業の概要を始めて公表した｡選定は、大学基準協会が中心になって作る実施委員会によって行われる。6－7月に公募を始め、9月頃に結果を公表する。大学全体や学部学科単位で組織的に実施し、すでに実績のある事例に限る。募集に当たっては、実施委員会が「教育課程の工夫改善」「国際交流」といったテーマを設定し、各大学の学長からテーマにそった取り組みの申請を受ける。選ばれた大学が希望すれば、国立学校特別会計や私学助成の補助金が得られる。プログラムの実施に当たっての支援経費の予算額を総計137億円と算定している（『朝日新聞』03年1月24日、『日本経済新聞』03年1月24日）。

そうした動きに対して、次のような反響がある。「これまで大学の水準をアピールする材料は、偏差値と競争倍率くらいしかありませんでした。しかし、支援プログラムに選ばれれば、大学にとって絶好の宣伝材料になるでしょう。官製の認定基準ですから、高校の進路指導にも影響を与え、偏差値の変動も当然起きるでしょう」「COEでも支援プログラムでも名前が出ない大学はやがて生徒から忘れ去られ、淘汰されることでしょうね」（『サンデー毎日』03年2月9日号）。

　中央教育審議会の大学分科会は、開設に必要な敷地面積基準の大幅緩和や、入試の公正課化を新たに盛り込んだ答申をまとめた。例えば、学生の収容定員が3700人の工学部の場合、従来は約13万6000人平方メートルが必要であったが、新基準では約3万8000平方メートルでよくなる（『毎日新聞』03年1月24日）。

　大学院生の研究活動に報酬を支払う動きがCOEプログラムを交付された大学等で広がっている。研究費の一部を人件費に使える新しい研究助成制度が後押ししているためである。例えば、京都大学生命科学研究科とウイルス研究所で研究している院生約300人を選び、その報酬として月2－10万円を支払っている（『日本経済新聞』03年1月24日夕刊）。

　女性の社会進出の方策を検討している文部科学省の懇談会は、大学等で働く女性研究者の割合を増やすため、新規に研究者を採用する際の女性優遇や、研究者全体に占める割合を将来3割以上にする目標を盛り込んだ報告案をまとめた。同省の調べでは、大学教員に占める女性の割合は14.1％（02年度）と低く、教授は8.8％と1割にも満たない（『毎日新聞』03年1月31日夕刊）。

　日本通信教育連盟（ユーキャン）の調査によれば、「生涯学習」に興味があるのは男性50％に対して、女性は65％と高めであることがわかった。興味のある分野は、以前から人気が高い「パソコン」、「英会話」に加えて、普及の進む「デジタルカメラ」やビジネス面での注目度が高い「中国語」を挙げる人が増えている（『日本経済新聞』03年1月31日夕刊）。

　金融庁は、公認会計士試験制度の改革案をまとめた。3段階に分かれている現行制度から1回の試験に変更し、大手企業の財務担当者など実務経験者には試験科目の一部を免除する。06年1月以降の試験に導入する。現在は、一般教養を問う1次試験、短答式と論文式の2次試験に合格し、会計士補として実務を3年以上経験した後、3次試験に合格しなければ公認会計士になれない。新制度は、短答式と論文式の試験を1回受けてから、単位制の「実務補習」と、働きながら学べる「業務補助」（2年以上）を受けることができる（『朝日新聞』03年2月4日）。

　政府は、司法試験改革の一環として、5年以上法律学を教えた大学教授・助教授に対して、司法試験に合格していなくても、日本弁護士連合会の審査を通れば弁護士資格を認めるという弁護士法の特例を廃止する方針を固めた。過去30年間に278人が特例により、弁護士資格を得たという（『読売新聞』03年2月5日）。

　読売新聞社が全国424大学の学長に対して行った、21世紀COEプログラムに関するアンケート調査によれば、回答した大学の79％が「活性化につながる」と評価している。その反面、「私立大学や公立大学は不利」とか「大学間の新たな序列化を生む」といった批判もあった（『読売新聞』03年2月22日）。

　大学が提供する社会人向けの公開講座や講演会が、首都圏のビジネスマンの間で好評を博している。「仕事を終えてから学びたい」という熱意が背景にある。慶応大学の丸の内シティキャンパス、早稲田大学エクステンションセンター主催の講演会、上智大学のコミュニティカレッジ、立教大学の公開講演会、法政大学のエクステンション・カレッジなどがある（『読売新聞』03年2月24日）。

　文部科学省は、特殊法人の育英会と、内外学生センター、日本国際教育協会、国際学友会、関西国際学友会の4つの財団法人を統合し、「日本学生支援機構」を立ち上げ、学生支援を一本化して効率を上げる。特に、厳しい就職難を踏まえ、就職事業に力を入れる（『読売新聞』03年3月1日夕刊、『朝日新聞』03年3月11日）。

　経済産業省は、今後3年間をめどに、高度な情報技術の専門家を国内で5万人育成する｡企業や大学、人材開発会社など実践的な人材育成を幅広く支援。大規模なソフトウエア開発事業などを指揮できる人材を育成する。ソフト開発リーダーの育成で多様なニーズに対応できる体制を整え、情報サービス産業の需要拡大と社会のIT化の推進を図る。情報サービス産業の従事者は現在約56万人いるが、こうした技能を持つ技術者は1％に満たない。先進的な人材育成システムを採用しているIT企業や大学等を3月半ばまでに公募し、今年度、これらの社員や学生の教育訓練に13億円を資金援助する。経済産業省は、昨年、技術者のIT能力を測る「ITスキル標準」という新基準を作成｡「応用ソフト」「ネットワークなどの職種ごとに、技能に応じて技術者を7段階に等級分けして、人材育成の成否が等級の上昇でわかるようにしている。希望する大学には、IT標準スキルに準拠して開発された教育方法や教材などを提供する。

従来、日本のIT技術者の公的育成策は離職者らを対象にした初歩訓練に偏っており、欧米に比べてトップ水準の技術者の層が薄い。中国が35の重点大学を指定して高度なソフト教育をしているのに対して、日本の大学教育は、産業界の要請とは乖離しているとの批判も強い（『日本経済新聞』03年3月2日）。

　文部科学省は、高卒者や大学入学資格検定（大検）の合格者などに限定していた大学入学資格を米英の学校評価機関が認めた外国人学校の卒業生にも認めることを決めた。しかし、米英の評価機関がない朝鮮学校などアジア系の17校については認められなかった。卒業生は、これまで通り大検に合格しなければ大学に入れない。ただし、公立大学や私立大学の半数以上は、インターナショナルスクールと朝鮮学校の卒業生を区別せず、受験・入学を認めている（『毎日新聞』03年3月7日、『読売新聞』03年3月7日、『日本経済新聞』03年3月7日）。

　その後、アジア系学校の関係者から「差別だ」といった批判があったこともあって、この方針が再検討されることになった（『朝日新聞』03年3月28日、『毎日新聞』03年3月28日、『読売新聞』03年3月29日）。

　文部科学省は、来年度の大検の実施日程を発表した。1回目は8月7、8日、2回目は11月15、16日となる（『毎日新聞』03年3月12日）｡

　

　文部科学省によると、大学・短大の募集停止は、00年度は1大学であったが、01、02年度は各4大学、03年度は8大学といった具合に、年々増えている。募集停止は今のところ地方の単科短大に集中しているが、今後は一層拡大する見通し。経営マインドの欠如や安易な開設計画が大きな要因であるが、18歳人口が減る中での大学新設に対する文部科学省の審査の甘さを指摘する声もある（『日本経済新聞』03年2月24日、『朝日新聞』03年3月13日）｡

　21世紀COEプログラムの来年度の募集に、225大学から計611件の申請があったことがわかった。前回に比べて、62大学、147件の増加。大学数では約1.7倍、件数では1.5倍になった。一番申請件数が多かったのは、東大の24件で、以下、阪大の17件、京大の15件と続く。私大では、早稲田大学の10件が最多（『朝日新聞』03年3月15日、『日本経済新聞』03年3月15日）。

　総合科学技術会議のプロジェクトチームは、政府の公募型研究費の配分方法の見直し案をまとめた。大学向けの研究費補助金を新たに企業研究者も受けられるようにする。若手研究者への重点配分を促すほか、国立大学に対しては、研究費の獲得額を給与や人事に反映させるように求め、学内での競争を促進する（『日本経済新聞』03年3月24日）。

　アメリカで産学連携の基盤が整備されたのは、1980年の特許商標法修正条項（バイ・ドール法）の制定だとされている。政府が助成した大学の研究でも、大学が特許を取ることを認め、その特許を私企業にライセンスすることを可能にさせた。日本でも、これに倣って、99年に同様の法律が制定された。バイ・ドール法の背景には、財政難から連邦政府が大学への研究助成費を削減したことがある。平均して研究費の約65％を連邦政府からの支援に頼っていた大学は、自前で研究費を確保しなければならなくなった。アメリカでは、これまでに、大学から民間への技術移転によって総額409億ドル（約4兆9000億円）の経済効果と27万9000人の雇用が生み出されたという推計もある。また、90年代後半のアメリカ経済の活性化を底辺で支えたのが、大学という高水準の知識と技術に裏付けられたベンチャー企業とされている。そうした動きを受けて、「象牙の塔」と言われ、産業界への貢献度が低かったイギリスの大学でも、産学連携への取組みが活発化している（『読売新聞』03年5月7日）。

　東京工業大学は、大学院生の海外を含めた産業界への「販路拡大」を狙って、旧KDDで執行委員を務めた人物を教育専任の教授に招いた。大学院の電気系5専攻が国際性豊かな人材を公募したのに応じたものである（『朝日新聞』03年5月17日）。

　特色ある教育を実践している大学・短大を選んで予算や補助金を重点的に配分する文部科学省の新事業に関して、大学基準協会を中心とする実施委員会が具体的な募集方針を決めた5つのテーマを設定し、大学・短大からの申請を1校1点に限定する（『朝日新聞』03年5月27日、『毎日新聞』03年6月2日）。

　大学生の教育実習を受け入れた学校に対して、1人当たり1－2万円の謝礼金が出されるのが慣例であったが、教職課程を持っている大学の集まりである東京地区教育実習研究連絡協議会（約70校）と関東地区私立大学教職課程研究連絡協議会が、加盟校に対して謝礼廃止を打ち出し、同調を呼びかけている。一方、大阪府教委は、一昨年に府立高校などでの実習について、1人につき2週間1万円、3週間1万5000円の謝金を大学から徴収し、府の公金収入として処理するルールを決めている（『朝日新聞』03年6月15日）。

　「特色ある大学教育支援プログラム」の公募要領がまとまった。5つのテーマから、各大学・短大は、1つに絞って応募する。各テーマとも応募件数の1割以内が選定される。7月30日から8月1日の3日間に募集が受け付けられ、9月上旬に発表される（『日本経済新聞』03年6月21日、『読売新聞』03年6月21日）。

　全国障害学生支援センターは、障害はあるが学びたいという学生を支援する団体である。毎年、全国の大学における障害者の受け入れ状況を調査した『大学案内障害者版』を制作している。受験の可否、設備状況、授業での配慮などが細かく掲載されている（『毎日新聞』03年6月21日夕刊）。

　産業技術研究所は、聴覚障害を持つ学生に、遠くにいる支援者がインターネットを通じて、教師の話を同時筆記通訳するシステムを開発したと発表した。聴覚障害を持つ学生は、小学生から大学生まで含めると、全国に1万人以上（『読売新聞』03年6月24日）。

　朝鮮学校などの外国人学校の卒業生が大学入学資格を無条件で得られない問題に関する学長アンケートによれば、現在認めていない国立大学の学長の8割近くが「与えたい」と回答し、私立大学は「すでに認めている」と4分の1が回答していることが判明した。京都大学は、アジア系学校を含む外国人学校卒業生に受験資格を認めるべきだという要請を文部科学省に行うことを発表している（『朝日新聞』03年7月2日、『日本経済新聞』03年7月9日夕刊、『毎日新聞』03年7月10日、『朝日新聞』03年7月10日）。

　21世紀COEプログラムの今年度分の審査結果が公表された。国公私立大学計225校からの申請611件から、56校の133件が採択された。昨年度分と合わせて、プログラムで選ばれた研究拠点は85校246件となった。合格校の圧倒的部分は国立大学であるが、阪神大震災の経験を有する兵庫県立看護大学が災害看護研究で、富山医科薬科大学が東洋医学でといった具合に、ユニークな拠点も選定された。拠点形成の公約を果たすことが求められている（『朝日新聞』03年7月18日、『読売新聞』03年7月18日、『毎日新聞』03年7月18日、『朝日新聞』03年8月6日）。

大学等の理工系教育の「品質」を審査・認定する団体である「日本技術者教育認定機構（JABEE）」が、国際的な相互認定の協定に正式加盟する。日本での認定がそのまま「国際基準」と認められ、認定プログラムの卒業生は、加盟国・地域の企業や大学院に入るのに有利になる（『朝日新聞』03年7月20日）。

日本の大学で、海外の大学と提携して、現地に情報技術や医療などの産学連携拠点を開設する動きがある。例えば、北京に、「早稲田大学・北京大学共同教育研究運営機構」（仮称）が設置される。神戸大学は、今年度中にワシントン大学のキャンパス内に産学連携窓口の「リエゾンオフィス」を開設する。これまでにも、海外に拠点を設けることはあったが、現地の情報収集が主な目的だった。今後は、現地や日本の企業からの委託研究を手がけたり、ベンチャー企業を立ち上げたりといった具合に、産学連携の国際化が進められる（『日本経済新聞』03年7月22日）。

文部科学省が行った委託研究によると、欧米留学に好都合な秋に大学の入学時期を変更することの可否に関する質問に対して、全国の大学長は49.9％、高校長は48.7％、一般国民は40.7％、企業経営者は33.0％が賛成している。入試を高校卒業後の夏ごろに実施すれば、高校教育をしっかり完了できるという意見も。逆に、「現行制度で支障がない」「大学入学までの半年間どこにも所属しないのは不適当」といった意見もあった（『読売新聞』03年7月29日）。

文部科学省と厚生労働省は、質の高い薬剤師を養成するため、薬学教育を現行の4年から6年に延長する方針を固めた。そのための法案を来年度の通常国会に提出し、成立してから施行まで2－3年の周知期間をおき、新入生から適用する方針。現在は、病院などでの実務実習は必須ではなく、多いところでも4週間程度であるが、これを必須にしたうえ、期間を最低6ケ月程度にする（『朝日新聞』03年8月2日、『毎日新聞』03年8月19日夕刊、『日本経済新聞』03年8月29日夕刊、『日本経済新聞』04年1月13日）。

文部科学省は、来春から大学入学資格（受験資格）のあり方を大幅に見直す方針を発表した。高校卒業者でない人でも、志願先の大学が認めれば、大学入学資格検定（大検）を経ないでも受験できるようにする。朝鮮学校の卒業生もこの対象になる。また、大検の再検討や高卒認定試験の創設についても、検討していく方針（『朝日新聞』03年8月2日、8月5日、8月7日、『読売新聞』03年8月2日、8月3日、『毎日新聞』03年8月5日）。

厚生労働省は、医師国家試験を3回以上、また、10回以上不合格となる受験生の数を出身大学別に初めて集計し、7月24日付けで、一覧表を医学部のある全80大学に送っていたことが判明した。適正に欠ける受験生に対して、大学側から進路変更を勧めてもらうのが狙い。来年度からは一般公開も検討されている（『朝日新聞』03年8月3日）。

文部科学省は、「特色ある大学教育支援プログラム」への応募数を発表した。総件数は、664件。9月初旬に結果が公表される予定（『朝日新聞』03年8月5日）。

文部科学省は、6日、外国人学校卒業生の大学入学資格検定を免除する制度改革に関して、国・地域別の対応などを発表した。学校ごとに免除される、つまり卒業生全員が資格を与えられるのは、生徒の国籍を問わないインターナショナルスクールのうち、英米の教育評価団体の認定を受けた16校。さらに、公的ルートで確認し、指定する学校で、韓国、台湾、インドネシア、フランス、ドイツ、カナダなど、13校。朝鮮高等学校12校は、教育課程について公的ルートでの確認が困難であることから免除指定から外れる見通し。大学が個人ごとに志願者の学習暦を審査し、認められれば、大検免除となる。それに対して、在日本朝鮮人総連合会は、「新たな差別を作り出そうとしている」と不満を表明。また、弁護士有志も抗議の声明を出している。

他方、民間のフリースクールや大検受験のためのサポート校などで学ぶ日本の高校中退者らにも、大学の個別判断で大検免除が認められる。それに対して、「高校も出る必要がない、大検も受ける必要がないとなると、塾や予備校に通って入試だけ受かればよいということになる」といった反対意見が、中央教育審議会の内部であったとか（『読売新聞』03年8月7日、8月8日、『朝日新聞』03年8月19日、『読売新聞』03年9月1日、『朝日新聞』03年9月9日）。

その後、大阪大学、京都大学、東京大学など多くの大学が、個別審査を行った上で、朝鮮学校出身者の受験資格を認める発表をしている（『朝日新聞』03年9月25日、『毎日新聞』03年9月26日、『毎日新聞』03年9月27日、『朝日新聞』03年10月22日）。
環境省と文部科学省は、自然とのふれあい、リサイクル、地球温暖化対策などを学ぶ体験学習を活発にするため、学校教員らの「コーチ役」となる上級専門指導員を育成する方針を決めた｡来年度、国土交通省、農林水産省、経済産業省を加えた関係5省庁で、連絡会議を立ち上げ、養成機関の設立やカリキュラム策定に向けて検討することになった。環境保全に取り組む民間の専門家らの参加を得て、04－05年度に具体案をつくり、06年度以降、制度と養成機関を整える計画。高い専門性を持ち、将来は職業としても成り立つ「環境学習トレーナー」を想定し、新しい資格制度についても検討する（『朝日新聞』03年8月7日夕刊）。

科学技術の国際競争力を高める上で、日本の弱点だった研究動向の分析力を強化するために、文部科学省は、世界の情報を収集・分析する専門組織を新設する。新組織は、「研究開発戦略センター」（『読売新聞』03年8月18日）。 

文部科学省は、大学の活性化に役立っているとして、「21世紀COEプログラム」を来年度も新たに公募する方針を決めた。拠点の数は過去2回よりも小規模になる見込みである（『朝日新聞』03年8月17日）。

今年度第1回の大検では、受検者1万3701人のうち、資格を取得したのは5376人であった｡内訳は、中学校卒業者559人、高校中退者4048人、定時制・通信制在学者472人、高専中退者112人、その他185人である。平均年齢は204歳であった（『朝日新聞』03年9月9日）。

国土交通省は、大学の教室について、3メートル以上必要とされていた天井の高さ規制をなくすことを決めた。今後、都心のオフィスビルは大きな改造をしなくても大学に転用できるようになる（『朝日新聞』03年9月19日）。

「特色ある大学教育支援プログラム」の初めての審査結果が公表された。採択数は、80。大学では、国立23件、公立6件、私立26件、短大では国立1件、公立1件、私立19件となっている（『朝日新聞』03年9月19日）。

最近、夜間学部が次々に廃止されている。勤労学生は依然として存在するものの、昼間学部に落ちた学生の受け皿になっていること、勤労学生の割合が低下していること、昼夜開講制度が採用されたこと、夜間大学院の計画を進める大学が増えたことなどが背景にある。ただし、学生や外部に対する説明が不十分だといった指摘がある（『毎日新聞』03年9月20日夕刊）。

大学の生き残りを模索する大学の教職員を対象にするセミナーが最近、多摩地区周辺で開かれ、盛況だ。桜美林大学教育研究所主催のセミナー「大学危機回避－今大学人は何をしなければならないか」には、約70人が参加。同研究所長は、「私立大は背伸びしても、水があごのすぐ下まで来ている危機的状況」になっているとしつつ、「プラス発想」「チームワーク」などの大切さを強調。他方、八王子の財団法人大学セミナーハウスの泊り込みでの教職員セミナーも人気である。99年からスタートした「大学危機回避」シリーズの連続セミナーには、毎回150名近くの参加者が集まる（『読売新聞』03年10月2日）。

卒業生らが大学に財産を寄付する際の手続きを仲介するサービスで、信託銀行と大学間での業務提携が相次いでいる。私立大学への寄付に関する03年度の税制改正がきっかけとなっている。大学が寄付された土地などを売却した際、その利益を大学が基本金に組み入れた場合、非課税になった点に着目。三菱信託銀行が早稲田大学や慶応大学と提携したほか、中央三井信託、みずほ信託、住友信託、りそなの各銀行も、遺産の寄付を対象に各大学と提携を結んでいる（『朝日新聞』03年10月4日）。

三菱総合研究所と河合塾が国内の大学を、産業界からのニーズに対する貢献度で評価し、ランキングとして公表した｡今回が初めての試みで、ITとバイオの2分野で評価している（『日本経済新聞』03年10月25日夕刊、『朝日新聞』03年10月28日）。

文部科学省によると、国内の留学生数が5月1日現在で、10万人を突破し、10万9508人に達していることが判明した。地域別では、アジアからの留学生が10万2089人で、そのうち中国人が7万814人となっている。学校別では、大学・短大・高等専門学校5万7911人、大学院2万8542人、専門学校2万1233人などである（『読売新聞』03年11月12日、『朝日新聞』03年11月12日）。

文部科学省は、大学の新設や学部、大学院の増設を認可する際に、改善を要する点を指摘した「留意事項」を一般に公表していく方針を固めた。これによって、設置の認可が認められるものの、問題点が明らかにされることになった。今月の認可から実施される。大学の質に関するマイナス情報も受験生などに伝える必要があると判断したためである（『読売新聞』03年11月14日夕刊）。

従来は、大学や公的研究機関に限定されていた科学研究費補助金の対象者が、来年度の受付から企業の研究者にも拡大されることになった（『読売新聞』03年11月17日）。

最近は、私立大学だけではなく、国公立の大学でも、「ホームカミングデー」を設けるところが増加している。キャンパス見学、福引、ミニ講義など、各大学も趣向を凝らしている。早稲田大学では5000人以上、慶応大学では1万3000人が参加した。「冬の時代」を乗り切るには、同窓会は貴重な存在になっている（『朝日新聞』03年11月17日夕刊）。

「English only」―という札のかかったドアの向こうで、外国人講師による英語の授業が行われている。学生は4名で、徹底した少人数教育だ。有料だが応募者が殺到。来年度から早稲田大学の政治経済学部と法学部など、計5学部でこの授業が必修になる。著名人や実務経験者がこぞって大学に迎え入れられている。立命館大学では、通常の奨学金とは別に、司法試験、国家公務員Ⅰ種など、難関試験の合格者に対して、報奨金として出す奨学金を新設。龍谷大学は、入学時に一括徴収していた施設費20万円を4年間の分割方式に変えた。東京電機大学に一昨年新設された情報環境学部では、学生は履修登録をした単位数に応じて授業料を払う。基礎額27万4500円を半期ごとに払うほか、履修1単位当たりにつき1万5700円を収める。「教育付加価値日本一」というテーマを掲げるのは、金沢工業大学。学生たちは、いつでも個別指導を受けることができる。就職率も99％に達している。河合塾が全国の高校教師向けに行ったアンケートでも、毎回、「偏差値をあまり意識しない大学の中で、評価する大学」の一位に選ばれている。また、同じ河合塾の調査によれば、受験生が大学選びで重視する項目の一位だった「偏差値」は、98年以降、二位に転落。代わって、「設置学部・学科」がトップに。「学びたいことが学べるか」を重視する傾向がうかがわれる（『読売新聞』03年11月28日、29日、30日）。

イギリスの大学に視察団を派遣するなど、日本の大学関係者の間で、「イギリスに学べ」という機運が盛り上がっている。来年度から実施される国立大学の法人化が、イギリスの制度を参考に設計された面があり、競争原理の導入、「教育力」の向上など、日本の大学が課題にしている改革の先駆的な事例を提供してくれるからである。イギリスの大学は、独立した法人格を持つと同時に、年間予算の平均6割が国から交付されているが、86年から、各大学の研究評価の結果に基づき、競争的に配分されている。教育内容に定評のあるウォーリック大学では、学生による授業評価はもちろんのこと、試験問題や採点結果について学外の専門家のチェックを受ける。新任教員を対象とする、教える力を向上させる学内研修を義務づけている。優れた教員を表彰する制度もスタートしている（『読売新聞』03年12月8日）。

文部科学省の調査によれば、国立大学の教員が研究に費やす時間は私立大学の教員よりも年間で400時間も長く、一方で、教育に割く時間が100時間短いことが分かった。国立大学は研究、私立大学は教育に重点を置いていると言われてきたが、それがデータでもって示されたと言える。産業界などから、国立大学に教育の重視を求める声が強まりそうである（『読売新聞』04年1月18日）。

政府は、東南アジアとの経済交流を強化するために、マレーシア政府と共同で「マレーシア日本国際工科大学」を6月に設立する。日本から大学教員や企業の退職技術者を教授として派遣し､主に日本語で講義する予定。1月からのマレーシアとの間で始まった自由貿易協定（FTA）推進の目玉にしたい考えである。クアラルンプールのマレーシア工科大学構内で、定員210名でスタートし、05年には大学院を設置し、12年には5000人規模にする方針。設置に向けて、日本の大学約20校が集まった「協力大学連合」を今月中に発足させる（『朝日新聞』04年1月22日）。

文部科学省は、来年度のCOEプログラムの公募要領をまとめた。従来のような学術分野ではなく、「革新的な学術分野」の一テーマで、1030の研究拠点を採択する（『日本経済新聞』04年1月20日、『朝日新聞』04年1月24日）。

今年度からスタートした「特色ある大学教育支援プログラム」に「グッド・プラクティス（GP）」という略称が用いられるようになった（『読売新聞』04年1月26日）。

この4月に、株式会社立学校が誕生する。具体的には、司法書士や会計士の資格をとるための専門科目を用意する「LEC東京リーガルマインド大」（定員160名）とIT産業分野の人材育成をする「デジタルハリウッド大学院大」（定員80名）が、それである（『朝日新聞』04年2月12日夕刊、『日本経済新聞』04年2月12日夕刊、『読売新聞』04年2月12日夕刊、2月13日、2月15日、『毎日新聞』04年2月12日）。

　日本経済新聞社による主要大学の工学部長へのアンケートと、専門調査会社のデータから、各大学の「研究力」が分析されたが、特色のある研究や、産学連携に意欲的な大学が上位に入った。また、単科大学や一部地方大学が地場産業との連携などで成果を上げる一方で、有力国立大学間での差が開いた。大学工学部のうち、応用研究の多さを反映して、大阪大学が1位に選ばれた。そして、2位には奈良先端科学技術大学、3位には実学の伝統がある東北大学が入った。各大学が、それぞれの独自色を強めることが要請される、大競争時代の幕開けを象徴する結果となった。また、「研究企画力」「成果発信力」「産業連携力」という三つの視点からみたランキングも紹介されている。「研究企画力」では、一人当たりの科研費・COE資金の獲得額が一位、競争的外部資金の獲得額が二位の奈良先端科学技術大学がトップ。「伝統校に手厚い」と言われてきたが、その序列にも変化の兆しが見えている。「成果発信力」では、特許の出願数が最も多い東京農工大学がトップ。企業との共同研究や研究成果の技術移転など、「産業連携力」については、受託研究額で他を圧倒する早稲田大学理工学部がトップに位置づけられている（『日本経済新聞』04年2月16日）。

　中央教育審議会は、薬剤師を養成する薬学部の課程を6年制に延長するよう、文部科学大臣に答申した。それを受けて、06年度から、6年制学部を始める方針になっている（『読売新聞』04年2月19日）。

　文部科学省は、インターネットを通じて教育を行う大学・大学院を開設する際の建物などの設置基準を大幅に緩和する方針を決めた。学長室や事務室の本部機能など、必要最小限の施設のみを用意すれば、設置を認める方向。まず、地域限定の構造改革特区で基準を緩和し、将来的には全国適用をめざす。それが実現すれば、「教室不要のネット大学」ができる。現在でも、インターネットを使った「遠隔授業」で、大学では卒業に必要な単位数の約半分の60単位、通信制大学や大学院では全単位を取得できる（『読売新聞』04年2月22日）。

　すべての大学は04年度から、文部科学省が認定する第三者機関の評価を受けることを義務づけられる。財団法人「学生サポートセンター」の調査によると、大学生や大学院生は、大学評価が誰のためのものかについて疑問を感じていること、研究よりも教育を重視すべきであると考えていることがわかった（『毎日新聞』04年3月1日）。

政府は、今年4月から導入する日本人の長期海外留学制度について、年間1万ドルとしている授業料支援額の上限を3万ドル程度に引き上げる方針を決めた（『読売新聞』04年3月4日）。

　

　外国の大学が日本国内に設けている「外国大学日本校」について、文部科学省の有識者会議は、条件付で、国内の大学との単位交換を認めるよう提言案をまとめた。日本校を正規の大学として認めないという原則は堅持されるものの、日本校が外国にある本校と同じ教育内容であることを条件にして、国内の大学との単位互換を認める方向が打ち出されている（『朝日新聞』04年3月5日）。

　4月から日本語学校への外国人入学者が激減する。日本滞在のための就学ビザ取得に必要な在留資格認定証明書の同月期の交付率は約45％で、昨年同期（約72％）に比べて大幅に減少している。その理由は、法務省が中国など4カ国に対する審査を厳しくする方針を出したからである。認められなかった大半は中国出身者とみられている。これまでは、学費と生活費の支払能力の証明に、預金通帳の写しを目安にしていたが、今年の4月からは過去3年分の預金残高証明書と、出入金の経緯がわかる預金通帳の写しの提出が求められるようになった。日本語学校を認定する日本語教育振興会によると、全国の学校数は昨年末で409校。生徒数は3万9205人で、7割が中国、2割が韓国の出身者という。日本語学校のなかには、生徒不足で廃校を検討する動きも出始めている（『朝日新聞』04年3月7日）。

　国の競争的研究資金の大半が50歳以上の研究者に偏って配分されていることがわかった。独創的な研究が最も生まれやすい30歳代後半への配分は1割未満になっている。今後、若手研究者への配分を増やせるよう改善策が検討される（『読売新聞』04年3月8日夕刊）。

　04年度における「21世紀COEプログラム」に申請した大学は186校で、320件数であった。今回のテーマは「革新的な学術分野」の一テーマで、1030件が採択される予定（『日本経済新聞』04年3月10日）。

　文部科学省の調査研究協力者会議は、現在は各種学校扱いになっている外国大学日本校の卒業生に大学院入学資格を認め、取得した単位を日本の大学と互換できるようにすることを求める報告をまとめた（『毎日新聞』04年3月30日、『日本経済新聞』04年3月30日、『読売新聞』04年3月30日）

　日本の先端研究のレベルは確実に上がってきているものの、論文の8割が海外学術雑誌に掲載されており、成果の情報発信はいまだ外国頼みであるという実態が明らかになった（『朝日新聞』04年4月4日）。

　全国の国公私立大学のうち、46％に当たる318校で、外国語による授業が実施されていることがわかった。卒業時に学生が身につけるべき英語の水準を定めた大学も、72校に達している。学生の成績を厳格に評価する大学も増加。GPA制度の導入も、01年度の2倍近い146校に増えている。教員の業績評価も25校増の161校になっている（『毎日新聞』04年4月5日）。

　文部科学省は、図書館や博物館の職員の質的向上や大学の社会人受入れ拡大など、生涯学習のあり方について、5月初めにも中央教育審議会に諮問する方針を決めた（『日本経済新聞』04年4月8日）。

　文部科学省は、敷地を持たずにインターネットを利用して通信教育を行う大学や大学院の設置基準を、構造特区に限って大幅に緩和する方針を決めた。大学に関しては、校舎についての規制を事実上、撤廃する。早ければ、05年4月から緩和する（『日本経済新聞』04年4月21日、4月24日）。

　「特色ある大学教育支援プログラム（GP）」の今年度の応募状況が発表された。497校から、計534件の応募があった（『日本経済新聞』04年4月21日）。

　文部科学省は、青年海外協力隊での活動を単位として認める制度の導入を各大学に呼びかけている（『朝日新聞』04年4月24日）。

　国立大学の図書館の37.1％が、無人入退館システムを活用することによって、24時間開館を実施している。休日開館についても、私立大学の35.7％に対し、国立大学は71.1％に達している（『読売新聞』04年4月28日）。

　国公私立大学の図書館の学外利用者が02年度に101万となり、初めて百万人の大台を突破。時間外や休日に開館するサービスも広がり、国立大学の約4割が24時間サービスを実施している。図書館の利便性を高めて地域への貢献を競う大学の姿が浮かび上がる（『日本経済新聞』04年5月17日）。

　河村建夫文部科学大臣は、財団法人大学基準協会（47年創設）が評価機関としてふさわしいかどうかを判断してもらうため、中央教育審議会に諮問した。早ければ7月中に答申が出て、文部科学相が認証する。第三者評価機関の認証に関する諮問は、同協会が初めて。同協会の会員数は、正会員が国立41、公立23、私立243の計307大学。認証後、同協会は、改めて会員として加盟を認めるかどうか判定し、その後、最初の評価を5年後に実施する。2回目以降は、7年ごとに行う。結果は、ホームペ－ジなどで公表される（『日本経済新聞』04年6月18日）。

相次ぐ科学研究費補助金（科研費）の不正使用対策として、主任研究員が所属する機関に対して、研究テーマの10％の無作為調査、1％の特別監査が義務づけられることになった。今年度支給分から実施される（『朝日新聞』04年6月28日夕刊）。　

補助金を重点的に配分する文部科学省の新規事業「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」の公募要領がまとまった。テーマは、①地域活性化への貢献、②他大学との統合・連携による教育機能の強化、③知的財産関連教育の推進、④仕事で英語が使える日本人の育成、⑤情報技術（IT）を活用した実践的遠隔教育。7月2023日に申請し、9月下旬に採択結果が公表される（『日本経済新聞』04年6月30日）。

　今年度から義務化された国公私立大学の第三者評価の評価機関に、日弁連法務研究財団も、名乗りをあげた（『読売新聞』04年7月6日）。

　21世紀COEプログラムの今年度の採択拠点が決まった。「革新的な学術分野」に絞った専攻は、将来への期待に重点がおかれ、採択された28件は、理科系・文系を問わず、多彩な顔ぶれとなった。競争率は11.4倍。02年度から3年間にわたった、全11分野の採択には、265大学が1395件を申請し、93大学の274件が選ばれた。そのうち、国立大学が4分の3を占めた（『朝日新聞』04年7月22日、『読売新聞』04年7月22日、『毎日新聞』04年7月22日、『日本経済新聞』04年7月22日）。

　大地震発生による交通網のマヒで大量に発生する「帰宅困難者」や地域住民の避難施設として、大学を利用できるよう協定を結ぶ動きが、千代田区など東京都内の自治体で広がっている（『日本経済新聞』04年7月26日夕刊）。
　「特色ある大学教育支援プログラム（GP）」の今年度の審査結果が公表された。534件の申請のうち、58件が採択された。今回の応募数は初回の664件を下回ったが、成果の蓄積や優秀な人材が不可欠なCOEとは異なって、工夫と努力次第では、手が届くのではと、各校の意欲は健在であった（『朝日新聞』04年7月31日）。

　中央教育審議会の認証答申によって、大学を評価の対象とする財団法人大学基準協会と、法科大学院を評価する財団法人日弁連法務研究財団が「認証評価機関」として認証される（『朝日新聞』04年8月7日）。

　文部科学省は、「個性ある大学」を後押しするために、来年度から新たな公募補助金を拡充する。①優れた学校教員養成のプログラム（10億円）、②若手研究者を育てる取組みへの支援（121億円）、③人格面も含めて優れた医師育成をめざす取組みへの支援（21億円）、④海外の大学と連携した国際的な教育活動への支援（10億円）の4つが追加される（『読売新聞』04年9月24日）。

　文系、理系という壁が根強く残る大学で、その壁を越えて研究や教育を深めようとする「文理融合」の取組みが広がっている（『朝日新聞』04年9月24日）。

　大学などの将来性のある教育に財政支援する今年度からの新規事業「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」で、文部科学省は、国公私立の大学・短大・高専の75校と複数校が共同申請した6組の計86件の取組みを採択した。テーマ別の選定件数は、①地域活性化への貢献36件、②知的財産関連教育の推進5件、③仕事で英語が使える日本人の育成13件、④他大学との統合･連携による教育機能の強化6件、⑤人材交流による産学連携教育11件、⑥ITを活用した実践的遠隔地教育15件となっている（『毎日新聞』04年9月24日夕刊、『日本経済新聞』04年9月24日夕刊、『朝日新聞』04年9月24日夕刊、9月26日、『読売新聞』04年10月4日）。

　06年度春にも、短大卒業者に対して、「短期大学士」（仮称）といった「学位」を授与する方針が出された。また、一定基準を満たした専門学校の卒業生にも、大学院への入学資格を認める方向が決められた（『朝日新聞』04年11月12日、『読売新聞』04年11月12日、『日本経済新聞』04年11月12日夕刊）。

　文部科学省は、経営難に陥った私立大学の在籍学生を受け入れた別の私立大学が定員を超過した場合でも、私立大学等経常費補助金（私学助成）をカットしない特例措置を設ける方針を固めた（『日本経済新聞』04年11月15日）。

　中央教育審議会の検討委員会は、「助けるイメージ」を払拭することもあって、「助教授」を廃止し、新たに「准教授」（仮称）を新設する方針を固めた（『朝日新聞』04年11月23日、『読売新聞』04年11月23日）。

　大学の優れた研究教育拠点を選び、重点的に資金を援助する「21世紀COEプログラム」に関する中間評価結果が公表された。五段階評価のうち、研究中止を求める最下位段階はなかったが、法政大学と九州大学の二研究が「当初目的の達成は困難で、計画の大幅な縮小が必要」と判断された。逆に、初年度の113件のうち、目的達成が可能というのは、41件に留まった（『日本経済新聞』04年11月30日、『毎日新聞』04年11月30日、『読売新聞』04年11月30日、『朝日新聞』04年11月30日）。

　中央教育審議会は、日本の高等教育の将来像についての中間報告を発表。各大学の個性と特色を一層明確にすることが求められている。大学の機能として、①世界的研究・教育拠点、②高度専門職業人養成、③幅広い職業人養成、④総合的教養教育、⑤特定の専門分野（芸術・体育など）の教育研究、⑥地域の生涯学習機会の拠点、⑦社会的貢献機能（地域貢献、産学官連携など）が示されている。また、卒業認定を厳しくする「出口管理の強化」がうたわれている（『日本経済新聞』04年12月21日、『朝日新聞』04年12月21日）。

　文部科学省は、「外国大学の日本校」にテンプル大学ジャパンを初めて指定した。これにより、同校の学生は、日本の大学院への入学資格やほかの大学との単位互換資格が与えられる（『日本経済新聞』05年2月15日、『朝日新聞』05年2月15日、『読売新聞』05年2月17日）。

　文部科学省の調査研究協力者会議は、教員を養成する教育学部などの定員について、約20年間続いてきた抑制方針を転換することを決めた。今後、膨大な数の教員が定年退職するうえ、少人数学級の編制で、教員に対する需要が高まることで、小中学校の教員が不足するためである（『朝日新聞』05年2月17日、『日本経済新聞』05年2月17日、『日本経済新聞』05年3月25日）。

　一定期間、二つの大学や大学院で学べば、同時に卒業資格が得られる「ダブル・ディグリー（共同学位）制度が、増えている。欧米や中国など、海外の大学との提携や､学内の学部間交流が進展したためである。国内で最初にこの制度を実施したのは、立命館大学であるが、慶応大学、早稲田大学、関西大学、東京工業大学などでも実施されている（『朝日新聞』05年2月24日夕刊）。

　すべての大学・短大に第三者評価が義務づけられて1年。昨年発足した「大学評価学会」が3月26～27日に第2回目の大会を開いた（『朝日新聞』05年2月27日）。

　短大卒に「短期大学士」という学位を出すこと、「助教授」を「准教授」に改めること、「助手」を研究者として教授をめざす「助教」と研究教育の補助を主な職務とする「助手」に分離することなどを柱とする学校教育法の改正案が閣議決定された（『読売新聞』05年3月2日）。

　300を超える国公私立大学でつくる「大学基準協会」は、04年度からすべての大学・短大に義務づけられた第三者評価による認定評価の結果を発表した。評価は、「適合」「保留」「不適合」の三つに分かれる。今回審査した34大学のうち、奥羽大学と那須大学の2校が保留と判断された。そのほかの32大学は「適合」と判断されたが、一部、定員充足率の低さなどを指摘する「勧告」や「助言」が付されている（『日本経済新聞』05年3月23日、『朝日新聞』05年3月23日、『読売新聞』05年3月23日）。

　地方の国公立大学が相次いで産学連携のための拠点を東京に開設している。昨年の4月以降、約30大学が首都圏に進出している（『日本経済新聞』05年3月28日）。

少子化による学生数の減少などで、経営が悪化している私立大学・短大が増えているのを受けて、文部科学省は、設置者が破綻した場合、学生の就学機会を確保するための「学生転学支援プログラム」をまとめた。破綻による転学支援のスキームは初めて。受け入れ先として、国公立を含めた近隣大学を基本としたのが特徴（『毎日新聞』05年3月31日）。
　先輩学生が講師を務めるユニークな実用講座（パソコン、歌、ピアノなど）が各地の大学で相次いで実施されている。大学生協が魅力的な店舗づくりの一環として新しく始める試みでもある（『読売新聞』05年4月15日）。

　文部科学省は、女性や外国人の研究者を増やすため、来年度以降、大学や公的研究機関に対し、それぞれの採用人数について数値目標を定めるよう求めることを決めた（『読売新聞』05年4月11日）。

　仕事と学業の両立を可能にしてきた大学の夜間学部（二部）の閉鎖が相次いでいる。この30年間で半減し、いまでは大学全体の4％を占めるにすぎない（『朝日新聞』05年5月12日）。

　大学の図書館で、休日開館や学外者の利用が増えている。03年度末、国立大学では、全体の4割が24時間開館している（『朝日新聞』05年7月6日）。

　入試手続きのミス、個人情報の漏洩、セクハラなどで、学校が組織として損害賠償を負ったときのために、損保ジャパンが学校向けの総合保険を業界で初めて発売した。補償限度額は1億円。学校の生徒数や売上高などに応じて保険料は変わる。生徒数1万人の大学の場合、1億円の補償で、年間保険額は550～650万円（『朝日新聞』05年7月8日、『毎日新聞』05年7月8日）。

　「短期大学士」の導入、大学「助教授」の「准教授」への変更などが盛り込まれた改正学校教育法が成立した（『読売新聞』05年7月8日夕刊）。

　今年度の「特色ある大学教育支援プログラム（特色GP）」として、国公私立の大学・短大45校と複数大学が共同申請した二組の計47の取り組みが採択された。地方の国立大学の健闘ぶりが目立つ格好となった。財政支援の期間は2～4年間で、1件当たり最高1550万円が支給される。今年度の申請件数は410件。昨年より124件減少した（『日本経済新聞』05年7月23日、『読売新聞』05年7月23日、『毎日新聞』05年7月23日、『朝日新聞』05年7月23日）。

　企業が求める人材といった視点で、大学のカリキュラムを知識やスキル別に分類し、産業界の求める人材との適合度を探る調査を、経済産業省がまとめた。背景には、大学教育が企業の求める人材養成に十分には応えていないという認識が存在する。今回は、IT分野での人材育成からまとめられている。ウェブサイトは、http://univinfo.jp/rating/.（『朝日新聞』05年7月31日）。

　文部科学省は、将来性のある教育プログラムを財政支援する「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」の今年度の対象に、大学・短大・高等専門学校の取組み計84件を選定した（『毎日新聞』05年8月6日、『日本経済新聞』05年8月6日）。

　大学にも、グローバル化の波が押し寄せている。そのような状況下で、大学が提供する教育の質を保証するための世界的なネットワークをインターネット上に構築し、各国の大学を比べることができるようにする動きが始まっている。「世界標準」になるのは、「国境を越えて提供される高等教育の質保証に関するガイドライン」。ユネスコ総会とOECD理事会で、それぞれ10月と11月の採択が予定されている。文部科学省は、まず国内の情報サイトを立ち上げる方針だ（『朝日新聞』05年9月15日）。

　4月に全面施行された個人情報保護法は、大学にも大きな影響を与えている。学内の掲示板から学生の名前を消す、出身校の元担任でも近況を聞けない、OBに連絡を取ろうにも名簿が見られない…。こんな匿名化がキャンパスを覆っている（『読売新聞』05年10月9日）。

　岡山大学の教官には「通信簿」がある。教育、研究、社会貢献、管理・運営の4つの領域に関して、それぞれ5段階評価したものをもとに、ABCDの総合評価が示される。評価を受けた1280人のうち、A評価は70％、B評価は26％。問題があり改善を要する「D」と、やや問題があり改善の余地があるＣの評価を受けた人には「活動改善計画書」の提出が求められる（『朝日新聞』05年10月25日）。

　「大学の教員等の任期に関する法律」が97年に施行されたが、任期制を採用する大学が徐々に増えつつある。北見工業大学も、94年春、法人化と同時に、任期制を導入した。「小さな地方大学が生き残るためには、意識改革が欠かせない。クビを切るためではなく、教員に緊張感を持たせるためだ」というのが学長の弁。「導入後、活性化した」と評価する学内の声が多い。しかしながら、北見工業大学のように、順調に導入されたのは、ごく一部にすぎない。03年10月現在、実際の教員数では、国立大学で9％、私立大学で3％でしかない（『毎日新聞』05年11月9日）。

　文部科学省によると、05年10月1日現在、学校法人の財務を公開している大学・短大は85.3％で、前年度の82.6％を上回った。インターネットで公開している比率も35.2％であった（『毎日新聞』06年2月6日）。

　日本に留学する中国人留学生が増加している。8万0592人で、全留学生の66.2％を占める（『毎日新聞』06年3月8日）。

　知名度をアップさせようと、大学発のブランドが花盛りになっている。かつて、大学グッズの主流は校章をあしらった文房具、ライター、マグカップあたりであったが、いまでは、各大学が競うようにさまざまな商品を出している。なかでも目立つのは飲食関連。地方色や独自色を出しやすい酒類である（『日本経済新聞』06年3月11日）。

　経済産業省は、アジア各国から優秀な留学生を受け入れる奨学金制度を創設する方向で関係省庁と協議を始める。通常の国費留学生の2倍に当たる約30万円の奨学金を、毎年700人に与える。ただし、数学、化学、情報技術など企業ニーズの高い分野に絞る。企業に対しては、採用時における国籍制限の撤廃を要求する（『日本経済新聞』06年3月12日）。
　日本学生支援機構の調査では、05年5月現在における国内留学生は12万超。国際化が留学生にとってプラスに働いているとはいえ、04年度に卒業した約2万9000人のうち、国内で就職したのは、5700人程度でしかない（『朝日新聞』06年3月23日）。

　大学間での特許利用について検討してきた政府・総合科学技術会議の作業部会は、政府資金による研究で取得した大学等での特許を、ほかの大学が原則無償で使用できるとする指針をまとめた。ただし、使用は非営利目的の研究開発に限られる（『読売新聞』06年3月26日）。

　政府は、社会人の再就職や転職によるキャリアアップを後押しするため、大学で、金融やITなどの講座を学んだ成果を公的に示す「履修証明」制度を創設することを決めた。「再チャレンジ推進会議」が5月にまとめる対策に盛り込み、早ければ07年度から導入する。現在、国公私立の各大学はさまざまな公開講座を設けており、基準はない。対象は、金融、IT、会計、福祉など、再就職につながりやすい分野が想定されている。1－2年程度、専門的で高度な内容を受講することを条件にする見通しである（『読売新聞』06年5月5日）。

　小坂文部科学大臣は、来春に開校をめざしている大学・短大など17校の設置認可を大学設置・学校法人審議会に諮問した。その一つに、ソフトバンクグループが出資した株式会社が運営し、すべての講義をインターネットで行う予定の「サイバー大学」（福岡市）がある（『毎日新聞』06年5月13日、『読売新聞』06年5月13日、『日本経済新聞』06年5月13日）。

　日本の数学研究は、論分の数が世界の6位に甘んじ、研究費の伸びも、他の分野に比べて低いなど、「じり貧」の状態にあることが文部科学省科学技術政策研究所の調査でわかった（『朝日新聞』06年5月18日）。

　文部科学省が02年度からスタートさせた世界的な大学の研究教育拠点づくりをめざす「21世紀COEプログラム」が五年目に入った。関係者に対するアンケートの結果によると、当事者である拠点リーダーの評価と比べ、審査委員は厳しい見方をしている。また、現行事業は計274拠点を採択したが、後継事業では、支援先を大幅に絞込み、150拠点程度に厳選し、1拠点当たりの予算を増やす（『日本経済新聞』06年5月22日－23日）。

　文部科学省は、地場産業活性化につながる人材を、大学と自治体、地元企業が連携して育成する試みを支援するため、「地域再生人材創出拠点」10ケ所を初めて選定した。応募件数は72件であった（『日本経済新聞』06年5月24日、『毎日新聞』06年5月24日、『朝日新聞』06年5月24日夕刊）。

　総合科学技術会議は、30ヶ所を目標に世界水準の研究拠点をつくることを決めた。能力主義を徹底し、研究者・教員の2割以上を外国人にすること、研究教育の完全英語化など、拠点の全体像が示された。各拠点は、従来の専攻にとらわれず、教授10人、研究者50人以上の規模とする。想定する分野は材料科学や生命科学から数学や素粒子物理学までと幅広い。各分野で、世界の上位20位にはいることが目標（『朝日新聞』06年5月24日）。

　政府の知的財産戦略本部は、「知的財産推進計画2006」をまとめた。大学の知的財産の開発、利用を促進し、産学連携を強化するための組織整備を進めることなどが盛り込まれた（『読売新聞』06年6月9日）。

　大学や公的研究機関による研究成果の活用を促すため、成果や特許を一括して検索できる窓口となる「新事業の種＝シーズ（ http://e-seeds.jp/ ）」を、文部科学省が開設する（『毎日新聞』06年6月20日夕刊、『日本経済新聞』06年6月20日夕刊、『読売新聞』06年6月25日）。

　研究者に背番号をつけ、国の研究費をいくら獲得したかが一目でわかるデータベースづくりに国が乗り出した。「骨太の方針2006」にも盛り込まれた（『朝日新聞』06年7月8日）。

　政府は、各省庁がバラバラに出している大学教授らへの研究助成の実績を一括管理するデータベースの構築に乗り出す。申請者一人ひとりに「研究者番号」を付け、研究テーマや助成金の受取額などを把握するもので、07年度からの稼動をめざす（『日本経済新聞』06年7月8日夕刊）。
　文部科学省は、日本に滞在する外国人研究者を対象に、来年度から日本での就職活動を支援する事業に取り組む方針を固めた。日本企業で研究体験をする機会を設けるほか、専門の求人情報を提供する体制を整える。優秀な研究者の獲得競争は国際的に盛んになっているなか、日本は外国人研究者が少ないという事情がある（『日本経済新聞』06年7月17日）。

　文部科学省が、大学・大学院・短大の教員養成の優れた取組みを財政支援する「質の高い教員養成推進プログラム」の審査結果を公表し、24件を採択した（『日本経済新聞』06年7月21日、『読売新聞』06年7月21日）。

　浪人生を含めた大学・短大への進学率は52.3％と、過去最高になった。このうち、女子は51％と、初めて5割を超えた。大学・短大の志願者数に対する入学者数の割合は、今春89.0％であった。文部科学省の試算値が95.1％であったので、大幅に下回った。背景には、景気の回復などで、家庭の経済状況が改善したこともある。大学全入時代の到来時期は、09年から07年春に前倒しされた経緯があるが、到来時期が遅れる可能性が出てきた（『読売新聞』06年8月11日、『朝日新聞』06年8月11日）。

　文部科学省は、大学の優れた教育研究拠点を重点支援する「21世紀ＣＯＥプログラム」を発展させた後継事業として、来年度から「グローバルＣＯＥプログラム」を実施することを決めた（『日本経済新聞』06年8月29日夕刊）。

　出産と育児のために職を離れた研究者の復帰を支援する文部科学省の施策が始動する。毎月36万4000円の「生活費」の支給や、女性の研究環境を改善するモデル大学づくりなどの5本柱で、研究者の女性比率を今の倍以上の25％にするのがねらい（『朝日新聞』06年9月5日夕刊）。

　研究費の不正使用や論文盗用などが多発しているにもかかわらず、各研究機関での不正疑惑の告発窓口の設置や倫理綱領づくりといった防止対策はそれほど進んでいない実態が、日本学術会議が実施したアンケート結果から明らかになった（『朝日新聞』06年9月5日夕刊）。

　政府は、構造改革特区でだけ認めている株式会社による学校創設を全国に拡大することに関する検討を開始する。特区で目立った弊害が起きていないことを踏まえ、全国展開する場合の条件などを詰める。学校に土地・建物の所有を義務づけている学校設置の規制の撤廃も検討する。施設のリースを認めれば、都心の貸しビルでの開校などがしやすくなり、新規参入のハードルが低くなる（『日本経済新聞』06年10月5日）。

　文部科学省の調べによると、優秀な高校2年生の大学入学を認める「飛び入学」の実施を検討していた全国29大学50学部のうち、少なくとも3大学5学部が導入しない方針を決め、15大学19学部が検討を中断したことがわかった。「少数の入学者のために特別なカリキャラムを編成できない」「特に優れた資質の判断が難しい」などの理由が考えられている（『読売新聞』06年10月5日）。

　専門学校の多くの学科が2年制であるが、近年、授業の内容をより高度化し、年数も長くする学科の設置が進んでいる。専門性の高い技術や知識を持った人材が必要となされているためである。これにあわせて、文部科学省は、4年制で一定の用件を満たした学科を修了すれば、大卒者と同等の扱いとする新制度をつくった（『読売新聞』06年10月14日）。　

　入学を辞退した私立大学に対し、いったん納めた授業料などの返還請求が認められるかどうかが争われた訴訟の上告審判決があった。それは、消費者契約法施行後の02年度入試以降に受験し、その年の3月31日までに辞退した人たちについては、授業料などを返還するように大学側に命じるものであった。一方、入学金に関しては、「入学しうる地位の対価」で、大学側は返還義務を追わないとした。各地で受験生側が起こしていた学費の返還を求める裁判では異なる判断が示されていたが、最高裁判所が統一基準を示した（『朝日新聞』06年11月28日、11月29日、12月1日、『毎日新聞』06年11月28日、『日本経済新聞』06年11月28日、『読売新聞』06年11月28日）。

　日本学術会議が行った論文や研究資金などに関する不正の実態調査によると、有効回答数の12.4％に当たる164機関が「過去10年間に不正行為の疑いがあった」と答えた。論文の多重投稿、研究資金の不正使用、研究の盗用、データの改ざん、プライバシーの侵害、データの捏造などである。02年以降の発生件数が増えているという（『毎日新聞』06年12月12日夕刊）。

　文部科学省の検討会は、大学等研究機関に求める研究費の管理・監督体制のガイドライン最終案をまとめる。研究機関に不正防止の専門管理部署や監査機関を設けるよう体制の整備を求め、問題があれば、金銭的罰則を科す内容になっている（『日本経済新聞』06年12月13日、『毎日新聞』06年12月13日、『朝日新聞』06年12月14日）。

　アジアから優秀な学生を日本の大学に招く「アジア人財資金」の創設に対し、07年度の予算案に30億5000万円が盛り込まれた。年間600人の留学生を招く計画だ。また、「東アジア・アセアン経済研究センターの設立にまず10億円が投じられる（『日本経済新聞』06年12月25日）。

　文部科学省は、がん専門医師など、がん治療に特化した人材の育成を来年度からスタートさせる。この「がんプロフェッショナル養成プラン」は来年度予算案に14億円が盛り込まれ、公募で14大学を選定する（『毎日新聞』06年1月5日）。

　岡山大学の千葉喬三学長が、大学教員の「個人評価」が必要であるという視点で寄稿されている。教員の研究・教育上の成果・実績および社会への貢献を点検することは当然のことであって、それらを情報公開することによって、自己改善が可能になるという脈絡である（『日本経済新聞』07年1月15日）。

　JR東京駅の再開発で新に「大学街」が出現する。日本橋口に完成したJR東日本の高層ビル「サピアタワー」（地上35階、約166メートル）の8～10階に、十数大学が東京事務所（京大、北大、東北大など）や東京キャンパスを新設するからである。本拠地を離れての大学間競争が激しさを増していきそうである（『毎日新聞』07年3月10日夕刊）。

　かつて主に勤労学生が通った大学の夜間学部や昼夜授業が受けられる夜間主コースなどの夜間課程が急速に減少している（『読売新聞』07年4月7日夕刊）。

　国の研究機関や民間企業、大学などで科学技術研究に携わる女性は、06年3月末現在、10万2900人で、研究者全体の11.9％に達し、過去最高である。特に、大学では21.5％を占め、女性の進出ぶりがよくわかる（『日本経済新聞』07年4月14日）。

　政府の教育再生会議の第3分科会は、大学・大学院の留学生受け入れを拡大し、2025年に100万人を目標に受け入れ態勢を整備することで一致した（『日本経済新聞』07年4月18日夕刊、『読売新聞』07年4月18日夕刊）。

　アメリカ・ペンシルベニア州立テンプル大学の「テンプル大学日本校」が09年度をめどに日本に学校法人を設立し、一般の大学を開設する。大学に校地・校舎の所有を義務づけた規制が4月から撤廃されるためで、海外の大学が法人設立を通じて日本に本格進出する第1号になる見通し（『朝日新聞』07年4月22日）。

　文部科学省は、成功の見込みが少なくても大きな成果に結びつく可能性があると判断した研究に対して、新しい補助金を設ける検討を始めた（『朝日新聞』07年5月11日）。

　文部科学省は、教育活動の実態がほとんどない海外の大学から、お金と引き換えに博士号などを受ける「学位商法」について、初めての実態調査を行う（『日本経済新聞』07年5月13日）。

　障害を持つ学生のために点訳や試験時間の延長など授業でなんらかの配慮をしている大学・短大・高専は34.0％と、3校に1校にとどまっている（『日本経済新聞』07年6月15日）。

　文部科学省に科学研究費補助金を申請しない教員は、大学が教員に配布する研究費を1割減らします。宇都宮大学は、今年度そういう「お触れ」を全教員350名に出し、実行に移している。大学側は、「地道で基礎的な研究が大切なことはよく分かる。でも、文科省の姿勢に追随するしかない」と漏らしている（『朝日新聞』07年6月28日）。

　政府は、日本国内で学ぶ外国人留学生らの管理を厳しくする方針を固めた。不法就労や不法残留が後を絶たないためである（『日本経済新聞』07年7月2日）。

　イギリスでは、大学入学の決まった若者が入学を1年遅らせてさまざまな経験を積む「ギャップイヤー」と呼ばれる取り組みがある。教育再生会議の第二次報告にも、「日本版ギャップイヤー」の導入が盛り込まれている（『朝日新聞』07年7月8日）。

　営利を追わず、学術書や教科書を主力にする大学の出版部門が舵を大きく切り始めた。出版会を新設する大学が相次いでいるほか、一般向けの教養書の充実や販売強化に乗り出している（『日本経済新聞』07年7月14日）。
　心身に障害を持つ学生が講義を理解しやすくするために支援する高等教育機関が増えている。こうした学校は397校に達している。具体策としては、①ボランティアがノートをとる、②試験で時間延長や別室受験を認める、③障害に応じた回答方法にする、④教室を1階にする、⑤教材の文字を大きくする、⑥手話通訳を配置するなどである（『読売新聞』07年7月20日）。

　大学職員の位置づけが大きく変わろうとしている。政策立案能力が求められているからである。「教員は役職についても任期が限られている。教育を本当にマネジメントできるのは職員」という考え方が指摘されている（『読売新聞』07年7月21日）。

　9月入学など、4月以外の制度を05年度に導入していた大学153校のうち、実際に4月以外の入学生がいた大学は、約4割の63校でしかない。入学者総数も留学生を含めても1569人に留まっている（『読売新聞』07年7月23日）。

　「サイエンス・エンジェル」（東北大学）とか、「ロケットガール」（秋田大学）という言葉が示すのは、大学による女子中高校生向けの理系進学プログラムの名称である。きっかけは、文部科学省が06年度からスタートさせた「女子中高生の理系進路選択支援事業」である。出前授業や体験合宿などで、理系への関心を喚起する。背景には、昨年の「第三期科学技術基本計画」で掲げられた、女性の採用割合を25％に引き上げたいという目標がある（『日本経済新聞』07年7月23日夕刊）。

　京都議定書目標達成にむけた政府計画の見直しを進めている環境省と経済産業省の合同審議会がまとめる中間報告において、温室効果ガスの排出削減目標を立てての自主行動計画の拡大・強化が掲げられているが、なかでも学校などにも策定を呼びかける（『朝日新聞』07年7月24日）。
　「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」で、文部科学省は、応募数315のなかから、優れたものを126件選んだ（『日本経済新聞』07年7月28日、『朝日新聞』07年7月27日）。

　教員評価が議論されているなか、岡山大学は、今年度から教員一人ひとりの貢献度を五段階評価し、昇級やボーナスに反映させる人事制度を始めた。評価項目は、教育、研究、管理・運営の3領域。医歯薬学系は診察も加わる。学部や学科ごとに項目を定め、点数を割り振る。経済学部の場合、英語の研究書を書くと15点、1章だけの分担執筆は3点、論文ゼロだと6点減点。入試委員長は5点、講義の履修者が200名を越せば2点など、30項目以上が並ぶ（『日本経済新聞』07年7月28日）。
　私立の短期大学で、今年度に定員割れとなった学校の割合が6割を超え、過去最悪になったことが、日本私立学校振興・共済事業団の調査でわかった。4年制の私大では、567校のうち、559校のデータを集めたが、昨年度よりも0.7ポイント改善したものの、39.5%で、本格的な改善の兆しは見えていない（『朝日新聞』07年8月1日）。

　大学の理系学部や理系の大学が、女子学生を増やそうとさまざまな取り組みを始めている。女子高生を招いての懇談会や合宿、女子大学院生の高校への派遣、専用パウダールームの整備など、あの手この手の施策が講じられている。女子学生を増やすことで、男子学生をさらに取り込もうという狙いも（『朝日新聞』07年8月3日夕刊）。

　学校基本調査速報では、07年度に到来すると予測されていた大学・短大への全志望者数と全入学者数が一致する「大学全入時代」が到来していないことが判明している。07年度の全志願者数は約77万2000人。全入学者数は約69万8000人。景気の回復で志願率が伸びたためと分析されている。今春の進学率は51.2％と、初めて5割を超えた。全入時代の到来は数年先になりそうな気配である（『毎日新聞』07年8月10日、『読売新聞』07年8月10日、『日本経済新聞』07年8月10日）。
　教員免許更新制の導入に伴って09年度から始まる更新講習について、文部科学省は、受講した教員らに内容を評価させ、その結果を公表する方針を固めた。講習内容の充実を担保すると同時に、透明性を確保することが狙い。教員免許の取得者は数百万人にのぼるが、全員を対象に更新講習を行うことは物理的に無理なので、年齢によって更新講習を受ける年を分ける予定で、当面は年間10万人程度受ける見通し。教職課程をもつ大学は、現在、約850あり、平均すると、1校当たり1年で120名が受講する計算となる（『朝日新聞』07年8月12日）。

　東京都教育委員会が全国で初めて、今春から都立高校全282校で必修とした「奉仕」。夏休み中に体験活動をする学校も多い。「普段できない体験ができて楽しい」と喜ぶ生徒がいる一方、「大勢の受け入れ先を見つけるのが大変」といった先生の悩みも。奉仕の授業は、大半の高校は1年生でやっている（『朝日新聞』07年8月12日）。

　大学の学部教育の見直しを検討している中央教育審議会の小委員会は、卒業要件の厳格化を各大学に求める審議経過報告ををまとめた。全学部生共通に身につけるべき能力の指針を示すことを、各大学には、「卒業認定試験」にするなど、責任をもって「卒業生の質を確保」するように求める。具体策としては、学部教育で身につけるべき能力として、①日本語と特定の外国語を使って、「読み」「書き」「聞き」「話す」ができるコミュニケーションスキル、②情報や知識を複眼的、論理的に分析、表現できる論理的思考力、③自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる倫理観を挙げ、政府には、学習成果の「参考指針」として提示させる。各大学には、組織的に学習到達度を的確に把握・測定する体制を整えるよう求める。学部ごとの特色に応じた学内試験の実施や、トイックなど外部の試験の活用などを挙げている（『朝日新聞』07年9月10日夕刊、『読売新聞』07年9月10日夕刊、『毎日新聞』07年9月11日、『日本経済新聞』07年9月11日）。
　文部科学省は、「世界トップレベル研究拠点プログラム」に5機関を選んだ。10年間にわたって、年5億～20億円を支援（『朝日新聞』07年9月13日）。

　文部科学省は、大学の学年の始まりと終わりの時期を各学長が自由に決められるようにする。大学での9月入学の拡大を後押しする考えである（『朝日新聞』07年9月18日夕刊）。

　文部科学省は、大学同士が学部を共同設置できるよう、学校教育法を改正する方針を固めた。国公私立の垣根にとらわれず、柔軟に連携できるようにする。施設の共同利用なども幅広く促す方向で、特色ある大学間連携策には08年度から財政支援も始める。同省は、規模の小さな大学が多い地方で連携が進めば、大学運営の効率化が期待できるとみている（『日本経済新聞』07年9月24日）。

　慶応大学と京都大学が、研究や教育、国際交流など、幅広い分野で連携すると発表した。連携の重点分野はアジアを中心とした地域研究、国際的な人材育成、医学・生命科学、経済学の四つで、今後さらに広げる（『朝日新聞』07年9月28日）。

　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が大学での学習成果を評価するための国際的な調査の検討に入った。順調に進めば、2011年から実施されるという。ＯＥＣＤが15歳を対象にすでに始めた国際学習到達度調査（ＰＩＳＡ）はすでに国際的な学力の指針となっており、「高等教育版ＰＩＳＡ」は大学を評価する新基準になる可能性が高い（『朝日新聞』07年10月9日）。
　大学運営のプロとしての行政管理職員の確立をめざした「大学行政管理学会」が発足十年を迎えた。発足時の会員は134の私立大学の管理職340人であったのが、現在は、262の国公私立大学の1150人になっている。管理職以外の会員も増え、三分の一を一般の中堅・若手職員が占めている（『日本経済新聞』07年10月29日）。
　大学を卒業すると得られる学士号の専攻名の数が少なくとも580に達している。6割は、全国でひとつしかない。そこで、これ以上むやみに増えないように、一定のルールを設ける検討4を始めた（『朝日新聞』07年11月4日）。　

　文部科学省は、複数の大学が共同で学部や大学院の研究科を設置することを可能にするため、来年の通常国会に学校教育法改正案を提出する方針を固めた。早ければ、09年度から申請を受け付け、10年度からの入学を認める（『読売新聞』07年11月11日）。

　教員の影に隠れがちであった大学教員の存在感が増している。経営・運営の担い手として期待されているからである。私大はもちろんのこと、国立大学でも事情は同じ（『朝日新聞』07年12月3日）。

　大学内の食堂が、ちょっと「おしゃれ」に様変わりしつつある。外部のレストランに味を競わせたり、高層化で眺めを良くしたり、「食」の充実を魅力の一つにしようという思惑がある（『朝日新聞』08年1月5日夕刊）。

　国内の私立大学が昨年度に資産（合計8兆9500億円）の運用で得た収益（516法人）は1470億円で、収入全体の2.7％に過ぎず、アメリカの大学に比べて資金力に大きな差があることがわかった。平均利回りは1.6％だった（『読売新聞』08年1月9日）。

　ＯＥＣＤ加盟国の教育相非公式会合が開かれ、大学での学習成果を評価するための国際調査に向けて、試行調査を実施することで合意した。ＯＥＣＤは、すでに15歳を対象にした国際学習到達度調査（ＰＩＳＡ）を過去3回実施し、国ごとの平均点や順位を出している。これに対し、今回の調査では大学ごとの評価に主眼が置かれる（『朝日新聞』08年1月13日、『読売新聞』08年1月13日）。

　日本経済新聞社の資産運用に関する調べでは、回答した176校の私立大学のうち、現預金や国債以外の「リスク性資産」に投資している大学は65％に上っている（『日本経済新聞』08年1月31日）。

中央教育審議会大学分科会長の安西祐一郎慶応義塾大学塾長らが、2025年に、社会人学生を75万人、留学生を25万人受け入れ、多様な学生が切磋琢磨する環境を作るべきであるという提言を発表している。提言のなかには、「国際的な競争力・存在感を備える拠点的50大学と、大学を地域再生の核とする連携群を100程度形成する」「社会の負託に応えられない大学が淘汰されるのは不可避」といった表現もある（『読売新聞』08年2月19日）。

文部科学省は、複数の大学が教員や施設を出し合って授業を行い、各大学連名の学位を授与する「共同学部」「共同大学院」を作れるように、大学設置基準を改正する検討を始めた（『朝日新聞』08年2月23日夕刊）。
昨年末に学校教育法が改正され、大学などが、「履修証明書」を授与できるようになった。博士や学士とは別。主に社会人の能力アップを目的に、一定水準のプログラムを修了すれば授与できる（『朝日新聞』08年3月3日）。
文部科学省出身の本間政雄・立命館大学副総長らが提案し、準備を進めてきた「大学トップマネジメント・リーダーシップ・プログラム」がスタートした。大学の学長らのリーダーシップを養成するためのもので、企業や大学のトップ経験者が協力している。3月22、23日に都内で試行的プログラムが実施された（『朝日新聞』08年3月31日）。

　

Ａ　国公立大学をめぐる動向

　99年度入学生から、国立大学の授業料に「スライド制」が導入される。つまり、入学後も、授業料が上がるようになる（『朝日新聞』97年12月24日）。

　

　8年前に「大学院シフト」を始動させ、98年度までに全学部で、その転換を完成させた東京大学の事例が紹介されている。大学院への進学が増えたため、97年度の卒業生の「就職率は42％」に減少。しかし、問題点も多々ある。①予算は増えたが、会議が増え、ケアの範囲が増加したため、教官の負担も急増した。②依然として、教官と学生の「師弟関係」がはびこり、自分に合わない教官にあたった院生が「不登校」になった例も多いとか（『朝日新聞』98年11月23日）。

　国立大学を文部科学省から独立した法人とする制度（国立大学の行政法人化）を検討していた同省の調査検討会議は、9月27日に、その基本的枠組みを示した中間報告書を同省に提出した。学外から副学長などの役員を積極的に登用すること、教員採用における公募制の導入、業績給の認可、国からの予算の使途は特定しないこと、研究成果の民間利用や収益事業を可能にすることなどが盛り込まれている。年度内に最終報告書がとりまとめられる予定である（『朝日新聞』01年9月28日）。

　全国にある99の国立大学のうち、12大学6組が統合に合意（山梨大学と山梨医科大学、筑波大学と図書館情報大学が02年10月に統合、九州大学と九州芸術工科大学、神戸大学と神戸商船大学、東京商船大学と東京水産大学、香川大学と香川医科大学が03年度に統合を検討）。16大学1短大の8組が統合に向けて準備を進めている（『朝日新聞』01年10月11日）。

文部科学省が00年6月に、「大学の構造改革の方針」（遠山敦子文部科学大臣の名前をとって「遠山プラン」と呼ばれている）。基本的な内容は、「トップ30」大学で「世界最高水準の大学をめざす」一方で、国立大学の大胆な再編統合や民間的発想の経営手法の導入を図ることをめざしている点である（『朝日新聞』01年11月5日）。

国立大学協会のパーティーの冒頭で挨拶に立った遠山文部科学相は、国立大学の学長たちに対して、国立大学の再編が後戻りできないことを強調（『朝日新聞』01年12月17日）。他方、「トップ30」構想を受けて進行しつつある各大学での対応ぶりが紹介されている。例えば、広島大学では、約1700人の教官総掛かりの、個人別実績リストづくりが進んでいる。「どんな論文を書いたか、何回引用されたか、在外研究歴、受賞歴まで50項目ほどある」。その作業は、もっぱら「トップ30」入りをめざしてのことである。東京工業大学でも、「トップ30」への対応策を探るために、「研究戦略室」を設けた。私立大学でも、関西大学がトップ30に備えるための「戦略会議」を設けた。上智大学は、「トップ30」を視野に入れての学内改革を呼びかけている（『朝日新聞』01年12月18日）。次の日の新聞では、焦る地方大学の状況が紹介されている。「早ければ、04年度にも、国立大を国の直轄運営から切り離して法人格を与え、独自に運営する法人格化が実施される。民間の経営手法の導入が促され、その先には激しい競争が待っている。組織や財政基盤の弱い大学は、生き残りをかけて統合相手を探さざるをえない」。そんな流れを最も深刻に受け止めているのが、少子化で教員の採用枠が狭まり、教員養成課程の入学定員はピーク時の半分の1万人となっている教育学部である。「非効率だ」という国立大学の代表のようなレッテルが張られている（『朝日新聞』01年12月19日）。

日本経済新聞社の第4回大学学長・総長アンケートによると、全国の国公私立大学学長・総長の54.2％が「トップ30」構想をめざしていること、他方で、55.0％が反対していることが判明した。また、ロースクールに対する関心は高く、法学部（法学科）を持つ大学のうち、74.4％が開設に向けて準備中もしくは検討中としている。一方、法学部を持たないが、これを機会に法学教育に参入したいという国立大学が6校、私立大学が5校あった。しかし、どれくらいが適正規模かという質問には、平均47校という回答がなされた（『日本経済新聞』02年1月3日）。

国立大学の独立法人化に合わせて、国立天文台、国立民族博物館、遺伝学研究所など、日本を代表する13の国立研究機関を1法人に統合する方向での検討が来月には開始される。早ければ、04年にも新組織に移行する予定。文・理系の壁を越えた機動的な中核研究機関への脱皮がねらい（『朝日新聞』02年1月18日）。

　文部科学省は、101の国立大学が提出した「再検討状況」の資料を初めて公表。それによると、24大学が統合に合意、12大学が統合協議先を具体的に挙げて報告。近隣大学と懇談会を持っている大学も合わせると、約7割が統合問題に言及している。統合しない方針を出しているのは、岡山大学など6大学あった。旧帝大系では、再編に触れていないところや受け身の姿勢が目立った。ロースクールの設置を予定もしくは検討している大学は、25大学にのぼっている（『朝日新聞』02年1月25日）。

群馬大学（教育、社会情報、医、工の4学部）と埼玉大学（教養、教育、経済、理、工の5学部）が、統合を視野に入れた協議を開始した。名実ともに総合大学になることが可能になる。ただし、具体化には時間がかかるので、統合が実現するのは、「早くても05年度」との見通しが示めされている（『朝日新聞』02年1月19日夕刊）。その後、1月24日に、両校の学長および幹部職員が最初の学長懇談会を行い、今後の進め方などを話し合った（『朝日新聞』西埼玉版、02年1月25日）。

国立大学の再編統合問題が渦巻くなか、02年10月に実現する山梨大学（工学部と教育人間科学部）と山梨医科大学の統合は、全国立大学のなかで最も早い統合のケースになる。両大学のキャンパス間の距離は10キロ弱で、建物はそのまま残し、バスなどで行き来する。統合で教養科目を一つにすることが可能になり、人的な余裕が生まれ、履修科目の幅が広がる。だが、話はそう単純ではない。昨年11月に文部科学省が提出した教員養成系大学・学部の統廃合に関する報告書によれば、少子化などで需要が少なくなった教員養成系学部が県域を超えてスクラップ・アンド・ビルドされる方針になっている。具体的には、100－200人程度の教員養成課程の定員を原則的に廃止し、300人ほどを目安に、一つの大学にまとめることになる。そうなると、山梨大学の教育人間科学部（100人が教員養成課程。残りの100人が教員養成を目的としない「新課程」）の場合、近隣の国立大学に統合させていく可能性が高くなるからである（『朝日新聞』02年1月29日）。

一橋大学と鹿児島大学の両学長が国立大学の再編問題について、二つの相対立する意見を述べている。一橋大学の石弘光学長は、約700兆円の財政赤字を抱え、09年度の「大学全入時代」の到来を受けて、国立大学が超過供給を抑え、規模の利益を追わざるを得なくなるので、「99の国立大学が70－80」になりそうだとしている。そして、再編で国際的競争力をつけることが大切であること、大学統合で舞台が世界に広がることと喜んでいる若い研究者も多いことなどを指摘している。他方、鹿児島大学の田中弘允学長は、「1県1国立大学」の廃止を強行すれば、地方は衰退し、日本の将来も危うい、人間の精神に関わる高等教育・学術教育が外圧で強制されてはならないと主張する。また、「市場競争原理を大学に全面的に提要するのは間違いだ」と述べている（『朝日新聞』02年1月30日）。

早ければ、04年に国立大学の独立法人化が実現する。法人化すると、国の組織から切り離され、土地、建物や資産価値の確定が会計上、必要になる。そこで、どの大学も立木、古い蔵書、画家の作品なども含めて、事務作業に右往左往することが予想されている（『朝日新聞』02年3月3日）。

文部科学省の教員養成系学部の統廃合方針を受け、島根大学教育学部の教員免許取得を義務づけていない課程の定員100名と、鳥取大学教育地域科学部で教員免許を義務づけている教員養成課程の定員70名を交換するという合意がなされた。国公立大学間における定員交換の最初の例である（『日本経済新聞』02年3月7日）。

04年度以降の独立法人化を控えた全国の国立大学の事務局では、「目標！　簿記3級」という目標を掲げた勉強会が開かれている。これまでの国立大学の会計は家庭と同様に単式簿記で運営されていたのが、一般企業並の複式簿記が原則になるからである（『朝日新聞』02年3月18日夕刊）。

文部科学省の「大学評価・学位授与機構」は、22日に国立大学における社会人向けなどの教育サービスの貢献度や教育研究の水準に対して初めて行った評価結果を公表した。評価は、各大学が定めた目標をもとに達成度を検証している。教育サービスでは、大学・機関の96％が目標に対して「十分達成」「おおむね達成」と評価されたが、例えば、京都大学医学部は、「入学動機が不明確な学生が相当数存在する」「9割の入学者が学業成績のみで選抜されており、人間性の育成に必ずしもそぐわない学生も受け入れている。面接の導入が望まれる」といった厳しい指摘がなされている。結果は、同機構のホームページ（http://www.niad.ac.jp/）にて公開される（『読売新聞』02年3月23日、『毎日新聞』02年3月23日）。

国立大学の独立法人化を検討していた文部科学省の調査検討会議は、26日に最終報告を同省に提出した。それによると、学長の権限を強化し、大学運営に学外識者を加えるほか、収益事業を認めるなど、民間的な経営手法を導入することが求められている。早ければ、04年度から一大学が一法人に一斉に移行する。具体的に指摘されている特徴点は、以下の通りである。①組織業務面では、「学長が強いリーダーシップを発揮できる体制や、学外の人間の参画による開かれた法人運営の実現などをめざすこと」、すなわちこれまでのような教授会がさまざまなことを決める「教授会自治」から、学長や学部長の「トップダウン型」に転換し、教授会は学部の教育研究に関する審議だけに権限が限られていくこと、②「役員として、学長、副学長のほか、法人の業務を鑑査する監事をおくこと」「監事は原則2人で、少なくとも1人は学外から登用すること」、③「予算など特定の重要事項について学長が意思決定する際は、監事を除く役員で構成する『役員会』（仮称）の議決を経ること」「役員会には、学外の人間を必ず含めること」、④目標・評価に関しては、「各大学の個性を明確にし、第三者評価を受けることで質的向上を促すこと」「6年間にわたる中期目標、中期計画などを策定すること」「中期計画は、数値目標などを含む具体的な内容を盛り込んだ上で、文科相から認可を受けること」「評価は、有識者からなる『国立大学評価委員会』（仮称）が中期目標の達成度や研究業績の水準などについて行うこと」、⑤財務会計については、「交付金の使い道が特定されず、大学自らの判断で事業に当てられること」「年度間の繰り越しも可能になること」「学生納付金は、一定の範囲で各大学が設定すること」、つまり大学や学部によって授業料が変わる可能性が出てくることなどである（『朝日新聞』02年3月27日、『日本経済新聞』02年3月27日、同、3月29日、『毎日新聞』02年3月28日、『読売新聞』02年3月28日、『朝日新聞』02年6月7日）。

東京大学は、産学連携の一環として実用化の研究で、民間の人材を登用する「特任教官」制度を導入したが、4月1日付けで採用される22人を発表した。最長4年で、東大の先端科学技術センターに所属する。04年の国立大学の独立法人化に伴い、民間の人材を活用するこの取組みは、ほかの大学にも影響を与えそうである（『日本経済新聞』02年3月30日）。

国立大学協会は、臨時総会を開き、国立大学法人化をおおむね同意できるという会長談話を発表した。総会では、多くの反対意見も出されたが、法案作りが進んでいて、時間がないという理由で、挙手による承認が求められた（『日本経済新聞』02年4月20日）。

東京大学理学部は、従来の研究や教育の重要性に加えて、「社会貢献」を重視した「憲章」を制定した。「研究していれば評価された時代」に訣別し、「一般市民への発信」も評価の対象に組み込むなど、路線の転換を表明したもの。「教育・研究成果を広く社会に発信公開する」とうたっている（『読売新聞』02年4月20日）。

東京大学は、産学連携を推進する学長直轄組織を、9月をメドに新設すると発表した。民案企業への技術移転や大学発のベンチャー設立の動きを文系・理系を問わず全学をあげて強力に支援するのが狙い（『日本経済新聞』02年4月23日）。

法人化を控える筑波大学が、大学経営の企画・立案を担当する専門教授の募集を開始した。国立大学としては、初めての試みである。任期は5年で、待遇は通常の教授職と同じだが、教育や研究には関与しない。法人化後は、学長を補佐する経営担当の副学長として任用される道も開かれている（『日本経済新聞』02年5月17日）。

東京都は、都立の4つの大学（都立大、科学技術大、保健科学大、都立短大）を再編・統合して、05年度に設立する新大学の骨子について発表した（『読売新聞』02年5月17日）。

　国立大学協会のアンケートによれば、国立大学（99大学）のうち、9割以上が独立法人化への移行過程や、大学自身の裁量で決められる範囲などに、不安や困惑を覚えていることがわかった（『日本経済新聞』02年6月12日夕刊）。

将来的に大学も念頭におかれているかどうかは不明であるが、財務、総務両省は、行政改革の一環として、昨年から創設した独立行政法人（現在、58機関）の業績評価に格付け制度を導入する方針を固めた。03年度予算編成から実施する。利益や研究成果などに応じて、年1回格付けを発表し、低格付けの法人には国からの交付金を減らし、リストラを求める（『日本経済新聞』02年6月18日）。

04年度の国立大学の法人化に伴い、これまで国立大学の学長の報酬に存在した大きな格差が撤廃されていく。法人化後は、各大学が独自に報酬を決める（『読売新聞』02年7月5日）。

国立大学の法人化をめぐって提示されているさまざまな意見の一端が紹介されている。①大学同士の統合が、学生・地域・研究のためになるのかどうかといった根本的な議論がなされないままに進展していること、②「企業を設置しろ」とか、「地域に貢献しろ」といった活動が求められているが、ごくわずかしかいない教員数で、より大切な学生の教育に取り組むことができるのかという疑問、③「競争原理を導入すると、本当に研究や教育が活性化されるのか」という疑問、④国立大学の国際的競争力が低下し、財政難にあえぐ国も現状を打破する方策を提示できていないこと、⑤教育面でも、困難に立ち向かう人材の育成に失敗していること、⑥教授会が「抵抗勢力」という図式で紹介されることが多いが、教室や講座など、身近な集団の利益を守ろうとする習性はそれほど衰えていないものの、大事な学問の自由を守るという点では、その力は見る影もなくなっていることなど（『毎日新聞』02年7月8日）。

　国立大学と企業の共同研究の件数が、01年度は前年度比307％増と大幅に伸び、過去最高の5264件になった。その背景には、産学連携に対する企業の関心の高まりや、各大学における対応組織の整備の進展がある（『日本経済新聞』02年7月16日）。

04年度から始まる法人化の準備に追われている国立大学が直面しているもう一つの課題が、再編・統合問題である。構想レベルでは、多くのアイディアが提起されているが、県境を越えた総合大学同士の統合は、利害が錯綜してなかなか進展していない。統合によって、どういった大学をつくるのかという根本問題が見えてこない。どの大学と組むのか、統合後の拠点をどこにおくのか、地理的に離れていることのデメリットをどう克服するのかという問題もなかなか決着しにくい。特に、教員養成機関をなくすことには、地元の自治体からの反発が強いなど、大きな壁が横たわっている（『朝日新聞』02年7月17日、『日本経済新聞』02年7月16日）。

滋賀、滋賀医科、京都教育、京都工芸繊維の近畿4大学と弘前、岩手、秋田の東北3大学のそれぞれに、周囲から「第2京大」「ミニ東北大」と言われる大規模な統合構想がある。そんな両者の統合構想と交渉の現実などが紹介されている。後者に関しては、統合に向けて最も障害になりそうなのが大学間の距離である。また、「単なる寄せ集めではなく、新しい学問分野とか教育の方向性を、どういう形で作り出せるかが重要になる」という京都大学の長尾真学長の言葉が盛り込まれている（『朝日新聞』02年7月18日）。

04年度に、国立大学が国の出先機関から自主・自立的運営の国立大学法人に変わる。しかし、改革の足取りはけっして軽やかではない。いつまでに何を決めるのかという全体像が見えない。また、法人化の大きな狙いは、学長のリーダーシップによる大学運営であるが、人気投票ともやゆされる現行の学長選挙では、強いリーダーシップを持った学長は望みにくい。見直しが必要なのは学長選挙だけではない。すべての運営のやり方が変化する。組織、人事、財務など、検討事項は山積みなのに、準備期間は二年足らずでしかない。明確なゴールが見えないまま、未知の領域に一斉に走りだした感がある（『日本経済新聞』02年7月13日－7月14日）。

国立大学の再編に関して、松尾稔・名古屋大学学長と生駒俊明・日本テキサス・インスツルメンツ会長の談話が紹介されている。松尾氏は、これまでの大学人はあまりにも怠慢であった、すべての大学人が自分の大学に存在価値があるのか、どういった大学をつくりたいのかといったことを真剣に考えるべきときにきているという点を強調している。また、生駒氏は、企業も「総合」がはやらなくなり、「専業」がいい時代になったいま、①研究目的の「研究大学」と教育目的の「教育大学」に分けること、②研究大学では、教育の負担を軽くし、重点を大学院におき、重要になりそうな分野ごとに世界に通用する優れた研究をしている大学が二つか三つあればいいこと、③教育大学は、全体の3割を「教養教育」をする大学にし、7割を「専門職教育」の大学に分けること、④教養教育の大学のうち、二つか三つは真のエリート育成の教養大学にすることなどを提言している（『朝日新聞』02年7月19日）。

　文部科学省は、地域に貢献する国立大学に助成金を出す「地域貢献特別支援」の今年度の第1次選考で、岩手、群馬、金沢、鳥取、広島の5大学を選んだことを公表。それぞれの大学に3000－8000万円の助成金が支給される。8月末に締め切られる第2次選考で、さらに約10大学が選ばれる予定（『朝日新聞』02年8月10日）。

統合再編を迫られている全国48の国立大学・教員養成学部のうち、すでに福島、山形（いずれも宮城教育大に統合）、富山（富山医薬大、高岡短大と統合し、教員養成学部は廃止）、鳥取（島根大に統合）、高知（教員養成機能を他学部に移す）の5大学はなくなる方向であることがわかった。さらに、協議中が5組、11校ある。ただし、地元が猛反対のところもある（『朝日新聞』02年8月5日）。

国立大学の統合計画が進行するなか、鹿児島大学との統合を避けて、独自な事業の展開を行うなかで、将来の展望を切り開こうとする鹿屋体育大学（81年に創設された国立唯一の体育単科大学）の模索が紹介されている。法人化後は、独自な収益事業が可能になるので、それをにらんだ戦略が検討されている（『毎日新聞』02年9月16日）。

総務省は、これまで制限していた地方自治体から国立大学への寄付（経費の負担）について、一定の条件のもとで認める方針を、国の総合科学技術会議で明らかにした。近く関係政令の見直しに着手する（『毎日新聞』02年9月27日）。

02年10月1日に、国立大学で最初の合併を果たすのが、山梨大学と山梨医科大学、筑波大学と図書館情報大学の「カップル」。文部科学省は歓迎するが、カヤの外に置かれた学生たちは、妙に冷めている。「学生には、掲示板で細切れの情報を知らせるだけで、雲の上で話が進んでいた感じ」という学生の声が印象的（『読売新聞』02年9月27日夕刊）。

文部科学省が進める国立大学の再編・統合のさきがけとして、山梨大学と山梨医科大学、筑波大学と図書館情報大学が10月1日に統合した。49年に現在の大学制度が始まって以来、国立大学の統合は初めてのケースとなる。新「山梨大学」となる前者の事例は、対等合併に近い。それに対して、後者の例は、総合大学が単科大学を吸収する形となっている。いずれも、これからの統合モデルとして注目されている（『毎日新聞』02年10月1日夕刊、『朝日新聞』02年10月1日夕刊）。

埼玉大学と群馬大学が04年度10月を目途に統合される見通しとなった。正式に合意すれば、県境を越えた国立大学の統合として、初めての事例となる。統合後の規模は、国立大学では東京大学に次いで、全国2番目の規模となる。両大学にある教育学部は埼玉大学に集約し、群馬大学には文理融合型の新学部を設置する（『読売新聞』02年10月9日、『朝日新聞』西埼玉版、02年10月18日）。

　政府の総合規制改革会議がまとめる答申に盛り込む「官製市場見直し」の原案が明らかになった。公共サービス分野での民間参入を促すもので、国立大学や国立病院の民営化、駐車違反取締の民間会社への依託、公営ガス・水道・下水道などの民間委託など、大胆な規制緩和策を掲げている。なかでも、国立大学に関しては、独立法人化にとどまらず、来年度から私立学校化を求め、国公立の小中学校もできるだけ民間委託を進めるべきだと提言している（『朝日新聞』02年11月27日）。

国立大学の法人化に伴い、学長の位置づけと役割がどのように変化するのかというテーマで、一橋大学の石弘光学長の寄稿が紹介されている。それによると、①学内での予算配分をいかに円滑に行うのか、②いかに外部資金を調達するのか、③人事および給与の管理をいかに行うか、④学内の意思決定をいかに円滑に実施するのかといったことが重要なポイントなることが予想されている。第4の点に関しては、学長・3名の副学長などによって構成される「役員会」（仮称）、経営に関する学内の代表者と学外の有識者から構成される「運営協議会」（仮称）、教学に関する学内の代表者からなる「評議会」（仮称）といった組織間の円滑な意志疎通が求められるからである。学長の暴走を阻止するために、学長に対する「リコール制」、あるいは「解任権」などを制度化する道も一つの方法と考えられる。おそらく将来は、学長職は専門職化し、幾つもの大学からスカウトされる学長も出現するだろう（『日本経済新聞』02年11月30日）。

これまで入学金と授業料は、慣例的に隔年で値上げされてきたが、03年度の国立大学の入学金値上げは見送りとなった。現在、国立大学の入学金は28万2000円で、私立大学の入学金の平均値28万4800円（02年度）とあまり変わらない水準になっている（『毎日新聞』02年12月20日夕刊）。

入社5年後から10年後に、かつての卒業生がどのように変わっているのか？　東京大学の山本泰教授（社会学）がまとめた調査から、その一端が浮かび上がる｡回答のあった22社の総合評価は、「よくがんばるが、創造的な仕事はいまひとつ」というものであった。評価が高かったのは、「自分で努力する」という質問｡しかし、リーダーとしての能力を発揮している者は必ずしも多くない（監査法人）。「ともすれば評論家的で主体者意識が低いケースが見受けられる」（都銀）。「見通しが立つ、解けそうなテーマには挑戦するが、そうではない、リスクの大きいものは敬遠しがち」（都銀）といった声も（『朝日新聞』03年1月5日）。

東京大学は、入学後に文系、理系の枠を飛び越えて進路変更できる制度を06年度の新入生から新設する方針を固めた。制度名は、「全科類進学枠」。変更枠は学部・学科定員の最大30％。受験で文系、理系が決まってしまう「常識」に風穴を開け、広い視野を持った人材を養成するのがねらい。制度として奨励していく方針（『朝日新聞』03年1月6日）。

自治体が設置する全国75の公立大学でつくる公立大学協会は、各大学を自治体の直営から独立した法人に転換する方策を報告書としてまとめた。法人化するかどうかは自治体と大学の判断にゆだねるが、国に対しては、法人化を可能にする法整備を要望している（『朝日新聞』02年1月11日）。

21世紀COEプログラムに選ばれた京都大学防災研究所が成果を多くの人に知ってもらおうとして、東京と京都で「防災講座」を始めている。約150人の専門家が講師として参加する。4年余りで計1000回にも及ぶ大型講座になる（『日本経済新聞』03年1月11日、『朝日新聞』03年1月11日夕刊）。

87年創設の後発組なので、すでに研究の蓄積が豊富な欧米研究を避け、隙間の学問を狙えということで、アジアに目をつけ、一流で個性的な大学を作ることをめざしているのが静岡県立大学｡このところ、イスラムや朝鮮半島情勢がマスコミの話題に登っているが、その解説にしばしば名を連ねるのが、同大学のスタッフ。学内に新しく「現代韓国朝鮮研究センター」を設立する（『毎日新聞』03年1月16日夕刊）。

文部科学省は、国立大学教官の発明で得られた特許料収入も一部を本人に還元する際の新規定を決めた｡600万円だった受取額の上限を撤廃し、特許料収入に応じて25－50％を払う。教官の発明意欲を高めるのが狙い（『日本経済新聞』03年1月18日）。

文化庁の国際文化交流懇談会は、日本文化の担い手として、留学生など日本を訪れる外国人の情報発信能力の育成、活用などを求める中間報告をまとめた。「日本人のみを日本文化の担い手と見なす考え方を改める必要がある」ことになったわけである（『日本経済新聞』03年1月18日）。

国立大学の04年度からの法人化の準備をすすめている文部科学省は、その基礎となる「国立大学法人法案」の概要を固めた｡現在では最長でも4年間となっている学長の任期を6年までの長期に設定できることなどが盛り込まれている。学長と理事で構成する「役員会」と、主に経営に関する審議をする「経営協議会」、主に教学面の審議をする「評議会」がそれぞれ携わる。経営協議会の委員には、学外の有識者を2分の1以上任命しなければならない。学長の選考は、評議会の代表と経営協議会の学外委員から選ばれた代表とでつくる「学長選考会議」が当たる。各法人は、教育研究の向上や業務、財務内容の改善などについて文部科学大臣から示される中期目標（期間6年間）をもとに、中期計画をつくって運営に当たる（『朝日新聞』03年1月21日）。

04年度からの国立大学の法人化に伴い、法人の学長や理事の数を503人とすることになった。教職員数に応じて、法人ごとに4人から9人が配置される（『朝日新聞』03年2月13日）。

国立大学の法人化に伴い、理事会役員の解任権が付与されるなど、学長の権限が強化されるが、文部科学大臣は、職務上の義務違反や業績悪化を理由に学長を解任できるなど、経営面での責任が厳しく問われることになる。しかし、授業料や評価基準などの具体論は未だ決まっていない（『日本経済新聞』03年2月27日）。

国立大学の法人化に伴って、政府は、国立天文台や国立民族博物館など15の大学共同利用機関を「人間文化」「自然」「情報・システム」の三分野で統合し、単独で残す高エネルギー加速器研究機構を加えた4機構に再編する方針を決めた（『読売新聞』03年2月28日）｡

国立大学法人化に向けた一括法案が閣議決定された。国の規制が大幅に緩和され、大学は自らの責任で予算を組み、運営できるようになる。大学運営や学長選出には、学外者も関与する｡13万人余りの教職員の身分は「非公務員型」を採用し、学長権限の下で人事や給与システムも各大学に任される。兼職も可能になる｡しかし、大学が基本的に国費で運営されることに変わりはない。法人化の成否は、大学の業績を判定する評価制度に関わっている。公正で客観的な評価方法の早急な策定が求められる。学長の経営感覚が試され､独自経営や授業料格差も出てくるので、そうした脱一律には戸惑いも見られる（『読売新聞』03年2月28日夕刊、『朝日新聞』03年2月28日夕刊、『読売新聞』03年3月1日、『日本経済新聞』03年3月1日）。　

国立大学初の県境をまたぐ統合として注目されている埼玉大学と群馬大学は、04年10月に予定していた統合時期を1年間延期する。国立大学の統合で、うまくいっているのは一方が単科大の組み合わせ。教員養成大学の統廃合を軸にした各地の再編交渉は難航している（『読売新聞』03年3月13日夕刊）。

大学の教育や研究の評価を行う国の機関「大学評価・学位授与機構」がすべての国立大学を対象にした評価結果を公表した。「教養教育」の効果が「自己目標」に達しているかどうかでは、9割を超える大学が改善の必要性を指摘された。評価の根拠に学生による授業評価などを用いた。「学生の授業に対する理解度が十分ではない」「自主的な学習態度が十分に身についていない」などと問題点を指摘された大学は3割程度あった。また、この記事にはスタッフの研究水準の判定結果も紹介されている。もう一つ、産学連携に関する評価では、大半が貢献しているとされている。同機構は、00年度から各大学が自ら設定した目標とその達成度への自己評価をもとにした分析を試行しており、結果の公表は昨年度に続き2度目。国立大学は、04年度から独立法人化に伴い、第三者評価が義務づけられる。そして、その結果で予算配分も変わる、今回の評価は、その試行段階であるが、大学側から

は反発の声もあがっている。

大学ごとの評価結果は、同機構のホームページ（http://www.niad.ac.jp/）に掲載されている（『朝日新聞』03年3月27日、『毎日新聞』03年3月27日、『日本経済新聞』03年3月27日、『読売新聞』03年3月27日）。

アメリカの科学情報会社であるトムソンISIは、92－02年に発表された自然科学論文がどれだけ引用されているか（被引用数）で見た日本の研究機関のランキングを発表した。物理学では東京大学、材料科学では東北大学が世界のトップ、化学では東京大学が2位、京都大学が3位に入った。総合順位では、トップ100に5つの日本の大学が入っている（『毎日新聞』03年4月9日）。

経済同友会の教育委員会は、提言「若者が自立できる日本へ」を発表した。教育システムの提言として、「確かな基礎学力と社会ルールを」「初等中等教育を多様化・複線化」「入学試験重視から卒業試験重視へ」などが挙げられている（『朝日新聞』03年4月9日）。

政府は、公立大学も法人化が可能にする制度を設ける方針を固めた。ただ、その判断は自治体が地域の実情に応じて選択できるようにする点が特徴（『朝日新聞』03年4月15日）。

埼玉大学と群馬大学の統合が、当初の予定より1年遅れの05年10月になることが発表された。また、10組の国立大学の統合が決まった（『毎日新聞』03年4月16日、『朝日新聞』03年4月16日、4月17日）。

科学技術・学術審議会の学術分科会が、全国20大学に置かれている58研究所の見直しに関して報告書をまとめた｡「活動が十分に見えない」と酷評されたのは、東京大学社会情報研究所と大阪大学社会経済研究所。ほかの研究所が外部機関に評価してもらった結果を受けて自己変革しようとしているのに、「組織の見直しが長い間、行われていない」と指摘されている（『朝日新聞』03年4月24日夕刊）。

文部科学省は、来春から法人化する国立大学に授業料の目安を示す「標準額」について、現在の授業料をベースに学部ごとの格差を設けない方向で検討を始めた。各大学は、標準額基準に一定の範囲内で授業料を決めることになるが、基本的には現在の授業料が維持される見通しである（『読売新聞』03年5月18日）。

5月22日に衆議院本会議を通過し、参議院に送られた国立大学法人法案に対する異論が提起されている。東京大学社会科学研究所の田端博邦教授の意見は、大学改革の一環として、「なぜ法人化という手法が選択されたのか」という点に対する文部科学大臣の明確な答弁がないこと、どうして大学の重要事項である「中期目標」を大学が作成して届け出・公表する方式ではダメなのか、「なぜ大臣が定めるという法案の規定が必要になるか」という点の説明がなされていないことなどに集約される（『毎日新聞』03年5月25日）。

国立大学法人化のねらいは、自由で競争的な研究環境を作ることだったはずである。ところが、当初の意図に反して、法人化法案は科学・学術研究の中央集権的な「計画」と「統制」を骨子としていると批判しているのは、「大学をソビエト化させるな」という京都大学の佐和隆光教授である。個々の研究者が自らの創意工夫に基づき、自由闊達な研究を推し進める環境を整備すること、個々の研究者が良い意味で学界の厳しい評価に晒されること、学界の評価において選る者に、競争的資金を配分する仕組みを作ることなどが肝要であるとしている（『朝日新聞』03年5月27日）。

早稲田大学の長谷川眞理子教授も、国立大学の法人化法案に対する批判を加えている。①各大学の中・長期計画が文部科学大臣によって認可されること、②大学の経営を決める評議員会の構成員の半数以上が学外者となること、③債券の発行を含めて自前で様々な財源を確保することが要請されていること、④うまくいかなかった場合には、大学の改廃が文部科学省に委ねられること、⑤その結果、「学問の自由」がなくなり、利潤追求を目標として経営される組織になる危険性があること、⑥このような組織で活躍できるのは、目先の利益を追求することがうまい人材、役人の天下り先の確保や接待にたけた人材になることが予想できることなどが、批判のポイントである。経営上の利益にはつながらないが、人類の知的レベルを向上させることに貢献できる活動を支援するには、社会のゆとりが必要である。抑圧と介入がよいものを生み出したためしがない。また、知的活動には、予測のつかない部分が含まれている。それは、「学問の自由」が保証された自由な雰囲気のなかでこそ行われるべきものであり、数年を目安にして企業的利益で判断すべき性格のものではない。そういった点が、彼女の見解である（『朝日新聞』03年6月1日）。

一橋大学の石弘光学長は、国立大学の法人化をテコにして大学改革を推進すべきであると主張。彼によれば、大学が抱える問題とは、①国際的な水準からの立ち遅れ、②現在の大学は文部科学省の強い管理下に置かれ、大学の自由裁量が極めて限定されていること、③学長の権限も依然として小さいものでしかないこと、④教授陣の改革に向けての意識の低さ、⑤現状を打破する動機は学内にはあまり見当たらないことなどである。ところが、法人化に伴って大きな変化が生じる。必要な経費は国費で支給されるが、学長をはじめ、大学執行部は自己責任の原則に基づいて、自主・自立的に大学運営に当たることができる。頑張る大学はますます発展し、そうではない大学は競争から脱落するだろう。

中期目標の認可という点で文部科学省の介入が強まるという「批判」には、「実際には、大学の意思が尊重されることになっている」し、法人化後のほうが予算・人員・組織などの認可に関して、透明性がむしろ増し、介入の度合いが小さくなると答えている。次に、学外者の大学運営に対する参加に関する「批判」に対しては、大学が抱える諸問題を内部の力のみでは解決しにくく、外部者の血の導入は不可欠であること、学外者の任命・解任は学長の権限に属していることとしている。法人化以後、役立つ学問のみが推奨され、基礎学問が衰退するという「批判」に対しては、学長をはじめとする大学の見識の問題であるとしている（『日本経済新聞』03年6月7日、『朝日新聞』03年6月7日）。

文部科学省は、「地域貢献特別支援事業費」の対象として、26の大学・研究グループを選んだことを発表した。街づくり、地域リーダーの育成、国際交流、文化振興、地元自治体との連携などによる国立大学の地域連携を促進する事業。選ばれた大学・グループには、3000万円から8000万円が配分される。26のうち、今年度初めて選ばれたのは、11大学・グループで、福島、宇都宮、山梨、三重、兵庫教育、奈良女子、和歌山、山口、徳島、宮崎・宮崎医科、鹿児島の各大学（『読売新聞』03年6月7日、『朝日新聞』03年6月7日）。

文部科学省がまとめた04年度の科学技術・学術基本施策によれば、「人材育成・確保」を最重要課題とし、大学の若手研究者が教授から独立して活動できる「任期付き助教授」ポストの新設や、企業の研究者・技術者の効果的な再教育などを打ち出している（『読売新聞』03年7月7日）。

国立大学法人化に対して、九州大学の梶山千里学長は、「不安や疑問が出ること自体が健全なことだ。しかし、今のままでいいわけがない。本来、外部の力で変えられるのはいやなことだが、そこまで大学が自律的に動かなかったという反省をしなければならない。反対なら、変わるための対案を出さないと生産的でない」という視点から、「新しい科学の確立」と「アジア志向の将来戦略」を提示している。3年前のアジア学長会議を契機にして、有力大学のネットワークを作ると同時に、アジアの拠点大学に9つの研究所を立ち上げる構想である。

清成忠男・法政大学総長は、法人化は当然であるという立場から、大学の自主性を強める反面、自己責任が要求されることを指摘している。また、「法人化すると営利追求に走るというのは、あまりにも短絡的である。私立の学校法人ですら非営利組織であり、営利追求を行っていない」。「国立大学法人の運営が税金に依存している以上、文部科学省が中期目標・計画をチェックするのは当然である。しかも、法人化すれば、自立性が強まり、大学人が主体性を発揮すれば介入を排除できるはずである」。「学長が暴走するおそれがあれば、監視する仕組みを学内に設置すればよい」。明確な論理である（『読売新聞』03年7月7日）。

国立大学法人化法が9日の参議院本会議で可決、成立した。これによって、国立大学は1校ずつ「国立大学法人」になる。例えば、東京大学の正式名称は「国立大学法人東京大学」となる。法人の長は、学長が務める。それぞれの大学に裁量を与えて「個性化」を求めているのが特徴。運営制度は、教授会が中心のボトムアップ型から学長中心のトップダウン型に転換。財務面では、文部科学省を通じた予算要求から使い道が自由な国の「運営費交付金」に変わる。年度内執行にこだわらず、翌年度に繰り越して使えるようになる。反面、第三者評価を通じて文部科学省が算定し、傾斜配分になる。競争原理が働く一方で、文部科学省の規制が強まるのではといった指摘が出ているのは、そのためである。文部科学大臣の定める中期目標が運営指針となり、「国立大学法人評価委員会」が評価を行う（同委員会に関しては、会議や議事録は原則として公開する方針）。教職員は、国家公務員から各法人の職員になる。学内の運営組織として、学長と学外者を含めた理事で運営を審議する「役員会」のほか、学部長など学内の代表者で運営を審議する「教育研究評議会」と学外者を含めて経営面を審議する「経営評議会」が設けられる。それら2つの組織の代表者が「学長選考会議」を構成し、学長を選ぶ。職務上の義務違反や業績悪化などを理由に学長選考会議が申し出れば、文部科学相は学長を解任できる。学長主導の経営がしやすくなる一方で、経営責任も問われる。

もっとも、法律は法人化の骨格を示したものにすぎず、細かな運用は法成立後に示される省令や政令、通達などに盛り込まれるため、大学側は具体的な準備作業に入れない面もあるとか（『日本経済新聞』03年7月8日夕刊、『朝日新聞』03年7月10日、『毎日新聞』03年7月10日、『読売新聞』03年7月10日、7月12日）。

　同じ東京大学のなかでも、法人化に対して全く異なった見解があることが紹介されている。ノーベル賞を受賞した小柴昌俊・東京大学名誉教授の出身母体である大学院理学系研究科は、ノーベル賞を受賞するような研究の今後を危ぶんでいる。予算額は国の設ける評価委員会の6年毎の評価で増減するが、カミオカンデという独創的な観察装置を作ってノーベル賞を得るまでに20年以上もかかっているからである。他方、先端科学技術研究センターでは、成果を出すために、厳しい人事評価制度を導入したいと考えている。研究所の教員は終身ではなく、「週5日勤務、3年間」などと契約を交わし雇う。業績主義を徹底し、契約を延長するかどうかは評価で決める。教授でも、任期は原則的に最長10年とするとか（『朝日新聞』03年7月13日）。　

　法人化に伴い、大学が6年間の中期目標・中期計画を策定することになるが、「うちらしい内容は、どこにもない」とか、「下手に、高い水準の計画を書くと達成できなかったときに予算が減らされる」といった担当者の声が聞こえてくる。「改革を進め、国民への説明義務を果たすことにつながる仕組みが、予算獲得を狙う道具に過ぎなくなってしまうかもしれない」という嘆きの声も（『朝日新聞』03年7月15日）。

　大阪大学工学部は、年6回の教授会を2回に減らす方針だ。このままでは、「素早い意思決定は無理だ」というのがその理由。反対する人に対しては、学部長が説得を試みる。教授会が学部長をリコールできることを盛り込む。学部長が責任を持ち、より規模の小さな「専攻長会」で案件を素早く処理したいという（『朝日新聞』03年7月16日）。

　国立大学法人化に向けて、三重大学は「地域圏大学構想」を打ち出している。津駅前の大学案内の窓口、CS放送での「三重大学の広場」をいうコミュニティーチャンネルの設置、自治体との友好協力協定の締結、人文社会科学と自然科学の成果を統合した総合環境科学研究の推進などを実施中（『朝日新聞』03年7月19日）。

　「国立大学法人のシミュレーション」。東京大学の金子元久教授が、そんなタイトルの研究発表を高等教育学会で行った。それによると、将来像として3つのシナリオが提示されている。①「法人化の定着」。法人化のねらい通り、人事や予算面での自由度が増す。②国の支配強化。大学の計画認可や評価に基づいた予算配分の仕組みを通じて、国家統制が強まる。③「民営化」。国からの補助金が減り、授業料を上げざるを得ず、限りなく私学に近づく。大学の裁量を広げるのが、法人化の狙いであるにもかかわらず、文部科学省の支配が強化すると見るのは、法人化への動きが大学改革からではなく、財政難から発しているからである。国家公務員の削減目標を達成するのに、多人数の国立大学を切り離すことになったという経緯があるからである（『朝日新聞』03年7月21日）。

　石原慎太郎都知事の「教育改革の象徴として、日本に全くない新しい大学をつくる」という公約に従って、基本構想がまとめられた05年4月開校予定の「新都立大学」（仮称）案によると、青年海外協力隊などの海外経験、社会経験や他大学で履修した科目でも、独自に単位を認定して蓄積する「単位バンク」が全国で初めて導入される。百人百様のカリキャラムが編成できることから、「4年で卒業」という制約もなくなり、生涯にわたる学習計画や追加学習も可能になる。飛び級や5年で修士卒業もできる。また、新大学の名称を一般公募することを発表。応募のあった名称を参考に、石原知事が11月下旬までに決定する（『毎日新聞』03年8月2日、『毎日新聞』多摩版、03年9月13日、『読売新聞』多摩版、03年9月19日）。

　その後、都立大学の茂木俊彦総長が、10月7日に「トップダウンの強行は極めて遺憾」という抗議声明を発表。都は9月下旬に、新大学計画の基本的承認と協議への参加を求める「同意書」を4大学の教員に配布。3大学の教員は全員が提出したのに対して、都立大学からは、10月9日現在、1枚も提出されていない（『朝日新聞』03年10月9日、10月10日、『毎日新聞』03年10月9日、10月10日、10月24日、『読売新聞』多摩版、03年10月10日）。

　東京都が発表した都立新大学の全体像が明らかにされた。英語などの必修科目を原則廃止し、学年ごとの科目履修制限も撤廃し、飛び級を認める。「都市教養」「都市環境」「システムデザイン」「保健福祉（仮称）」の四学部で構成され、「国際文化」「建築都市」「都市基礎環境」「航空宇宙システム工学」など、計26コースが新設される（『読売新聞』03年10月25日）。

　なお、現在の都立大学は10年度までは存続し、在学生の学習権が保証される（『毎日新聞』03年11月14日）。

　文部科学省は、来年度から、外国人留学生への奨学金給付の要件を厳格化するなど、留学生政策を見直す方針を決めた。成績不良の学生には、月5－18万円の奨学金の給付を打ち切るほか、各大学に受け入れ態勢の明示や留学生の通学状況・アルバイトなどの実態把握の徹底を求める｡他方、日本人の海外留学制度については、外国の大学で博士・修士号を取得できるよう、2－3年間の長期留学制度を新設する（『読売新聞』03年9月17日）。

　「特色ある大学教育支援プログラム」の最初の選定が公表された。選ばれたのは、申請のあった664件のうち、151件がヒアリングに進み、最終的に80件に絞られた。今回のプログラムは、大学が研究面のみならず、教育面でも競争的環境におかれたことの象徴でもある。実績重視の選考であった。配分される資金は少ない。その研究版ともいえるCOEは73.6％が国立大学によって占められたが、今回は私立が59.2％と過半数を獲得。選ばれなかった大学のショックは大きいが、選ばれた大学でも、「来年度は何を申請するか、頭が痛い」という声も。申請内容から幾つかもキーワードが浮かび上がる。実施委員長を務めた国際基督教大学の絹川正吉学長によると、「国際化」「創造性教育」「ITの活用」「学生参加型教育」などがある。理工系と人文社会科学系、さらには芸術系の学部を同じ土俵の上で評価することの難しさも指摘。

　具体例を幾つか紹介すると、98年に設置され、多くの学生スタッフが協力する明治学院大学の「ボランティアセンター」の取り組み。卒業生の半数が英語能力試験「TOEFL」500点以上に達する大阪女学院短大。現代中国語学部の2年生が全員、天津市の南開大学へ4カ月間留学することを必修にしている愛知大学。入学時の基礎学力はもちろん、3年前から入学内定者に入学前ゼミを、昨年度からは全教員がネットで学生全員の出欠を瞬時に把握できるシステムをつくった新潟工業短大。少人数の学生が学部に所属せず、指南役の教授と相談し、学習テーマを設定する「21世紀プログラム」を申請した九州大学。学部に縛られることなく受講できる2500の「オープン科目」を用意したうえに、1年生の時点から複数の学部の学生が集まる220種のゼミを開講している早稲田大学。文化祭で選ばれた文化女子大学・文化女子短大。学生が自らプロジェクトを企画・立案し、認定されれば、内容に応じて1－50万円の奨学金が支給される山梨学院大学の「学生チャレンジ制度」。ユニークな試みがたくさん選ばれている（『読売新聞』03年9月19日、『毎日新聞』03年9月19日、『朝日新聞』03年9月19日、『日本経済新聞』03年9月19日、『毎日新聞』03年9月22日）。
　文部科学省は、8月6日に発表した方針にそって大学入学資格のあり方を来春から大幅に変更するための省令と告知を改正する。それを受けて、最初に九州大学が朝鮮学校生の入学資格を認めることを発表。名古屋大学も、同様の方針を固めた。東京大学、大阪大学も、朝鮮学校卒業生の大検を免除する。結局、10月3日、朝日新聞社の調査によれば、すでに7割近くの国立大学で、同様の措置がとられる見込みになっていることが判明（『朝日新聞』03年9月19日、9月20日、『読売新聞』03年9月27日、『朝日新聞』03年10月4日）。

　来年度から一斉に法人化される国立大学とは異なって、全国76の公立大学は、法人になるかどうかを自ら選ぶことになる。地方自治体から経営的に独り立ちすることに対する不安は根強いが、いまのところ動きは鈍い。来年度、公立大学法人として開学を予定している秋田県の国際教養大学が法人化第一号となるが、そこでは全講義が英語で行われる。教員の6割が外国人で、一年以上の海外留学も全員に義務づけられる（『読売新聞』03年9月22日）。

　来春法人化する国立大学を第三者評価するため、来年1月に発足する文部科学省の「国立大学法人評価委員会」の委員16名の名前が公表された（『日本経済新聞』03年9月26日夕刊、『読売新聞』03年9月27日）。

　国立大学の10組20校が統合し、新しい国立大学が10校発足した。東京商船大学と
東京水産大学の統合によって誕生した東京海洋大学は名称も新しくなった（『朝日新聞』03年10月1日夕刊）。

　来年4月に法人化を控えた国立大学89校が、このほど法人化後の「公約」ともいえる6年分の中期目標と中期計画の素案をまとめ、文部科学省に提出した。計画の多くは個性の乏しいものであるが、なかには、｢医師国家試験合格率95％｣「外部研究資金を10％増、科学研究費申請件数30％増」「TOEIC，TOEFLなどの全学的基準点の設定」などの数値目標や、教授の講義改善、学生の成績評価の厳格化、就職支援や資格取得など、生き残りに向けた新機軸も見られる。クラス担任制度、助言制度なども、きめの細かい配慮や、学内の優れた研究に予算を重点的に配分する試みも（『読売新聞』03年10月17日、『朝日新聞』03年10月17日）。

　横浜市立大学は、05年度から独立法人化し、教授など全教員に任期制、年俸制を導入する大学改革案をまとめた。導入が決まれば、初めてのケースになる（『読売新聞』03年10月24日、『朝日新聞』03年10月25日、『日本経済新聞』03年11月8日）。

　来春法人化する国立大学の教育研究や経営の実績を第三者評価する文部科学省の国立大学法人評価委員会の初会合が行われ、委員長にノーベル化学賞受賞者の野依良治氏を選出した。同委員会の評価結果が国立大学法人に配分される「運営費交付金」の額に反映されるため、法人化の成否に大きな影響を与える（『日本経済新聞』03年11月1日、『朝日新聞』03年11月1日、『毎日新聞』03年11月1日、『日本経済新聞』03年11月8日）。

　4月に法人化される国立大学の予算総額が抑制される方向で検討されている。現在、国立大学の歳入は03年予算で約2兆8000億円。このうち、自己収入は45.6％円で、残りの54.4

％は国の一般会計からの繰り入れに依存している。その繰入金の9割以上が人件費に充当されている。使途が限定されるこの繰入金が来年度から「運営交付金」に変更されるが、それに伴い、交付金の各省庁による政策的配分が可能にするための検討が行われている（『日本経済新聞』03年11月11日）。

　迫る国立大学法人化のもとで、いろいろな新しい動きの一端を紹介すると、学長の強いリーダーシップで、21世紀COEプログラム」と「特色ある大学教育支援プログラム」の両方に採用されたのは徳島大学。他方、京都大学では、「誰かがリーダーシップを発揮しようとしても動かない」とか。法人化の推進とは裏腹に、現実には、法律上の規定にない「部局長（学部長）会議」を残し、従来型の意思決定機構を温存する大学も多い。九州大学は、社会連携と産学連携担当の総長補佐を一人ずつ置いた。大学を卒業してから専門学校に再入学する大卒者が今年度は約1万8000人に増えている。独協大学は、今年度から予備校講師が教える公認会計士試験向けの講座を始めた。取得の難易度に応じた「奨励金」を支払う制度を導入したのは徳山大学。実用から遠い「教養」は地位を失いつつある。信州大学は、5学部で第二外国語を必修から外した。体育が消えた大学も少なくない（『日本経済新聞』03年11月17日、18日、20日）。

　05年度に独立法人として開校する都立新大学は、教授・助教授といった従来の序列を廃止して、「教授」「准教授」「研究員」に再編する方針を固めた。併せて、任期制と年俸制を導入する。研究員の任期は3年（2年までの延長可能）とし、審査に合格すれば准教授になる。准教授の任期は5年で再任は1回のみ。10年以内に教授にならない場合は、退職となる。教授の任期は5年だが、実績が評価されれば、任期のない「主任教授」に昇任できる。定年は65歳。他方、年俸のうち、基本給は5割だけで、授業などの職務給が3割、研究上の業績などを評価した業績給が2割となる。それに対して、教職員組合は反対している（『毎日新聞』03年11月21日、『読売新聞』03年11月21日）。

　埼玉大学の新しい学長に選出された田隈三生・同大名誉教授は、選出後、埼玉・群馬大学の統合協議を当面、棚上げにする方針を明らかにした。また、遠い群馬大学との統合は非現実的であるし、「独立法人化後の学内態勢を整えることに全力を注ぐ」とした（『読売新聞』03年11月21日、『朝日新聞』西埼玉版、03年12月1日）。
　大都市問題に取り組む都立新大学を発足させる東京都は、目玉となる都市教養学部におけるコースの理念づくりの補強などを、大手予備校の河合塾に委託する。「大学の理念を受験産業に委託するのは信じがたい」という声が大学側からあがっている（『朝日新聞』03年12月5日）。

　また、経営感覚の導入をめざして、東京都は、学長とは別に理事長をおくことにしている。しかし、それまで行ってきた改革の努力を軽視するものだとする教員層からの反発も強く、対決姿勢が堅持されている。混乱のしわ寄せが学生や受験生に押し寄せかねない状況になっている（『読売新聞』04年1月12日）。

　国立大学の法人化を控え、研究から何らかの収益を見出せるものを探すのに必死になっている国立大学の助教授の姿が紹介されている。いずれ、教授に昇進したときに、研究室の実績が低く評価され、自分の研究費の削減に跳ね返る可能性があるためである。こうした傾向は、私立大学のとりわけ理工系学部でも顕著になっている。02年に大学等技術移転促進（TLO）法が改正されて、大学の研究成果を売ることが推奨されたからでもある。成果を売るには、①受託研究、②共同研究、③工業所有権の譲渡、④企業従業員への大学教育などのパターンが考えられる。特に、特許利用権の譲渡に注目が集まっている。しかし、そうした傾向が行き過ぎて、「金にならない」との理由で、基礎研究がおろそかになると、国の行く末が危うくなる（『朝日新聞』03年12月15日夕刊）。

　文部科学省の国立大学法人評価委員会は、4月に法人化する国立大学が同省に提出した期間6年の中期目標と中期計画の素案について、数値目標を盛り込むなど、より具体的なものにするように、大学側に修正を促すことを決めた（『日本経済新聞』04年1月28日）。

　05年度に開校する都立新大学の名称が「首都大学東京」に決定された。初代学長には岩手県立大学学長（元東北大学学長）の西沢潤一氏が決まったが、依然として混乱が続いている。東京都は、都立4大学の全教員518人に対して、新大学の教員になる意思があるかどうかを尋ねる確認書を送ったが、それに対して、18日の時点で、残るという「意思確認書」を都に提出したのは、282人（全教員の55.8％）であることがわかった。「大学間の競争激化が予想される中、トップダウン改革が成功するのかどうか、全国の大学関係者が見守っている」という。他方、教育面では、全学生に対して、インターンシップやTOEFLの得点500点以上を義務付けるほか、英会話授業の語学学校への委託、入学時にTOEFL

600点以上の者には英語の履修を免除することなどが考えられている（『読売新聞』04年2月4日、2月6日夕刊、2月8日、2月10日夕刊、2月19日、『日本経済新聞』04年2月4日、『朝日新聞』04年2月14日、『毎日新聞』04年2月16日、2月19日）。

　大手旅行会社のJTBは、鳥取大学との間で、教職員の出張時における切符の手配から清算の処理に至るまで一括して請け負う契約を結んだ。国立大学が出張管理業務を外部の民間企業に委託する先駆けとなる。旅行のプロの手腕を活用することで、大学側は年間約1億円の県外出張旅費を最低でも2割は節約できるという。法人化を向かえる国立大学にとって、経費削減は急務であると同時に、新しいビジネスチャンスの獲得をねらった旅行会社各社の受託競争が激化することが予想される（『朝日新聞』04年2月21日）。

　一橋大学は、早稲田大学の関昭太郎・副総長を、4月に発足する経営協議会のメンバーに招く。関氏は「倹約の鬼」と呼ばれ、一律5％削減を目標に､水道の水圧を下げたり、一定額以上の物品購入には数社からの見積もりを取ったりといった具合に、民間企業では当たり前のことをルール化、経費の削減を徹底させた人物として有名。その結果、就任当初の借金300億円が半減している（『朝日新聞』04年2月24日）。
　医師不足に悩む地域で、国公立の大学医学部や医科大学が入試制度を見直す動きを示している。福島県立医大医学部（入学定員80名）は、「地元に残り、地域医療を担う人材を育てる地域貢献策」と位置づけ、推薦入試に｢地元枠｣を新設。今春初めて7名の学生が入学する。ただし、卒業後の県内勤務は、強制していない。千葉大学医学部や信州大学医学部でも､「地元枠」を構想中（『朝日新聞』04年2月29日）。

　国立大学の法人化に伴って、国立大学協会は解散し、新たに4月1日から「社団法人国立大学協会を設立するため、近く文部科学省に設立申請を提出する（『日本経済新聞』04年3月2日）。

　国立大学が4月1日から独立法人化されるが、大学自身の情報発信力が問われている。法人化で、社会への説明責任が強まるからである。これまで大学としての情報発信の努力を十分にしてこなかった東京大学では、4月から広報室を充実させ、副室長に電通の人材をスカウトする。また、京都大学は、「海外では無名に近い」という厳しい現状認識から、4月1日付けで、国際英字新聞の『インターナショナル・ヘラルド・トリビューン』に大型広告を出す。

他方、電通も、大学のブランド力向上を支援する専門チームを発足。博報堂も､「教育プロジェクトチーム」を立ち上げている（『読売新聞』04年3月30日、『朝日新聞』04年3月30日、『日本経済新聞』04年3月30日）。
法人化によって「国立大学法人」になった全国89の国立大学に対し、土地・建物･施設など国が現物で出資した財産額が判明した。簿価額での比較とはいえ、その格差は約186倍と大きく、大競争時代に突入した各国立大学は、スタートの時点で、すでに大きな差がついた格好になっている（『日本経済新聞』04年4月8日）。

大学法人化に伴い、独自性を強めたいとする各大学で、多くの新しい試みがなされている。金沢大学では、全学共通科目として、「ゆったり湯学」というユニークな科目（15回）が設けられている。静岡大学では、「地震防災」という全学共通科目が用意される。名古屋工業大学は、「陶都・瀬戸ルネッサンス事業」で、セラミックの大産地・愛知県瀬戸市と連携し、地元企業との共同研究や技術交流を実施することによって地域貢献をめざす。山形大学は、キャンパスのキャッチフレーズを一般公募した。東京大学は、余裕資金で国債を購入し、財テクを始める。横浜国立大学は、コンピュータ・グラフィック（CG）を使ったアニメーションの制作会社やCGソフト会社の幹部らを講師に招いて特別授業を行う（『読売新聞』04年4月8日夕刊、『朝日新聞』04年4月13日、4月14日）。

法人化に伴い、いろいろな変化が見られる。学内の人事や給与体系にも、能力主義の導入が進む。岡山大学は、「教育」「研究」など、四項目で教員を評価し、結果を公開している。愛媛大学も、今年度中に評価体制を整える予定である（『読売新聞』04年4月14日）。

大阪大学や東京工業大学などの国立大学は、今月から国立大学法人に移行したのを機に、非常勤職員の待遇改善に乗り出す。1年だった雇用契約期間を3－5年に延長したり、育児休暇などを取得できるようにしたりしている。国立大学で働く非常勤職員は、全国で7万3000人いる（『朝日新聞』04年4月14日夕刊）。

東北大学は、04年度入学生から、原則として全員を対象に半年ごとの学業成績を親に通知する。私立大学や地方の国立大学では、同じようなことが行われているが、旧帝大では初めてのケースとなる（『読売新聞』04年4月26日）。

埼玉大学と群馬大学の両学長が、それぞれ記者会見の席で、両校の統合を棚上げすることを表明した（『朝日新聞』04年4月23日、『読売新聞』04年4月23日）。

　広島銀行は、広島大学と商品開発や人材育成などで包括提携する方針を決めた（『日本経済新聞』04年4月28日）。

東京大学は、新しいシンボルマークを作り、商標登録を申請している。また、民間企業の寄付金を使って、「基金教授」の制度を発足された（『朝日新聞』04年5月6日夕刊、『毎日新聞』04年5月9日）。

法人化した国立大学が、この先6年間の運営指針となる中期目標・中期計画が固まり、文部科学省から公表された。大学づくりの「マニフェスト」というべきもので、業績を評価する基準にもなる。昨年10月に提出された素案には具体的な目標が少なかったが、各校の守勢の結果、なんらかの数値目標（例えば、「教員就職率60％」「授業の50％以上を公開講義として地域住民にも提供」「特許取得を倍増」「60件以上の地域住民との連携を」）が44校で、達成時期が43校で盛り込まれた（『朝日新聞』04年5月12日、『日本経済新聞』04年5月12日、『毎日新聞』04年5月12日）。

大阪大学と大阪外国語大学が、連絡協議会を設置し、07年度の統合に向け検討を進めていることがわかった。実現すれば、学生数・教員数では、最大の統合となる（『読売新聞』04年7月25日、『日本経済新聞』04年7月26日、『毎日新聞』04年7月26日）。

国立大学の法人化を受けて、国立大学の化学実験室が、この一年間に一新された。企業なみに、労働安全衛生法が適用されたため、文部科学省が改善を促したからである。ただし、今後の安全管理に関わる負担に耐え切れず、実験室を減らす大学も出てくるのではと懸念の声もあがっている（『読売新聞』04年7月26日夕刊）。

国立大学の法人化に伴い、非常勤講師の賃金を引き下げる傾向がみられる。経営の効率化が迫られており、そのしわ寄せの一部が立場の弱い非常勤講師にのしかかった格好（『朝日新聞』04年7月27日）。

国立大学の年間授業料の目安となる「標準額」が現行の52万800円から53万5800円に引き上げられる見込み。入学金は、現行の28万2000円に据え置かれる（『朝日新聞』04年12月15日）。

山口大学は、新年度から成績優秀者の授業料を全学免除する特待生制度の導入を決めた。国立大学法人では、異例の試みとなる（『読売新聞』05年2月9日）。

東京大学は、特色作りに欠かせない自前の職員養成をめざして、新年度から単独で職員募集を開始する。この試みは、他大学にも広がる見込み（『朝日新聞』05年3月9日夕刊）。

東京大学は、マッキンゼーからコンサルティングを受け、大学事務の大掛かりな改革を実施する。文書決済の簡素化など、26項目の改善策に順次取り組んでいくほか、不要な組織を廃止する（『日本経済新聞』05年3月28日夕刊）。

法人化で国立大学の改革が進展しつつあるが、学外の声を経営に反映させる場である「経営協議会」の影響力に、かげりが見えつつある。学外委員に対する調査では、一般的な経営事項は、6割の学外委員の意見を十分反映したと回答しているが、予算関連に限ると、半数以上が「反映していない」または「事前説明さえ受けていない」と答えている（『日本経済新聞』05年4月22日）。

文部科学省は、全国89の国立大学の法人化後初となる04年度決算をまとめた。総資産は約9兆円。収入に当たる経常収益は計2兆4400億円、純利益は1103億円。約3割が「赤字」とされている私立大学との体力差は歴然としているが、同省は、法人への移行に伴う一時的な利益が大半。財政状況は厳しいとみている。04年度決算で収入の48％を占める国からの運営費交付金は、専任教員の給与相当額を除いて、毎年1％ずつ削減されるので、各大学は外部資金の獲得や経費削減に知恵を絞っている（『日本経済新聞』05年8月20日、8月24日）。

文部科学省は、昨年4月に法人化した国立大学が中期計画（6年）通りに業務を進めているかどうかを判定した初の評価結果を公表した。全体としては「順調」と評価されたが、「業務の効率化」や「情報提供」などの項目別では、「やや遅れている」と判断された大学が14校あった（『日本経済新聞』05年9月17日、『読売新聞』05年9月17日）。

国立大学で、出版会創設の動きが相次いでいる。弘前大学が昨年7月に立ち上げ、筑波大学や富山大学が今年度中に設立するという（『日本経済新聞』05年10月23日）。
国立大学の推薦入試に「地元枠」を設ける動きが広がっている。これまでの4大学から06年度入試では、一挙に12大学に増える。そのすべてが教育学部と医学部である（『朝日新聞』05年10月31日）。

東京大学、京都大学、北海道大学、大阪大学、茨城大学などが連携し、環境保全と経済成長の共存を横断的に研究する「サステイナビリティ学連携研究機構」が発足する。東京大学が統括し、期間は4年間となる（『日本経済新聞』06年3月7日、『読売新聞』06年3月8日、『朝日新聞』06年4月15日）。

大阪大学と大阪外国語大学は、07年10月に統合をめざすことで合意。新大学の名称は大阪大学。2万5000人の学生数は維持される。国立大学の統合としては最大規模となる（『毎日新聞』06年3月24日）。

東京都立の首都大学東京は、06年度から、教員に業績などに基づく評価制と任期制を導入する。給与も年俸制にする。能力や意欲に著しく欠ける場合は再任しない方針で、各教員に教育・研究水準の向上を求める。「教育」「研究」「社会貢献」「組織運営」の四項目と総合評価で、能力や意欲をチェックする。優れた水準であればSからA、一定の水準ならばB、「相当の改善を要する」教員はCで評価。任期制の期間は基本的に5年間。同意した教員のみが対象となる。標準以上の教員はそのまま再任される。年俸は、基本給と担当業務に応じた職務給に、業績給を加えて決める。業務給部分は標準額を基礎に、上位10％に属する教員には15％、それに続く20％に属する教員は5％を加算する。C評価の教員は、業績給を標準額から15％減らす。06年度は全教員に標準額を支給し、教員評価制度を本格実施する07年度から、業績給の金額に差をつける（『読売新聞』06年4月28日）。

企業から特許料収入を得る国立大学の数が増え始めている。総額で6億円を突破した。1000万円以上の収入があったのは、04年度には2大学のみであったのが、05年度は8大学に増加。最高は名古屋大学で2億円（『朝日新聞』06年6月8日夕刊、『日本経済新聞』06年6月10日夕刊）。

東北大学、東京工業大学、名古屋大学、九州大学などの9大学が今年度、研究者の昇進をより実力本位に改めるため、一部に新しい昇進審査制度「テニュアトラック」を導入する。選ばれた若手研究者が独立して研究を続け、一定期間後に研究業績に基づく昇進審査を受ける。合格すれば、教授や准教授として終身在職権（テニュア）が与えられる仕組み（『朝日新聞』06年6月12日、『日本経済新聞』06年6月12日）。

国立大学の運営交付金が来年度から5年間、毎年1％ずつ削減されていく（『日本経済新聞』06年6月19日）。

国立大学法人全87校の05年度における決算の概要が明らかになった。純利益712億円のうち、大学の経営努力による利益は414億円。収益に最も寄与したのは国・企業から獲得した研究費や寄付などの外部資金（『日本経済新聞』06年7月15日夕刊）。

山形大学医学部は、公立病院などを定年退職した専門医師等に医療全般の知識を再教育し、地域医療を担ってもらう「リフレッシュ事業」に乗り出す。地域の医師不足の改善にも役立てる（『朝日新聞』06年8月25日夕刊）。

医師不足が深刻な県の大学医学部の定員増を暫定的に認める「新医師確保総合対策」が発表された。その結果、全国の医学部の定員総数が約7600人であったのが、最大で110人の定員増になる（『毎日新聞』06年8月31日夕刊、『日本経済新聞』06年8月31日夕刊、『読売新聞』06年8月31日夕刊）。

文部科学省は、国立大学法人の05年度の決算を公表した。それによると、91法人の経常収益は計2兆4803億円、経常費用は2兆4118億円で、総利益は716億1700円となった。利益が最も多かったのは東京大学で、57億2814万円（『読売新聞』06年9月5日）。
東京大学は、民間の格付け会社である「格付投資情報センター」から「AAA」の格付けを取得した（『毎日新聞』06年9月23日）。

政府は、国立大学の年間授業料の目安となる標準額について、07年度の値上げを見送り、国立大学法人が定めた現在の中期計画期間が終了する09年度まで、現行の53万5800円を据え置く方針を決めた（『読売新聞』06年12月18日）。

文部科学省は、08年度から国立大学の授業料と入学金を自由に決められるように、制度を見直す（『朝日新聞』07年1月4日）。

格付投資情報センター（R＆I）は、岡山大学にダブルＡプラスの長期債務格付けを与えた。私立大学や民間の学校法人は22校が取得しているが、国立大学としては、東大に続いて二番目となる（『日本経済新聞』07年1月12日）。

国立大学が財政難から定員を上回る学生を入学させる傾向が強まっている。06年度には、定員充足率が私立大の107％に対し、国立大は108％と初の逆転現象を起こしている。国立大学の大学全体の収容定員については、学部で113％、修士課程で122％、博士課程で113％となっている。そのため、文部科学省は、08年度から定員超過が激しい大学の補助金を減らす仕組みを導入する（『日本経済新聞』07年3月8日、『朝日新聞』07年3月9日）。

競争原理に基づいて各大学の交付金の増減を試算すれば、どうなるのか。科研費の05年度の獲得実績に基づいて計算すると、全87校のうち、70校の交付金が減り、うち47校は半分以下になって、「経営が成り立たなくなる」（文部科学省）という結果が出た（『朝日新聞』07年3月18日）。

九州にある国立大学の准教授（女性）は、講義や実習といった本来の職務以外の仕事に追われている。研究に使える校費は、5年前の130万円から30万円に激減。電気代やコピー代に消え、学会出張や特許維持のため、給与から研究費に毎年100万円以上を寄付する。

そのほかにも、授業料未納者への催促電話や蛍光灯交換、不法駐車の見回りなど、「ここまで教官がやるの？」という仕事が増えつづけているという（『読売新聞』07年4月8日）。

　財務省は、国立大学向けの補助金の一つである運営交付金について、配分方法を見直す方向で検討に入った。学生の定員や教員数などに応じて割り振る仕組みを改め、事実上の成果主義を導入。研究や教育で成果の報告を求め、実績を上げた大学には交付金を多めに配る（『日本経済新聞』07年4月16日）。
　大学の再編・統合を進めるため、政府の経済財政諮問会議は、統合を決めた大学への補助金支給などの優遇策を検討する（『朝日新聞』07年4月17日）。

　財務省は、国立大学の運営資金として国が支出している「運営費交付金」について、研究成果などに応じて再配分すると、全87大学の85％に当たる74大学で交付金が減額されるとする試算を発表した（『読売新聞』07年5月22日、『日本経済新聞』07年5月22日、『毎日新聞』07年5月22日）。

　文部科学省は、地方の国立大学が消費や雇用を通して、一大学あたり年間400～700億円の経済効果を地域に及ぼすと試算した。大学関連の雇用者数は、おむむね県全体の1％程度になっている。背景には、再編・統合を求める財務省の考えに対する牽制も（『毎日新聞』07年5月24日、『読売新聞』07年5月27日）。

　観光関連の学部・学科を設置する地方大学が相次いでいる。背景には、観光分野の振興策づくりや人材育成に産学官連携で取り組もうという機運の高まりがある（『日本経済新聞』07年5月28日）。

　全国大学高専教職員組合は、運営交付金が削減された国立大学の窮状を訴えている。「授業で使うプリント代が払えない」「旅費がなくて学会に出られない」といった実情がある（『日本経済新聞』07年6月23日）。

　国立大学が寄付金集めに躍起になっている。04年の法人化以後、国からの運営交付金は減らされており、独自の収入を増やすことが不可欠になってきているからである。獲得するためには、「おまけ」とも言うべきさまざまな特典が用意されている。東京芸術大学は「解説付きの鑑賞会を用意。東京大学は、安田講堂に銘板を。埼玉大学は、寄付してくれた卒業生に大学歌など2曲入りのＣＤを贈っている（『朝日新聞』07年6月28日夕刊）。
　日本経済新聞社が調べた大学の地域貢献度ランキングによれば、百位以内に入った大学のうち、首都圏や近畿圏以外の地方大学が8割を占めている。地元企業との産学連携や市民公開講座などに力を入れ、存在感を高めている（『日本経済新聞』07年7月2日）。
　国立大学で、学外出身者の経営参画が目立ってきている。閉鎖的な体質に風穴を開ける一方で、教職員との間で摩擦も生じている。「お互いの不満を出し合い、理解を深めていくことが必要」な状況である（『読売新聞』07年8月31日）。

08年度における国立大学の総定員数は、9万5956人。前年度より322人少ない（『朝日新聞』07年8月31日）。

　経済が急成長しているインドに対して、日本の大学の関心が高まっている。8月21日に、日印計22大学が参加してニューデリーで開かれた「日印学長懇談会」では、議長総括に共同研究や交換留学の促進が盛り込まれた。インド側にとって、最大の壁は言葉ということになる（『朝日新聞』07年9月12日）。

　文部科学省は、国立大学にだけ置いてきた「全国共同利用型」研究所を私立大学にも設置する方針を固めた。それは、日本独自の「全国共同利用システム」に基づく研究所で、10の国立大学に計20ある。それぞれの分野で日本のセンター的役割を果たしてきた。参加している研究者の約2割は私立大学が占めている（『朝日新聞』07年9月20日）。

　全国の国立大学が、研究装置を貸し借りするネットワークを発足させた（『朝日新聞』07年9月24日）。

　文部科学省は、国立大学87校の業務実績に関する評価結果を公表した。運営・業務効率、財務、自己点検、その他といった4項目を5段階評価する。最低ランクの「重大な改善事項がある」と評価された大学はなかった。下から2番目の「やや遅れている」とされたのが、運営面では弘前、信州、和歌山の3校、財務面では静岡、愛知教育、兵庫教育の3校だった。一方、運営面で最高ランクの「特筆すべき進捗状況」とされたのは、東京外国語、お茶の水女子、大阪の3校。いずれも、教職員の人事評価を導入し、その結果を給与などに反映している点が評価された（『朝日新聞』07年10月6日夕刊、『日本経済新聞』07年10月7日）。
　文部科学省は、在学生が定員を大幅に上回った国立大学について、学部ごとに基準を超えた分の学生の授業料を国が実質的に没収することを決めた。08年度から段階的に実施する。法人化以降、独自収入のアップをめざして合格者を増やしている国立大学に警鐘を鳴らす対策である（『朝日新聞』07年12月26日夕刊）。
　地方自治体が国立大学を誘致する際の壁となっていた地方財政再建促進特別措置法の寄付規制が1月、大幅に緩和された。これにより、自治体が国立大学に寄付できる範囲が広げられた（『朝日新聞』08年1月9日）。

　国立大学の運営交付金は、「骨太の方針06」にもとづき、毎年1％ずつ減らされることになっている。08年度の政府予算案では、大幅な減額となっている。ただし、競争的資金は増加（『朝日新聞』08年1月14日）。

　東京大学の国際的競争力を高めるため、トヨタ自動車、三菱東京ＵＦＪ銀行、東京電力など、15社が120億円を拠出して基金をつくり、運用益の一部（2億5000万円程度）を毎年、大学側に寄付することになった。東大は、優秀な留学生を招くための奨学金などに寄付を生かす考えだ（『日本経済新聞』08年2月23日夕刊、『朝日新聞』08年2月24日）。
　
Ｂ　私立大学をめぐる動向

　早稲田大学が打ち出した65歳以降の給与体系の変更を促す理事会案、上智大学に見られる、65歳以降に教員の「既得権」を剥奪する例などに示されるように、65歳以上の教員の待遇・取扱いをめぐる論議が紹介されている（『朝日新聞』96年10月3日）。

文部科学省の調査によれば、01年度入試において新入生が定員に満たなかった私立大学が149校（全体の30％）、私立短大は246校（55％）にのぼった（学生数が総定員の半分以下になれば、国の補助金が原則として出ないことになっている）。他方、大学の61％、短大の35％がなんらかのサイドビジネスを行っている。体操、水泳、陶芸教室など、教育内容に近いものから、旅館、不動産業、人材派遣業、自動車教習所、結婚式場などもある。ただし、黒字を計上しているのは、約半数に留まっている。経費削減のため警備、学生食堂、建物管理などの業務を外部委託している学校は9割を越え、大学では、給与計算の22

％、入試業務の11％が外注されている。教員に能力給を採用しているのは、大学で5％であった（『朝日新聞』01年10月27日）。

早稲田大学が「株式会社ワセダダイガク」に変わろうとしている。理工系の教授は研究成果の売り込みに奔走、教室は起業を夢見る学生に貸出し、一発大当たりを狙わせている。偏差値の高さやブランドだけでは生き残れない。大学丸ごと、生産性の高い「知の工場」になるしかない。そんな危機感が巨象を走らせる。①ベンチャー経営者向けの説明会、②学内に設けられた「知的財産センター」、③年間1万数千ドルを出して、日本の大学としては初めて世界産業界の「高級サロン」（2年前にインターネット上で創業された技術情報の仲介サイト「イエットツー・コム」）に入会したことなどが紹介されている。

また、「学生も教官も、狭いキャンパスに閉じこもり、早稲田の一員であることに満足しているだけの、つまらない集団になってしまった…。早稲田なら、年に2000－3000人の留学生を海外に出したい…。なによりも大事なのは、早稲田発のベンチャーだ。政府は大学生まれの企業を千社育てる目標を掲げているが、1割はうちで引き受ける」といった奥島孝康総長の言葉が盛り込まれている（『朝日新聞』02年1月19日夕刊）。

千葉県八千代市の秀明大学は、98年に新設した国際協力学部（1学年の定員120名）の募集を02年度から停止する（『朝日新聞』02年2月14日）。

学生の減少が続く大阪国際大学と大阪国際女子大学が、今春合併する。4年制大学同士としては初めての合併となる。首都圏の大手私立大学には、すでに他大学から合併の打診が来ているところもあるという。ある私立大学の関係者は言う。「いま、大学に必要なのは優れた経営者。経営理念なきトップは、大学を去るべきです」。また、同じ記事では、経営難から専任教員、学生定員をともに3分の2に削減する方針を打ち出した下関市の東亜大学の事例が紹介されている（『朝日新聞』02年3月19日）。

第2次大学新設ブームと言われた85年以降、01年までの間に開学した私立大学は166校にのぼっている。この10年間に、18歳人口が約200万人から約150万人に減少したにもかかわらずである。それは、学生や教職員が地元に落とす金をはじめとする経済効果、18歳人口の定着に伴う地域の活性化といった地域振興の狙いがあったためである。しかし、「あと、数年で、大学による地域振興という神話が崩れ、後始末に追われるところが続出する可能性がある」と言われている（『朝日新聞』02年3月20日）。

志願者が増え、偏差値が上がり、どの大学でも、教職員給与の引き上げ、校舎の新築、郊外の新キャンパス造成などに気前よく資金が投下された時代も終わりを告げた昨今、ある種の「バブル」がはじけたとも言える大学の世界。「伝統校の教員には、まだ危機意識が足りない」と言われているなか、伝統のある大手私立大学も、知恵を絞って学生の勧誘を行う時代になったことが紹介されている。94年に山種証券社長から早稲田大学の財務担当理事に迎えられ、「無駄なし経営」の先頭に立って、就任当時390億円もあった借入金を半減するに大いに貢献した副総長の関昭太郎氏の活躍ぶりが描かれている。例えば、水道の水圧を下げる、授業が終わったら教室の電気を必ず消す、一律5％削減を旗印に節約運動を進める。一方で、寄付集め、収益事業の工夫なども実践する。また、予備校にいたOBを入試担当として引き抜き、大学の拡大と受験生集めに知恵を絞ってきた結果、今春ほぼ15種類もある入試方法（法学部だけでも10の方式がある）を駆使し、全国20ケ所に試験会場を設けて、学生集めに努力している立命館大学の事例、99年から国際文化学部など、40年ぶりに4つの学部を新設させた法政大学の事例などが紹介されている。背景には、①18歳人口が急減していくなか、大手私大といっても、決してこの先安泰とは言えないこと、②国立大学が法人化され、私立大学の形態に近づくと、民間の手法を採り入れ、大胆な改革に乗り出すことが予想されること、③アメリカの名門大学がインターネット利用の教育を世界規模で展開し、遠隔授業で学位を取れるようになると、日本の有力大学に与える影響は小さくないことなどが挙げられている（『朝日新聞』02年3月21日）。

ここ数年、減少の一途であった私立大学の二部の受験生が増加に転じた。その背景には、昼間でも授業が受けられる昼夜開講制の導入で、昼間課程との差が薄れたことや学費が安いことなどが指摘されている（『日本経済新聞』02年4月7日）。

02年11月から早稲田大学の新しい総長に就任する白井教授のインタビュー記事が紹介されている。指摘されているのは、①国立大学の独立法人化によって、自由度が高まり、経営も合理化され、トップダウンの度合いが強まって、意思決定のスピードが増すと、競争力がついてくるので、重大な脅威になること、②早大が描く一つの大学像として、アジア・太平洋地域で存在感のある大学つくりがあること、学生の多くがこの地域において、将来社会のリーダーとなる人間のネットワークを築き上げるようにすること、③生涯学習共同体としての機能強化を図ること、つまり、専門大学院などを整備し、いろんなスキルや知識を新たに身につけてキャリアアップをめざす社会人や卒業生のニーズに応えることなどである（『朝日新聞』02年7月7日）。

来年度にスポーツ科学部を新設するなど、スポーツ分野を重視している早稲田大学は、「大学スポーツへのビジネス的取り込みが必要」として、アディダス・ジャパンとスポーツ分野における包括的パートナーシップ契約を結んだ。提携の第1号として、ラグビー部がジャージーなど、同社製の製品を使用する（『朝日新聞』02年7月19日）。

日本私立学校振興・共済事業団の調査によれば、私立の4年制大学506校のうち、定員割れを起こしているのが143校（28.3％。昨年度は約30％）、短大では、434校のうち、210校（48.4％）になっている。入学定員に対する充足率が7割に満たないところも、50大学、95短大になっている。ただし、定員割れが深刻な大学や定員の二倍、三倍も入学している大学の個別情報は未公開になっている（『日本経済新聞』02年8月30日、『毎日新聞』02年8月30日、『日本経済新聞』02年9月28日）。

文部科学省は、寄付金の募集時期を「入学後」とすることなどを明記した事務次官通知を全私立大学向けに出した。入学前の寄付金募集を行わないこと以外にも、強制ではないことを募集要項で明記することや、合格発表を合否判定から間を置かず、速やかに実施することも求められている（『日本経済新聞』02年10月2日）。

　「オープン化」を大学改革のキーワードに設定し、6つのオープン化を展開している早稲田大学の白井克彦氏の寄稿が掲載されている。具体的には、①学部間の壁を越えうる制度の創設（学部をまたいで学生が自由に科目を選択し、複数の専門を同時に勉強できる仕組み）、②大学間の連携、③何歳になろうとも、学びたい人を受け入れる生涯教育機関化、④徹底的な国際化、⑤情報技術（IT）によるオープン化、⑥学産官連携である（『読売新聞』02年12月6日）。

総務省は、私立大学の人件費などを税金で負担する私学助成制度についての行政評価・監査結果をまとめ、運営資金に余裕のある学校法人に対する補助金を大幅に減らすことや法人運営の適正化を指導することを文部科学省に対して勧告した。今年度の私学補助金は総額3200億円にのぼる。日本私立学校振興・共済事業団が教職員や学生の数などを基準に額を算定し、各法人に配分する。法人会計上、使い道のない「収入超過額」が3億円以上あると、減額することになっている。総務省は、「学生が半減し、補助金がなくても20年以上は運営が可能なほどの資金力があるのに補助するのは合理性が乏しい」と指摘している（『朝日新聞』02年12月17日）。

日本私立大学連盟の経営委員会は、加盟校の各学校法人に内部監査組織を置き、大手企業並に大学の運営状況を厳しくチェックすることなどを求める提言をまとめた。私立大学を経営する学校法人では、理事会の構成メンバーである監事が財務や理事の業務執行状況などを監査することが義務づけられている。また、国の補助金を受けている大学は、公認会計士による会計監査を受けなければならない。内部監査は、業務や法令や規則にそって適切に行われているかをチェックするのに加えて、業務の効率化にも重点を置いて精査し、各部署に改善を提案する（『読売新聞』02年12月28日夕刊）。

私立の4年制大学を経営する学校法人のうち、01年度に支出が収入を超えて赤字になったところが、109法人もあることがわかった。全体のほぼ4分の1で、2年前の3倍に急増している。各地で「大学倒産」が出てもおかしくない状況になってきている。「成り行きの経営ではなく、最終ゴールを描き、中長期の計画をベースにした経営のかじ取りが重要」となっている。また、生き残るかぎとして、「『学生に選ばれる』という意識に自己変革できるかどうかだ。財務諸表を含め、学生が選ぶ基準にできるような情報を公開する必要がある｡学生が満足できる教育サービスを提供するためには、経営層や教員層の改革に加えて、教員外職員を、政策形成にかかわる経営のプロを育成することが重要だ」（『朝日新聞』03年1月3日）。

経営再建中の広島女子商学園が運営する私立立志館大学が03年度の学生募集を中止し、4月から休校になることがわかった。同大学は、経営学部だけの単科大学で、00年度に広島安芸女子大学に移行し、02年度に校名を変更したばかり。ほかにも、破綻の予備軍は急増中である。しかし、学生の受け入れ先の確保や負債整理など、破綻処理を定めた法令はなく、文部科学省と私大の団体の足並みは必ずしも揃っていない。なお、日本私立大学連盟は、昨年3月に独自に経営破綻を想定した危機管理マニュアルを公表している（『日本経済新聞』03年1月10日夕刊、『毎日新聞』03年2月12日）。

法政大学が学校法人として初めて格付けを取得した。その理由は、資金調達の多様化を追求することである。立命館大学も、今年度初めて学外者を対象にした学校債を10億円発行、来年度も20億円の調達を計画している。なお、経済産業省でも、産学連携の貢献度から大学を格付けするための独自な指標作りを始めている（『朝日新聞』03年2月7日、『毎日新聞』03年2月7日、『日本経済新聞』03年2月7日）。

法政大学の清成忠男総長の談話が紹介されている。同大学は、1月末に学校法人としては初の格付け機関（格付投資情報センター）による格付けを取得した（ダブルAマイナス）。また、学内に第三者評価委員会の設置に踏み切った。前者の点では、格付けを得たことで、学校債を利用して市場から資金調達を行うことが可能になった。後者に関しては、学校教育法の改正によって、04年度から第三者評価を受けることが義務付けられたが、その委員は全て外部の有識者によって構成されている（『日本経済新聞』03年3月8日）。

日本大学は、格付け会社の「格付投資情報センター」からダブルAの評価を受けたと公表した。学校法人の格付けは、法政大学に続いて2例目。志願者動向、収支・財務面の資料、経営計画、設備の充実度、大学の教育・研究のほか、新学部設置、大学院の充実など時代を先取りした経営姿勢などが評価されたと見られている（『毎日新聞』03年4月18日、『読売新聞』03年4月18日、『読売新聞』03年5月9日）。

法政大学は、学校法人の経営や大学の教学内容が適正かどうかを点検する「第三者評価委員会」を設置したと発表した。委員は、第三者評価に詳しい天野郁夫・東大名誉教授、安田生命の大島雄次会長ら8名。任期は2年（『朝日新聞』03年4月24日）。

『週刊東洋経済』が、①志望倍率、帰属収支差額比率、③自己資金比率、④流動比率、⑤入試難易度、⑥上場企業役員数、⑦教育研究充実度、⑧大学院、⑨COEといった9つの指標をベースにした大学の「格付け」を公表した。大阪経済大学は、現在、R＆Iに格付けを申請中で、今夏には取得・公表となる予定（『週刊東洋経済』03年5月24日号）。

戸坂女子短大は、来春、食物栄養科がある八王子キャンパスから撤退し、服装芸術科と国際コミュニケーション学科がある三田キャンパスに移転する。少子化を背景に、学科間の連携強化を図ることのほか、八王子校舎の老朽化や規制緩和による三田キャンパスの増改築化が可能になったことなどが、今回の都心回帰の背景にある（『毎日新聞』03年6月5日、『読売新聞』03年5月5日）。

　私立大学や私立短大に配分される国の補助金に関して、文部科学省は学生が集まらずに大幅な「定員割れ」の状態になっていても交付が受けられる特例措置を見直す方針を固めた（『朝日新聞』03年6月23日、『日本経済新聞』03年6月23日夕刊）。

　早稲田大学は、格付投資情報センターから、金融債などの債務履行能力について「AAプラス」の格付けを取得したと発表。最高のトリプルAに次ぐ評価で、法政大学のダブルAマイナス、日本大学のダブルAに続き、三番目の事例となった。95年度から前年度比5％以上の経費削減を実施し、教育研究の充実に取り組んでいる点が評価された（『朝日新聞』03年7月16日、『読売新聞』03年7月16日、『毎日新聞』03年7月16日）。

　「すべり止め」で受験した私立大学や専門学校の入学金や授業料などの前納金が返還されないのは、消費者契約法に違反するなどとして、京都女子大、同短期大学、成安造形短大の元受験生らが大学側に前納金計297万円の返還を求めた訴訟の判決が、京都地裁であった。同法が在学契約に適用されると初めて認定され、一部の入学金を除いた授業料など、約219万円の返還を大学側に命じた。これにより、入学金までも返還されるということで、大学経営に少なからぬ影響が出ることが予想される（『毎日新聞』03年7月17日、『日本経済新聞』03年7月17日、『朝日新聞』03年7月17日、『読売新聞』03年7月17日、『朝日新聞』03年7月18日）。

　なお、それに対して、大学側はすでに控訴している。原告のうち、入学金の返還が認められなかった元受験生も大阪高裁に控訴した（『朝日新聞』03年7月31日）。

　文部科学省は、学校法人に財務諸表の公開を義務づけることを盛り込んだ私立学校法（私学法）の改正案を来年の通常国会に提出する方針を決めた財務関連の書類は、受験生の閲覧も可能になる見通し。また、私学法には明確な規定な一切なかった理事会の役割についても、最終的な意思決定機関として明確に位置づける。外部への説明責任をはっきりさせるとともに、管理運営の機能強化を促すことで、経営の安定性を確保するのが狙い（『朝日新聞』03年8月1日、8月8日）。

　休学中に、なぜ授業料を支払うのか？　そんな疑問が提起されている。国立大学には見られないが、一般に、私立大学では、施設維持費とは別に、休学期間の3分の1から2分の1程度の授業料を納める。授業料を払ってでも休学する際のメリットは学籍だ。学生割引や図書館の利用が可能になるからである。それなら、「学籍維持費」とでも名目を変えたらどうだろうか。そんな意見が出されている（『毎日新聞』03年8月2日）。

　関西学院大学は、大学4年間で二つの学部の単位を得られる制度を04年度の新入生から導入する。全国で初めての試みとなる。教養科目の50単位と専門科目の一部は、「共通科目」として、別の学部の単位として認定される、社会、法、経済、商の4学部から2学を選べる。全学生の1割程度が利用するものとみている（『朝日新聞』03年8月3日）。

　日本私立学校振興会・共催事業団の調べによると、今春の入試で、私立4年制大学の約3割が定員割れを起こしていることが判明した。4年制大学521校、短大415校の回答をまとめたもの。4年制では、42万4000人の入学定員に対して、志願者数は7倍を超える316万2000人。前年度よりも8万7000人増えた。合格したのは、93万2000人で、入学したのは47万7000人。定員の3倍近くを受け入れた大学を含め、2倍を超えたのは3校。定員割れは147校（28.2％）で、前年度とほぼ同じ。入学者が半分に満たなかったのは17校、1割にも満たなかったのが1校あった（『朝日新聞』03年8月23日）。

　関西医科大学に合格後、入学を辞退した元受験生2人が、入学金や授業料などの前納金計1170万円の返還を求めた訴訟で、大阪地裁は、元受験生の請求を全面的に棄却し入学金に関して、「入学しうる地位と資格を得たことの対価（権利金）で、大学に返却の義務はない」との判断が示された。2人は控訴の方針（『毎日新聞』03年9月20日、『朝日新聞』03年9月20日、『読売新聞』03年9月20日）。

また、神戸薬科大学に対する大阪地裁の判決は、授業料のみを返還し、入学金は返還義務がないとした。受験生の滑り止めとして、志願順位の低い大学への手続きが利用されており、一定の価値があると指摘されている。つまり、入学金に加え、授業料の返却を命じた京都地裁の判決とは、異なる判断が下されたわけである（『毎日新聞』03年10月6日夕刊、『読売新聞』03年10月6日夕刊、『朝日新聞』03年10月6日夕刊、『日本経済新聞』03年10月23日夕刊）。

　私立学校に対する国の補助金の交付を担っている日本私立学校振興・共催事業団が公表した昨年度の交付状況によれば、大学・短大・高等専門学校の計863校への交付金の総額は3146億円4482万円となっている。前年度比で1.7％の増加で、過去最高額を更新した。対象となるのは991校であったが、卒業生を出していない新設の28校、学生募集を停止した40校、交付を申請しなかった60校の計128校には交付されなかった。補助金には、一般補助と特別補助があるが、実績を見て上乗せされる特別補助の割合が29.4％で、前年に比べて1.8％の増加となっている（『朝日新聞』03年9月26日、『毎日新聞』03年9月29日）。

　成蹊大学などを運営する成蹊学園は、格付投資情報センターから「AAマイナス」の格付けを取得した。AAマイナスは、21段階のうち上から3番目。私立大学の格付け取得は、法政大学を皮切りに相次いでいる（『毎日新聞』03年9月29日）。

　その後、千葉工業大学が、AAマイナスの格付けを得たことを新聞紙上で公表した（『読売新聞』03年11月16日）。

　受験生21人が7大学と1中学校に対して入学金・授業料の返還を求めていた裁判で、東京地裁は、先日の大阪地裁の判決と同様に、授業料の返却だけを求めており、この流れが定着する可能性が高いと考えられつつある（『読売新聞』03年10月23日、10月23日夕刊、『毎日新聞』03年10月23日夕刊、『朝日新聞』03年10月23日夕刊、『日本経済新聞』03年10月23日夕刊）。

　代々木ゼミナールのアンケート調査によれば、全国の私立大学の9割を超える494校が、入学を辞退した後の入学金や授業料の返還に応じている。ただし、480校は入学金を除いた金額の返還で、入学金まで返還するのはごく少数に留まっている（『毎日新聞』03年12月8日、『朝日新聞』03年12月14日）。

代々木ゼミナールの調査によれば、04年度入試で、合格者の授業料などの納付金について、「返還制度がない」と回答したのは18校で、03年度の37校よりも半減している（『日本経済新聞』03年12月27日）。

　アメリカの格付け会社スタンダード・アンド・プアーズ（S＆P）は、慶應義塾大学にAA、東京理科大学にAAマイナスの格付けを付与した。世界の3大格付け会社による日本の学校法人の格付けとしては、初めてのケースとなる（『朝日新聞』03年1月9日、『日本経済新聞』04年1月9日）。

　慶応大学は、国内の格付投資情報センターからもAAプラスを取得している。他方、日本格付研究所は、共立女子学園をシングルAプラスに格付けしたと発表している。同研究所が大学の格付けを行うのは初めてのケース。ちなみに、1月21日の時点で、格付けの結果を公表しているのは、8大学になっている（『日本経済新聞』04年1月14日、『朝日新聞』04年1月14日、『毎日新聞』04年1月14日、『毎日新聞』04年1月21日夕刊）。

　長野大学は、新年度から54人の全教員を対象に、5年間の任期制を導入する。全教員に適用するのは初めてのケースとなる。同一職位で一度だけ再任用できる。教授の再任用も原則1回であるが、特に成績優秀な場合は、5年ごとに評価した上、65歳の定年まで在籍を認める（『朝日新聞』04年3月14日）。

　私立学校を設置する学校法人に、「財務情報の公開を義務づけること」や「理事会の設置」を盛り込んだ改正私立学校法が成立した。49年の規定制定以来の大幅な見直しとなる。来年4月から施行される（『朝日新聞』04年4月29日）。

　早稲田大学商学部は、日本の高校既卒者（大検取得者も含む）を対象とした「9月入試（入学）」と「最短3年半で卒業制度」を柱とする入試改革を発表。学部としては、全国で初めての試みとなる。4月入試の定員を40人減らし、05年度9月入試の定員を50人とする（『毎日新聞』04年6月23日、『読売新聞』04年6月23日、『日本経済新聞』04年6月23日）。

　私立の大学･短大の教員の8割が雇用保険に加入していないことが、労働厚生省の調べでわかった。日本私立大学連盟は、各校の判断による雇用保険には干渉しないとしながらも、定年の多くが65歳以上のため、負担に見合う給付がないなどと考えている（『朝日新聞』04年7月17日夕刊）。

　文部科学省は、北九州市で北九州短期大学を経営していた学校法人北九州学院に対し、私立大学法に基づく解散命令を出した。同短大は、78年以来学生が在籍せず、事実上、運営停止状態になっていた。解散命令を出すのは、酒田短大を経営していた瑞穂学園に次ぎ、二例目となる（『日本経済新聞』04年10月20日）。

　高校二年生から大学に入学する「飛び入学」を、昭和女子大学、成城大学、エリザベト音楽大学の三校が来春から導入する。千葉大学と名城大学がすでに導入しているが、新たな実施校の出現は4年ぶり（『日本経済新聞』04年10月27日、『毎日新聞』04年11月1日）。

　労働者を雇う民間事業所に加入義務のある雇用保険に、全国の私立大学・短大の約6割が未加入であることから、厚生労働省は、来年5月を期限とし、強制加入措置をとることを決めた（『朝日新聞』04年12月5日）。

　大学を辞退したのに、入学金や授業料などを返却しなかったのは不当だとして、元受験生5人が神奈川県の4大学に計約390万円の返還を求めた訴訟で、横浜地裁は、2大学に対して、入学金の一部計58万円の返却を命じる判決を言い渡した。「滑り止めの対価として利益を得るのは営利を目的としない学校法人の性質と相いれない」と述べた。入学金返還を認めた判決は、京都地裁に続いて3例目となる（『朝日新聞』05年4月29日、『読売新聞』05年4月29日、『毎日新聞』05年4月29日）。

　明星大学人文学部の教員有志が中心となって、専門の枠を越えた研究交流活動を行っている。主軸をなすのは、98年から年数回実施されている「学術研究フォーラム」。学生や社会人も参加できる（『読売新聞』05年4月15日）。

　東京情報大学は、完成した研究棟に教員の研究室に隣接して、学部3、4年生および大学院生の研究室を作り、自由に行き来できるようにする（『日本経済新聞』千葉版、05年4月22日）。

　秋田経済法科大学が06年度に開設する新学科「実践マネジメント学科」（定員50名）では、日商簿記検定1級と、マイクロソフト社の情報処理関連試験「マイクロソフト　スペシャリスト」に合格できるように、カリキュラムが用意され、資格取得が進級の要件となる初めてのケースとなる（『読売新聞』05年5月12日）。

　衆議院憲法調査会で、私立学校に対する公的助成をめぐって、論議が交わされている。憲法89条は、「公の支配に属しない」教育事業などに対する公金の支出を禁止している。文字通り解釈すると、私学助成は憲法89条に抵触する。それに関しては、政府見解、学説、判例など、いずれも憲法に反しないという意見が多い。現実に即応して、違憲の疑念を抱かれないような表現に改正すべきではという意見も（『読売新聞』05年5月22日）。

　99年の開校以来定年割れが続き、経営難に陥っていた萩国際大学が、民事再生法の適用を東京地裁に申請する方針を固めた。定員割れで、同法の適用を申請するのは、初めてのケース。広島県の企業から資金援助を受け、授業などを続ける。大学側は、昨春、50人いた教職員を23人に半減するなど再建に取り組んできたが、中国人留学生に頼る経営に行き詰まった。文部科学省によると、05年度における私立大学数は556校、私立短大数は436校。04年度に入学定員割れになった私立大学は約30％、私立短大は約40％に達した。「赤字」の学校法人は、03年度で3割にのぼっている（『朝日新聞』05年6月20日夕刊）。

　日本私立学校振興・共済事業団の調べによると、今春の入試で、定員に満たなかった私立の4年制大学は過去最多の160校にのぼっている。4年制大学では29.5％、短大では41.3％になっている（『日本経済新聞』05年7月26日『読売新聞』05年7月26日、『朝日新聞』05年7月26日）。

　定年後は大学で学びませんか。「団塊の世代」の大量退職が07年から始まるのを前に、関西国際大学が、原則60歳以上を対象にした「シニア特別選考」を行うことを決めた。来春から学生を受け入れる。学科試験はなく、志望理由書と面談だけで選ぶ。月単位で学費を納められるのも特徴。現役を主な対象とする社会人特別選抜はすでに約7割の大学で実施しているが、こうした試みはめずらしい（『朝日新聞』05年9月22日）。

　経営破たんした私立大学の学生を救済するため、文部科学省は、「破たん保険」を08年度にも創設する方向で検討に入った（『日本経済新聞』05年10月17日）。なお、約700校ある四年制大学が今後5年間にいくつ破たんするかを、日本経済新聞社が私立大学のトップに尋ねたところ（回答率61％）、予想は平均48校であった。百校以上との予想も全体の10.3％に達した（『日本経済新聞』05年10月25日）。

　多くの私立大学は、依然として情報開示に後ろ向きだ。定員割れになっているにもかかわらず、受験生にはその実態を知らせていない新興私大もある（『日本経済新聞』05年11月10日）。

　「東京で買える大学はないか。借金を抱えているなら肩代わりする」。みずほ銀行の支店長は、今年初め、地方私大の理事長から持ちかけられた。この話が示すように、いま、銀行が大学再生ビジネスを手がけ始めている。例えば、新生銀行は、2年半前に参入を決めている（『日本経済新聞』05年11月12日）。

　首都圏の私立大学が、学生を呼ぶ切り札として、都心キャンパスの整備に力を入れている。都心の人口集中を防ぐために施行された工業等制限法により、大学は都心で施設の大規模な新増設がしにくかったのが、規制が02年に撤廃されたことも影響している（『日本経済新聞』05年12月20日）。

　法政大学は、優良な地方企業への就職支援を日本商工会議所と連携し進めることになった（『読売新聞』05年12月21日、『日本経済新聞』05年12月21日）。

　ソフトバンクが、福岡市に大学をつくる。その名も「サイバー大学」（『日本経済新聞』06年1月1日）。

　関西学院大学と聖和大学は、08年4月を目途に合併する方向で検討に入った。四年制大学同士の合併は、終戦後の一時期を除けば初めてのケースとなる。両大学は、キリスト教主義教育を目的に、プロテスタントの宣教師が建学し、創立者は親子の関係にある。学校法人関西学院が存続法人になる。大学の規模も十倍以上あり、事実上の吸収合併と見られ、聖和大学（学生数約1300人）は、関西学院の1学部になる見通し（『日本経済新聞』06年1月19日）。

　私立大学の再生や破綻処理の仕組みを検討していた日本私立学校振興・共済事業団（私学事業団）の「学校法人活性化・再生研究会」は、私大が経営破たんする前に、同事業団が指導に乗り出せるようにする仕組みの導入などを求める「中間まとめ」を公表した。予め決めた指標を使い、資金繰りの状況などを定期的にチェックする。「経営上、看過できない兆候がみられ、何らかの対処が必要」と判断されれば、その大学は「イエローゾーン」に分類。同事業団が指導・助言に乗り出す。経営状態がさらに悪化し、「学生が在学中に破綻する怖れがある」状態に達すれば、「レッドゾーン」に移行。全部または一部の学生の募集を止めさせる（『日本経済新聞』06年7月7日、『読売新聞』06年7月7日）。

　私学事業団によると、今春の入試で、入学者が定員に満たなかった4年制大学私立大学は、550校のうち、222校で、定員割れ率が404％に達した。過去5年間、3割前後で推移してきたのが、初めて4割を越えた。しかし、1学年の入学定員3000人以上のマンモス大学（23校）だけを見ると、志願者数は5万人増加した。定員割れの比率は、東京地区が12.4％、南関東（神奈川、埼玉、千葉3県）と京都・大阪が30％台、中国が64.7％、四国が62.5％、北陸が60.0％となっている（『日本経済新聞』06年7月25日、『毎日新聞』06年7月25日、『朝日新聞』06年7月25日、『読売新聞』06年7月25日）。

　民事再生法に基づき再生計画策を策定中の学校法人小樽高川学園は、小樽短期大学を08年3月で閉校することを決めた（『日本経済新聞』06年11月9日）。

　08年4月を目処に、慶應義塾大学は、共立薬科大学を統合する形で薬学部と大学院薬学研究科を設置する。06年度から導入された「薬学部6年制」の影響が強いという（『朝日新聞』06年11月21日）。

　政府は、私立大学に対して、学校用地と校舎保有を義務づけている規制を緩和し、賃借でも開校を認める方針を固めた。07年度の設置認可から適用される（『読売新聞』07年1月11日）。

　構造改革特区だけに認められている株式会社による学校設立に関して、政府は、全面解禁を当面見送る方針を固めた。認可済みの株式会社立大学の法令違反が明らかになるなど、経営面や教育研究面に問題が見つかったためである（『読売新聞』07年1月26日）。
　文部科学省は、私立の大学と短大、高等専門学校への補助金を大幅に見直し、07年度から実施する。定員割れしている学部の統合や廃止に取り組む大学への補助金を新設する一方、定員割れを放置する大学への補助金のカット率を、現在の最大15％から5年後に3倍程度に引き上げる。なお、06ねんに、定員割れを起こしている大学の比率は45％に達している（『朝日新聞』07年3月2日）。

　武蔵工業大学と東横学園女子短大が08年4月に統合する。両校を経営する学校法人「五島育英会」が理事会を開き、正式に決定する（『読売新聞』07年3月9日、『朝日新聞』07年3月9日夕刊）。

　日本私立大学連盟がまとめた『私立大学学生生活白書』によると、進学先を選んだ理由は、4人に1人は「自宅からの通学が可能だったから」（26.9％）、「実力（偏差値）に合っていたから」（26.8％）などと答えている。また、2人に1人は「大学に進むのは学歴のため」（50.2％）と考えている。自分探しといったあいまいな理由は影をひそめ、確実な進級・卒業・就職という現実への対応が迫られていると分析されている（『日本経済新聞』07年8月23日）。
　日本私立学校振興・共済事業団の調べでは、07年度入試で定員割れを起こした四年制大学は221校。過去最多だった前年度と同数であった。定員割れの比率は39.5％。私立の短大の定員割れは昨年度から1割近く急上昇して、61.6％と、過去最悪となった。同事業団の「学校法人活性化・再生研究会」の報告書によると、現金収支(キャッシュフロー)が2年連続で赤字になるか、十年以上返せない借金を抱える場合、要注意の「イエローゾーン」としている（『日本経済新聞』07年8月1日、『読売新聞』07年8月1日、『朝日新聞』07年8月1日）。

　文部科学省は、私立大学を研究・教育型、教育重点型、地域密着型の3グループに分ける作業を行っている。大学の個性化をねらって今年度から始める新補助金制度によるためだが、多様な私大を3パターンに画一化し、「上・中・下」の3段階にラック付けしてしまう懸念が指摘されている。グループの名称は、「教育研究活動の高度化・拠点の形成」「個性豊かで多様な教育の推進」「地域社会のニーズに応える教育の推進」。主に、大規模校、中規模校、小規模校を想定しているが、各大学が自由に選べる（『朝日新聞』07年10月29日）。

　「大学全入時代」を迎え、多くの私立大学・短大の経営状況が悪化している。学生の定員割れは短大の6割、大学の4割に達し、それが原因で破たんするケースも相次いでいる。私学事業団が判定しているように、98法人が「経営困難状態」で、そのうち15法人は「いつつぶれてもおかしくない」状況になっている（『朝日新聞』08年1月21日）。

　私立大学などを運営する学校法人のうち、インターネットで収支計算書や貸借対照表などの財務情報を公開しているのは431法人で、全体の6割強にとどまっていることが、文部科学省の調べでわかった（『日本経済新聞』08年3月31日）

2　制度面での動向・試み

Ａ　経営の合理化・収益事業の展開

アメリカの大学では、投資を専門に扱う別会社を作って、収益事業に取り組む例もあるが、日本では、リスクの伴う収益事業をしている大学は極めて少ない。学校法人の収益事業も法人税の対象になるが、一般の法人に対する税率37.5％よりも低い27％が適用され、預貯金の利子は非課税の扱いになる。

そんななか、1994年春に早稲田大学がシティホテル、リーガロイヤルホテルを立ち上げた例が注目される。他方で、89年度に導入され、大学カードの「第一次ブーム」を作った早稲田大学の例を出発点にして、大学がクレジットカードを発行するケースが見られる。VISAカード付きの学生証を発行している昭和女子大では、加入者は2割弱で、手数料はわずかな額にすぎないようである。94年10月に、OB・在学生の父母、教職員を対象にして、「明大カード」が発行された。また、「東海大学同窓会カード」も同年11月に登場。しかし、2030代のOBからは、「出身大学にそれほど執着心はない」とか「カードはもう何枚も持っている」といった声も聞かれる（（『朝日新聞』94年9月19日、『日本経済新聞』94年11月4日）。

96年度における私立大学の資産運用収入は収入全体のわずか1.6％。逆に、学生納付金の比重はますます増加している。例えば、学生納付金からの大学財政の脱却を進めている慶応大学でも、その比重は6.8％にすぎない。同大学では、運用資産の4割が債券、2割が株式、4割が銀行に預けられている（『朝日新聞』98年2月23日）。

　東大の教官が株主になって、大学の技術を特許にして、民間企業に移転する会社「先端科学技術インキュベーションセンター」（CASTI）が創設される（『朝日新聞』98年9月26日夕刊）。

全国の有力私大121校で組織される日本私立大学連盟は、学校運営の基本事務作業を一括して受託する新会社を、加盟校の共同出資で7月までに設立する。各大学が個別処理していた業務を外注化し、大幅な経費削減をめざす（『朝日新聞』01年5月3日）。

　都立国分寺高校は、新年度からの「学校週5日制」に合わせ、4月から毎週土曜日に予備校講師による受験対策の講習を実施する。「公立高の校舎を使って有料の講習を行うのは好ましくない」という東京都教育庁高等学校教育課の方針により、近隣の私立大学（東京経済大学）の教室などを借りる（『読売新聞』多摩版、02年2月9日）。他方で、茨城県の県立高校が土曜日に校舎を保護者に貸すという形で予備校講師による有料講座を開設する計画を、県教委の指導を受けて撤回していたことがわかった（『毎日新聞』02年2月14日）。

　芝浦工業大学の事業会社であるエスアイテックは、一級建築士の資格をもつ中高年の卒業生らをマンション管理組合に派遣し、長期修繕計画の作成や設備の定期点検などについて助言する事業を始める。建設会社を退職した同大OBに雇用機会を提供すると同時に、大学の財政基盤を強化するのに役立てる。初年度は、1000万円の売上を見込む（『日本経済新聞』03年2月17日）

　大学生協が、民間企業と組んで協同販売事業を始めている。コンビニ大手と提携して、無人店舗をキャンパス内でスタートさせたり、自動車販売会社と組んだり、インテルと提携してノート型パソコンの協同販売を行ったりしている（『日本経済新聞』03年11月5日夕刊）。

　中央大学は、新規電力事業者（エネット）から、複数施設をまとめて長期契約を結ぶと割引になる電力の調達を始動させる。電力小売りの自由化を受けた措置で、年間7億円の電気料金を6億円以下に抑える（『日本経済新聞』04年5月28日）。

　資産運用収益の拡大、資金調達コストの低減など、財務戦略が私立大学にとって、重要課題になってきている。光熱費や事務用品、洋書購入に至るまで、経費の見直しの必要性も指摘されている。法政大学は、生損保四社から06％の金利で50億円を調達（『日本経済新聞』04年6月19日）。

　大学が人材派遣事業からレストラン誘致まで、収入源の多様化を急いでいる。芝浦工業大学のOB約400人で構成する「人材バンク」、東京大学駒場キャンパスのフランス料理店、東京外国語大学が開発中の17言語のｅラーニングなど、多彩である（『日本経済新聞』04年7月20日）。

　大学グッズを売る専用のショップが東京大学や早稲田大学でオープンしている。これまで、大学グッズといえば、学章・ロゴマークなどを配した文房具、小物、菓子類、定番の応援グッズなど、学内の生協に並ぶのが相場であったが、少数派とはいえ、大学の特徴、理念を表現する素材として、大学自らが商品をつくる動きが広がりつつある（『朝日新聞』05年2月28日夕刊）。

　4月にペイオフ全面解禁を控えて、無利子だが、金融機関が破綻しても全額保証される決済用預金の導入など、全国の大学で対策が講じられている（『朝日新聞』05年3月27日）。

　立命館アジア太平洋大学（APU）の学生数（4777人）のうち、4割（1929人）が留学生。事務職員77人の2割に当たる16人が、入試選抜業務に従事する。アジアの300高校と推薦協定を結び、募集チームが外国を回って直接、現地高校生を勧誘する。留学生獲得という点での新しい試みとして、今年3月に拓殖大学、埼玉大学などの15大学が特定非営利活動法人「日本国際教育大学連合」を設立。共同で海外拠点を設けたり、海外の大学と単位取得で提携したりして、留学生を獲得する（『読売新聞』06年5月28日）。

　宇都宮大学は、地元の足利銀行、野村証券の3者が1億円ずつ出資し、計3億円のファンドを設立。国立大学では初めての試みとなる。元本割れの心配のない国債などで運用し、運用益は学生の奨学金のほか、小中学校での教育支援や通訳ボランティアなど、学生の地域貢献活動に充てる。初年度は来年3月までの9ケ月で、約300万円の運用益を見込んでいる。7年後には、計10億円のファンドとし、年間1000万円前後の運用益を得ることをめざしている（『読売新聞』06年6月30日）。

傘下にある付属高校とは別に、少子化で生徒を先取りする視点で、私立大学と中学・高校との連携・系列化が進行しつつある（『朝日新聞』06年7月12日）。

慶応大学の運用資産は1400億円超。国際分散投資を行い、収益は学生の奨学金や設備投資費に当てられる。安全・確実の原則を守りながら、今秋は、運用対象として裁定取引型ヘッジファンドが加えられた。米国債と株式、為替の価格差に注目し、年3％以上の分配金をめざす商品で、相場が不安定になっても収益を得やすい特性がある。投資額は3000万ドル（約35億円）（『日本経済新聞』06年11月30日）。

文部科学省は、国立大学に対し、寄付金の一部に限定し、株式の投資信託による運用を認めるなど、「財テク」のための裁量権を拡大する方針を固めた（『読売新聞』07年10月20日）。

経営基盤の強化に向けて、民間企業の財務・会計制度を取り入れたり、保有資産の効率的な運用を始めたりする私立大学が増えている。その指南役として注目されているのが、日本私立学校振興・共済事業団（私学共済）私学経営相談センター。経営改革の第一歩は、大学の教職員が経営状況を共有すること。大学でも、キャッシュフロー（現金収支＝ＣＦ）計算書を取り入れるように文部科学省や全国の大学に呼びかけている。本業の教育研究活動でＣＦが黒字ならば、ひとまず資金ショートの懸念は和らぐ。収入の底上げに向けて、相が基金や施設整備費の効率的な運用にも注目する。カギは、国内外の債券や株式を組み入れた国際分散投資。運用の素人である大学に、運用戦略やリスク管理の大切さを説いている（『日本経済新聞』07年10月25日夕刊）。
愛知教育大学は、不要となった図書館の蔵書約1万4000冊を、再利用を目的に古書として1冊100円で売り出す。ホームページ上にリストを掲載し、先着順に受け付ける。かつて、不要図書は捨てられていたが、各大学の判断で資産の処分ができるようになった。全国的には、島根大学と九州工業大学に続く例となる（『朝日新聞』07年11月18日）。
Ｂ　大学間の提携・高大連携・地域との連携
多摩地区の大学・短大の学長53人が参加して、「多摩学長会議」（仮称）の創設をめざす会議が開催された（『読売新聞』94年12月4日）

ヤマト運輸、講談社などが共同出資する書籍保管会社カルチャー・ジャパンの要請を受けて、全国の私立大学図書館事務局で組織している「私立大学図書館協会」が、各大学で不用になった図書を、アメリカで日本研究を行っている学術団体を介して希望する大学に寄贈するプロジェクトをスタートさせる（『日本経済新聞』95年2月27日）。

　

単位取得制度が大幅に緩和された91年の大学設置基準の改正によって、他大学で取得した単位を卒業単位として最大30単位まで認められるようになった。その結果、88年度には、単位互換協定を結んだのが国公私立あせて123校であったのが、93年度には、253校に倍増。特に私大は、67校から174校に増加した（『毎日新聞』95年3月30日）。

　95年4月に国際基督教大学、国立音楽大学、東京経済大学、津田塾大学の四校が「多摩アカデミックコンソーシアム（TAC）」を発足。同様の試みは、電気通信大学、一橋大学、東京学芸大学、東京農工大学、東京外大の国立五大学間でも始まっている（『毎日新聞』95年10月13日夕刊）。

キャンパスの垣根を越えて講義を受けることができる「単位互換制度」が全国の大学に拡大中。ただし、国公立大学間、私立大学間が主で、国公立と私立の間では少ない。そんななか、京都の私立および公立大学43校が加盟する「京都・大学センター」を軸にして、33校が協定を結んだ。なお、経営が異なる大学間での単位互換の最初の例は、92年度に発足した産能短大と東横学園女子短大の間でなされたものと言われている（『朝日新聞』97年1月27日）。

　埼玉大学は、00年度から正規の授業を浦和高校の生徒に開放する。その単位は、浦和高校の単位として認められる（『朝日新聞』西埼玉版、00年3月15日）。

中央大学商学部・理工学部数学科が、01年度から社会人聴講生と同様に、二年次以上で一定の条件を満たした高校生を受け入れ、年間12単位まで修得できる制度を発足させた。もし、その高校生が同大学の商学部に入学すれば、卒業単位として換算される（『朝日新聞』00年8月4日夕刊）。

　麻布大、北里大、桜美林大など、東京都と神奈川県にまたがる地域にある28大学は、すでに単位互換の制度を実施しているが、01年度から「共同授業」を実施することを決めた。統一テーマを決めて、各大学の教員がリレー講義でつなぐ。地域の高校生への開放も検討中（『朝日新聞』00年12月9日夕刊）。

　早稲田大学が、京都の国公私立大で組織する「大学コンソーシアム京都」との単位互換の協定に参加。メンバーになっている同志社大学と97年に国内留学制度を設けたことが縁になって、そこまで進展した。なお、早稲田大学は、01年春から「都の西北」にある学習院、立教などの5大学との間で交流を始めたほか、武蔵野美術大、東京女子医大とも単位互換協定を結んだばかり（『朝日新聞』01年5月9日夕刊）。

「彩の国大学コンソーシアム」の発足。埼玉県西部にキャンパスを持つ、家政大学、東京電機大学、跡見学園女子大学、埼玉医学大学など、17の大学が中心になって設立された。単位互換や共同研究が02年度から実施される（『朝日新聞』西埼玉版、01年10月18日）。

JR京都駅前に、京都市が総工費100億円をかけて完成させた6階建ての「大学のまち交流センター」が00年9月にオープンした。講義室やゼミ室が整備され、京都府内にある国公私立大学・短大計40校の授業がそこで行われている。講義の多くは一般市民にも開放されている。一時間目は同志社、二時間目は立命館の講義を受けることも可能。一階の「情報プラザ」には、大学と地域、産業界が情報交換に活用する機能もある。センターを運営するのは、98年に発足した財団法人「大学コンソーシアム京都」（吉沢『大学サバイバル』129頁）。

　早稲田大学、立教大学、学習院大学、学習院女子大学、日本女子大学は、00年末に、大学間交流に関する協定を締結し、単位互換や、ネット上に共同の「バーチャル事務局」を設置することに合意。01年度から、まず1000科目程度を共通科目としてオープンし、のべ1200人程度の学生がお互いのキャンパスを行き来している。煩雑になる単位の登録などは、ネット上の事務局で対応するという（吉沢『大学サバイバル』131頁）。

愛知県の44大学が、来年度から単位互換制度を発足させる。教養科目を中心に3科目程度とし、受け入れ態勢が整った大学から順次実施する（『日本経済新聞』02年1月13日、『朝日新聞』02年2月4日）。

津田塾大学と都立武蔵高は、高校生（女子生徒のみ）が大学のキャンパスで約20科目のなかから講義を受け、高校の単位として認める「高大連携」の協定を結んだ。02年4月から実施される。同大学の高大連携は、都立国分寺高校に続いて二校目となる（『読売新聞』02年1月20日）。

東京学芸大学とソウル市立大学との間で行われている「日韓両国の共通歴史教材づくり」の一環として、「近世」という時代区分をめぐるシンポジウムが1月12－14日に学芸大学で行われた。シンポには、日韓双方の学者や大学院生ら約70人が参加した（『朝日新聞』02年1月29日）。

弘前・秋田・岩手という3つの国立大学が03年度から学期ごとの単位互換を認める方針を固めた。ある大学の学生が別の大学で学期を通じて受講し取得した単位が、自分の大学の単位として認定される。一方、週末や長期休業期間中に、教官がほかの大学に移動して行う集中授業も03年度に始める方針である。当面各大学が2科目ずつ受け持つ予定で、学生が所属する大学の単位として認められる（『日本経済新聞』02年2月11日）。

都立大学、都立科学技術大学、都立保健科学大学、都立短大の4校は、単位互換の協定を締結した。対象になる科目数は約1000科目。4大学に所属する学生は、どの大学の授業を受けても単位として認定される。都大学管理本部では、この動きを05年度の都立4大学の統合に向けた第一歩と位置づけている（『朝日新聞』02年2月14日）。

76のキャンパスがあり、20万人の学生が通っている東京西部の多摩地域。その地域にある28大学が、「地域との連携、大学同士の連携」を旗印に、「学長サミット多摩2000」を開催し、「学術・文化・産業ネットワーク多摩準備会」設立の宣言を行ったのが、00年12月。これを受けて、昨年6月に準備会を結成し、今年7月の「学術・文化・産業ネットワーク多摩」を正式に発足させる準備が着々と進められている。それは、45大学（国立2、公立3、私立40）と31の団体・企業（うち東京都を含む地方自治体14、商工会議所2）が参加する地域密接型の産官学連携組織である。正式のネットワーク発足を待たずに、準備段階で、12の「アクション・プラン」が具体化している。多摩地域の公立小中学校へ会員大学の学生たちを「お兄さん、お姉さん先生」として授業や部活動に派遣する事業（プラン1）、教育関連企業と連携して地域の高校生を対象に、大学で何を学び、どのようなキャリアパスを描いていくべきかをテーマにした「キャリア・ガイダンス」と「高校生アントレプレナー塾」（プラン2）、2月に実施された学生主催のショートフィルムフェスティバル「サンタマニア2002」（プラン5）、多摩市で開催された複数の学生によるクリスマスイベント（プラン4）などがそれである。ほかにも、生涯学習講座、立川・多摩センター・八王子の三駅を戦略拠点にしたサテライトキャンパスの設置、単位互換や大学間連携などが構想されている（『日本経済新聞』02年3月9日）。

成蹊大学は、武蔵野北高校および武蔵高校と、聴講生の受け入れと、大学施設（図書館や大学情報処理センター）の使用を認める「高大連携」の覚書を取り交わした（『読売新聞』02年3月13日）。

東京学芸大学は、国分寺、三鷹、調布北の3つの都立高校と、公開講座に関する協定書を交わした。同大学の1－2年生を対象にした120科目が対象となる（『朝日新聞』02年3月29日、『読売新聞』02年3月29日））。

旭川医大、小樽商大、帯広畜産大、北見工大、室蘭工大、北海道教育大学の6大学が、12学部を有する北海道大学などの総合大学に対抗して、「北海道連合大学」（仮称）を検討している。3大学がまず夏までに基本合意を済ませる方針。試案によれば、①中央組織を作り、総長や評議会、事務局を置くこと、②各大学は学部に近い組織となり、「北見工業学部」、「小樽商科校」といった名称にし、今の場所に残すこと、③自主性を保つために、それぞれが学長や教授会を設けることなどが考えられている（『朝日新聞』02年4月14日）。

都立4大学は、8月に23区内の都立高校に対して、出張講義を実施する（『毎日新聞』02年5月17日）。

　京都府の50の大学・短大で構成する「大学コンソーシアム京都」は、7月に、やる気のある学生を募るために、東京と大阪で模擬授業や学長同士の対談を実施する（『日本経済新聞』02年5月18日）。

東洋大学は、全国の高校約100校に教授らを無料で派遣することを決めた。来年度から高校で本格的に始まる「総合的な学習の時間」をにらんだもので、交通費や宿泊費も、大学が負担する。教授の全国無料派遣は初めてのケースとなる（『毎日新聞』02年5月18日夕刊）。

東京農工大は、アフガニスタンのカブール大学と、支援のための協定を結んだ。現地の教員や学生の受け入れ、農工大の教員の現地派遣などが想定されている（『読売新聞』多摩版、02年6月14日）。

　八王子市にある21の大学・短大、日野市の都立科学技術大学、八王子市、八王子商工会議所などの公的機関、市内の民間企業が、大学の知的資源を軸にして地域の活性化をめざす「八王子産学公連携機構」を立ち上げ、来月から活動を開始する（『読売新聞』02年6月22日）。

武蔵野市周辺にある5つの大学（亜細亜大学、成蹊大学、日本獣医畜産大学、東京女子大学、武蔵野女子大学）が、市民が自由に受講できる「武蔵野地域自由大学」を来年4月にスタートさせる。生涯教育を推進する市と、地域に開かれた大学をめざす大学側との思惑が一致したためである。1つの講座の費用は5千円－2万円程度になり、在学年数には制限がない。修了した講座数に合わせて、「市民学準学士」「市民学士」「市民修士」「市民博士」といった学位が付与される（『朝日新聞』02年6月25日、『日本経済新聞』02年6月25日、『朝日新聞』02年12月7日）。

多摩地区を中心に、45の大学、八王子市など12の自治体や企業などが連携し、地域の活性化を図る「学術・文化・産業ネットワーク多摩」が6月5日に発足する。会長には、荻上紘一・都立大学総長が就任し、6人の副会長のうち、3人は八王子、町田、立川の市長が選ばれる見通しである（『読売新聞』02年7月5日）。

20年以上のベテランの都立高校教師に対する研修を、「ネットワーク多摩」に加盟している15校が協力して行う。講座数は延べ32になり、受講する教員は合計で608人におよんでいる（『読売新聞』02年7月12日。

全都立高校など131校が参加している「多摩地区高等学校進路指導連絡協議会」が企画した高校生を対象とした模擬授業の体験プロジェクトがスタートした。多摩地区の大学・短大39校で実施される。今年初めての試みで、いずれも無料。東京経済大学では、7月23日の実施。授業そのものを公開する大学もある（『読売新聞』02年7月12日、『朝日新聞』02年7月13日）。

　日本の26大学（京大、一橋大、早大、慶応大、明大など）とフランスの35国立大学が、共同で大学院博士課程を創設することで合意。フランス側は来年9月、日本側は再来年9月から学生を派遣する。留学生は、両国とも原則的に1大学につき1名を選抜。奨学金や渡航費用は、それぞれの政府が拠出する（『日本経済新聞』02年7月24日夕刊、7月25日夕刊）。

旧制の高等商業学校を母体にした東京経済大学（旧大倉高商、1900年創設）、大阪経済大学（旧昭和高商32年創設）、松山大学（旧松山高商23年創設）が地域を越えて、今後の連携について話し合うことになった。それに関する渡辺泉・大阪経済大学長の談話によると、スポーツ交流から始めて、教員同士の相互交流、単位互換（特に、一定の期間、学生がそれぞれの大学で学ぶ形式）などを行っていきたいという抱負が紹介されている（『日本経済新聞』02年7月27日）。

　文部科学省の調査によれば、大学や専修学校で学んだ内容を単位認定する高校が急増し、01年度は、一昨年度の2.4倍に当たる117校に達している。背景には、少子化に伴う学生確保などを意識した、大学の歩み寄りもある。大学が開く公開講座を聴講させたり、大学側が出前講義を受け入れたりする高校も増えている。ボランティアの単位認定も昨年度の131校から、今年度は168校に増える見通しである（『日本経済新聞』02年8月31日夕刊）。

　マレーシアで日本語と大学一年次の教育を受け、日本の大学で二年次に編入、3年間で大学を卒業するという試みが、マレーシアと日本の31大学との間で実施されている。現在、1－2期生で、合計100人あまりが日本の2－3年次で学んでいる。トップクラスの学生が送り込まれるので、日本の学生よりも基礎がしっかりしており、勉強熱心と、評価も高い（『日本経済新聞』02年9月6日夕刊）。

アフガン復興での協力態勢を契機にして、お茶の水女子大学、津田塾大学、東京女子大学、奈良女子大学、日本女子大学がこのほど「5女子大学コンソーシアム」を結成した（『毎日新聞』02年9月13日夕刊）。

大学生が授業や課外活動で小中学生を指導する取り組みが盛んな多摩地区の実情が紹介されている。活動の母体になっているのは、01年度から始まった八王子市の「学校インターンシップ」と、多摩地区の44大学、自治体、企業などで組織する「学術・文化・産業ネットワーク多摩」が02年度から始めた「学生教育ボランティア」である。合わせて、約340人の大学生が、15市約210の小中学校で活躍している。小中学校からの要望が多いにもかかわらず、学生の応募が追いつかないのが現状とか（『朝日新聞』多摩版、02年10月1日）。

　「学術・文化・産業ネットワーク多摩」が多摩・立川・八王子の3市でのクリスマスイベントに協力することを決めたことがきっかけとなり、参加大学を通して、「実行部隊」となる学生を募集したところ、5大学から40人の学生が名乗りを上げた。現在、多様な企画・イベントが計画されている（『読売新聞』多摩版、02年11月14日）。

　

　「学術・文化・産業ネットワーク多摩」は、「学習ニーズの高度化に対応した新しい学習事業の創出」と銘打った生涯学習推進大会を開く（『読売新聞』03年1月17日）。

　国分寺高校と国際高校と中央大学商学部が行っている高大連携プログラムに参加していた生徒6名が、研究成果を認められ、同大に推薦入学することになった。大学の授業を高校生が受けて単位を取得する高大連携は多いが、成果をもとに入学につなげるのはほかに例がない。受験のための学力ではなく、思考力や表現力など、基礎的な能力を習得させ、志望する大学の専門教育につなげるのが狙い（『毎日新聞』03年1月18日、『読売新聞』03年1月18日）。

　東京都の多摩地域にある11の大学（亜細亜大学、杏林大学、恵泉女学園大学、国士舘大学、成蹊大学、創価大学、中央大学、帝京大学、ルーテル学院大学、和光大学、山野美容芸術短大）が、今春から同地域の全都立高校と、ほぼすべての私立高校の計131校の生徒を対象に、授業の受講を認めることを決めた。高大連携がここまで大規模に行われたのは珍しいケースとなる。高校生の通いやすい土曜日もしくは夕方からの授業が多くなりそうである。受講は無料で、3月末には受付を始める。「おそらく即効性はない。だが、高校とうまく連携して魅力ある授業を行っていけば、じわじわ効果が出てくるのではないか」というのが、河合塾・大学事業本部の滝紀子部長の弁（『読売新聞』03年2月7日夕刊）。

　九州大学は、中国五大学の一つである上海交通大学と連携し、双方の地元企業同士の人材や技術面での交流を仲介する事業に乗り出すことを決めた。大学間の学術交流は多いが、

国際ビジネスのパイプ役を担うのは珍しい。これまでＪICAなどが担当してきた途上国への技術移転を両国の有力大学が仲介して担保する内容。当初、九大内部には「高度研究を行うべき大学の仕事ではない」「中国への技術移転は競争相手のレベルを上げ、日本の製造業の首を絞める」といった反対論があったが、法人化後の大学のあり方は地域への貢献が重要視されていることで進められることになった（『日本経済新聞』03年2月18日、『読売新聞』03年2月26日）。

　東京学芸大学と、小平、小金井、国分寺の三市教委との間で、個別に「地域連携協議会」が設置され、連携協定が結ばれた。各市教委は、教職員のキャリアアップの場として大学を活用できる一方、大学側も教員養成の「生の現場」として各市の小中学校を利用していくことになる（『読売新聞』多摩版、03年3月3日）。

　亜細亜大学は、中国の大連外国語学院と提携して、学内で選抜された40人の学生が中国語を学んだあと、現地の日系企業で4週間のビジネス学習を受ける「アジア夢カレッジ」を始める。市内で約1週間のホームステイもある。留学費用は1人約50万円（『朝日新聞』03年3月5日）。

　北海道・石狩市が、市内の藤女子大人間生活学部などと協力して、大学生を市内の小中学校の教師のサポート役として活用する制度を発足させる。大学側は、学生を派遣し、参加した学生には単位を与える（『朝日新聞』03年3月9日）。

都教職員研修センターとお茶の水女子大学は、同大大学院生と都内の公立学校教員が相互に講座が受けられる共催講座協定に調印した。都教育庁が大学との間で、単位認定を含む協定を結ぶのは初めて（『毎日新聞』03年5月13日）。

　国立大学が地方自治体の支援を受け、産学研究拠点の整備に乗り出した。自治体からの寄付や不動産の無償貸与が昨秋から可能になったこともあって、大学がバイオテクノロジーから地場産業振興につながる金型技術までさまざまな研究施設を計画している。地域活性化を狙う自治体と、研究基盤を強化したい大学の思惑が一致したからである（『日本経済新聞』03年6月23日夕刊）。

　市内に21の大学・短大を擁する八王子市などが中心となって組織した「八王子産学公連携機構」は、大学の知的資源を生かした地域活性化をめざして、大学教員が協力できる分野や研究テーマなどを集めたデータベースの公開を始めた（『読売新聞』多摩版、03年7月8日）。

　東京都内と神奈川県内の計30大学でつくる「首都圏西部大単位互換協定会」が 8月 25日から2泊3日の予定で、「高校生のための『大学』セミナー」を開催する。各大学の教職員のほか、学生たちも参加し、進路相談に乗る。6大学の教員による模擬授業も実施される。定員は宿泊110人、通い30人。各大学は自校のPRをしないのがルール（『毎日新聞』03年7月15日夕刊）。

　東京農工大学は、アフガニスタンのカブール大学と交流協定を締結した。戦乱で教材などが不足しているカブール大学の復興支援のために、若手研究者10人を国費留学生として受け入れており、さらに交流を深めていく（『毎日新聞』多摩版、03年9月18日、『朝日新聞』03年9月23日）。

　関西学院大学と国連ボランティア計画は、先進国と発展途上国との情報格差を縮小するための国際情報技術サービスに同大学が学生ボランティアを派遣する協定を結んだ。学生は、途上国にほぼ半年間派遣され、履修単位として認められる（『朝日新聞』03年10月3日）。

　地域の活性化をめざす埼玉県玉川村と大東文化大学が、「地域連携共同研究協定」を締結した。大学は、教授2人が「政策アドバイザー」として村長に意見を述べ、村は新年度から村企画課で学生2－3名を受け入れるインターンシップを予定している（『朝日新聞』西埼玉版、04年1月7日）。

　早稲田大学は、北京大学と共同の「インターナショナルカレッジ（双学位コース）」を設置し、コースの修了者に両大学の学位を授与する。今春開校の早稲田大学の国際教養部と、外交官らを養成する北京大学の国際関係学院の2学部が中心となり、国際関係論や環境問題など10科目ずつを新たに開講する。講義の半分は英語、残りは中国語と日本語。コースの修了者は、60単位を目安として、2学部で「双学位」を授与する。早大の学生が双学位を取得するためには、北京大学へ約2年間留学することが必要。共同講義のほとんどが互換されるため、4年間で早大を卒業することが可能になる（『朝日新聞』04年1月11日）。

　企業が大学とともに研究開発を進め、競争力回復をめざす「産学連携」の体制を整える動きが広がっている。三菱重工と北海道大学や大阪大学、日立と北海道大学や慶応大学、松下電器産業と京都大学や大阪大学などの例がある（『朝日新聞』04年1月24日、1月29日）。

　東京工業大学は、05年度から工学部付属工業高校の卒業生のうち､10人程度を大学に入学させると発表。大学教授が高校に出向いて授業を行う「高大連携」を通じて、優秀な学生を集め、継続的な科学教育をめざす方針である。お茶の水女子大学は、08年度から付属高校の生徒約10人を面接で入学させる推薦入試を始める。こちらのほうは、「受験の犠牲になっている高校生活をもっと充実させる」ことに主眼がおかれている（『読売新聞』04年2月13日、『朝日新聞』04年2月13日夕刊、『読売新聞』04年4月26日夕刊）。

　調布市は、明治大学と文化・スポーツなどの分野で連携する相互友好協力協定を結んだ。市内にある大学の施設の開放や、市民と学生の交流を積極的に進めるほか、文化、教育面での協力についても、盛り込まれる（『毎日新聞』04年2月18日）。

　八王子市は、市内の大学などの協力を得て、生涯学習をめざした「市民大学」（仮称）を9月からスタートさせる。「八王子学」「まちづくり行政学」など、ユニークな講座を含め、約80科目が開かれ、このうち、約20科目を履修すれば、大学の単位も取得できる（『毎日新聞』多摩版、04年2月10日、『朝日新聞』04年2月10日）。
　産学連携を強化している立教大学が東京商工会議所の会員になることになった。大学としては、産業能率大学に次いで、2校目となる。新しいビジネスモデルの構築、地域ブランドの開発、地域福祉の研究などに取り組みたいとしている（『日本経済新聞』04年3月12日）。

　お茶の水女子大学と東京都北区は、区内の廃校校舎を教育･研究施設として活用する協定を結んだ。まずは、理科離れが進む小中学生を対象にした科学の公開授業を、同大学が提供する（『日本経済新聞』04年3月17日）。

　早稲田大学は、中国江蘇省の蘇州中学（中学・高校を併設）と提携し、優秀な学生の獲得に乗り出す。高校内に大学進学クラスを設け、英語と面接試験に合格すると、同大学の国際教養学部に入る。同学部は、英語で授業を行い、1学年の定員は600名。そのうち、3分の1が外国からの留学生とする。大学卒業生は、中国に進出する日系企業の幹部候補生としても期待されている。今後、北京や上海の進学校とも協定を結んでいく考えである。早稲田大学では、現在約1500人の留学生がいるが、将来は5000－6000人に拡大する計画。慶応大学は、今年2月に清華大学と協定を結び、教授や学生の相互交換、両校の学位を同時に取得できるコースを設ける。亜細亜大学は､今年から中国・大連の語学学校での中国語研修と現地日系企業でのインターンシップを組み合わせた新講座を立ち上げている（『朝日新聞』04年3月19日、『日本経済新聞』04年5月7日）。

　私立大学が自治体と連携し、地元振興に積極的に乗り出している。国立大学も同様の動きをしているが、それに対抗したもの。日本大学と神奈川県藤沢市、平安女学院大学と大阪府高槻市、関西学院大学と兵庫県宝塚市の事例が紹介されている（『日本経済新聞』04年4月3日夕刊）。

　日本女子大学は、99年に技術移転機関（TLO）が国から承認され、ノウハウを蓄積している早稲田大学と組み、産学連携の体制を整える（『日本経済新聞』04年4月26日）。

　お茶の水女子大学の「子ども発達教育研究センター」は、地域貢献の試みとして、都立市ヶ谷商業高校の生徒を対象に、大学進学の支援活動を展開中。同大学の学生・院生が同校にボランティアとして出向き、大学進学を希望する生徒に、受験勉強や小論文、面接対策を支援し、進学情報の収集の手伝いをするもの。00年度にスタートした活動は四年目を迎える（『日本経済新聞』04年7月24日）。

　東京経済大学は、国分寺市、国分寺市商工会と提携し、「東京経済大学・国分寺地域連携推進協議会」を設立し、「まちづくり教育･研究プロジェクト」をスタートさせる。同大学の学術研究センター内に設置される「国分寺地域産業研究所」を母体とし、市役所職員や地元商工会関係者も客員研究員に迎え、地域一体となった研究態勢をつくる（『朝日新聞』多摩版、04年9月10日、『日刊工業新聞』04年9月15日、『読売新聞』04年9月25日、『日本経済新聞』04年9月30日）。

　東京農工大学と、アメリカオハイオ州のケント州立大学と姉妹校協定を締結し、学術交流のみならず、技術移転機関としても協力していく（『朝日新聞』04年9月29日）。

　松下電器産業は、中国・大連市の大連理工大学の協力を得て、「松下グループ専用コース」を開設し、中国での生産拡大を視野に入れて、優秀な中国人学生の確保をめざす（『朝日新聞』04年10月13日）。

　地域振興を手がけるNPOの「コミュニティー・サポーターズ」が、早稲田大学ビジネススクールの大学院生と組んで、アニメーション制作会社の経営体質の改善指導に乗り出した（『日本経済新聞』04年10月21日）。

　小平市商店会連合会が地元の文化女子大学と連携して実施する「一店逸品運動」が過渡期を迎えている。「いきいき商店街事業」の名目で、3年間に渡って計830万円の予算をつけて、小平市がテコ入れしていたが、その財政支援が今年で終わるからだ（『朝日新聞』多摩版、04年10月21日）。

　東京都板橋区は、福祉の分野を中心に地元企業の育成をねらい、筑波大学や城北信金、フィンランドやオランダの両政府とも連携をめざす（『日本経済新聞』04年11月18日）。

　東京都文京区とお茶の水女子大学は、施設の利用や人材の交流に関する協力協定を結んだ（『日本経済新聞』04年11月23日）。

　学術・文化・産業ネットワーク多摩の主催で開催された「学生がつくる！！　中小企業ホームページグランプリ」が開かれた。多摩地域の中小企業を訪問し、業務内容の説明などを受けた学生がその会社のホームページを作成するという企画。学生の参加者は85名で、50社を訪問した（『読売新聞』04年11月23日、『朝日新聞』多摩版、04年12月7日）。

　全国の各大学団体が協力して、大学経営のあり方や産学連携の仕組みなどを研究する初の全国組織「全国大学コンソーシアム協議会」が発足した。参加するのは、「大学コンソーシアム京都」「学術・文化・産業ネットワーク多摩」「大学コンソーシアム大阪」「愛知学長懇話会」「広島県高等教育機関協議会」「いしかわ大学連携促進協議会」「国際ネットワーク大学コンソーシアム」である（『日本経済新聞』04年11月26日）。

　駿河台大学は、入間市とまちづくりの「パートナーシップ協定」を結んでいる。その成果の一環として、入間市の中心街に、「駿大ふれあいハウス」がオープンした。学生がお年よりの買い物を手伝ったり、パソコンの使い方の相談に乗ったりして、市民と学生の交流の場となっている。「学生参加による<入間>活性化プロジェクト」の一つである。実行委員長の鎗田英三経済学部長は、「大学生への社会の目は厳しく、企業も即戦力を求めている。プロジェクトでは地域社会を教室にして、学生に社会に出て職業生活を営める社会性、生きる力を身に付けさせたい」と話している。一般の利用には、原則として会員登録（無料）が必要になる。小学生を対象にした「子どもパソコンクラブ」は、全8回のカリキュラムを学生自身が作成し、教えた（『朝日新聞』西埼玉飯、05年1月13日、『朝日新聞』西埼玉版、05年4月9日）。

　埼玉県川越市にある東京国際大学と霞ヶ関東小学校の学生・児童が、昨年から地域のゴミ拾い（「ゴミゼロ運動・ゴミゴミ探偵団」）を行い、ゴミや企業の環境対策の勉強を始めている（『朝日新聞』西埼玉版、05年1月29日）。

　高大連携の一環として、東京経済大学は、協定を結んでいる6つの高校（都立上水高校、都立東大和高校、都立羽村高校、都立福生高校、山梨県立上野原高校、私立東京文化高校）と協力して、『親から子へ　祖父母から孫へ　戦後史の証言』（A4版、109頁）というタイトルの小冊子を刊行した。それは、高校生と大学生が、両親や祖父母から彼らの子ども時代の思い出をヒアリング調査した結果をまとめたものである。生活の移り変わりや、両親・祖父母の子ども時代に対する、生徒・学生の生き生きとした感想が盛り込まれている（『読売新聞』多摩版、05年2月6日、『毎日新聞』多摩版、05年2月8日、『山梨日々新聞』05年3月22日）。

　東京都三鷹市で、官民共同の地域大学「三鷹ネットワーク大学」が10月に発足する。同市と周辺の14大学･研究機関が協力してつくる。生涯教育の枠に留まらず、住民参加の街づくりの中核拠点にしたい考え（『日本経済新聞』首都圏、05年2月22日）。

　産・官・学が連携して多摩地域の活性化をめざす「学術・文化・産業ネットワーク多摩」が従来の任意団体から社団法人へ移行することになった。社団法人化に際して、設立発起人として名を連ねたのは、40の大学・短大、11の自治体、18の企業、8団体で、合計77機関である（『日本経済新聞』05年2月26日、『読売新聞』多摩版、05年2月27日）。

　信州大学は、長野県と連携して、全学部共通の授業「『信州ブランド』の創造」を4月に開講する。田中康夫知事と中嶋聞多人文学部教授が毎週交代で講義する（『日本経済新聞』長野版、05年3月25日）。

　東京都板橋区と大東文化大学は、区内の中板橋商店街の活性化事業で連携すると発表した。商店街の空き店舗を活用して、学生たちが商店街活性化の調査・研究を行う拠点を6月に開設（『日本経済新聞』05年5月13日、『日本経済新聞』05年7月21日）。

　東京都江東区は、産学連携拠点を新設する。区内にある東京海洋大学と、06年4月に区内にキャンパスを新設する芝浦工業大学が相談員を派遣し、区内の中小企業との連携の窓口になるほか、研究会やセミナーを実施する（『日本経済新聞』05年5月18日）。
　青梅市と明星大学は、地域の発展と人材育成を目的とした「連携協力に関する協定」を結んだ。人的資源の相互活用、産業振興、教育・文化・スポーツの振興、人的育成、まちづくりなどが内容（『朝日新聞』05年5月19日）。

　04年10月に文部科学省が実施した調査によれば、日本の大学が海外の大学と結んでいる協定数は1万1292件に達している。00年度から倍増。相手国はアメリカが1位で、2105件。そのあと、中国の2054件、韓国1149件、イギリス634件と続く（『朝日新聞』05年5月26日、『毎日新聞』05年5月30日）。
　経済産業省は、産業界の目で大学と公的機関の産学連携体制を評価し、上位十位を公表した。1位は立命館大学、2位以下に、東京農工大学、徳島大学、京都大学、九州工業大学などが入った（『日本経済新聞』05年6月10日）。

　東京女子医科大学と早稲田大学は連携し、先端医療分野での教育・研究を強化するため、共同のキャンパスを建設する計画を発表した。2つの大学が新キャンパスを建設するのは、日本では初めての試みとなる（『読売新聞』05年12月21日）。

　立教大学と豊島区が連携して「としま教育文化工房21」を創設し、区立小中学校の授業のレベルアップに挑む（『日本経済新聞』05年12月22日）。

　東北大学は、来年、大阪府立大学の構内に金属材料の研究施設を設置する。全国屈指の金属加工技術を持つ大阪東部地域の中小企業と共同研究を進めるため、すでにこの地域で産学連携に実績のある大阪府立大学を巻き込んだ形となる。地域を越えた「産学連携」という異例の試み（『読売新聞』06年1月8日）。

　小金井市と東京農工大学の図書館同士が相互協力に関する協定を結ぶことになった。大学は、市立図書館の利用者に図書を貸し出すほか、夏休みに受験を控えた高校生の勉強の場として小金井キャンパス（工学部）の図書館を開放する（『朝日新聞』06年2月16日）。

　大学と自治体が協力して、地域の活性化につながるプログラムを行う例が増えている。地域貢献を通じて、学生に社会との接点を持たせること、学生のコミュニケーション能力を高めることなど、大学の意向が、若者の視点を地域おこしに有効利用したいという自治体のそれとマッチしたためである。背景には、文部科学省による「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」のなかに、「地域活性化への貢献」が盛り込まれていることも（『読売新聞』06年2月3日、『日本経済新聞』06年2月4日）。

　みずほフィナンシャルグループと東京学芸大学は、みずほ総合研究所を含めて金融教育に関して共同研究を行うと発表。08年までの3年間で、小中高校の児童・生徒向けの教材開発や教員養成のプログラム作りをめざす（『朝日新聞』06年4月27日、『毎日新聞』06年4月27日、『日本経済新聞』06年5月1日）。

　八王子市は、同市内にある24の大学・高専のトップと懇談会を開き、「大学と地域の連携を強化する」ことを申し合わせた（『日本経済新聞』06年5月18日）。

　東京大学教養部が駒場キャンパスで開いている「高校生のための金曜特別講座」が今月、100回を越えた。高大連携の一環としてスタートしたのは02年。毎回、ほぼ満員の状態が続いている（『読売新聞』06年5月19日）。

　東京商工会議所は、「まちづくり」で、大学との連携を推進する。「商学連携推進ネットワーク」を設置し、大学と地域を橋渡しする。学生から地域活性化を募集するコンペも催す。ネットワークは、東商に事務局をおき、明治大学、日本大学、専修大学などの大学、専門学校19校が参加した（『日本経済新聞』06年6月6日）。

　日本の大学で、これまでそれほどの関心が示されなかった中東・北アフリカ地域に拠点を設けたり、包括的な研究交流を進めたりする動きが出てきている（『日本経済新聞』06年6月19日）。

　東京農工大学は、女子高生を対象にしたはじめてのサマースクール「科学者をめざす女子高生へ」を8月8日に開催する（『読売新聞』多摩版、06年6月20日）。

　東北大学は、科学者を目指す少女に科学の魅力を伝えるため、7月から同大の理系女性大学院の希望者（40名程度）を「サイエンスエンジェル」として、仙台市内の小、中、高校に派遣する（『読売新聞』06年6月24日夕刊）。

　町田市教育委員会は、市内にキャンパスがある桜美林と玉川の両大学と教育連携を行う協定を締結。小中学校への学生・教授の派遣、講座の共催、共同研究などを進める（『読売新聞』06年7月18日、『日本経済新聞』06年8月1日、『朝日新聞』06年8月15日）。

　国分寺駅北口の空き店舗を活用し、「国分人」と名づけられた、まちづくりの発信拠点を活用した取組みが始まった。04年10月に発足した東京経済大学と国分寺市・同市商工会からなる「東京経済大学・国分寺地域連携推進協議会」による活動の一つ。最初のイベントは、同大学経済学部福士正博ゼミの学生たちの手による「アニメ画展」（『読売新聞』06年9月1日多摩版、『朝日新聞』06年9月2日多摩版）。

　東海大学の教授らと付属の中学・高校生が約1週刊寝泊まりし、数学、理科などの知の世界を探索する夏季セミナー「東海大学学園オリンピック」が行われている。すでに作家誕生、発明特許取得などの成果が上がっている（『読売新聞』06年9月27日）。

　京都の6大学が国立と私立の枠を越えて、「連合教職大学院」を開学する準備を進めている。即戦力となる優れた新人教員や学校現場で中核を担う教員の育成がねらい。構想に参加しているのは、京都教育大学、京都産業大学、京都女子大学、同志社女子大学、佛教大学、立命館大学である（『読売新聞』06年12月8日）。
　東京都世田谷区にキャンパスを持つ全大学（12大学、1短大）が、「世田谷環境大学連合」（仮称）を設立する。環境に配慮した製品を扱う商店などを紹介する「エコロジー探検マップ」の作成や環境に関する公開講座を通じ、地域の温室効果ガスの排出削減やゴミ削減を推進する（『毎日新聞』06年12月18日）。

　首都大学東京は、医師、看護師、薬剤師らが種職を越え緊密に協力しながら治療に当たる「チーム医療」の教育を推進するために、東京慈恵会医科大学と共立薬科大学との交流協定を結んだ（『日本経済新聞』06年12月18日夕刊、『毎日新聞』06年12月20日、『読売新聞』06年12月20日）。

早稲田大学と佐賀県が人材育成や研究など、包括的に連携する協定を結んだ。創設者の大隈重信が佐賀県出身であることがきっかけになっている（『朝日新聞』06年12月20日）。

　東京都世田谷区と地元の昭和女子大学は、協力して、同大を丸ごと地域の子育ての拠点にしようというユニークな取組みを行っている（『日本経済新聞』06年12月26日夕刊）。
　世田谷区にある11の大学が「環境大学連合」を作り、緑化やリサイクルなど、環境保護の活動に力を入れる（『朝日新聞』07年1月11日夕刊）。

　立命館大学と関西医科大学は、共同研究や教員・大学院生の派遣などを柱とする学術交流の包括協定を結んだ（『日本経済新聞』07年1月13日）。

　日本商工会議所と明治大学商学部は、地方活性化に貢献できる人づくりで連携する。まちづくりや特産品開発に若者や研究者の知恵を借りたい日商と、学生の就職や起業を支援したいという明大の考えが一致した（『朝日新聞』07年1月17日、『日本経済新聞』07年1月20日）。

　「学術・文化・産業ネットワーク多摩」が、再チャレンジをめざす若者支援に取り組んでいる。企業に就職して数年以内に退職した第二新卒者などに新たな就職口を紹介する「ネクストキャリアセンター」を05年10月に設立したほか、「社会人基礎力」を鍛える独自な研修も開始した。大学が多い多摩地区では、毎年約5万人が卒業するが、そのうち1万人は就職も進学もせず、約5000人は卒業後1年以内に退職するという（『読売新聞』多摩版、07年1月26日）。

　欧州連合（EU）に関する教育研究の拠点として04年に設立され、一橋大学、国際基督京大学、東京外国語大学、津田塾大学の4校で運営している「EUインスティテュート・イン・ジャパン」（事務局・一橋大学）は、イタリアのフィレンツェにある欧州大学院（EUI）と学術交流協定を締結した（『読売新聞』07年1月26日）。

　産業能率大学は横浜ベイスターズと業務提携を結び、同大学が来年度から実施する「スポーツ企画プロジェクト」で協力する。学生は授業などで球団関係者に球団運営を学び、球団側は若者の柔軟な発想を取り入れ、ファン拡大をめざす（『朝日新聞』07年1月27日）。
　信州大学は、大学をもっと身近に感じてもらおうと、昨年10月から地元ケーブルテレビ局の１チャンネルを使って、独自放送を始めた。大学が専用のチャンネルを持つのは全国初（『読売新聞』07年3月28日）。

　駿河台大学は、飯能信用金庫と「産学連携に関する協定」を結んだ。協力して地域の活性化に取り組むほか、金融教育に力を注ぐ（『朝日新聞』西埼玉版、07年4月1日）。

　芝浦工業大学は、社会人向けの技術経営（ＭＯＴ）教育で協力するために、韓国の延世大学と連携協定を結んだ。延世大学は、1997年にＭＯＴ大学院を開設している（『日本経済新聞』07年4月6日）。

　東洋大学は、岩手県紫波町と協定を結び、同町の整備で連携することになった（『日本経済新聞』07年4月21日）。

　私立大学による中学や高校の「囲い込み」が加速している。特に見立つのは関西の主要私立大学。中学・高校との連携にとどまらず、学校法人同士の合併などで知名度のある中高の系列化を進めている（『朝日新聞』07年4月23日）。
　早稲田大学政治経済学部と現役高校生専門予備校「早稲田塾」は、共同で高校2,3年生を対象にしたスーパー政治経済プログラムを6月から開講する（『毎日新聞』07年4月25日）。

　東海大学と読売新聞社は、教育研究連携に関する覚書を締結した。ジャーナリズム分野をはじめとして社会に広く貢献できる学生を育成する「ジャーナリズムコース（仮称）」08年に同大学で設置し、読売新聞から担当主任教授と非常勤講師を派遣して複数の講座を開講する（『読売新聞』07年4月25日）。
　大阪大学と関西大学は、教育と研究での協力関係を深めるため、学術交流協定を結んだ。阪大は理系分野に強く、関大は文系学部が充実しているので、互いに補い合うことで魅力を高めようというのが狙い（『朝日新聞』07年6月12日）。

　慶応義塾大学は、08年8月、日吉キャンパスにフィットネスクラブを出店する。慶応の学生や職員のみならず、一般からも会員を募集し、開放型施設として運営する（『日本経済新聞』07年6月22日）。
　町田市と相模原市を生活圏にする学生たちが通う14の大学と両市が連携して魅力ある地域社会づくりをめざす共同事業体「相模原・町田大学地域コンソーシアム」を創設した（『朝日新聞』多摩版、07年7月1日）。
　慶応大学は、グーグルと連携し、著作権保護期間の切れた蔵書12万冊をデジタル化し、ネット上で無料公開すると発表した。グーグルの計画は04年からスタートし、これまでに1万社の出版社と欧米の25大学の図書館が参加している（『毎日新聞』07年7月7日、『日本経済新聞』07年7月7日、『読売新聞』07年7月8日）。

　東京23区が震災に備えて相次いで、業界団体、民間企業、大学と協力協定を結んでいる（『日本経済新聞』07年7月11日）。

　東海大学とＡＮＡ総合研究所は、観光学に関する教育プログラムの開発などで提携する。すでに実施されているパイロットの要請での提携を観光学の教育や研究に広げる（『日本経済新聞』07年7月20日）。
　

　東京大学と北京大学は、相互に学位を認める「共同修士課程」を新設する覚書に調印した。まず、北京大学から学院生5人を受け入れ、今後3年以内に、東大から学生を送り出す。東大が国内外の他大学と連携し、学位の認定に乗り出すのは初めて。学生の授業料、生活費、日本への渡航費は、日本財団が支援する（『日本経済新聞』07年8月7日）。
　ＳＢＩホールディングスと慶応大学は、共同で、アジアでの大学発ベンチャー企業の育成を支援する。慶応大学と協力関係にあるインドネシアなど、12ケ国の25大学・研究機関を対象に、ＳＢＩが研究者らによる企業向けの投資ファンドを創設する（『日本経済新聞』07年11月20日）。
　慶応義塾大学とグーグル社は、同大学の三田キャンパスの図書館が保管している書籍を電子化し、10日からインターネットで全文を閲覧できるようにする。公開するのは、福沢諭吉や慶応大学の関連図書など、174点となる（『日本経済新聞』08年1月7日）。

　新宿にキャンパスがある工学院大学と住友ビルに教室を持つ朝日カルチャーセンターが「工学院大学・朝日カレッジ」と銘打ち、社会人教育を共同で進めることになった。第1期の4～6月には、約40講座が予定されている（『朝日新聞』08年2月15日）。

Ｃ　政策的新機軸

　東京経済大学経営学部の木村ゼミでは、OBが経営する飲食店の店舗開発にゼミ生の意見を反映させている（『読売新聞』95年10月25日）。

　亜細亜大学が、災害時にいち早くボランティアを派遣できるようにと、救急法などの知識や技術を身につけた学生・教職員を継続的に育て上げるべく、「災害救援隊」を創設した（『朝日新聞』00年2月7日）。

　立教大学が、マイクロソフト社のビル・ゲイツに対して、「名誉博士」の学位を授与（『朝日新聞』00年9月25日）。

　慶応大学は、01年4月に同大としては最初の海外研究所をイギリスに設置。「慶応大学ナウトンコート・キャンパス」と呼ばれている（『朝日新聞』01年2月7日）。

鳴門教育大が、01年春に、県内の幼小中高を対象にして教育支援講師・アドバイザーの派遣を開始させた。授業のみならず、教員研修やＰＴＡの講演会にも無料で応じる。約180名の教官のうち、3分の1が名乗りを上げた。同大学が参考にしたのは、00年春から信州大学教育学部が始めた「出前講座」の事例である（『朝日新聞』01年5月28日）。

　実践女子大学が、大手アパレル・メーカー、ワールドの申し入れに応じて、女性向けの衣料や雑貨を販売するブティックを学内にオープン。学生6名がインターンシップ制度を利用して、「イッツ・デモ」と名付けられたその店で接客や在庫管理を学ぶ（『朝日新聞』01年11月11日）。

成蹊大学経済学部が、成績優秀者が3年生で卒業できる「早期卒業制度」を02年度入学の新入生から導入することを決定（『朝日新聞』01年11月15日）。

広島市のエリザベト音楽大学は、アメリカの大学では一般的な「単位授業料」を01年度から導入した。1単位2万8000円とし、履修する単位数をかけた額に、基本学費として60万円を加えた額が年間授業料となる。このほか、初年度には入学金40万円がかかる。必要最小限の124単位で卒業すれば、従来の総授業料よりも約40万円安くなる。逆に、お金をかければ、希望する単位をたくさん履修することも可能。単位を落としても、授業料は返ってこない。「コスト意識が生まれることによって、学生の勉学意欲も高まる」というのが同大学の説明。広島県では、それに刺激を受けて、単位授業料導入が広がっている。社会人を対象にしたコースに限ると、広島女学院が今年度から、広島修道大学が来年度からそれぞれ導入。修道大の場合、単位ごとの授業料だけで、定額部分は設けていない。

また、東京電機大学も、今年度から情報環境学部で1単位ごとの授業料を決め、履修単位数に応じた「従量額」を基礎額に加えて授業料の総額を算出している（『朝日新聞』01年12月17日夕刊）。

早稲田大学と渋谷教育学園は、シンガポールにある渋谷幕張シンガポール校を来年4月から早大の系属校とすることで合意した。早大にとっては、最初の海外系属校となる。05年から30人程度が同大学に進学する予定（『毎日新聞』01年12月26日）。

厚生労働省は、失業者の職業訓練を新たに大学でも行うことを決めた。それを受けて、早稲田、法政、明治、国際医療福祉の四大学が貿易、マーケティング、医療福祉経営などの集中講義・実習を今年の3月から行う。期間は2－4ヶ月で、1万数千円のテキスト代以外、費用はかからない。公共職業安定所で求職中の失業者が対象となる（『読売新聞』02年1月29日）。

今西淳子・渥美国際交流奨学財団常務理事が、「日中留学交流　情報発信で正常化を図ろう」という声を寄せている。それによれば、「中国では大学が不足し、高卒の希望者で大学に入れない若者が毎年300万人近くにのぼる。教育を重視する儒教文化、一人っ子政策で6人の親（両親と両親の父母）が一人の学生の学費を支弁できること、急速な経済発展によって家庭の経済力が上昇したことなどの条件が背景にある。一方、日本の大学は、少子化の影響で、私立大学の約3割が定員割れという。日中両国で需要と供給が合致しているわけだ。さらに、一昨年から入国管理局は、大学が合格を認めた学生に対しては原則としてビザを発給することにした…。本当に学びたい学生を受け入れるための道筋づくりが必要なのだ。昨年、中国での日本留学フェアが取りやめになった。正しい情報を発信することは何よりも重要であり、留学フェアの即時再開が必要だ（『朝日新聞』02年2月3日）。

多摩大学は、今年の3月に初めて「仮入学」制度を導入する。入試の合格者を1年間「仮入学」させ、年度末に一定の成績を上げた者だけを正式に入学させる。仮入学者は、学生証をもらい、授業料も納めるが、成績が悪ければ退学となる。入学金は正式入学まで払わなくてもいい。3月実施の試験では、12名を募集する。主に書類審査と面接で選考する（『毎日新聞』02年2月5日）。

早稲田大学では、韓国の金泳三前大統領が02年4月から「特命教授」に就任する。任期は、5年間。金氏は、94年に名誉博士号を授与されている。映画監督の篠田正浩らも同じ特命教授に任命されている（『朝日新聞』02年2月17日）。また、東京大学先端科学技術研究センターは、作家で元経済企画庁長官の堺屋太一氏を「客員教授」に就任することを発表。任期は2年間（『日本経済新聞』02年2月19日）。

　東京大学は、「名誉博士」を創設し、その第1号として98年度ノーベル経済学賞受賞者であり、イギリスのケンブリッジ大学トリニティ・カレッジ学長でもあるアマーティア・セン博士に授与した（『朝日新聞』02年2月22日）。

「総合仏教研究所」を擁する大正大学は、97年以来チベット自治区の梵本を中心にした仏教文献の学術調査を行っている。01年末、大乗仏教の一つ、「維摩経（ゆいまぎょう）のサンスクリット語（梵語）の完全な写本を発見したことを発表。今年の夏からは、現地の若者20人程度に講習をして、うち1－2人を大学に招き、さらに研修をしてもらう予定になっている（『朝日新聞』02年2月25日）。

山梨県立上野原高校は、02年から津田塾大学、実践女子大学、帝京科学大学、東京経済大学の4大学と提携し、生徒が大学で受講すると、単位認定する「高大連携方式」を導入する。県東部に位置する上野原町は、約1時間圏内にある多摩地区の大学に進学希望する生徒が多い。県内で、県境を越えた高大連携は初めてのケースになる。各大学は10人前後の生徒を受け入れる。受講条件は、1，2年生とも学年末評価平均値が4.0以上。同校は、「大学人文科学」「大学社会科学」の二科目を新設。選択した生徒は大学に出向いて受講する。講義は半期ごとで、2年生は後期、3年生は前期に受講する。東京経済大学と中央大学商学部は、入学後に「取得単位済み単位」扱いとする考えである。帝京科学大学は、「必要に応じて出張授業を行う」方針になっている（『産経新聞』山梨版、02年2月26日、『毎日新聞』山梨版、02年2月26日、『山梨日日新聞』02年2月26日）。

　八潮市は、来年度から教育学部のある文教大学と提携し、大学生に「ボランティア補助教員」になってもらい、小中学校で先生の手伝いをしてもらう（『朝日新聞』西埼玉版、02年2月28日）。

　東京都立大学と都立科学技術大学は、これまで蓄積されてきた研究成果をデータベース化し、インターネットで公開し始めた。企業との共同研究や製品の共同開発を促進することがねらい（『読売新聞』02年3月1日）。

中央大学、早稲田大学、明治大学など、8つの私立大学が共同出資して、経理、人事、教務などの学校事務を処理するコンピュータ・ソフトの開発・販売会社をスタートさせる（『日本経済新聞』02年3月1日、『朝日新聞』02年3月2日）。

教員志望の大学生を教科指導のアシスタント役として小中学校に派遣する自治体が各地で増えている。例えば、東京の小平市では、00年5月から、市内の津田塾大学や隣接する小金井市の東京学芸大学の学生をボランティアとして市教委に登録、小中学校からの要望に応じて、英語、数学、「総合的な学習の時間」などの指導補助として派遣する取り組みを始めている。27ある市立小中学校のうち、23校がこの制度を活用。同市教委が交通費の実費程度として支給するのは、1日につき500円の図書券（『日本経済新聞』02年3月3日）。

　東京経済大学で開かれている市民大学講座の受講生で組織されている生涯学習グループの「欅友会」がこの3月で創設20周年を迎えた。現在の会員数は、60－80歳代を中心に、約200名。会員の多くは、学んだことを地域に還元しようと、地元の公民館の講師を務めたり、地域のリーダーとして国際交流やゴミ問題に取り組んだりもしている（『読売新聞』02年3月8日）。

　埼玉県北部にある人口6万人の本庄市は、同市内に新キャンパスを整備中の早稲田大学と連携して、情報通信と環境をテーマにした町づくりを進めている。具体的には、04年春に予定されている上越・長野新幹線の本庄駅（仮称）の開業に伴って、本庄を「デジタル映画産業の集積地」にする計画を具体化させようとするものである（『日本経済新聞』02年3月9日）。

埼玉県・所沢市教委は、不登校児、閉じこもりの子ども、非行に走りがちな子どもを支えるために「健やか・輝き支援委員会」を4月に開設し、早稲田大学人間科学部と連携し、臨床心理の専門家や大学院生、県警出身者も委員に委嘱し、対応策を考えることになる（『朝日新聞』西埼玉版、02年3月14日）。

八王子市教委は、新年度から教員志望の若者を対象に、公立小中学校の授業や部活動を指導し、報酬も受けられる「学習指導補助者」制度を導入する。小中学校の授業の補助を無償で行う若者を「アシスタントティーチャー」などとして公募する。同市は、すでに小中学校の児童・生徒の相談に乗る「メンタル・サポート」制度や、小中学校での授業の手助けが大学から単位認定される「学校インターンシップ制度」を導入。現場では好評の上、学生側の満足度も高いとか（『読売新聞』02年3月15日）。

　都立国分寺高校は、新年度から実施される「学校5日制」に合わせて、毎週休みとなる土曜日の午後、大学生が同校で自習する生徒の手助けをする「サポートティーチャー」制度を導入する。同制度は、都立日比谷高校で実施されているが、多摩地区では初めての試みとなる。同校と高大連携の協定を結び、生徒がキャンパス内で講義を受けている津田塾大、東京農工大、東京学芸大に打診したところ、各大学とも協力を回答してきた。国分寺高校では、新年度1年間で延べ100人の学生の来高を見込んでいる（『読売新聞』02年3月15日）。

　広島県内にある29の国公私立大学が広島県高等教育機関等連絡協議会をスタートさせたのは、98年である。その後、単位互換などを軸に活動を進めてきたが、この4月から高大連携事業を開始させることになった。協議会に参加する17の大学・短大が85の正規科目と15の公開講座を提供し、約150の高校が参加する予定になっている（『日本経済新聞』02年3月16日）。

慶応義塾大学医学部に隣接する総合医科学研究センターは、昨年オープンしたばかりである。リサーチパークと名づけられたこの研究施設には、学内の研究チームに加え、製薬会社や医療機器メーカーが、共同研究のパートナーとして入居し、共同研究の場として活用されている（『日本経済新聞』02年3月16日夕刊）。

多摩地区の12の市（立川、三鷹、府中、町田、小金井、日野、国分寺、多摩、稲城、羽村、あきる野、西東京）が12の大学（桜美林、大妻女子、杏林、国際基督教、国士舘、実践女子、中央、帝京、東京工科、明星、和光、東京外語）と広域連携することで合意。新年度から公立小中学校の授業を手助けする「学生教育ボランティア」制度を発足させる。正式調印のあと、各大学は学生を募集し、早ければ6月に広域の「学生先生」が実現する見込みである。ほかにも、8大学が年度途中からの参加を検討中。多摩地区の大学を中心に構成される「学術・文化・産業ネットワーク多摩準備会」（事務局・中央大学）では、45大学と二十数市の間で広域連携を検討している（『読売新聞』多摩版、02年3月17日）。

　文部科学省と外務省は、アフガニスタン復興支援の一環として、アフガニスタンの女性教員や教育行政の担当者を国内の女子大に招き、研修する制度をスタートさせる。3年計画で、年間50人以上を受け入れる予定。国際協力事業団（JICA）の研修制度を活用するもので、お茶の水女子大、津田塾大、日本女子大、東京女子大、奈良女子大の5大学で、研修などが行われる。3年間、1020人を6週間ずつ招き、理科実験や乳児教育の現場などを体験してもらおうという内容になっている（『読売新聞』02年3月18日夕刊、02年4月18日）。

埼玉県久喜市にある東京理科大学経営学部が、学校の週休2日のスタートに合わせて、4月から小中学生を対象に「起業家養成学校」を開設する。講座は、小学5、6年生コースと中学生コースの二つで、内容は1回につき、英語・パソコン・ナレッジ（知識）の3本立て。英語講座では、英検やTOEFL、ビジネストークの修得を、パソコンでは国家資格であるシステムアドミニストレーターの取得をめざす。ナレッジ講座は、各界の専門家が社会問題やニュースを材料に講義する。ユニクロとダイエーを比較したり、前GE会長のジャック・ウェルチの自伝を読んだり、自民党政治などについても考える予定になっている。コーディネーターになる教員のゼミ生の発案をヒントに、開設準備が進められたという（『朝日新聞』西埼玉版、02年3月21日）。

東洋大学は、4月からの学校5日制で休みになる土曜日に講座を設け、高校生を積極的に受け入れる。千葉県立幕張総合高校は大学と連携し、受講生に単位を認める。今回は、コンピュータの使い方や英語のTOEICなど、高校生が興味のありそうな文学部や経済学部の8講座を土曜日の午後に並べている（『朝日新聞』02年3月25日）。

　法政大学は、この4月から人材開発ベンチャーのキャリア工学ラボと組んで、ホワイトカラーの失業者を対象とした職業能力開発訓練校を東京・高田馬場に開設する。対象は、ハローワークが斡旋する失業者。厚生労働省の依託訓練制度を活用するため、独自開発のカリキュラムをほぼ無料で受講できる（『朝日新聞』02年3月27日）。

02年9月、東京駅前に完成する新しい丸の内ビルに、東京大学、ハーバード・ビジネス・スクール、ストックホルム商科大学（97年に開設した東京事務所を丸ビルに移転する）が、それぞれ研究拠点を設けることになった。入居するのは、「丸の内アカデミック・リサーチ・センター」（仮称）。すでに香港、ブエノスアイレス、パリに拠点を設けているハーバードは、教員を常駐させず、授業もしないが、アメリカから出張する教員が研究基地として使用するほか、経済界とのセミナー、日本の大学との共同研究を予定している。また、京都大学が、4月の新学期から帝国ホテル内にオフィスを設け、民間シンクタンクなどの外部講師による「遠隔講義」を始める（『朝日新聞』02年4月4日）。

首都圏の大学の「入学式」が大型ホールで行われることが増加している。背景には、「わが子の晴れ着をこの目で」という親が増えていることがある。最近の新入生のほぼ半数が親同伴で入学式に参列するそうである。式典の場所として有名な日本武道館のほか、東京国際フォーラム（旧都庁跡）、パシフィコ横浜、大宮ソニックシティ、東京ベイＮＫホールなどが紹介されている（『朝日新聞』02年4月8日夕刊）。

東海大学は、3年計画で、大学独自のゲノム創業のプロジェクトを開始することを発表した（『朝日新聞』02年4月12日）。

　新撰組副長の土方歳三が生まれたことで、毎年「新撰組パレード」を実施している日野市は、地元の実践女子大学の学生と「研究サークル」を旗揚げした。04年のNHK大河ドラマとして『新撰組』の制作が決定したため、これを追い風にして新撰組を活かした町づくりに若い学生のアイディアを採り入れようと考えた日野市の打診を受け入れたもの（『読売新聞』多摩板、02年6月22日）。

早稲田大学は、「所沢の失敗」を教訓にして、川口市に、3年制・学生定員120名・教員総勢20人弱の映像情報科を擁する専門学校「川口芸術学校」を来年の4月からスタートさせる（『日本経済新聞』02年6月25日）。

新潟市の新潟国際情報大学は、99年に経営破綻した旧新潟中央銀行の本店を買収し、市街地キャンパスを開設する準備を進めている。整理回収機構（RCC）が譲り受け、入札にかけたが、応札者がなかった。そこで、同大学が名乗りを上げた。売却額は5－6億円とみられている（『日本経済新聞』02年7月12日）。

付属池田小学校における児童殺傷事件を経験した大阪教育大学は、池田キャンパス内に、全国の学校の危機対応や心のケアを支援する「学校危機メンタルサポートセンター（仮称）」を開設する。全国で最初の施設となる（『読売新聞』02年8月11日）。

約8000人が在籍している中央大学通信教育課程には、毎年延べ約3000人が全国からスクーリングのためにキャンパスに集まってくる。受講生は、20代後半から30代が最も多く、女性が4割。子育て中の人も多いため、保育士派遣会社と契約し、先月29日から託児所を開設。好評を博している（『読売新聞』02年8月16日）。

松下電器産業と東京大学は、技術開発に関する包括的な研究契約を近く締結し、来春から情報技術分野などで実用化を目的とした共同研究に乗り出す。松下側が1テーマ当たり数千万円の研究費を支出。年間で総額数億円規模の大型産学連携となる見通し（『日本経済新聞』02年10月11日夕刊）。

　小説「アンクル・トムの小屋」の出版150周年を記念したハナミズキの植樹式が、津田塾大学で行われた。苗は、著者ストー夫人宅の木から分けられた。奴隷解放に尽力した精神を後生に伝えている「ストー・センター」が、女性の地位向上に貢献したとして、同大学に贈ったものである（『朝日新聞』02年10月25日）。

　産業能率大学が、今春就職した新入社員600名を対象として実施した「会社生活調査」によれば、企業の不正行為防止の責任を負うのは経営人という回答が39.9％を占めた。また、企業の社会貢献活動については、75.6％が「積極的に取り組むべきだ」と答えた（『毎日新聞』02年10月25日）。

「大学図書館、変身中」と題する記事のなかで、書籍の購入や人件費の補助などで自治体が全面協力し、公共図書館の資料を同時に大学図書館でも貸し出している明海大学浦安キャンパスのメディアセンターの事例、図書館を一般開放している茨城キリスト教大学の事例などが紹介されている（『毎日新聞』02年10月26日夕刊）。

大学図書館と市立図書館との連携・相互乗り入れに関連した記事として、明海大学と浦安市立図書館のほか、都留文化大学と都留市立図書館や、慶応義塾大学湘南藤沢キャンパスと藤沢市総合市民図書館の事例が紹介されている（『日本経済新聞』02年11月9日）。　

東京経済大学経営学部は、8つの講義で「授業参観」を実施する。「授業料を払う親はスポンサー、大切にしなければ」と、出資に見合う内容だとPRするねらいだ。提案した柴田高経営学部助教授の説明は、「授業はいわば大学の商品、父母は出資に見合う効果が分からずに高い授業料を払っている。商品を見て納得してもらわねば」という点に尽きる（『朝日新聞』02年11月2日夕刊）。

これに関しては、その後幾つかの記事が書かれている。父母の参加は10名程度だったことと、「授業料を払っている以上は内容を知りたかったので、来てよかった」という父兄の声や、「大学教育を知るためにも、もっと多くの父母が来ればいいのに」といった学生の声が紹介されている（『産経新聞』02年11月14日、『朝日新聞』東京版、多摩版、02年11月14日、『読売新聞』02年11月18日）。

同様の企画を昨年から始めている岩手大学農学部や明治大学商学部の例が一緒に紹介されている。授業参観に対して、日本私立大学連盟教学支援課の「初耳です。新しい試みではないか。そんなこともするのか、と驚きです」という声、文部科学省の「聞いたことがない」という反応、「父母へのサービスとして授業参観を開くのも一つの考え方だ。開かれた大学にする目的ならば、日頃から父母が参観できるようにすることも一つの方法ではないか」といった東京学芸大学学長の評価などが紹介されている（『朝日新聞』02年11月16日、『日本経済新聞』02年11月16日夕刊）。

大学の創設からの流れを教える「自校史」を教える大学が相次いでいる。偏差値で大学を選んだものの、学ぶ目標を見つけられずに悩む学生に対して、独自の伝統や校風を紹介することで、自信や誇りを持たせる狙いがあるようである。立命館大学では、今春から「日本近現代と立命館の100年」をスタートさせた。それ以外にも、97年度から始めた明治大学や九州大学、99年度からの京都大学、立教大学、名古屋大学、01年度からの広島大学などの事例がある。日本の古い大学は1900年前後に創設されたものが多く、創立100周年など、節目の年を迎えているが、そういった事情も自校史の講義が広まる理由の一つになっている（『朝日新聞』02年10月27日）。

52年に発足した法政大学能楽研究所が今年、創立50周年を迎えた。禅竹自筆本など貴重な能楽資料4万冊を所蔵している日本最大の宝庫。一般公開を原則としている。ユネスコの世界無形遺産に選ばれてから、外国人研究者の訪問も増えた（『朝日新聞』02年11月14日夕刊）。

東京大学と野村証券が、大学発の事業おこしに必要な資金や経営のリスクをどう管理するか、といった市場原理を活かした産学連携のモデル開発をめざす共同研究をスタートさせることを発表した（『朝日新聞』02年11月13日）。

　目先の学生集めだけではなく、大学が地域全体の学びの拠点になれるかどうか。生き残りを賭けて、地域との連携の輪が模索されている。日本初の「マンガ学科」を創設した京都精華大学の「情報館」には、夕刻になると、近隣の高校生が次々とやってくる。書架には、マンガ、ビデオ、音楽ソフトが並び、インターネットに接続できるパソコンも使い放題。年間の利用者は延べ②万6000人（01年度）にのぼるが、外部者の比率は約1割。昨年の4月に開設された岡山大学リエゾンオフィスは、ホームページ上から直接気軽に相談できる仕組みを整え、地域住民の「よろず相談」まで担っている（『日本経済新聞』02年11月24日）。

　国家資格や公務員試験の合格実績の向上に各大学がしのぎを削るなか、公認会計士試験の合格者実績で、中央大学が復活の兆しを見せている。OBの公認会計士を招いて学内の受験指導を全面的に託した成果である。講座は、大学の正規授業ではなく、付属研究所の経理研究所が公認会計士をめざす学生に開く課外授業。5人の専任講師は30歳前後の経理研のOB。学生の気持ちも受験勉強の仕方も知っている。私語もケータイもない、緊張した雰囲気の中で授業が行われている（『日本経済新聞』02年12月28日）。

　広島大学の「フェニックス入学制度」や東京経済大学の「シニア研究生制度」などのように、生涯学習の場として社会人を受け入れる動きが広がっている。他方、市町村など自治体が開設する「高齢者大学」で、卒業生がさらに学び続ける場として、「院」を開設する動きが相次いでいる（『日本経済新聞』03年1月5日）。

　警視庁渋谷署の署員が5月から青山学院大学で講義を受けることになった。「市民感覚と知識を身に付けさせたい」という署側と、社会人教育に力を入れている大学側の意向が一致し、署員向けの特別授業ができる。全署員500人あまりから希望する約60人が受講する予定。受講料の4万2000円は個人負担となる（『朝日新聞』03年1月18日）。

　成績が悪ければボーナスを減らします。東海大学医学部は、診療・研究・教育の三つを5－10段階で評価する人事考課で賞与を増減させる成果主義を導入する（『日本経済新聞』03年2月2日）。

　香川県の小中学校の教諭3人が香川大学教育学部の助教授として採用された。現役の教諭が教員をめざす学生に教育現場の現状や課題を経験にもとづいて指導し、教員養成の質を上げることがねらい（『日本経済新聞』03年2月8日）。

　学外の人にも気軽に利用できる大学付属の博物館の開設が相次いでいる。膨大なコレクションを公開することで、大学のイメージアップに繋けるのが狙い。仏像、蓄音機、服飾など、学内に埋もれている「お宝」が基礎になっている（『読売新聞』03年2月15日）。

　北九州市立大学は、評価結果を各教員への研究費の配分に反映させる教員評価制度を03年から経済学部で導入すると発表した。評価制度は、毎年、1－12月の1年間の教育、研究、管理運営についての実績を評価し、点数化。評価には、経済学部長と2人の学科主任が当たる。35人の教員全体の中での相対順位をつけて、翌年度の研究費の配分に反映させる。教育面での評価には、学生による授業評価の結果も取り入れる（『日本経済新聞』03年2月20日）。

　大阪大学は、三菱重工と研究開発分野で包括提携する。企業と大学が特定の分野で共同研究や開発協力を行う例はあるが、全分野での包括提携は初めてのケースとなる（『日本経済新聞』03年2月24日）。

　こうした産学連携は、ここ2年ほどに急速に活発化している。京都大学とシャープ、北海道大学と日立製作所など、事例が増える一方である。背景には、「自前主義」を捨てた基礎研究部分の業務委託先として、大学に白羽の矢を立てたという事情がある。もっとも、00年度に企業が支出した研究費のうち、海外の大学・研究機関向けが1570億円だったのに対して、日本の大学向けは675億円にとどまっている。「アメリカの大学は産学連携に慣れている」からでもある。アメリカでは、企業の求めに応じて大学側が共同研究の提案を出し、両者で審査して研究内容の提案を決める仕組みが一般的。しかも教授陣がグループで問題解決にあたってくれるので、短期間に質の高い研究成果が期待できるとか（『読売新聞』03年4月25日）。

　東京大学経済学部は、アメリカの大学院で学んでいる「経済学者の卵」を初の公募で講師に採用する。国内の教官確保では苦労知らずの東大だけに、若手教官はこれまで教授の人脈から採用することが多かった。だが、経済学部の現職教官の約3割がアメリカの博士号を持つ時代を迎え、本場の人材で内外の大学間競争に備える。この市場には、アメリカ国内のほか、カナダ、中南米、イギリスなどのヨーロッパ、シンガポール、中国などの大学が接触している。授業は英語。任期は3年で、6年まで延長可能。最終年度に外部からの志願者と比較し、助教授としての採用を判断する（『朝日新聞』03年3月2日）。

　埼玉大学は、04年度から理工系の学部と大学院の組織を見直し、研究と教育それぞれに専従教員を配置する方針を決めた。国立大学が学部規模で研究と教育を分離するのは全国で初めてのケース。独立法人化を控えて、研究力の向上と合わせて、産学連携も含めた経営基盤の強化を図り、大学間競争を勝ち抜く狙いである（『読売新聞』03年3月6日夕刊）。　

　東京大学は、06年度から文科1－3類、理科1－3類のいずれかに入学した学生でも、3年から各学部に進学する際、文系・理系の垣根を超えて進路変更が可能になる制度を新設する方針を固めた。経済、文学部は定員の30％、法、医学部は5％の枠を設け、この範囲内で文理を問わず、すべての科類から学生を受け入れる（『読売新聞』03年3月11日）。

　東京経済大学は、来年度から1学年16人に限定し、学部の垣根を取り払った少人数教育と個別指導を柱にした「21世紀教養プログラム」をスタートさせる。同様のプログラムは01年度から九州大学が実施しているが、私立では初のケースとなる。入試は、3回の選考成績を総合的に評価する「AO方式」を採用する（『産経新聞』03年6月30日）。

　「もう一度学び直したい」という中高年らのために、学習の場を提供する大学や自治体の取組みが、多摩地区で広がっている。具体例として、実践女子学園によるJR日野駅近くの「生涯学習センター」、桜美林大学のJR渕野辺駅のわきに開校した新キャンパスでの「オープンカレッジ」、武蔵野大学のJR三鷹駅のサテライト教室、八王子市の「シニア元気大学」、息の長い活動の輪を広げている国分寺市の欅友会など（『読売新聞』多摩版、03年7月8日）。

　東京学芸大学の学生らが立ち上げた「プロジェクト小金井」は、「吉祥寺のように若者が集まらない」という小金井市を変えようと、商店街の活性化に挑戦する（『朝日新聞』03年8月16日）。

　産学連携が進展するなか、企業に大学の研究者を紹介することをビジネスにする企業が登場。理工系研究者のデータベースを運営する「アイデア・バンク・リエゾン・センター」と「ナレッジネット」の例が紹介されている（『朝日新聞』03年8月23日）。

　ヨーロッパの地域密着型の総合スポーツクラブを目標に、早稲田大学がNPOとして、「ワセダクラブ」を発足させる（NPO法人認可を東京都に申請中）。大学の施設や人材を活用して、スポーツクラブを運営する。大学スポーツの退潮が伝えられるなか、指導者への報酬もクラブ側が負担するなど、さまざまな工夫が施されている。仕掛け人は、清宮克幸ラグビー部監督とコーチとか（『朝日新聞』03年8月29日夕刊、8月30日、『日本経済新聞』03年8月29日、『日本経済新聞』03年11月23日）。

　最近、大学の食堂がおしゃれに変身中。まるでリゾートホテルのようなところも出てきている｡一方、都心の大学の学食は、眺望が売りになっている（『朝日新聞』03年11月10日夕刊）。

　亜細亜大学は、アジア地域に関する特色ある高校教育を支援・表彰する「アジア教育奨励賞」の選考を行い、3つの高校を表彰した。学長賞は20万円の奨励金、理事長賞は同10万円。学長賞を射止めた大阪府立松原高校は、タイのスラムの子供たちや高校生との交流を中心とした修学旅行を行った（『毎日新聞』03年11月20日）。

　京都大学は、特許など、知的財産の取扱いの方針と規則をまとめた「知的財産ポリシー」を決定した。これまで、原則として発明者に帰属させていたのを、法人化以後は、大学に帰属させる（『日本経済新聞』03年12月26日）。

早稲田大学は、今春から入試での成績上位者に卒業までの授業料を全学免除する「大隈記念特別奨学金制度」を新設する。入学定員の1％に当たる新入生91名を特別奨学生にする予定。入学金や施設費は、ほかの学生と同様に支払う。今回のように、入学以前に奨学金支給を明示し、大学選択の材料の一つにされるのは初めてのケースとなる（『読売新聞』04年1月19日、『日本経済新聞』04年1月19日夕刊、『毎日新聞』04年1月22日）。

　大学が郊外や地方のキャンパスに研究開発型企業を誘致する動きを強めている。早稲田大学が埼玉県本庄市の新キャンパスに、環境分野のベンチャー企業を招くほか、東京理科大学が千葉県野田市にバイオ関連の研究施設を設けるなどの事例が紹介されている（『日本経済新聞』04年1月22日夕刊）。

　東京都大田区、品川区などの中小企業経営者らで組織する特定非営利活動法人6団体の連合体である「産業NPOグループ」が、早稲田大学や筑波大学と連携し、中小企業と大学のマッチングや共同研究などを後押しする事業をスタートさせる（『日本経済新聞』04年1月24日）。

　早稲田大学法学部は、04年度入学生から、成績優秀者に限り、3年で卒業できる制度を新設する。2年生を終了する時点で、76単位をオール優の成績を取得した学生が対象。本人が申請すれば、3年次の1年間で、卒業に必要な全124単位のうち、残りの48単位をすべて登録できる（『読売新聞』04年1月27日、『日本経済新聞』04年1月27日、1月28日、『朝日新聞』04年2月1日）。

　また、中央大学総合政策学部も、3年間での大学卒業を前提とした「プロフェショナルコース」を05年度から導入する（『読売新聞』04年3月29日）。

　亜細亜大学が、「アジア夢カレッジ」を今年度からスタートさせる。法・経営・国際関係3学部の新入生計30人は、1年目に中国語などの基礎学力を身につけたあと、2年生の後期に同大学と学術交流協定を結ぶ大連外国語学院へ半年間の語学留学を予定。留学中は、現地日系企業でのインターンシップを実施する。このプロジェクトには、中国に拠点を持つ国内大手の商社やメーカーなど25社が協賛し、1期生の選抜は、大学と企業の関係者が行っている（『毎日新聞』04年4月10日）。

　「ポイントをためて、海外旅行へ行こう」。関西国際大学は、今秋から、成績や資格取得、課外活動の成果など、学生の頑張り具合に応じてポイントを与え、海外旅行やスクールバスの定期券、卒業アルバムなどの特典と交換できる「キャンパス・マイレージ」制度を導入する。基本ポイントは、学期ごとの平均成績に取得単位数を掛けて計算する。付加ポイントは、英検二級（5ポイント）、日商簿記一級（10）、学内行事のヘルパー（5－25）、クラブ活動で全国大会出場（15－40）、学生会執行部役員（10-20）などの活動。1000ポイント獲得で2週間の米国旅行、700ポイントで東京ディズニーランド研修、200ポイントで学生食堂の定食券30枚とか。「大学が、学生生活の何をどの程度評価するのかをあらかじめ示すことで、学生が自らキャンパスライフを設計する手助けにしたい」というのが、同大学副学長の弁（『日本経済新聞』04年7月18日、『朝日新聞』04年8月16日夕刊）。

　国公立大学の地域社会との連携が進んでいる。日本経済新聞社などの調査によれば、知的財産を活用した連携を強化する大学が全体の71％にのぼり、「社会貢献室」を設置した例も多い（『日本経済新聞』04年7月18日）。

　私立大学で、地域振興に取り組む教授が増加している。中心市街地の活性化案を立案したり、自治体の首長と学生との間で議論の場を設けたり、職員が地元優先で研究成果を提供したりといった具合である（『日本経済新聞』04年7月21日夕刊）。

　文部科学省の科研費に応募しないと、大学から配る研究経費を1割カットする。そんなペナルティを、熊本大学が来年度から実施する（『朝日新聞』04年10月4日夕刊）。

　東京大学は、経団連の協力を得て、産業界と継続的に意見交換する「産業連携協議会」を発足させる。これまで、産業界から東大に対して「どこが窓口なのか分からない」という意見があり、それを受けてのこと。企業が東大に出資している共同研究費は03年度で約25億円であったが、将来的には年間50－100億円に伸ばしたいという目論見も（『朝日新聞』04年10月20日、『日本経済新聞』04年10月20日）。

　東京大学は、来年4月に初の国外事務所を北京に開設。中国国内でも入試を実施することを検討している。スタッフは4－5人程度。九州大学も、来年4月に事務所を開設し、産学連携や留学生確保の拠点とする。また、九大への留学経験者を組織化する。一橋大学は、北京事務所で、元教授ら4人が常駐。日本企業が中国に進出する際のコンサルティング業務を受注する考え。京都大学は、上海市に拠点を設け、現地での調査活動をスタートしている（『朝日新聞』04年11月25日、『日本経済新聞』04年11月25日、『読売新聞』04年11月25日）。

　国内の大学が、「中国事業」を相次いで強化している。日本企業と現地有名大学との研究仲介、現地の研究スペースへの企業誘致など、サービスの拡大に余念がない。現在、十校以上がオフィスを構え、優秀な人材確保という「就学」勧誘にも動いている（『日本経済新聞』05年1月20日）。

　18歳人口の減少を機に、首都圏の大学が、社会人向けの講座の充実で競い合っている。美術や音楽の実技の指導（東京芸術大学）、各家庭のパソコンを利用し『源氏物語』などを好きな時間に受講可能な講義（日本女子大学）、介護関係の資格の取得（淑徳大学）、観光の根幹をなすホスピタリティーをテーマにする講義（神奈川大学）、吉本興業と提携して、笑いと健康をテーマにした講義（帝京平成大学）などがある（『日本経済新聞』05年5月24日）。

　都心に事務所を設ける地方大学が増加し、いまでは、50大学にも達している。産学官連携による技術開発、研究費の獲得という目的にとどまらず、求人先の開拓や就職活動をする学生への情報提供にも力をいれている（『朝日新聞』05年5月24日夕刊）。

　大学間で教員を相互に出向させあうという、全国で初めてのプログラムが、大阪大学、東京工業大学、名古屋大学の工学研究科によってつくられた（『朝日新聞』05年5月19日）。

　武蔵野大学が地元テレビ局「FM西東京」で提供している「ハロー！　キャリア～これが私の生きる道」の放送内容を小冊子にまとめた（『朝日新聞』多摩版、05年6月2日）。

　国立大学の特許出願数が法人化以後急増したものの、特許料収入の面では増えていないという実態が明らかになった（『朝日新聞』05年6月23日）。

　飲食業支援のリンク・ワンは、多摩大学と組み、外食事業専門の経営者を養成する事業を始める（『日本経済新聞』05年10月18日）。

　大手銀行が相次いで、技術を持つ大学と、それを実用化できる企業との提携を仲介する業務を始めている（『日本経済新聞』06年1月5日）。

　名古屋学院大学商学部は、経営者の養成に向け、ゴルフや乗馬、それに6～8週間の短期留学（費用は約300万円）を必修科目に取り入れた「エグゼクティブコース」を、今年4月から設置する。商学部の合格者から希望者10人程度でスタートさせる（『朝日新聞』05年12月25日、『読売新聞』06年1月22日）。

　中央大学の全国中・高校生歴史サミット実行委員会は、中高生を対象に、「中世の城や城下町」に関する研究を募集する。学生を対象とした科学研究などのコンクールはあるものの、これほどまでにテーマを絞ったものはめずらしい（『読売新聞』06年3月8日夕刊）。

　首都大学東京は、飯田橋キャンパスを中心に、南大沢キャンパスなども活用して、社会人向けオープンユニバーシティの06年度の受け付けを始める。講座数は4－9月の前期が184、年間で300講座を予定している。05年度に比較して倍増させ、地域貢献の拡大や都職員のキャリアアップをめざす（『日本経済新聞』06年3月10日）。

　跡見学園女子大学は、昨夏この世を去った若き女性学者の死を悼み、「横山文野賞」を創設。優れた卒業論文に贈られる（『朝日新聞』06年3月18日夕刊）。

　国際基督教大学（ICU）は、昨年1月に亡くなった金澤正和さんの志を受け継ごうと、優秀な卒業論文を書いた学生を表彰するために、「マサの平和構築論賞」を創設。さらに、毎年、功績のあった大学関係者を表彰する「フレンズ・オブ・ICU賞」を贈る（『毎日新聞』06年3月24日夕刊、『朝日新聞』06年3月25日）。

　横浜国立大学は、教員・運動部のOB・OGが仕掛け人となって、NPO法人を立ち上げ、スポーツを通じての地域コミュニケーションの促進に寄与している（『日本経済新聞』06年5月15日）

　関西学院大学は、日本国内に住む難民に学費を免除し、奨学金を提供する制度を新設する。国連難民高等弁務官事務所が推薦した難民を来年4月から2人まで入学させる（『毎日新聞』06年5月25日）。

　高齢者向け共同住宅の入居者が大学の授業を受けられる「カレッジリンク型老人ホーム」の建設が、関西大学と財団法人社会開発研究センターなどとの間で進んでいる。国内では始めての試みとなる。共同住宅と千里山キャンパスとの間で、シャトルバスが運行される（『日本経済新聞』06年6月21日夕刊）。

　東京大学に寄付をした人・企業の名前のプレートが、金額に応じて、安田講堂の階段の吹き抜けに掲げられる。30万円以上が銅、500万円以上が銀、1億円以上が白金色で、識別される。すでに500ほどのプレートがある。寄付を募る渉外本部の成果であるが、そこには、転職して新に加わった11人のスタッフが活動する（『読売新聞』06年9月27日）。

　産業能率大学は、提携先の湘南ベルマーレへの出資比率を10％に引き上げ、取締役に教員を派遣し、提携強化を図る（『毎日新聞』06年10月25日）。

　明治薬科大学は、医薬品メーカーの大洋薬品工業から1億5000万円の寄付を受け、医療経済学をテーマとした寄付講座を開設した（『毎日新聞』06年10月30日）。

　

東京大学が、学友会を発足させ、全学的な同窓会の整備に乗り出した。それまでにも、学部や学科単位での集まりはあったものの、全学的な組織はなかった。同窓会に熱い視線を送るのは大学ばかりではない。富裕層向けの情報サービスを手がける「アブラハム・グループ・ホールディングス」社は、昨年8月に東大の同窓生限定の「東大OBネットワーク」を作った。会員の紹介で入会を認める「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」の一つである（『読売新聞』06年9月30日）。

　

国分寺市と東京経済大学が開催している市民大学講座の修了生が、講座が休みとなる1月から7月までの間にも学ぶ場所を設けようと、83年に発足させたのが、欅友会である。月1～2回のペースで、学習会を開くほか、多様な講座を展開している。60歳代を中心に、会員は200人を越えている。講義内容を年11回発行の会報で紹介している（『読売新聞』多摩版、06年10月19日）。

　早稲田大学は、原則として講義をしない「研究特化型」の教員を募集し始めた。通常なら週7コマ程度担当する講義が免除される。年齢は40歳以下で、今回の募集のテーマは「アジア地域の持続的発展」で、環境やエネルギー問題を想定。06年9月に新設された「フューチャー・インスティテュート（F・I）に所属。研究者全体で毎年3億円あまりを拠出する（『朝日新聞』06年12月5日夕刊）。

　立教大学の「立教ビジネスクリエーター塾」や昭和女子大学の「光葉ワーキングクラブ」に示されるように、大学の卒業生有志を組織化し、勉強や情報交換を行うケースが出てきている。同窓生ということで、信頼でき、仕事の悩みも相談しやすいという事情がある（『読売新聞』07年1月11日）。

　慶応大学は、創立150年に当たる来年の春、創設者の福沢諭吉が生まれた大阪市に、西日本では初めてとなる拠点を設けることを決めた。阪大医学部付属病院跡地の再開発ビルのフロアを借り、インターネット回線を通じた遠隔授業や産業連携による研究を行う（『日本経済新聞』07年1月12日、『朝日新聞』07年1月12日夕刊）。

　東京農工大学は、社会に出た後にもう一度母校に戻りたい人を対象に、入学料無料、授業料半額の優遇制度を導入し、1月から募集を始める（『朝日新聞』07年1月31日）。

　東京外国語大学は、中東の新聞を翻訳し、紹介する事業を行っている。それは、「日本語で読む中東メディア」語学教育の一環として始まったもので、毎週50本ほどの記事を翻訳し、ホームページで公開している（『朝日新聞』07年2月5日）。

　文部科学省は、社会人が学べる大学の公開講座の開設と質の向上をあと押しする。大学が公開講座の修了生に独自に与えている「履修証明」を法律で制度化し、公的資格と位置づけたうえで、優れた内容の講座への補助金の拡充を検討している（『日本経済新聞』07年2月17日）。

　東京大学は、国際化を急ぐため、教授や講師、助手らの外国人スタッフを、現在の5倍に当たる1300人規模に増やす方針を明らかにした（『朝日新聞』07年2月24日）。

　全国各地の大学が、「大学の顔」として、フクロウやタヌキなどのマスコットキャラクターを相次いで導入している。各大学の教育理念やイメージをキャラクターに重ねて視覚に訴え、高校生・受験予備軍・地域の人々に愛着を持ってもらおうと懸命になっている。すでに２０以上の大学がキャラクターを使っている（『朝日新聞』07年3月3日夕刊）。

　ＪＴＢは、全国各地の大学や自治体と協力して、夏休み中の大学施設を利用した団塊世代向け短期教育プログラム「シニアサマーカレッジ」を開催する。昨夏初めて弘前大学と山口大学で実施したが、好評だったので、今年の夏は香川大学、信州大学、岩手大学など計７大学に増やす（『日本経済新聞』07年3月14日）。

　千葉大学は、すでに全キャンパスで光熱費などをこの1年半で1億円も削減しているが、柏の葉地区で新たにエコキャンパスづくりを進める。キャンパス全体で年内に地球温暖化の原因とされる二酸化炭素の排出量と植物による吸収量を測定し、省エネと植樹によって吸収量が排出量を上回るようにするのが目標（『日本経済新聞』07年4月4日）。

　大学のＰＲが花盛りである。全国ネットのテレビＣＭ，大学のマスコット作り、広告会社を使ったイメージアップ戦略、企業の宣伝部長の引き抜きなど、手段は多様（『読売新聞』07年5月26日）。

　キャンパスは東京駅前！　3月に完成したばかりの高層ビル「サピアタワー」の中層階に、全国14大学が同居。周辺の物件よりもかなり安い「アカデミックディスカウント」と称される大学向けの値引きが功を奏した格好である。社会人向けの授業や就職を控えた在校生の支援の拠点にと、用途はいろいろ（『朝日新聞』07年6月4日）。
　町田市教育委員会は、夏休みを利用して市立小中学校の教職員や教員志望の学生を対象に、玉川大学および桜美林大学と連携した「夏季授業力・教育課題研修会」を開くことになった。全部で47講座が開かれる（『読売新聞』多摩版、07年7月14日）。

　早稲田大学は、現在、約2400人の留学生を受け入れ、約1000人を海外に送り出しているが、5年以内に、8000人を外国人留学生として受け入れ、8000人を海外に送り出す方針を明らかにした（『朝日新聞』07年10月18日）。

　市場化と民主化の進展に合わせた法制度の整備が進むアジア諸国で、日本の大学が現地の大学と連携し、法制度の研究や法曹人材の育成を進める動きが活発化している。名古屋大学が日本政府の補助で設置した「日本法教育研究センター」は一つの拠点になっている（『読売新聞』07年10月26日）。

　東京大学は、米エール大学に、日本学のための研究室を開設した。東大から研究者3名が常駐する。海外研究拠点としては、最大規模となる（『毎日新聞』07年11月4日）。

　学校法人慶応義塾は、横浜に、小中一貫校を設ける。早稲田大学や関西学院大学なども、小学生からの囲い込み戦略を進めており、ほかの私学にも影響を与えそうだ（『日本経済新聞』07年11月9日）。

　東洋大学は、全国の自治体を対象にした地域再生支援事業を始める。自治体と民間企業が協力して、街づくりや公共サービスを提供する準備段階で、東洋大学が事業調査および助言を行う。支援事業の窓口になるのは、同大学大学院経済学研究科公民連携専攻。各地の自治体に「大使、実施事業の募集を始めた（『日本経済新聞』07年11月13日）。

【新学部などの創設】

国士舘大学が02年度から「21世紀アジア学部」を新設する。1学年400名のうち、80名が海外からの留学生で占められる（『朝日新聞』01年12月24日・広告）。

フィリピンのミンダナオ島で植林や保健医療活動を行っているNGO「日本フィリピンボランティア協会」が同島のダバオに「ミンダナオ国際大学」の設立準備を進めている。貧困問題に取り組む人材育成が目的。敷地はダバオの日系人会が提供し、建設資金は、ダバオで生まれ育った葬祭業の内田達男さんが約6000万円を提供。02年6月の開学の予定（『読売新聞』02年1月7日夕刊）。

早稲田大学は、02年4月に「国際教養学部」の新設認可を申請する。定員は約600人で、その3割程度を留学生で充当する。日本人学生は原則として1年間の海外留学を義務づける。留学生は、56ケ国321校にのぼる海外提携校を中心に募る。外国語の授業を徹底するのが目的（『朝日新聞』02年1月26日）。

　国内には6000以上のNPO（非営利組織）があるが、その実務に明るい人材を育成しようと、専門コースや学科を新設する大学や大学院が増えている。この4月から2年間のMBA（経営学修士）を開設した立教大学、来春をメドに類似のコースを設ける早稲田大学、この春に「公共経済学科」を新設する明治大学の例が紹介されている（『日本経済新聞』02年3月27日夕刊）。

埼玉県志木市は、来年度から「市立大学校」（仮称）を開講することになった。人間社会学部、経済職業学部、郷土教育学部の三つの学部を作り、公民館などを会場に、週1－2回、土曜日や日曜日に授業を行う。市内に住む企業の幹部やジャーナリストなどを講師に招き、無報酬で講義をしてもらう予定になっている（『朝日新聞』西埼玉版、02年4月4日）。

缶酎ハイで知られている宝ホールディングカンパニー（旧宝酒造）の子会社であるタカラバイオが、京都市の学校法人と組み、来春の開校をめざして、滋賀県長浜市に「長浜バイオ大学」（仮称）の建設を進めている。開設されれば、日本初の生命工学の単科大学となる（『朝日新聞』02年5月3日）。

　産業界との連携を強めている埼玉県行田市のものつくり大学は、8月に県内の企業との懇談会を設置。9月に、板金機械大手のアマダが寄付講座を開設。トヨタ自動車など大手企業が6月に、支援組織である「ものつくり大学教育研究推進連絡協議会」を発足させている（『日本経済新聞』02年7月18日）。

京都造形大学は、産業界との連携組織である「京都文芸復興倶楽部」を設立した。多業種にわたる地元の中小企業のほか、自治体や寺も入会（『日本経済新聞』02年7月19日夕刊）。

　企業などが運営費用を大学に提供する「寄付講座」が年々増加している。日本私立大学連盟の調査では、加盟大学の約3割が寄付講座を開設している。寄付講座では、教授が企業の研究を引き受け、その内容を講義する。他方、各社がその成果を優先的に利用できたり、顧客を開拓したり、大学側との人的交流を増進したりといった具合に、企業側のメリットもある（『日本経済新聞』02年7月21日）。

東京大学は、来春、学内に知的財産本部を新設する。約4000人いる教官らが取得した特許を一元的に管理するためである。国立大学教官が国費で研究開発して生まれた特許の帰属は、これまでの研究者もしくは国に代わって、独立法人化を契機に各大学へ移る見通しであるが、そうした流れに対する対応策となっている（『日本経済新聞』02年7月26日夕刊）。

一部の私立短大で、来年度から「地域総合科学科」が設けられる。それは、短期大学基準協会から一定の特色を備えているとして、適格認定を受けた新しいタイプの学科の総称。設置される学科の名称はさまざまであるが、専攻分野だけを学ぶ従来の履修方式とは違い、多様な科目を学べ、資格取得や生活に役立つ授業を掲げて、社会人学生を積極的に受け入れる点で共通している。背景には、保育・乳児教育・看護・保健といった就職に直結する学科の人気が高いという事情がある（『読売新聞』02年10月21日）。

早稲田大学は、04年度から国際教養学部を新設する。定員の3－4割を留学生とし、外国語教育を徹底したり、一年間の海外留学を必修にしたりする。また、「一人ひとりの学生の指導が徹底できない」といった現状を改善するために、03年度から政治経済、法、教育、04年度からは第一文、商の各学部の入学定員を1－3割削減し、1000人未満にする（『日本経済新聞』03年1月22日）。

04年度からスタートする早稲田大学国際教養学部の専任教員の公募数20名前後に対して、47ケ国から935人の応募者が集まる。海外からの応募が4割強を占めた。英語で講義できることが条件（『朝日新聞』03年4月17日）。

20年間に渡り、犯罪被害者学の研究や支援を行ってきた常盤大学（水戸市）は、来月1月に、世界の犯罪被害の調査研究や被害者支援の専門家を養成する「国際被害者学研究所」を日本で最初に開設する（『読売新聞』03年9月27日）。

電通が、北京大学、復旦大学など、中国の6つの大学、中国広告協会と共同で、広告とコミュニケーションを教える大学「広告・伝播学院」を来年1月に北京で開設する。中国は、今年の9月に外資による大学の設立を認めたばかりで、今回が、初の外資導入による大学の設置となる。社会人向けの広告講座などを手がけた後、4年目から4年制大学として学生を募集する予定（『毎日新聞』03年11月27日、『朝日新聞』03年11月27日）。

　東京大学は、アニメやゲームなどを総合的に創造し、世界で勝負できるプロデューサーを育成しようと、今秋、教育プログラムを立ち上げる。将来的には、学科設置などの構想もある。対象は3年次以上、数人程度の少数精鋭主義で、2年間コースを標準とする（『朝日新聞』04年3月6日夕刊）。

　公立大学法人の第一号となる国際教養大学が誕生する。秋田県が設立し、かつてのミネソタ州立大学秋田校の校舎をそっくり引き継ぐ。「英語で授業」「教員の6割が外国籍」「1年以上の海外留学を義務付ける」などが特色。定員60人に対して、934人が受験。競争率15倍となった（『朝日新聞』04年3月16日）。

　政府は、「観光立国構想」の一環として、国立大学への観光学部・学科の設置を促進する方針を決めた。自治体や民間企業で観光戦略立案を担う人材を育成し、観光産業を活性化させるねらい。早ければ、琉球大学が来年度にも、国立大学で初めてのケースとなる観光学科を設置する方針（『読売新聞』04年4月26日）。

　情報技術系の人材を養成するデジタル・ハイウッドは、株式会社が学校を設立できる構造改革特区制度を活用して、4月に大学院を創設させたが、今度は、同じ制度を利用して「デジタル・ハイウッド大学」を作るための申請を行う。授業の大半を英語で進め、留学制度を充実させる。CG制作やプログラミング技術を教える（『日本経済新聞』04年5月27日）。

　早稲田大学とオリンパスは、シンガポールに脳の機能解明をめざす「早稲田・オリンパスバイオサイエンス研究所」を共同で開設した（『朝日新聞』04年7月15日）。

　立教大学は、映像の作り手などを養成する「現代心理学部映像身体学科」などを来春新設する（『日本経済新聞』05年3月4日、『朝日新聞』05年3月4日）。
　多摩大学は、来年度に、新学科「マネジメントデザイン学科」を設置する。想像力と思考力に重点をおき、NPOや企業のリ－ダー育成をめざす（『朝日新聞』多摩版、05年5月13日）。

　「国際教養」を掲げる大学や学部が相次いで誕生している（『日本経済新聞』06年2月20日）。

　現在申請中の多摩大学の新学部「グローバルスタディーズ学部」では、①すべての授業を英語で行うこと、②教授陣を世界からの公募で決めたこと、③カリキュラムでは、日本文明やリベラルアーツに力を入れること、④教授陣のレベルを高めるために、イギリスのオックスフォード大学学際地域研究所と研究提携プロジェクトを組むことなどを特色としている（『日本経済新聞』06年7月3日）。　
　首都大学東京は、08年度をめどに、「観光・ツーリズムコース」（仮称）を新設する。観光学専門の課程は私立大学ではあるものの、国立大学ではめずらしい（『日本経済新聞』06年7月6日）。

　大学設置・学校法人審議会は、来春新たに私立大学11校の新設を認可するように文部科学大臣に答申した。これで国公私立あわせた大学数は755校となる。注目すべきは、キャンパスなしで、インターネットだけですべての授業を行うサイバー大学が認められたことである（『日本経済新聞』06年11月28日、『毎日新聞』06年11月28日、『読売新聞』06年11月28日）。　

　首都大学東京は、08年度に開設する観光関連コースの概要を発表した。ホテル・旅行業で即戦力になるだけではなく、国や自治体で観光政策やまちづくりを担える人材育成をめざす。都市環境学部の3－4年次に、定員30人の「自然・文化ツーリズムコース」を設け、大学院では、都市環境科学研究科に博士前期20人と博士後期9人の定員を設ける（『日本経済新聞』06年12月20日）。

まるで「専門学校」だという批判もあるものの、コンピュータゲームについて考える大学・大学院が増えている。今春には2ケタに達する。その多くは、ゲーム業界で働ける人材の育成に重点をおいている（『朝日新聞』07年1月15日夕刊）。

桜美林大学は、今春、学部間の垣根を取り払い、総合的に学問を学べる「リベラルアーツ（教養教育）学群」を新設した。理数系の科目を大幅に増やしているのが特徴（『読売新聞』多摩版、07年6月29日）。

自動車や電機産業など、「ものつくり」に関わるタイ人技術者を育成する4年制大学「泰日工業大学」がバンコク市内で開所式を迎えた（『朝日新聞』07年7月28日）。
立教大学は、来年度、団塊の世代向けにビジネスなどを学べる専門講座を開設する。名称は、「立教セカンドステージ大学」。ゼミに参加したり、履歴書に書きこめる「履修証明」を出したりと、最長2年間受講できる本格的な講座とする（『日本経済新聞』07年10月30日）。

マンガやアニメを教える大学、大学院が来春、相次いで誕生する。学習院大学は、大学院にマンガや映像の文化的意味を考える専攻を設ける。東京芸術大学も、大学院にアニメ専攻を加える予定（『朝日新聞』07年11月18日）。

【ITの活用】

学生たちがパソコンの画面を通じて他大学の講義を受ける「オンライン大学」の実験が、国立と私立16校を舞台に、95年の夏から2年間かけて開始される（『毎日新聞』95年3月12日）。

私大では全国初の通信制のみの「人間総合科学大学」が、00年度から開講。時間や場所に拘束されずにテキスト学習ができるほか、インターネットのホームページで、教授や学友とリアルタイムで交流できる「バーチャル・キャンパス」が開設。幅広い年齢層から願書が来ている（『朝日新聞』西埼玉版、00年3月21日）。

慶応大学が、卒業生27万人に電子メールの「生涯アドレス」を配布（『朝日新聞』00年10月24日）。

　慶応大学が、社会人を対象にしたビジネススクールで、インターネットとテレビ電話を利用して、全国どこでも受講できる「遠隔授業」を01年5月から開始する。さらに、04年からは、MBAの資格を取るのに必要な2年間の課程のうち、1年分は「遠隔授業」で単位を取得できるようにする予定（『朝日新聞』01年2月16日）。

早稲田大学は、00年秋に松下グループと共同で設立した新会社をベースとして、英語会話産業に進出。文学部を中心に取り組んでいる双方向の外国語遠隔授業を、03年をメドに、各家庭に配信する計画（『朝日新聞』01年3月16日）。

国立大学と文部科学省関係の計11研究機関を結ぶ「世界最速」の学術情報ネットワーク「スーパーSINET（サイネット）」が完成し、国立情報学研究所で開通式があった。光だけを使った次世代インターネットの技術を使うので、従来型と比べ、16倍の速さになる（『朝日新聞』02年1月10日）。

衛星回線を使って、ミャンマー、ラオス、インドネシア、タイの6つの大学でコンピュータを学ぶ学生に対し、日本から授業を発信する「アジアインターネット大学」が開校した。村井純慶応大学教授のグループと、教育振興NPOのアジアＳＥＥＤが中心となって進めていく。当面はインターネット技術の講義が週2コマ、3時間行われる。北陸先端科学技術大学院大学の教授陣が英語で講義する（『朝日新聞』02年2月16日）。

電子・電機産業の業界団体である電子情報技術産業協会（JEITA）は、新年度から、東京大学、東京工業大学、早稲田大学に「IT最前線」と名づけた新講座を開設し、傘下の大手電機メーカーの技術者を講師として派遣し、実践的なIT教育をスタートさせる（『読売新聞』02年3月18日夕刊）。

産学連携の強化に取り組んでいる経済広報センターは、文部科学省と協力し、産業界トップや研究者が大都市圏などで実施している講義を、通信衛星やインターネットなどを利用して地方の大学に発信するシステムを開発した。「産学バーチャルユニバーシティーコンソーシアム」という新組織がその運営に当たる。今年度は8大学の参加であるが、将来的には100大学に広げたいという考えである（『日本経済新聞』02年4月22日夕刊）。

東京工業大学は、タイの国際大学院大学、アジア工科大学と、5月中旬から衛星を使って正規の授業を配信することで合意した。受講を終えれば、単位としても認定する。来年度は、フィリピンの大学にも授業を配信する計画もある。将来的には、アジアの主要な工科大学を結んだ連携大学院に発展させ、単位互換などの仕組みを作ることが構想されている（『日本経済新聞』02年5月1日）。

九州電力、早稲田大学、ベンチャーキャピタルのドリームズ・カム・トゥルーなどが、共同で新会社「伍福星ネットワーク」を設立した。今秋を目途に、福岡市で中国語のインターネット放送事業を始める。日本企業の中国進出急増で、日中間の情報交流需要が高まっているのを背景に、産学連携で中国向けに日本のニュースや教育・文化情報の提供を手がける（『日本経済新聞』02年5月1日）。

　大阪大学は、タイのマヒドン大学やチュラロンコン大学と組み、インターネットを利用して、学生に講義を聴かせる「サイバー大学」を11月に開講すると発表した。二つの大学における理学部の学生約100人が週一回、阪大教官約15人による英語によるネット講義を受講する。バイオテクノロジーの科目が対象（『日本経済新聞』02年5月9日）。

　早稲田大学とNTTコムウェアは、大学のIT化を実現するための産学連携組織を発足させたと発表。インターネットを利用し、海外の大学との間で、遠隔授業や共同ゼミが実現できる各種システムを開発する（『日本経済新聞』02年5月10日）。

クレジットカード大手の三井住友カードは、京都外国語大学の学生証作成を請負、「VISAカード」と一体化した。大学にとっては、手間のかかる学生証の発行業務を外注化できるのが採用の決め手となり、留学する学生にとっては、海外などでの支払手段と身分証明書が兼用できる。学生にクレジットは心配という声に配慮して、分割払いやキャッシング（現金借り入れ）機能が外されている。本人が断らない限り、卒業後は、制限のない一般カードに移行する。「他社の色に染まる前に、若い顧客を囲い込む」計算がある。また、教室に設置した読み取り機に軽く当てれば、出欠が記録できるシステムで売り込むのは、通信機大手でICカード式公衆電話の製造元である田村製作所などである。白鴎大学は、昨年9月からこの出欠記録システムを稼動させている。青山学院大学も、今年度からIC学生証に切り替え、まもなく試験運用を始める（『朝日新聞』02年5月16日）。

北米を中心に1000以上の大学で採用されている講義支援管理システム「ジャンザバー」が日本でも導入され始めた。この4月から東京農工大で使用され、東海大学工学部や創価大学でも導入が検討されている。講義の日程や講義内容の最新情報をネットで学生に伝え、予習、復習を効率的にできるようになるほか、リポートの提出などにも活用できる。通信教育システムとしても活用できる。パッケージになったソフトの価格は500－1500万円（『毎日新聞』02年5月19日）。

日本の大学や研究機関の研究成果・PRなど映像ソフトを、NHK国際放送の衛星波を使って24時間世界に発信する「国際教育チャンネル」が8月1日に試験稼働を行う。このチャンネルは、文部科学省メディア教育開発センター（NIME）などが運営し、名称は「NIMEワールド」。世界195ケ国の主要都市のケーブルテレビで視聴でき、インターネットを通しても配信する。各作品は8分間で、ジャンルとしては大学の連続講座、学会、研究会などの記録映像なども想定されている。第一次計画では200時間分のプログラムを募集。そのうち約40時間分について、NIMEは「ふるって参加を」と呼びかけている（『日本経済新聞』02年7月23日）。

インターネットを使った授業など、国内外の大学による国境を越えた教育サービスが本格化するなか、文部科学省は、来年度からこうした大学の「質」の国際比較に乗り出す。手軽に学位がとれることをうたう海外の大学などの評価情報を集める一方で、日本の大学がアジアなどに進出する際には、第三者による評価情報を提供できるようにするなど、こうした情報の国際的な流通システムづくりをめざす。

海外の大学が日本に進出する場合、「大学」ではなく、「各種学校」扱いになるが、インターネットを通じて対面授業と同じ内容の教育サービスを提供する「ｅラーニング」には国境がなく、学位授与をうたう海外の学校もある。現時点では、文科省も、そうした教育サービスの実態を十分には把握していないことが、上述の措置の理由（『日本経済新聞』02年8月20日）。

研究助成団体の慶応工学会と慶応大学は、一般家庭やオフィスに超高速光通信ネットワークを普及させる「ギガハウスタウン計画」を不動産や情報通信関連企業13社・グループと組んで発足させる。遠隔診断や生涯学習サービスを提供する考えで、医学部などで具体案を詰める。今後は、介護、教育、エンターテインメント関連企業にも参加してもらい、提供するコンテンツも増やしていく（『日本経済新聞』02年9月7日）。

　大学の授業は「講義」と称されるように、教員の語り口こそが重要であり、およそ機器類とは無縁であった。ところが、突然出現したIT化のなかで、多くの大学教員はなんだかわからないままの状態にとまどっている。スキルに自信がなく、研修の必要性が浮かび上がっている。そんな姿を彷彿させるのが、メディア教育開発センターが02年2月に大学教員を対象にして実施したアンケート調査である（『日本経済新聞』02年11月9日）。

　中央大学通信教育部は、テレビ会議システムを利用した同時・双方向の遠隔授業をスタートさせた。衛星放送やインターネットなどを使った一方通行の遠隔授業は一部の大学で始まっているが、遠隔地にいる学生の声をリアルタイムで聞くことができる双方向型を導入するのは、全国の通信制大学で初めてのケースになる（『読売新聞』02年12月22日）。

　信州大学工学部は、通学が困難な社会人を対象にインターネットで授業を行う「インターネット授業」を来年度から行う。情報工学科の3年生に編入する社会人を試験で選抜し、来春から始まるネット授業で必要単位などを取得すれば、学位が与えられる。すでに昨年4月から始めていた大学院での試みが、今回学部に広げられた（『日本経済新聞』03年4月11日）。

　インターネットなどを使った遠隔授業システム「ｅラーニング（電子学習）」を企業や教育機関が導入する動きが広まっている。ｅラーニングでは、テレビ会議のように教師と生徒をパソコンで結んで授業が行われる。受講生が同じ場所に集まる必要がないことから、交通費などの経費を節約でき、受講者が学習の到達度に合わせてカリキュラムを選べる長所がある。NTTコミュニケーションズは、通信環境の整備から番組制作、講師派遣など、ｅラーニングの総合サービスを01年夏からスタートさせている。当初は企業の研修用が多かったが、今年度から海外の日本人学校を結ぶ補習授業にも利用されている。一方、生涯教育に力をいれている大学もｅラーニングの活用に積極的に取り組んでいる。早稲田大学は、横河電機と共同出資で、早大ラーニングスクエアを設立した。00年秋からブロードバンド技術や衛星放送回線を使って、英語や経営学など大学の講座を各地の文化センターなどに配信するサービスを行っている（『読売新聞』03年5月19日）。

　文部科学省は、学校でITを効果的に活用できるように、教師向けのサイト「IT教育実践ナビ」を開設した。サイトでは、教科ごとの効果的なＩＴ活用例や役立つソフトなどの情報が得られる。実際の授業も、動画で見られる。

アドレスは、http://www.nicer.go.jp/itnavi/  である（『読売新聞』03年6月2日）。

　多摩大学の図書館は、今春から、インターネットを使ったユニークなサービスを始めている。パソコンさえあれば、自宅からでも貸し出し中の本の予約を入れられるだけではなく、自分の気になるジャンルを登録しておけば、その分野の本が配本されると、メールで教えてくれる。導入2ケ月で、貸し出し数が2割以上増加するなど、着実に成果を上げている。丸善が開発した「CARIN（かりん）」というこのシステムでは、そのほかにも、雑誌の検索も可能になり、過去に自分が検索した結果を残しておくこともできる。ちなみに、同大学では、2年前から全新入生にノート型パソコンを持たせている（『読売新聞』多摩版、03年6月16日）。

　

　東京都立科学技術大学は、富士通グループや河合塾と共同で、情報技術（IT）の即戦力を育成する国内初の大学教育カリキュラムを開発し、10月から授業をスタートさせる。講義は、「ITプロジェクト演習」（仮称）と名づけ、教授1人と学生数人でチームを作り、納期や文書管理などの役割を決めてソフトウエアの開発から完成に至るまでの過程を習得する。講義の終了後も学んだ知識を定着させるために、自宅などで学生同士がパソコンを通じて復習できる「ｅラーニングシステム」が作られている（『日本経済新聞』03年6月20日）。

　キーボード入力の速さと正確さを競う「第3回毎日パソコン入力コンテスト」の受付が開始される。なかには、この「毎日パソ」を念頭において、関東学園大学のように、学内でキャンパス大会を行っているところもある（『毎日新聞』03年6月23日）。

　大学の講義中に、学生が「ここが大切だ」と思った場面で、携帯電話に「重要」と記録しておくと、あとでその場面の映像をパソコンで簡単に見返せるシステムを、立教大学が今年度から試験的に導入する。インターネット技術を授業などに活用する立大の「バーチャル・キャンパス」事業の一環。このシステムは、東京ガスの子会社「ティージー情報ネットワーク」が開発し、立大に初めて導入したもの（『読売新聞』03年7月13日）。

　日本レコード協会は、全国の約1200大学・短大に対して、インターネット網を利用した音楽や映像の違法コピーのやりとりが増え、著作権が侵害されているとして、対策の強化を求める要望書を送った。ネットにつないだパソコン同士で音楽や映像を公開・複製する「ファイル交換ソフト」を利用した不正行為が増え、大学内のLANも違法コピーの温床になっている。今年1月の時点での同ソフトの利用者（経験者を含む）は、185万人で、前年から約40万人増加している（『朝日新聞』03年11月27日）。

　東京都の多摩地区で、大学を核とした情報ネットワークづくりが始まる。無線ネットを使って学生や住民の在宅受講をしやすくするなど、大学と地域の交流を促進しようという試みである。多摩地区の産学官連携組織である「学術、文化、産業ネットワーク多摩」が中央大学を拠点に実証実験を開始させる（『日本経済新聞』04年1月29日）。
　日本の学生や社会人の情報技術教育を強化するため、大学や企業の研修部門による非営利の認定組織「実務能力認定機構」が発足した。新機構を設立するのは約25の大学･企業で、事務局は早稲田大学ＩＴ教育研究所内に置かれる。各大学や企業のIT講座の内容を評価して一覧表にまとめ、学生や社会人に複数の講座を取捨選択して受講できるようにする（『日本経済新聞』04年2月23日）。

　IT教育や技術者の育成などで知られている稚内北星学園大学は、4月からIT産業などで働く社会人を対象とした「東京サテライト校」を新設する。学生は、同大学情報メディア学部の三年次に編入する形になる。国の大学設置基準改正で、授業が校舎や付属施設以外の場所でも行えるようになったことから、サテライト校でも本校なみの教育を実践する（『毎日新聞』04年2月24日）。

　東京工科大学メディア学部の学生3人が幼児向けに作ったｅラーニングのホームページが話題を読んでいる。昨年11月の公開以来、約3000件のアクセスがあり、ヤフーのホームページの幼児教育欄でも大学付属の研究施設などと並んで紹介された。題して、「インターネット☆ようちえん」。アニメが多用され、工夫がこらされている（『読売新聞』多摩版、04年3月12日）。

　早稲田大学と慶応大学の呼びかけに応じて、17の大学・教育機関がインターネット経由で、学生が他校の授業を自由に受けられるサービスを始める。遠隔授業「オンデマンド授業」と呼ばれ、来年4月に専門組織「オンデマンド授業流通フォーラム」を設立。学生は、遠隔地にある学校の授業を自校でも自宅でも受講できるし、好きなときに何度でも繰り返し受講が可能。有料配信なので、大学側としても新たな収入源となる。大学側は、原則として単位と認める方針だ。フォーラム設立時には、50校前後の参加をめざしている（『日本経済新聞』04年5月1日）。

　オンライン会議を活用した早稲田大学教育学部の異文化交流ゼミ。外国の大学生とお互いの国を紹介しあい、リアルタイムで議論を交わす。ネットを活用すれば、国内にいながら海外の大学の授業を受けたり、国際資格を取得したりできる。そんな環境が徐々に整備されつつある（『朝日新聞』04年5月17日夕刊）。

　三鷹市と周辺の13の大学・教育機関や企業をつなぐ「三鷹ネットワーク大学」の設立に向けて、開設協議会が設立された。市民生活に役立つ技術や仕組みを開発したり、市民に高度な学びの場を提供したり、地域の活性化につなげるのが目的。来年夏にJR三鷹駅前の新築ビルなどで本格開講する（『朝日新聞』04年6月8日）。

　明治大学情報コミュニケーション学部の川島高峰助教授は、携帯電話のインターネット機能を活用した講義を行っている。同助教授が作った携帯サイトに学生がアクセスし、番号を選ぶと、自動的に集計される。数十秒後に、教壇のスクリーンに結果がグラフで表示される。そんな仕組みになっている（『朝日新聞』04年6月16日夕刊）。

　東京都杉並区と区内の5つ大学・短大の図書館が提携することになった。8月2日から区民や各学校の関係者は、加盟大学・短大の専門的な書籍や雑誌を借りたり、司書に相談したりすることができるようになる、協定を結んだのは、女子美術大学、高千穂大学、明治大学、東京立正女子短大、立教女学院短大の図書館と、同区立の11の図書館（『日本経済新聞』04年7月27日、『朝日新聞』04年7月27日夕刊）。

　日本IBMは、大学など教育機関向けに自社製の応用ソフトや開発ソフトなどの無償提供を始める。特定のソフトや技術の教育に必要な指導要綱なども無料で配布する。新制度「IBMアカデミック･イニシアティブ」では、自社製の応用ソフトや開発ソフトなどを登録教育機関が無料で使える。登録は、IBMのホームページからできる（『日本経済新聞』04年11月21日）。

　早稲田大学は、第三世代の携帯電話を使った中国語学習システムをKDDI研究所の協力を得て開発したと発表。来春オープンする教育センターの授業などで本格的に導入する。将来的には、英語などでも活用される可能性も（『日本経済新聞』04年12月22日）。
　東海大学は、今年の4月から全卒業生20数万人のうち、希望者を対象にして「生涯メールアドレス」の発行を始める。そこに届いたメールをあらかじめ登録された会社などに転送する仕組み。転職などでアドレスが変わっても転送先を変更できる。また、相手が普段使っているアドレスに届く。事実上無料で、卒業生に対して頻繁に情報発信ができること、郵送よりもコストが安いことがメリット。早稲田大学でも無料で発行している（『日本経済新聞』05年1月25日夕刊）。

　青森大学は、新年度からすべての授業の出欠を、携帯電話を使って確認するシステムを導入する。学生の「代返」を封じるともに、出欠簿を入力する講師陣の手間を省くのがねらい。新しいシステムでは、講義中、教員の指示があった時点で、出席している学生が1分前後に携帯電話から大学の専用サイトにアクセスする。教員がその場で告げる数字を入力すれば、出席が記録される。携帯電話を持っていない学生は、個別に名前を告げる（『朝日新聞』05年2月6日、『日本経済新聞』05年2月9日）。

　日本IBMは、講義で教員が話した内容をリアルタイムで大きな字幕スクリーンに映し出すシステムを開発した。聴覚に障害がある学生が授業を受けやすくするためで、まずは4月に長野大学が導入する。最新の音声認識ソフトを使っており、言葉の認識率は8～9割ほどだが、教員の話し方の特徴などをあらかじめ登録しておけば、精度は上がる（『朝日新聞』05年3月15日）。

　NTTコミュニケーションズ（NTTコム）は、一橋大学の協力を得て、「国立ユビキタスキャンパス街プロジェクト」を開始した。国立キャンパスなど、同大の学生、教職員、OBが利用する頻度の高い都内の施設で、無線を使いパソコンのネット接続ができるようにする（『日本経済新聞』05年4月13日）。

　各大学の看板授業をいつでも、どこでも、何度でも学べる。インターネットを通じて、さまざまな大学の講義を受講できる授業流通システムを、早慶など、全国の46大学が立ち上げた。各大学が講義の映像やテキストなどをネット上で提供し合い、それぞれの大学の在学生は関心のある授業を受講。所属する大学で、正規の単位として認定される。現在、21科目が開講されており、08年度には100大学、100科目の設置を予定。インターネットにさえ接続できれば、自分の都合のいい時や場所を選んで受講できる「オンデマンド型」。現在、1カ月間の体験授業（無料）を受付けている。詳細は、「オンデマンド授業流通フォーラム」のウェブサイト（http://www.folc.jp）まで（『朝日新聞』05年5月8日、『日本経済新聞』05年5月16日）。

　東京大学、大阪大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学、慶応大学の6つの大学は、講義で使う教材をインターネット上で無料公開する共同事業をスタートさせる。そのベースは、02年から教材のネット上での公開を無料で進めているアメリカのマサチューセッツ工科大学の事例。幅広い分野の126講座の要旨や図などを日本語と英語で提供。6つの大学が共同で設立した｢日本オープンコースウエア連絡会｣のホームページ（http://www.jocw.jp/）から閲覧できる（『日本経済新聞』05年5月14日、『読売新聞』05年5月20日）。

　千葉工業大学では、手のひらの静脈パターンで本人確認をする富士通の技術を使って、「静脈認証IC学生証」を発行し、7月から成績情報などを専用端末から取り出すシステムが始動する。講義の出欠に用いるかどうかは検討中とか（『朝日新聞』05年6月23日）。

　三菱総合研究所と大手予備校の河合塾は、国内大学･大学院のIT（情報技術）技術者教育の格付けを初めて取りまとめた（『日本経済新聞』05年6月25日）。

　早稲田大学と富士通は、IT技術を生かして、中国語教材の共同開発を始める。中国語を学ぶ学生が01年度の約1万5000人から05年度の約2万人に増えたことを背景に、発音などを手軽に学べる教材をめざす（『朝日新聞』06年3月10日）。

　東京大学は、一部の授業をアップルコンピュータのデジタル携帯音楽プレイヤー「iPod」向けに無料で配信する。講義は、アップルの音楽配信サービス「ｉTunes・ニュージック・ストア」を通じ、動画機能付きのiPodにダウンロードできる。東大のウェブサイトでも12日から見られるようにする（『朝日新聞』06年4月16日）。

　損保ジャパンは、インターネットの掲示板に児童・生徒へ危害を加える脅迫文が書き込まれるなどした場合、学校が行う防犯対策費用を補償する業界初の保険商品の取扱いを行うことを発表した（『読売新聞』06年5月5日）。

　NECは、アップルコンピュータのデジタル携帯音楽プレイヤー「iPod」に学生が授業の動画などを保存し、時間と場所を選ばず「受講」できる教育用システムを5月末に発売する。講義の動画などを学生がダウンロードすれば学校側に通知され、「出欠」状況が管理できる仕組みだ。システムの価格は470万円（『読売新聞』06年5月5日）。

東京大学、京都大学、東京工業大学、大阪大学、早稲田大学、慶応大学の6大学は、講義ノートや教材などの「講義情報」をインターネットで公開するプロジェクトを開始した。公開されるのは、各大学とも10～20科目（コース）からスタートさせ、順次、増やしていく予定。そのための組織として「日本OCW連絡会」が発足した。公開科目などの情報は、同連絡会のＨＰ（http://www.jocw.jp/）から各大学のOCWサイトへ（『朝日新聞』06年5月17日夕刊）。

　科学研究のキーワードを入力すると、関係する大学の研究情報が一度に検索できる検索サイト（http://e-seeds.jp）を文部科学省が開設し、7月から本格的な運用を始めた。登録情報はのべ5万テーマをめざしている（『朝日新聞』06年7月4日）。

　NTTコミュニケーションズ（NTTコム）、早稲田セミナー、東京リーガルマインドなど、予備校7校が光ファイバーを使って、講義映像を大学や高校に送るシステムの共同実験を行っている。これまでの衛星放送による配信と比べ、コストは半分ですむという（『朝日新聞』06年8月30日）。

　河合塾は、来春、インターネットを使った遠隔教育事業に本格参入する。NTT西日本と共同開発したシステムを活用し、大学受験用の講義映像をブロードバンド（高速大容量）回線で配信する。講義内容を補足する専門サイトへのリンク機能も設け、受講生の理解度に合わせて学習を支援する。受講生は、分からないポイントがあれば、途中で停止し、内容をさらに説明する専用サイトを随時閲覧できる仕組みになっている（『日本経済新聞』06年9月29日）。

　すべての講義をインターネットで行う日本初の4年制の通信制大学「サイバー大学」が来春、開校となる。定員1300名。エジプト考古学者の吉村作治氏が学長兼世界遺産学部長に就任する。経営主体はソフトバンクの子会社。構造改革特区制度を利用した株式会社立の大学としては7校目に当たる。学生は、音声動画付きであらかじめ収録された講義と資料などをパソコンで見て学習する。受講状況は、毎回実施する小テストを受けたかどうかで確認する（『朝日新聞』06年11月28日）。

　法政大学は、07年4月から工学部および新設のデザイン工学部の学生と大学院生全員（およそ5000名）に、50万円相当の最新型ノートブックパソコンを無料貸与する（『日本経済新聞』06年12月29日）。

　ITに強いということで、公立はこだて未来大学の知名度が上昇している（『朝日新聞』07年1月9日夕刊）。

　電子認証サービスの日本ベリサインは、学生の出欠管理など、大学向けのサービスを始める。ICチップ入りの学生証により、大学は教室や図書館など、学内諸施設への入退室管理が可能となる（『日本経済新聞』07年1月16日）。

　米グーグルは、日本大学に無料の情報共有ソフトを提供する契約を結んだ。4月から同大学の学生3万人に同社のメール、スケジュール管理、文章作成ソフトなどを、インターネットを通じて提供する。将来的には、卒業生を含めた五十万人に提供する予定。費用削減につながるため、他大学にも同様の動きが広がる可能性がある（『日本経済新聞』07年4月3日、『朝日新聞』07年4月8日）。

　ＩＴ総合学部と世界遺産学部を有するサイバー大学（定員はそれぞれ600人）が、1期生516人でスタートした。すべての講義を録画して配信するオンデマンド方式にし、ネットにつながったパソコンさえあれば、時間と場所を問わない。その半面、ネット上の掲示板に質問や意見を書いても返答はすぐにはない。毎日、定時に質問をチェックして回答するからである。通信制大学は自学自習が基本であるため、卒業率は2割以下と言われている。サイバー大学では、「メンター」というスタッフを置き、助言したり、励ましのメールを送ったりする予定。ほかにも、ネット講義を取り入れる大学は増えているが、「ある程度学校生活を楽しみたかった」といた声も（『朝日新聞』07年5月12日）。

　大学や短大でインターネットを利用した講義、授業が広がっている。ネット遠隔授業を実施した学部・研究科の割合は、06年度で16.5％。02年度の2.4倍になっている（『日本経済新聞』07年6月20日）。

　ネットを利用した通信教育課程としては全国初のｅスクールとなる、早稲田大学人間科学部の通信教育課程「ｅスクール」から、今春初めての卒業生53人が巣立った。学生数は700人で、30～40代の社会人が多い。通常の通信教育では、全課程修了者の比率は数％と言われているが、ここでは4割に達した。そのためには、さまざまな工夫が施されている（『毎日新聞』07年6月25日）。

　マイクロソフトは、9月から日本体育大学や杏林大学に無料でメールなどを使えるサービスを提供する。一方の、グーグルも、日本大学に無料提供する。大学側はシステムの維持費を軽減し、マイクロソフトなどは卒業生を含め多数の関係者をネット広告の対象として取り込むことができる。メールなど、従来運営費だけで数千万円かかっていたサービスを無料で提供できるのは、ネット広告による収益を期待しているためである。両者とも、学生がサービスを利用する場合、広告を表示しないが、学生時代から自社サービスに親しんでもらい、卒業後も引き続き使ってもらうのが狙いだ（『日本経済新聞』07年7月9日）。　

　
　神奈川工科大学は、06年度に「モバイル学生証」を導入。学生たちは、教室の入り口で、携帯電話を取り出して、読み取り機にかざす。「ピッ」と音がすれば、持ち主の出席が登録される仕組みだ（『朝日新聞』07年7月15日）。

　大学の「知」がインターネットを通して一般に公開され始めている。従来はその大学に所属する学生しか受けられなかった講義の教材や映像にアクセスできるほか、講演の映像や音声の配信も進んでいる。高校生や社会人の大学選びにも役立ちそうである。公開しているサイトとして、東大、東工大、京大、慶応大学湘南藤沢キャンパスなどがある。取りまとめ役の日本オープンコースウェア・コンソーシアム（ＪＯＣW）のサイトで参加大学がわかる。公開が進むのは講義だけではない。米グーグルは、大学図書館などの蔵書の全文をネットで検索可能にする「ブック検索図書館プロジェクト」を進めている（『日本経済新聞』07年9月20日夕刊）。
　昨年12月にオープンした、学校に関する最新情報を紹介するサイトが「アサヒ・コム学校最新情報」である（http://www.asahi.com./edu/egm/）（『朝日新聞』08年2月9日夕刊）。

大学の授業をインターネットで無料公開する活動が広がっている。講義の簡単な概要、配布資料、講義風景のビデオなどが公開されている。日本でも、05年に、東京大学など、6大学が連絡会議を発足させ、翌年4月に推進団体「日本オープンコースウエア・コンソーシアム」ができた。加盟校は１７大学に増え、公開された講義は700コースを超えている（『読売新聞』08年3月5日）。
ＪＲ東日本は、大学や企業と協力して、学生証や社員証を発行する。第一弾として、今秋、明治大学の学生約３万人全員に「スイカ付き学生証」を初めて交付する（『読売新聞』08年3月5日）。

【ベンチャー企業の育成】
最近、学生のアイディアを募集して、事業化に結びつけようとする企業が増えている（三菱電機、ミサワホーム、三菱レイヨンの例が紹介）。さまざまな業種の会社がグループを作って学生のアイディアを募るケースもある。いまや、柔軟思考の学生に対する企業の期待は高まるばかりだ。一方、学生の応募熱も高く、殺到するアイディアに企業側も整理に大わらわ。大手人材派遣会社のテンポラリーセンターが事務局となって運営しているのが、メーカー、商社、保険会社、スーパーなど26社が加わり、共同でアイディアを募集、その事業化を援助するという「ベンチャー・ブレインズ・パートナー」である（『朝日新聞』85年3月16日）。

日商岩井と富士重工が共同出資している会員制フリースペース「カレッジミュージャム」では、3階の学生サークルホールに、100ほどの仕切りを作り、各大学のサークルに月2万円で貸している。隣に、企業に提供されるアンテナショップ的スペースがある。そこで取ったアンケートの成果を企業に還元している。また、「新宿ビプラン」という日本信販のフリースペースにも、一日200300人の学生が集まり、ミーティングに利用している。サークルの支援をしながら、学生たちのアイディアを取り込む機会になっている。そのほか、マツダも学生を組織し、クルマのコメントを中心とした社内向けの定期雑誌『クラブタイム』の編集を依託。また、月5万円のアルバイト料を支払って学生のアイディアを吸収する、三菱電機の「メルブレーンズ」は84年に創設された老舗。学生のアイディアも分析・加工して、企業に売る「ユニバーサル・データ」という会社も紹介されている（『朝日新聞』89年5月30日）。

早稲田大学が、95年度5月から、社会人向けのビジネススクールの一環として、学生向けの起業家養成講座を開設。実践的な連続講座を開設するのは、国内でも初めてのケースになる（『日本経済新聞』94年10月26日）。

最近におけるベンチャービジネス・ブームの特徴は、日本経済の行き詰まりを背景にして、大企業への就職には期待しない学生たちが企業を興す例が増加している点である。パソコンの急速な普及も追い風になっている。さらには、行政や経済界による支援の充実も見逃せない。人材派遣会社パソナとソフトバンクが出資するベンチャー支援会社である「ジェイアイシー」では、月2万5000円の使用料でパソナ本社のオフィスの一部が学生たちを含めたベンチャー経営者に使用されている（『朝日新聞』96年5月18日夕刊）。

学生の柔軟な発想を活用しようと「産学協同」を進めている多摩美術大学立体デザイン科とNECが組んで、96年9月にスタートさせた「産学協同プロジェクト」をベースにして、高齢化社会にむけての提案がまとめられた（『朝日新聞』97年11月28日夕刊）。

　各地で「学生起業家」のブームが起きている。学生アントレプレナー連絡会議によれば、94年以降、全国に約30人の学生起業家が生まれたという。そのほとんどは、インターネットを使ったIT事業。パソコン一台で立ち上げが可能なためである。ただ、ブームの割には新規開業数が伸びていない。会社創設のための資金調達がネックになっているためである（『朝日新聞』99年9月19日）。

　青山学院大学は、起業を考えている学生・卒業生を支援するために、OBのベンチャー経営者、公認会計士、税理士など、約50名からなる「青山ベンチャーネットワーク」を創設（『朝日新聞』01年4月30日）。なお、ベンチャー企業を興せる人材の育成をめざした「起業家養成講座」を開設する大学は増えて、人気を博している（『朝日新聞』00年1月5日夕刊）。

法政大学大学院は、01年度から起業家育成をうたい文句にした講座をスタートさせた。現役の経営者による「アドバイザリー・ボード」と呼ばれる起業応援団が組織された（『朝日新聞』01年5月1日）。

　政府の産業構造改革・雇用対策本部の中間報告において、先端分野での大学の研究開発力や産業振興の役割に着目し、「大学発のベンチャー」を今後3年間で1000社設立し、産業基盤の底上げを図ることなどが盛り込まれている（『朝日新聞』01年6月19日）。

早稲田大学が01年秋から、ベンチャー企業の経営者をめざす学生に格安で最先端のオフィスを提供する「インキュベーション（起業支援）施設」を開設する。そうした目的で学内の施設を提供するのは初めてのケースである。6部屋をそれぞれ6つのブースに分け、将来性があると判断した36社を選んで、10月から入居。業種は問わない。24時間利用可能で、ブロードバンド通信が可能なネットワークを備えた各ブースの利用料は、光熱費込みで月2万円。成否に関わらず2年間は使用できる（『朝日新聞』01年8月30日、『読売新聞』02年7月1日）。

6人ずつの20チーム、書類選考を突破した計120名の学生たちが6泊7日の合宿を共にしながら、情報収集や市場調査などを行い、プランを作成し、それ成果を競うビジネス疑似体験の場となる「学生のためのビジネスコンテスト　ＫＩＮＧ2001」が開催された（『朝日新聞』01年9月11日）。

「産業の空洞化」が進行する昨今、新規企業の創設をいかに行うかが大きな課題になっている。企業独自の製品開発や人材育成もコスト面で限界がある。そこで、産業界では、日本の大学を米国なみの産業拠点にしたいという声が強くなっている。しかし、そうした社会の要請になかなか対応できないという大学側の事情がある。組織的に動きが鈍く、ビジネス感覚もすぐには身につかない。大半を大学で過ごした教員の意識改革も一挙に進まない。産学提携が行われている場合も、個人レベルでの提携に留まっているケースが多い（『朝日新聞』01年12月26日）。

名古屋工業大学は、02年春から企業の新規事業の立ち上げを支援する新しい形態の「インターンシップ」を導入する。企業から新規事業の開発テーマを募り、その関連分野を専攻する学生を半年間企業に派遣する方式が、それである（『日本経済新聞』01年12月24日）。

昨年3月に、山口市の起業支援団体が開いた「公開起業オークション」で、「私に出資して下さい」と訴え、企業経営者から242万円を提供された法政大学2年生の女子学生の奮闘ぶりが紹介されている（『毎日新聞』02年1月9日）。

日本工業大学や早稲田大学が埼玉県内のキャンパスに企業育成施設を整備したり、企業を集積させたりするほか、芝浦工業大学もさいたま新都心に企業のインキュベーション（孵化）拠点を設置する構想を進めている。政府は、大学発ベンチャーを1000社創出する目標を立てており、各大学の孵化をめぐる競争も激しくなってきた（『日本経済新聞』02年1月16日）。

千葉県市川市で、学生の起業を応援する地域住民らの出資で、現役の学生5人が「有限会社学生ネットまちづくり」を発足させた。彼らが開く「ネット・カフェ」の名前は、「カフェうずうず」。中古のパソコンやリサイクル品を利用したため、家賃を除く初期費用がたったの7万円でのスタートとなった（『朝日新聞』02年1月24日）。

大阪女子大学の教職員有志が、卒業生によるスモールオフィス・ホームオフィス（SOHO）企業に投資する基金を設立した。大学当局は関与しないが、教職員有志23人と同窓会の合計24者が出資した金額は300円。第1号案件は、卒業生4人が興した教育出版物企画会社（資本金300万円の有限会社ダブル・ワークス）への出資（『日本経済新聞社』02年2月4日）。

筑波大学と文部科学省による、全国357大学（工業高等専門学校を含む）を対象にした共同調査によれば、01年8月の時点で大学発のベンチャー企業が251社あることが判明した。1年間で、65社増えたことになる。最も多いのは、慶応大学の25社で、龍谷大学の20社、早稲田大学の14社、大阪大学の11社と続く（『日本経済新聞』02年2月20日）。

文部科学省は、大学発ベンチャー育成に向けて、企業の役員や技術顧問を兼務する国立大学の教員が報酬を株式や新株予約権で受け取ることを認める（『日本経済新聞』02年3月30日）。

立命館アジア太平洋大学とベンチャー経営者などでつくる日本ベンチャー協議会は、起業家教育で提携したと発表した。協議会は、毎月複数の経営者を講師に派遣。会員企業の起業の経緯を教材にまとめ、大学は、03年度開校のビジネススクールで利用する。また、アジアを中心に60ケ国以上の留学生の就職や起業を支援する（『日本経済新聞』02年4月23日）。

　若者たちの「起業」に対する熱い視線を受けて、旧校舎の提供・単位認定・出資といった形で、それを支援する各大学の動きが紹介されている（『朝日新聞』02年5月14日）。

　国立大学の教官が相次いで、学内でベンチャー企業を創業する。まず、名古屋大学、東京工業大学、東北大学の3つの大学で、7月から起業をめざす研究者が学内でベンチャー育成施設に入居する（『日本経済新聞』02年6月1日）。

大学・大学院・専門学校に通っている学生で、将来，NPOなどで活躍したいと考えている学生に対して、起業支援のNPO法人「ETIC」と大手電機メーカーのNECが8月から「NEC学生NPO起業講座」を始める（『朝日新聞』02年6月15日夕刊）。

大阪大学、京都大学、東京工業大学などの国立大学が、大規模な産学連携制度を相次いで開始させる。窓口組織を設けて、テーマと資金を募り、学内の教官などでチームを編成して研究に当たる。また、そうした産学連携との関連で、6月15日に、「第一回産学官連携推進会議」が京都市で開催された（『日本経済新聞』02年6月16日）。

八王子市内の21の大学・短大・高等専門学校と日野市の1大学が参加して、東日本では最大級となる産学官連携組織が発足する（『日本経済新聞』02年6月18日）。

大阪大学は、最新の心理学の成果を取り入れ、産学連携や起業に取り組む教官や学生の意識改革を促すプロジェクトを始める。「失敗は悪いことだ」という考え方を払拭し、大学発のベンチャー企業の経営に挑む心意気を養成する（『日本経済新聞』02年6月24日）。

青色ダイオードを開発した中村修二・カリフォルニア大サンタバーバラ校教授が、京都市で開かれた「産学連携推進会議」で特別講演を行い、「いい大学、大企業に進みたがる文化をまず破壊しなければ、ベンチャーなどは育たない」「革新的技術は非常識な発想から生まれる。会議、会議の連続では、アイディアはつぶされる」「大学入試が最大の障害。辞めてしまえ」などと発言している（『日本経済新聞』02年6月24日）。

大学発のベンチャー企業が増えている。筑波大学の調査では、昨年8月の時点で約250社にのぼっている。その背景には、知的財産の有効利用の仕組みが整ったこと、大学の起業家教育の推進などがある。ベンチャー研究組織の草分けである「日本ベンチャー学会」（会長、清成忠男法政大学総長）では、5月に起業家教育の研究部会が設立された（『日本経済新聞』02年6月29日）。

「アイディア1つ、資本金1円でも会社をつくれます」。経済産業省は、ベンチャー創業を促すために、会社設立から5年間は最低資本金の規制を免除する特例制度を設けることで、法務省と合意した。関係法改正案を今秋の臨時国会にも提出する（『朝日新聞』02年7月21日）。

日本経済新聞社による初の「大学発ベンチャー企業調査」（対象は226社、回答は111社）によると、回答企業の7割が株式公開を計画している。4割弱がベンチャーキャピタルから出資を受け、資金面での支援も加速化している（『日本経済新聞』02年7月30日）。

国立大学で、「大学発ベンチャー」に投資する独自組織をつくる動きが広がっている。具体例として紹介されているのは、東工大発ベンチャーの支援会社である「蔵前テクノベンチャー」、東京大学の教員が出資してつくった「先端科学技術エンタープライズ」などが紹介（『日本経済新聞』02年8月7日夕刊）。

00年4月に、政府が国立大学教官の企業役員兼業を解禁し、経済産業省が大学発ベンチャーを3年間で1000社に増やす支援策を打ち出して以来、大学発ベンチャーが急増している。海外の投資家も、そうした動向に注目している。大学側も、「論文だけではなく、研究成果を事業に結びつけるかどうかを評価する雰囲気が強まっている」といった声さえ聞こえる。

一方で、安易な起業も増加。技術が優れていても、経営を軌道に乗せられないケースも目立っている。経営者教育を受けた理系研究者がほとんどいないためでもある（『日本経済新聞』02年8月18－19日）。

経済産業省は、起業家に格安で設備やオフィスを貸し、経営や法律面でも手助けをするためのインキュベーション施設を3つの大学の近隣に建設する。施設は、東京大学柏キャンパス、京都大学桂キャンパス、立命館大学のびわこ・くさつキャンパスの近隣となる。卵を孵化するという意味のインキュベーション施設は、世界各国に約3500あるが、日本の施設数は2月現在で、113しかない。アメリカ・カナダの900、中国の465、韓国の333に比べて、遅れをとっている。しかも、日本では、大学と連携している施設が少なく、80－01年に設立された大学発のベンチャーは、アメリカの2624社に比べて、240社とごくわずかでしかない（『朝日新聞』02年8月21日）。

東京都中小企業振興会は、来年から20歳以上の学生を対象にして、会社設立を前提とした「起業計画作りのコンテスト」を開く。応募起業計画の中から、まず10案を選定して賞金10万円を提供する。そのなかから3案を入選とし、有限会社設立に必要な資本金300万円を出し、実際に事業化してもらう。

来月下旬から、ホームページ（http://www.tokyo-kosha.or.jp ）や葉書、ファックスで応募を受けつける（『日本経済新聞』02年8月30日）。

9月末から10月末までに参加者を募集したところ、79グループが応募｡書類審査に52グループが通過したが、プレゼンテーション予選と経営試験で10グループにしぼられた。来年の3月10日に、この「学生起業家選手権」の決勝戦が行われる（『朝日新聞』02年12月26日）。

三菱地所は、東京大学と協力して、大学教官が創業したベンチャー企業に対して、丸の内のオフィスを安く提供する。賃料の半分まではベンチャー企業の発行株式でも代替できるようにするため、これを利用すれば、周辺オフィスの平均賃料の約4分の1の家賃で借りられる（『日本経済新聞』02年9月27日）。

大学発ベンチャーの育成に関して、ロンドン大学やオックスフォード大学などでの「技術移転子会社」（大学が全額出資し、大学が発明した技術の商業化を請け負う。起業への技術供与を仲介するだけではなく、学内での起業に対して事業計画や経営陣の選定から出資までのサポートを行う）に焦点を当てて、イギリスの大学での取組みの事例が紹介されている。そのほかにも、政府主導で大学の研究成果の商業化を目的にして、98年に創設された基金（「ユニバーシティー・チャレンジ・ファンド））にも言及されている。イギリスの各大学は、90年代後半から、優秀な学生を確保する生き残り策として起業支援を強化したが、それが、ベンチャー創業の原動力となっている（『日本経済新聞』02年10月28日）。

イギリスのベンチャーキャピタル（VC）は大学発のベンチャーの経営を指導するだけではなく、大学発の技術が商用化できるかの目利きも担っている。そんなコンセプトで、幾つかの事例が紹介されている（『日本経済新聞』02年10月29日）。

文部科学省と特許庁は、高校・大学生を対象にして、独創的な「発明」を手がけて、その特許をとるコンテストを来年度からスタートさせる。入賞者には、出願のノウハウも伝授、取得までを体験してもらう。応募に際して、まず特許に関する勉強会を開く。その後、コンテストの応募を行い、優秀作品を数点選ぶ。選ばれた生徒・学生には一人一人に弁理士がついて、特許の出願方法がマンツーマンで指導される（『読売新聞』02年11月2日夕刊）。

東京都大田区が小学校の廃校舎を利用して開設するインキュベーション（孵化）施設に、ものつくり大学（埼玉県行田市）の進出が決まった。同大学付属の「ものつくり研究情報センター」のサテライト施設として設置される（『日本経済新聞』02年11月22日）。

　埼玉県などが整備中の「さいたま新産業拠点（SKIＰシティ、川口市）」に、ものつくり大学が進出し、中小企業への研究開発支援などを行うサテライト施設を設置する（『日本経済新聞』02年12月3日）。

　早稲田大学は、来夏、町工場が集積する東京都墨田区に拠点を設け、企業支援を行う。同志社大学は東大阪市の部品加工会社などの商品開発を後押しする。ものつくり大学も、来春をめどに鋳物工場が集まる川口市と、機械加工の中小企業が集積する大田区に中小企業の研究開発を支援するオフィスを設ける（『日本経済新聞』02年12月24日）。

　会社設立に必要な資本金の最低額の規制をなくす「中小企業挑戦支援法」が2月1日に施行されるのを控えて、大学生や非営利組織（NPO）などの間で、ベンチャー企業を設立する動きが出始めた。新法は、株式会社で1000万円、有限会社で300万円としている最低資本金規制を設立後5年間に限り撤廃するもの（『日本経済新聞』03年1月30日）。

　大学発の技術を活用した起業を支援するためのインキュベーション施設を設置した大学が02年末現在で21校と、前年調査に比べて2.6倍に急増していることが、日本経済新聞社による「大学のベンチャー育成調査」でわかった。来春の独立法人化を控えて経営基盤の強化を迫られる国立大学を中心に、今後も新設ラッシュが続く見通しである（『日本経済新聞』03年2月4日）。

　東京都は、都中小企業振興公社と共同で、「学生起業家選手権」決勝大会を開き、優秀賞受賞者に3組の起業志望者を決定した。来年度以降も、選手権を実施する（『日本経済新聞』03年3月11日）。

　東京理科大学の教育ベンチャー、TUSネットは、4月から小中学校の生徒向けに起業家養成講座をインターネットで配信する（『日本経済新聞』03年3月12日）。

　みずほフィナンシャルグループは、大学発ベンチャーの支援を始める。みずほ銀行が資金を拠出してベンチャー企業に助成する「みずほニュービジネス育成基金」を通じて、まず大阪大学の沢芳樹助教授の研究成果の事業化に資金を提供する（『日本経済新聞』03年3月12日）。

　東京大学は、日立、松下電器産業、東芝などのメーカーや三井住友銀行、野村証券など、有力企業15社と提携し、学内の研究成果をもとにしたベンチャー企業の育成に乗り出す。大手メーカーや金融機関のノウハウを活用し、情報技術（IT）やバイオなど、有望技術の事業化から資金・販路の確保まで一貫支援する（『日本経済新聞』03年6月14日）。

　中小企業と大学の「出会い」を後押しするために、経済産業省は、ネット上で運営する「大学発ベンチャー支援サイト」のなかで中小企業と大学の産学連携を仲介する「大学連携サービス」を始めた（『朝日新聞』03年8月16日）。

　跡見学園女子大学のマネジメント学部の教授と学生有志が、サービス会社「ハイカラ」（資本金300万円）を設立した。学生自身が会社経営に携わることで、授業で身に付けた学問を生かすことが目的（『朝日新聞』西埼玉版、04年1月8日）。

　筑波大学などの調査によれば、03年8月末の時点までに設立された大学発のベンチャー企業は614社で、一位は早稲田大学の50社、二位は慶応大学の34社、三位は大阪大学の28社の順であった。業種別では、情報通信が16.7％、ライフサイエンスが21.0％であった（『日本経済新聞』04年1月14日）。

　城西大学は、4月から起業家精神を持った人材を育成する。担当するのは、新設する経営学部のマネジメント総合学科。業種では、福祉や環境関連を念頭においている（『日本経済新聞』04年1月17日）。

　ベンチャー企業に関心を持つ、青山学院大学の卒業生の交流組織である「青学ベンチャーネットワーク」のメンバーが人材研修会社「ギジネス」を創設し、主に入社、2－3年の若手社員に事業計画の立案・改善方法を教える（『日本経済新聞』04年1月26日）。

　大学発のベンチャー企業が増えるなか、大学研究者の特許権の扱いなどに関するルール作りが求められている。国立大学の法人化に伴い、大学研究者の特許が原則、大学に帰属するからである。そんな状況下で、京都大学は、いち早く昨年末に、知的財産の取扱いの方針と規則を定めた「知的財産ポリシー」を決めている（『日本経済新聞』04年2月24日、『読売新聞』04年2月25日）。

　東京大学は、年内に100億円規模のベンチャーファンド（基金）を設立し、運営会社の社長に東京海上キャピタルの山本悟社長を迎えることを決めた（『日本経済新聞』04年3月14日）。

　大学の研究成果を民間企業で活用する動きが加速している。両者を仲立ちするTLO（技術移転機構）が、03年度に大学での研究成果を特許出願した件数は約1700件、その特許権を企業に利用させることで得た使用料（ロイヤリティ）収入は5億5000万円に達している（『毎日新聞』04年5月11日）。　

大学での研究成果を生かして企業を設立する「大学発ベンチャー」が増えている。03年度末には、799社に達している（『朝日新聞』04年5月29日）。

北海道大学とUFJキャピタルは、起業家育成の分野で、包括提携する。起業家を育成する関連講座を充実させ、北大の教員や学生の技術をもとにした事業を指南する（『日本経済新聞』04年7月21日）。

97年に開学し、いち早く「起業家コース」を設けた高知工科大学は、ベンチャー育成で新しい段階に入っている。日本経済新聞社が2月に行った調査によると、同大学の教員起業件数（累計）は18件で、東北大や早稲田大学を抑えて一位だった（『日本経済新聞』04年7月21日）。

一橋大学は、4月からビジネスの手法を活用して地域社会の問題解決に取り組む力を身につける「コミュニティ・ビジネス起業講座」を開講する。正規の授業だが、社会人聴講生を5人まで募集する（『読売新聞』多摩版、05年1月28日）。

「高い技術や良い商品は持っているのに、なかなか経営が良くならない」。そんな悩みを抱えている中小企業は多い。そこで、そうした課題を解決するため、大学の教授などが個別の企業の実情に沿った経営学を伝授する取組みが目立っている。大学や教授が出資して、コンサルティング会社を設立し、割安価格で企業再生に力を貸す例もでてきている（『読売新聞』05年2月8日）。

大和証券グループは、4月から早稲田大学の「オープン教育センター」にベンチャー起業家を養成するための基礎講座を開設する。どの学部の学生も、履修できる（『朝日新聞』05年3月19日）。

大学発のベンチャーが苦戦している。04年度には千社を超える急増ぶりではあるが、4割強が赤字経営となっている。起業を支援する施設や人材の不足、成果に成功しても販路の確保が難しいこと、研究室から生まれる特許も簡単にはビジネス化できない事情などが原因か（『朝日新聞』05年6月18日）。

玉川大学は、同大の研究成果を事業化するベンチャー企業に1000万円を出資する（『日本経済新聞』05年8月24日）。

起業を通じて地域社会の課題を解決する手法を身につけることをめざして05年度に開設された一橋大学の「コミュニティ・ビジネス起業講座」。社会人聴講生も参加できる仕組みにしたところ、授業活性化に大きな役割を果たしている（『読売新聞』06年3月17日）。

大学が、社会人や大学院生向けに開いてきた起業家養成講座の対象を、大学生に広げる動きがある。一方、ベンチャー企業の成功率は極めて低く、危険性を十分に認識しない学生に起業を促すことは問題という判断もある（『朝日新聞』06年3月20日）。

経済産業省の調べでは、05年3月現在、「大学発ベンチャー」の設立数は1112社。1社平均の売上高は1億4700万円。経済波及効果は約3000億円。約2万1000名の雇用を創出している。事業分野は多岐にわたっているが、バイオ関連が約4割で、トップを占める。上場企業は約20社。しかし、約4割が赤字である（『朝日新聞』06年4月15日）。

政府の総合科学技術会議は、大学の特許取得支援策として、特許取得に必要な手数料を半分に割り引く制度の対象を、教授らだけではなく、博士号取得後に任期付きで雇用されるポストドクターらに広げる（『日本経済新聞』06年5月12日）。

文部科学省は、国立大学が「大学発ベンチャー」の株式やストックオプションを得やすくするための手引書づくりに乗り出した。大学発ベンチャーは昨年3月の時点で1112社設立されたが、上場は12社に留まっている（『朝日新聞』06年5月14日）。

東京大学と東京証券取引所は、大学発ベンチャーの上場に伴うトラブルを未然に防ぐルール、いわば「上場の手引書」の作成に共同で取り組むことを発表した（『毎日新聞』06年7月6日、『朝日新聞』06年7月6日）。

国が提唱した「大学発ベンチャー　1000社計画」から5年。設立数は目標を上回り、1503社を数える。しかし、経営感覚の薄さ、資金不足など、問題も多い。今後は、量から質への転換が求められる（『読売新聞』06年10月8日）。

学生起業家らが作る学生団体の「REAL（リアル）」がベンチャー志向の学生約200名を集め、初めての交流会を都内で開催した。創業に関わる熱い夢が語られ、人脈作りにも役立てられた（『朝日新聞』06年10月10日）。

学生ベンチャー企業の仕掛けで、無料で利用できるコピー機「タダコピ」が人気を集めている。コピー用紙の裏面に企業広告を載せることで、コピー台をタダにした。今では、設置大学が9つになっている（『朝日新聞』06年10月23日夕刊）。

大学発のベンチャー企業の経営が厳しさを増している。日本経済新聞社の調べでは、回答企業の55％が06年度の経常損益が赤字で、7％が3年以内に会社を売却する可能性があると回答している（『日本経済新聞』07年10月10日）。

【教職員の福利厚生】
「子育てをしながら大学に通う」ことを実現させるために、80年に、津田塾大学の構内に、旧教職員宿舎を改造して、手作りの保育所ができた。15年後の今日、その「さくらんぼ保育所」には、専任の保母さんが、教職員の子7人を筆頭に、計11名の面倒をみている（『毎日新聞』94年11月4日）。

早稲田大学は、大学院に通う社会人が増えるなど、託児需要が拡大していることに対応して、喜久井町キャンパスに近接するゲストハウス内に託児所を4月から開設する。運営は、育児サービス大手のコティに委託する。定員30人（『日本経済新聞』03年1月10日夕刊）。

キャンパスに保育所を併設する大学が目立っている。教職員だけではなく、学生の利用も想定している。すでに全国58大学で開設されている（『読売新聞』03年2月9日）。

慶応大学は、大学や付属校で働く5500人分の福利厚生業務をパソナグループに委託する。職員らに宿泊施設の利用などを格安で提供。慶応大学はサービスを充実させ、間接部門の省力化を狙う（『日本経済新聞』03年2月28日夕刊）。

武蔵野美術大学は、通信教育課程で学ぶ子供を持つ学生が、夏季スクーリングを受けやすいようにと、小平市と国分寺市内の4カ所の民間保育施設と業務委託提携の調印を行った。保育料についても、子供1人当たり1万円を上限に大学が負担する（『朝日新聞』03年6月18日）。

名古屋大学は、来年4月から同大の教職員・学生・留学生を対象に学内保育所を設ける方針を決めた（『読売新聞』05年2月9日）。

お茶の水女子大学は、4月に全国で初めて、大学付属の保育所をオープンする。保育とあわせて、乳幼児の発達の研究などを行う。同大学の学生らの0～2歳までの子ども8人を預かる（『朝日新聞』05年3月27日）。

宇都宮大学は、今秋、キャンパス内に私立の認可保育所を開設する。定員90名で、周辺地域の子どもも受け入れるところがこれまでの事例と異なっている（『朝日新聞』06年3月8日夕刊）。

教職員の両立支援をめざして保育施設を設置する大学が増加しているほか、仕事と育児の両立でハードルとなる長時間勤務にもメスを入れる試みも出てきている（『日本経済新聞』06年10月10日夕刊）。

3　教育面での動向・試み

　1993年春に開学した青森公立大学は、成績不良の二年生13人に退学を勧告した（『朝日新聞』94年8月12日）。

　国立大学の3分の1に当たる33大学で、衛星通信を使ってテレビに映し出された他大学の講義を活用するプロジェクト（「衛星通信大学間ネットワーク構築事業」）が発足。96年夏以降、24大学で実施の予定（『朝日新聞』96年1月10日）。

　千葉商大のサークル「ちば商科村塾」では、学生たちに2000時間のヒアリングを課している。参加した学生たちのトイックの点数が大幅にアップしたことが紹介されている（『朝日新聞』96年6月20日）。

　ボランティア活動を十年以上続けてきた二人の主婦が、茨城大学の非常勤講師として、教壇に立つ。二人で五回ずつ講義を行う（『朝日新聞』96年8月6日）。

　文部省の調査によれば、企業などで就業体験を行わせるインターンシップ制度を採用している大学は、96年度で104大学（全体の17.7％）になっている（『朝日新聞』97年8月4日夕刊）。

一橋大学商学部で、「ジュニア・アチーブメント本部（企業などから財政支援を受ける非営利団体で、学校に教材を提供、職員が学校を回って説明している）」の支援を受けて、学生たちが架空の会社を立ち上げ、その成果を議論する講義を実施している。教材は、アメリカで高校生向けに開発された「MESE」。ゲーム感覚で、自分で考える力を育成するもの（『朝日新聞』98年5月18日）。

早稲田大学、北海道大学、苫小牧駒沢大学、駒沢大学、琉球大学が、インターネットのテレビ会議システムで結んだ講義を実施（『朝日新聞』98年8月4日）。

　97年度、セメスターを採用している大学は全体の7割。全学部の全授業で採用しているのは、国立40校、公立9校、私立76校で、全部で125校になっている。また、学生による授業評価を実施した大学は国立76校、公立12校、私立184校で、計272校になっている（『朝日新聞』98年8月16日）。

　東京電気大、芝浦工大、拓殖大などの私大が連携して、インターネットを使って、共同の補習教育を行う「補習ネットワーク」をスタート（『朝日新聞』00年6月25日）。

大手予備校の駿台予備校が、大学生を対象とする「大学生学習支援センター」を開設し、ネットを通じた個別相談にも対応する（『朝日新聞』00年8月2日）。

日本福祉大学は、パソコンによるインターネット教育をうたい文句にして01年度に発足した通信教育部の学生に対して、インターネットを使った「在宅試験」を始めた。カンニングがまず不可能なシステムを富士通と共同で開発した（『朝日新聞』01年7月1日）。

　

跡見学園女子大学が、02年度から簿記、秘書検定、公務員、税理士試験、情報処理などに対応した8つの演習を「応用実践科目」として新設し、卒業単位に組み込む。指導するのは、資格試験予備校のTACの講師陣。総額でおよそ1千万円になる受講料は大学負担となる。また、明海大学不動産学部では、01年度から不動産鑑定士講座の単位認定が始まっている。なお、TACは、首都圏を中心に30大学に講師を派遣したり、教材を提供したりしている（『朝日新聞』01年8月11日）。

「地域づくりインターンの会」などの支援で、都会の若者・大学生が地方に滞在する「地域づくりのインターン事業」が各地で活動を展開（『朝日新聞』01年9月16日）。

山梨大学工学部が、01年度入学生から実施されたものとして、単位取得状況の悪い学生に対して「退学勧告」を伝える。対象となるのは、卒業時に必要な単位である130単位のうち、1年次終了時で10単位、2年次前期終了時で30単位、後期終了時で40単位、3年で55単位、4年で70単位に満たない学生。01年10月に決定された「退学勧告」の対象者は全学生の5％に当たる126名。ただし、1年以上の社会経験を積めば、無条件で再入学を認める（『朝日新聞』01年10月26日、『朝日新聞』01年11月14日）。

山梨大学工学部の上記の試みを、「勉強しない大学生」という問題に一石を投じた試みとして高く評価している。問題の根源は、「大学で何をしたいのかという意識が希薄なまま、大学に入ること自体を目的としている学生が多いことだろう。大学は、『いい会社』に就職するためのステップであり、『いい大学』に入りさえすれば、未来は約束されたのも同然だから、勉強は合格時点で打ち止めにし、後は大学生活を楽しむという構図だ。諸外国に比べて、単位認定が甘く、卒業率が著しく高いという日本の大学の『伝統』がそれを可能にしている」。したがって、「大学の空洞化」に対抗するためには、大学の入り口と出口において大胆な改革を加えていくことが必要になる（『毎日新聞』02年1月6日）。

　兵庫県の三木市に98年に開学したばかりの関西国際大学では、アメリカ型の厳しい成績評価システム「GPA（グレード・ポイント・アベレージ）」を導入している。各科目の成績を4－0に換算し、1年間の平均が1.0（100点満点の約60点に当たる）に満たないと「退学勧告」を受ける仕組みである。初年度の新入生の場合、99年3月時点で退学勧告を受けたのは、65人。学年全体の2割に当たる。もちろん、この申し渡しは最後通告ではなく、半年後に再挑戦できる（吉沢『大学サバイバル』86頁）。

早稲田大学の非常勤講師・岡田昭夫氏が、都内の幾つかの大学で担当している法学関係の講義の進行状況をホームページ上で公開し、メーリングリストを設置。履修者は大学の枠を越えて、相互にコミュニケーションできるシステムを立ち上げた。ただ、それを牽引する「サクラ」も必要ということで、「授業お助け隊」が組織された（『朝日新聞』01年12月7日夕刊）。

　学習塾大手のワオ・コーポレーションは、富士通と協同で、大学生に高校の教科を教える補習授業を始める。前者が手がけている高校生向けの授業映像を、富士通が専門サーバーとともに大学に自習用として提供する。料金は、最大20人がアクセスできる契約で初期費用が100万円。1科目当たりの教材費（1年契約）が約40万円。文部科学省によると、00年度に補習授業を実施した大学は167校。98年度と比べて、約6割増え、全国の大学に占める割合も26％に達した（『日本経済新聞』02年1月7日）。

静岡理工科大学の中川淳氏が、コンピュータの活用に消極的な現状を受けて、コンピュータの得意な大学生を、小、中、高校に派遣し、先生の補助役として、IT教育を行ってもらおうとするアイディアから「情報教育アシスタント」の導入を提言している（『読売新聞』02年1月29日）。

横浜国立大学は、1月30日に初めて、「英語統一テスト」をスタートさせた。全学部の1年生約1750人がTOEFLのテストを受けた。結果によって、英語の習熟度別クラス編成などが決まる。今後も年1回実施する。一部の学部では、来年度以降、上位者は2年生の英語を飛ばし、3年生の授業に入れることも検討中。学生が授業の悩みを持たないように、広島大学は昨年12月、「学習支援室」を開設した。数学、物理、化学、英語について、科目別にそれぞれ曜日を決めて大学院生が相談にのる。教官が学生の相談にのる「オフィスアワー」はすでに国立大学の4分の1で導入されているが、滋賀大学では、学長自身がオフィスアワーを担当。月1回約2時間、学生数人と話す（『朝日新聞』02年2月11日）。

上智大学は、これまでのA評価（80－100点）の幅が広すぎたことを考慮し、4月から全学部でA（90－100点）・B（80－89点）・C（70－79点）・D（60－69点）・F（59点以下）の5段階評価を始める。と同時に、学生が就職先や留学先に提出する成績証明書にFを明記する。それによって、手当たり次第に授業に登録し、試験時に放棄する風潮に歯止めをかける。また、アメリカで広く導入されている、学生の成績を客観的に示すGPA（グレート・ポイント・アベレージ）制度を導入する。A－Dの成績に応じて4－1点を配分し、Fを含めた履修科目の総単位数で割った平均値を計算する。その背景には、海外留学や外資系企業への就職に際してGPAを求められることが多いという事情がある。立命館大学は、4月からA＋・A・B・C・Fの5段階評価を実施。合わせて、GPAも導入する。そのほか、香川大学も4月からの導入を検討中だし、多くの国立大学が導入に前向きの姿勢を見せているので、急速に普及する可能性が高い。なお、GPAの導入に合わせて、立命館大学では高得点者に対して学費の半額を免除、上智大学は図書券を記念品として表彰する。逆に、GPAの低い学生に対して、すでに導入済みの桜美林大学は、次の学期の履修科目数を制限しており、青森公立大学は、3学期（1年半）続けてGPAが2.0以下だと退学勧告を出している（『日本経済新聞』02年2月13日）。

大学を取り巻く状況を一言で表現すれば、「大きな変革を迫られている」ことに集約される。そんな流れを受けて、共立女子大学学長の阿部謹也氏が、大学改革に関するオピニオンを寄せている。それによれば、「現在の学生は将来に希望を持てず、何をしたら良いのか分からない者が多いのである。そのような学生たちを勉強しないといって叱ったところで何も進まない」。そもそも、現在の学問は、「学生たちが求めているものにこたえていないのである。教師たちがそのような『学問』に安住してカリキュラムを組んでいる限り、『学生たちが勉強しない』という声は消えないだろう」。必要なことは、「国民の立場で学問を再編成する」という視点である（『朝日新聞』02年2月25日）。

経済学を学ぶ大学生の実力を全国レベルで判定する「経済学検定試験」が、02年3月から実施されることになり、そのための組織として、全国の大学経済学部の教員が協力して、「日本経済学教育協会」が設立された。試験では、理論的・数理的な基礎と実体経済の理解度をみる。協会のホームページは、http://vivid-keizai.khk.co.jp 。その試験を受験した学生たちの感想および、試験の簡単な内容に関する紹介がなされている（『毎日新聞』02年3月9日夕刊、『日本経済新聞』02年4月13日）。

　立命館大学は、政策科学部の特別授業として、全国の知事によるリレー講義をスタートさせる。予定は2年間。来年度の前期は14名、後期は13名の知事が登壇する。「大学コンソーシアム京都」に加盟している49大学の学生が受講できる授業になる。読売新聞社の大阪発刊50周年事業の一つとして、同社が全面的な支援を行い、講義を紙面で紹介する（『読売新聞』02年3月22日、『日本経済新聞』02年3月21日）。

大和証券グループは、京都大学大学院と提携し、京大に金融工学関連の講座を開設することを発表した。また、野村証券も、株式市場への理解を深めてもらおうと、02年度に全国86大学で講座を開設する計画（『読売新聞』02年3月22日）。

情報が作られて流れていく仕組みや、それを活用する方法などを教えるはずの大学の「一般情報処理教育」が街のパソコン教室と同じような内容になっている。そんな実態が、東京大学情報基礎センターの山口和紀教授らの全国アンケート調査で明らかになった。03年度から高校に必修教科として「情報」が新設される。この情報を学んだ高校生が進学するのは06年度。すでに学んだ事項の繰り返しを避けるためにも、情報教育の練り直しが大学側に求められそうである（『読売新聞』02年4月1日）。

国際基督教大学（ICU）は、96年度から、国際機関や国内外のNGO、国や自治体で、30日以上ボランティア活動をした学生に「国際インターンシップ」の3単位を認定している。国際関係学科の選択科目「国際NGO論」を履修した学生らに、ＮGOなどの活動を体験させるのが狙い。学生は、自分の関心に合わせて資料を集め、電話や電子メールなどで国内外の受入れ先を自分で探し、計画を立てる。96－01年度の6年間に学生が活動した国・地域は、約20にのぼっている。

一方、桜の聖母短大は、年間45時間以上のボランティア活動を全学生の必修とし、2単位を認めている。個々の学生が自力で受け入れ先を探す。学童保育、サマーキャンプやスポーツ大会のイベントのスタッフとして、これらの活動を組み合わせて、45時間を満たす者もいる（『毎日新聞』02年5月6日）。

学生のやる気を起こさせるために、一定の成績に満たない学生に対して早期退学を勧告する制度を昨年の秋から導入していた山梨大学工学部は、昨秋に全学部生約2600人中、104人に勧告した。その結果、35人が退学、8人が休学した。成果として、成績および出席率が向上したことを公表している。私語が減り、教室の前方で講義を聴く学生が増え、教官も授業に対する緊張感を持つようになったとされている（『朝日新聞』02年5月19日）。

　東京経済大学は、「社会に開かれた大学」の一環として、教員のシラバス（講義要項）・略歴・業績を同大のホームページ上で公開している。また、6月18日から「市民サテライト・カレッジ」の受講者を募集している。場所は、JR国分寺駅の駅ビルにある「国分寺Lホール」、定員は70名。午後7時からの開校で、政治、経済、司法、環境などで全6回の講義となる（『読売新聞』多摩板、02年5月24日）。

　5年前に、アメリカのカリフォルニア大学と毎年6名を相互に一年間留学する協定を結んだ京都大学が、「内容に深みがない」「一貫性がない」と、協定更新を保留されていることがわかった（『読売新聞』02年6月11日）。

初めて実施され、全国から1012人が受けた「経済学検定試験」で、受験生の6割以上が事実上の不合格と判定されていたことがわかった。特に、統計学の試験では、100点満点で平均点が32.5点しかなかった。1000点満点で、Sランク（950点以上）はゼロ、Aランク（850－940点）も1名しかいなかった。新聞記事の見出しが「ホントに経済学部生？　数学できない　基礎知らない」とあるが、経済学の基礎とともに、数学の勉強が必要だと分析されている（『毎日新聞』02年6月11日夕刊）。

野村証券グループが講師を派遣するなどして「冠講座」を設ける大学が、今春昨年度の約3倍に増えた。90大学で、1万人を越える学生が受講している。大和証券グループは、専門性の高い大学院と組み、講座の提供や共同研究などで提携している（『日本経済新聞』02年6月26日）。

実社会との関わりのある課題について、学生も教員も専門の枠を越えて、共同で取り組む演習型の授業として設置された「プロジェクト学習」に関する公立はこだて未来大学の事例が紹介されている。プロジェクト学習を通して、問題を発見し、新しいことを勉強しながら走り続ける学生たちの姿は、通常の講義では見られなかった別の面を見せてくれる。教員も学生の様子を見ながら、次の一手を考える（『読売新聞』02年7月9日夕刊）。

入試の軽量化に伴い、高校で学ばなかった科目を大学に入って初めて、本格的に学ぼうとすることに伴って、「学力不足」と判断されるケースが多い。そこで、未履修者向けの授業や補習などを実施している大学は、00年度において355校、4年前の1.5倍、全大学の5割を越えている（『日本経済新聞』02年7月20日）。

　明星大学の学生が地元の中学生に対して英語を教える「サマースクール」を7月29日から8月3日にかけて開催した。試行錯誤の部分もあるが、教室からは笑いが絶えなかった（『朝日新聞』多摩版、02年8月7日）。

金融に興味のある学生らが集まり、知識を深め、交流しようというプロジェクト「Share」が9月末から3ケ月間にわたって開かれる。今年は3回目。原則として週1回、講師を招いての授業が中心。講師や会場の確保に関しては、学生たちが企業を回って後援団体を募っている（『朝日新聞』02年8月13日）。

東京経済大学は、高校生を対象に4日間、同大学の4学部の体験授業を行った。8月24日には、現代法学部の学生が強盗傷害事件を題材に模擬法廷を開いた（『読売新聞』02年8月30日）。

「企業家精神の探求」というテーマでゼミを行っている、中央大学商学部の秋沢光・助教授のゼミの有志10人が、机上の学問だけでは満足感を得られないと考えた。そこで、実際にビジネスを体験してみようということになり、ティッシュの1枚1枚に広告を入れるというアイディアをベースにしたビジネスをスタートさせつつある（『朝日新聞』多摩版、02年10月4日）。

　東京大学の学生生活実態調査によれば、あまり勉強せずに東大に合格したものの、入学後は、授業についていけない学生が増えている。「授業の内容が高度すぎて理解できない科目がある」との回答が32.5％を占めている。入学後の教育課程が「消化できない」「消化するのが困難」といった回答は22．5％になっている（『毎日新聞』02年12月12日）。

　関西国際大学の浜名篤教授によれば、大学生の学力低下問題には3つの側面があるという。第一は、分数計算に代表されるような高校までにつけておくべき基礎学力がついていない、また、入試科目との関係で十分に勉強しないまま入学してくる問題（過去の負債）。第二は、学習目標や学習動機が不明確あるいは希薄なまま大学に入学してくる学生たちの問題（未来展望の問題）。第三は、大学での学習に必要な学習技術や学習習慣が身についていない学生たちの問題（現在のスキル不足）。これまでの学力不足問題では、主に第一の問題に関するものが扱われてきたが、同教授が強調しているのは第二と第三の問題である｡二の学習目標に関する問題は、単に学生だけに限定されず、現代社会全体に関わる問題である。将来のために学習したり、計画的にこつこつ準備をしたりすることに大学生は燃えにくくなっている。計画性がないのは、学習面のみではない。スケジュール管理もできない学生が多い｡かつて70年代のアメリカの大学で人気を集めた「人生とキャリアプラン」といった科目は、80年代以降「初年次体験授業」にとって代わられた。その理由は、学生たちの動機付けの低下による。目標に向けて努力しようとする学生には「キャリアプラン」が効果的であるが、その必要性や意欲を感じない学生には効果が上がらない。キャリアプラン以前に、人生への夢や目標を持たせ、学習への動機付けを行うことに取り組まなければならない。「初年次体験教育」には多様な方法が含まれているが、多くは自己分析や目標発見から始まる。グループ学習や体験学習も多用される。さらには、自分の現在の学習状況や生活全体を、学生自身が自らの学びの変容や成長についての証拠を添えながら作り上げる「ポートフォリオ」の作成や時間管理（自己目標管理）などの手法を用いて、統合的に自覚させ、大学の学習に必要な学習技術を学ぶことに結びつけた教育方法である。全員が同じメニューでは、学生が満足しなくなるし、成長も期待できない｡自分自身で目標を立てて実行し、その結果を自己分析するという、個別化した自己管理が重要になってくる（『日本経済新聞』02年12月21日）｡

　商店街で大学の講義を聞こう。空き店舗で大学の公開講義を聞く「まちかど教室」の計画が国立市の商店街「むっさ21」で進められている。同教室の運営に取り組んでいるのは、一橋大学の総合科目の「まちづくり」を受講する5人の学生（『朝日新聞』02年12月28日）。

　マンガやアニメーションを教える大学の学科や課程が相次いで登場している。『子連れ狼』などの原作者である小池一夫が芸術学部文芸学科長を務める大阪芸術大学では、大学が自ら編集・市販した漫画誌『河南文芸漫画篇』を刊行｡00年に日本で初めての「マンガ学科」を持つのが京都精華大学。東京工芸大学は、来春「アニメーション学科」（定員100名）を発足させる（『日本経済新聞』02年12月28日夕刊）。

　大阪大学の河田聡教授が、ネット上でナノテクに関する講義を有料で公開する。「大学の授業も商品と同じで、『お客』の声に耳を傾ければ品質は向上する」というのが持論。4月から実施される。企業経営者や一線の研究、技術者を対象にして行われる。1コース6回で、5万円（『朝日新聞』03年2月5日）。

　早稲田大学は、4月から「広島・長崎講座」を開設する。全学部の学生が対象となる。半期ずつ実施されるゼミ形式の「平和学」と講義形式の「21世紀の世界の平和とは」から構成される（『毎日新聞』03年2月27日、『朝日新聞』03年2月27日夕刊）。

　慶応大学藤沢キャンパスの卒業制作展が横浜市中区新港町の赤レンガ倉庫で開催された（『毎日新聞』03年3月8日夕刊）。

　立命館大学が、今春の入学予定者向けにインターネットでライブ講義を行っている。入学後の勉学がスムーズに行えるよう、リポートの書き方を動画と音声で指南。双方向性を生かして質問することも可能。講義は、1回90分で3回実施される（『読売新聞』03年3月11日夕刊）。

　東京大学は、06年度の新入生から「補習」に当たるカリキュラムを実施する方針を固めた。同大の教育体制検討委員会の中間報告としてまとめられた。報告では、06年度の入学生が、教える内容を削減した新学習指導要領で学んだ生徒であることから、「高校までに学習する範囲が狭まり大学入学時の知識量が減少している」と指摘されている。カリキュラムの内容は、今後学内で検討される（『毎日新聞』03年3月26日）。

　最近は、人とうまく付き合えず、何をしたらいいのかわからない新入生が目立つといった傾向に対して、そうした学生が目標を持って充実した学生生活を過ごせるようにと、「自分発見セミナー」を開く大学生協が増えている。最初に始めたのは、愛知大学名古屋生協で、2年前のこと。宮城教育大学生協では、入学時のガイダンスに際して、約1時間かけて、「海外旅行」「サークル活動」など、4年間で達成したいことを書き出してもらい、1年生から4年生までの時間配分もグラフにする。これだけでも、「自分が大学でやりたいことについてかなり整理」できるとか。大学生協の連合体である大学生協東京事業連合も、今年度からネット上で学生を支援するという（『読売新聞』03年4月1日）。

　朝日新聞社による学長アンケートによれば、授業について行けない学生への対応策として高校生レベル以下の補習授業を行っているのは、旧帝大2校を含めて半数近くの44校、私立大学では33％の151校、公立大学では16％の12校になっている。GPAなどを導入して成績評価を厳しく行っているのは、国立大学では4割近くの35校、私立では3割、公立では2割である（『朝日新聞』03年6月29日）。

　大学での英語の授業に、英会話学校からの「助っ人」が登場する現象が広がっている。それも単位を認定する正規の授業で、派遣講師が教壇に立っている。会話重視の授業をできる教員が足らないためである。ベルリッツ・ジャパンはすでに約60大学へ講師を派遣している。以前は単位と無関係な「課外授業」が多かったが、数年前から単位を認定する大学が増え始め、現在は9大学。ECCも、講師を派遣する約50大学のうち、10大学ほどが正規授業である（『朝日新聞』03年7月17日）。

　跡見学園女子大学マネジメント学部では、学生に生きた企業経営を学んでもらおうと、学内に有限会社を設立した。イベント企画やアンケート調査を行う会社「ハイカラ」。資本金の約300万円は、教授ら18名が自腹を切って出資。会社のかじ取りを任された学生たちは、黒字経営をめざすと意気込んでいる（『読売新聞』03年8月12日夕刊）。

　金融に興味のある大学生が集まり、第一線の金融関係者を講師に招いて「金融の現場」を学ぼうという勉強会が、学生グル－プの企画で実施される。9月から3ケ月にわたり開催される。00年から毎年実施されている（『朝日新聞』03年8月17日）。

　東海大学医学部は、9月からNHKアナウンサーなどを講師に招き、言葉使いを学ぶ授業を始める。患者さんの話を聞かずに一方的に話したり、「ため口」で話したりと、会話の基本を知らない医師が増えており、「根本治療」が必要であると判断したためである（『朝日新聞』03年8月21日夕刊）。

　暗記中心の受験勉強の弊害で、入学後も自ら学ぶ力が弱い大学生を、対面の授業とｅラーニング（遠隔授業）システムを組み合わせた「ハイブリッド講義」で鍛えなおそうという試みが広島大学で行われている。採用されたのは、ｅラーニングの一つであるWebCT。カナダの大学が開発したもので、経済学部の安武公一講師が実施している。彼が特に重視したのは、半期10回にも及ぶ自作クイズの出題。調べて考え抜かないと解けない内容で、しかも設問の趣旨は同じでも、カンニングができないものばかり。なお、WebCT日本語版の開発・供給元であるエミットジャパンでは、国内40以上の大学で導入され、190講座で2万人以上が利用している（『読売新聞』03年10月21日夕刊）。

　慶応大学の翼孝之研究室が年に1回発行する雑誌『パニック・アメリカーナ』が、ゼミ誌を超えた本格的なマガジンになっている（『朝日新聞』04年1月15日）。
　山形大学の小田隆治教授が、3年前から新入生向けに行っている「自分を創る－表現工房の試み－」という授業が紹介されている。演劇でもお笑いでも､自己表現につながることなら､学生がやりたいと願うものは何でもできる。今年度の学生たちは、ミュージカル班、ビデオ映画班などのグループに分かれ、作品の創作に取り組んだ。やっているうちに、この授業が学生たちの負担になっていくが、8月の作品発表会が近づくと、学生たちの目の色が変わってくる。発表会を成功させようとする責任感が芽生えてくる。「近ごろの学生は、すべての事象にはたった一つの正解しかないと思い込み、与えられたこと以外には無関心を装うようになってきた。長い学校生活の間に、知識の吸収に偏り、得た知識をもとに現実世界と対峙する機会を奪われてきた結果であろう。さらに、この成熟化した文明社会は、情報ばかりが肥大化し、若者たちは体験不足に陥っている。また、そこでは、濃密な人間関係を築くことが難しくなっている。しかし、きっかけを与えれば、彼らの内なるエネルギーが噴き出してくるのではないかと思い立ち、始めたのが、この実験的授業」だそうである（『読売新聞』04年2月16日）。

　「天文学や物理学の最先端授業を出前します」。そんなキャッチフレーズのもと、東京大学の学生と院生約30人がNPO法人「サイエンス・ステーション」を発足させた。高校への出前講義のほか、実験や観測を中心としたセミナーなどを企画中（『朝日新聞』04年4月14日夕刊）。

　大学や短大で、現代の結婚事情をテーマにした授業が人気を呼んでいる。読売新聞の「幸せパレット」も、教材として活躍している（『読売新聞』04年6月19日）。

　大正大学には、課外学習講座TAP（大正大学アドバンテージプログラム）という授業がある。別途授業料（3000円－1万円）がいるが、外部の講座に通うよりもはるかに安い。中国語、アルマテラピー、マナー、TOEICのほか、「会話能力向上講座」や「恋愛ディスカッション講座」などもあり、幅は広い。学生からのリクエストで作られた講座も多い。しかも、ちゃんと単位に認定される。現役の学生が、サポーターとして企画運営に携わっている（『毎日新聞』04年7月3日夕刊）。

　大学の語学授業と言えば、日本では文法重視の訳読中心と言う時代が長かった。しかし、近年、発信型とIT化をキーワードとする新しい試みがなされている。慶応大学の湘南･藤沢キャンパスでは、学生が好きな音楽や映画を題材に、英語表現の多様性について英語で発表する授業が行われている。同キャンパスでは、02年から一部の授業をネットで無料配信し、外部の人でも登録すれば聴講できる（『朝日新聞』04年7月15日）。

　福岡市の香蘭女子短大ライフプラニング総合学科は、学問領域にとらわれず、「好きなものを学びながら自分を探す」学科。学習分野をフィールドと呼び、選択する専門科目分をユニットと言う。必修科目と教養科目を除き、12フィールドのなかに35のユニットがある。学生は、興味に応じて卒業要件単位の62単位を目安に、2年間で「バイキング方式」で興味に応じてユニットを選び、学んでいく。多くの短大が定員確保に苦労するなか、03年度にスタートした同学科の発想は支持され、2学年で募集定員を上回る500人が学ぶ（『朝日新聞』04年7月25日）。

　今春に、横浜市で開校した八州（やしま）学園大学では、育児や仕事に忙しい主婦や会社員でも勉強しやすいように、インターネットを使った遠隔授業「ｅラーニング」を導入し、特色のある教育を実施している。学生の平均年齢は34歳、63％が女性。47％が子育て経験者（『毎日新聞』04年11月1日）。

関東学院大学人間環境学部で、「ジャーナリズム入門」ゼミの一環として、現役編集者である教授の指導のもと、学生たちが、市場で通用するタウン誌『My Town金沢八景』を完成させた。学生お薦めの居酒屋から大学のファッションルポまで、学生ならではの情報が満載。A4のオールカラー36頁で、一部200円（『毎日新聞』05年1月22日）。

英語力の指標として、ビジネス界で重視されている「TOEIC」を活用する大学が目立っている。「自分の力が客観化されるので、勉強への意欲が湧く」と、学生には好評。他方、学生の英語力向上のため、語学学校に講座を委託するなど、キャンパスに学外のパワーを取り入れる動きも、出始めている（『読売新聞』05年2月8日、2月9日）。

中央大学文学部と読売新聞立川支局は、共催で全13回のリレー市民講座「恋愛、家族、そして未来」を4月から始める。入場無料。だれでも受講でき、事前申し込みも不要（『読売新聞』多摩版、05年3月25日）。

全国の国立大学で、学力向上をめざした取組みが本格化している。習熟度別授業や補習クラスを設け、つまずきを早めに発見し、指導する態勢が整えられるなど、初年次教育に力を入れるのが特徴（『朝日新聞』05年5月22日）。

大学生の語彙力が低下していることが、大学・短大の中堅校を対象にした、独立行政法人メディア教育開発センターの調査で確認された。私立大学1年生の19％、短大1年生の35％が「中学校レベル」と判定された。補習なしでは、授業が成り立たないという懸念が表明されている（『毎日新聞』05年6月8日）。

広島経済大学は、教育カリキュラムを改定し、「元気力」を養成する「愛の講座」、「企画力」を育成する「プロジェクトX」など、ユニークな科目群を新設した（『朝日新聞』05年7月17日）。

柳井晴夫・大学入試センター教授らの調査によると、大学教員のおよそ6割が、学生の学力低下を問題にしている。特に、経済学部や工学部の教員で、そのように感じる人が多い。8％の教員は、授業が成立しないと回答している（『朝日新聞』05年11月13日）。

中央大学法学部と日本大学芸術学部。大学も専門分野も異なる学生たちを対象にしたユニークな合同授業がある。前者の知的財産法務ゼミと後者のデザインマネジメントの講義を受ける学生が年2回、合同で授業を実施している（『読売新聞』06年2月10日）。

推薦入試やAO入試で、入学が決まった高校生に、リポートや講義などで「入学前教育」を行う大学が増えている。大学での勉強に早くから慣れさせたり、必要な学力を身につけさせたりするのが主な目的であるが、「勉強の習慣を入学まで維持させたい」という狙いも（『読売新聞』06年2月20日）。

愛知教育大学の非常勤講師を務める三浦浩子さんは、学生たちを大学所有の農園に連れて行った。タネを蒔くのも、クワを持つのも初めてという学生が多いなか、農作業に夢中になる学生たち（『読売新聞』06年3月11日）。

日本経済新聞社主催の「第6回全国学生対抗円ダービー」が開催される。中学・高校・大学など、同じ学校に所属する5人以上でチームを組み、各組に指導教諭（教官）がついて、5月末と6月末の東京外国為替市場の円ドル相場を予想し、2回を通じて相場との差が最も小さかったチームを優勝とする（『日本経済新聞』06年3月26日）。

大学生の学力低下が指摘されている。就職活動にも影響すると、大学側も問題視し、学力向上策に本腰を入れている。「ゆとり教育」の影響、ペーパーテストを受けないで、推薦入試やAO入試で入学してくる学生の増加（05年度では、定員の36％に当たる約20万人）などが背景にある。日本私立学校振興・共済事業団の調べでは、03年度に、私立大学の半数以上で実施されている対策が、①保護者との連絡、②補講の充実、③カウンセリング。高校までの学習内容を補習する「リメディアル教育」を行っている法人も32％に達した。ここで紹介されているのは、第一に、入学前の新入生を対象とした、春休み中の3日間の「学習支援プログラムを実施する名城大学、第二に、「退学勧告」を行っている山梨大学工学部の例などである（『朝日新聞』06年3月27日）。
みずほフィナンシャルグループは、4月からCSR（企業の社会的責任）活動の一つとして、現役の営業部長や役員が大学に赴き、先端の金融業務を講義する。13日から一橋大学で始め、秋からは早稲田と慶応でも半年間教える（『朝日新聞』06年4月16日）。

一橋大学は、社会の第一線で活躍する卒業生が講師となり、学生に実業界の実態を知ってもらうゼミナールをスタートさせた。社会人だけが講師を務めるゼミは、国立大学としては、初めてのケースか（『読売新聞』06年5月11日）。

大学生の学力低下が叫ばれている。学生1万3000人を対象とする昨年の日本語能力テストで、国立大生の6％、私立大生の20％、短大生の35％が「中学生レベル」と判定された。そんな中、日本リメディアル教育学会が立ち上げられたのは、昨年春のことである。学会名は、「（大学生向けの）やり直し教育」の意である。東京大学でも、98年から、理系の1，2年生に高校レベルの生物を教える「リメディアル講座」が行われている。（『毎日新聞』06年6月5日）。

経済教育にかかわる研究者や教師、企業などを結び付け、情報の共有を通じて教育界への貢献をめざす「経済教育ネットワーク」の設立総会が開かれた（『読売新聞』06年6月9日）。

「一方通行で分かりにくい」などと言われる大学の授業を改善するため、学生が授業内容を評価する仕組みを採り入れた大学が04年度で691校（97.5％）に達したことが、文部科学省の調べでわかった。ただ、評価結果を学部や全学レベルでの改善につなげる取組みをしているのは、そのうちの285校にとどまった（『朝日新聞』06年6月7日、『日本経済新聞』06年6月11日）。
大阪学院大学は、大阪市の大丸と阪神百貨店をアルバイト先に指定し、大学が2年生以上を募集し、来春までに3000人に働いてもらう。アルバイト期間中、企業は、「時間管理」「交渉力」「コミュニケーション能力」など、25項目で働きぶりを5段階評価し、大学に伝える。学生も､「何を学びたいか」などの目標を設定し、自己評価する（『朝日新聞』06年7月11日）。

国際的な舞台で活躍できる人材を育成しようと、英語でのコミュニケーション能力を向上させるTOEICやTOEFLで単位認定する国立大学が増えている。学生たちは、自分の英語力が社会でどのレベルにあるのかが分かり、英語を学習する動機付けにもつながる（『読売新聞』06年7月12日）。

「和文化の風を学校に」。そんな呼びかけのもと、05年4月に、兵庫教育大学の中村哲教授らが中心になって「和文化教育研究交流協会」が結成された。参加したのは、全国の小・中・高校の教師や古典芸能の関係者など。地域に根ざした実践が各地で積み重ねられている（『読売新聞』06年7月14日）。

「昭和レトロの街づくり」を進める青梅市の歴史や特産を生かした商品を、明星大学造形芸術学部の授業「体験演習」の一環として、学生たちが企画した（『朝日新聞』06年8月3日）。

東京大学などの研究チームは、ゲームを教材に使うことを志向しつつ、高等専門学校の歴史の授業に、オンラインゲームを導入し、娯楽以外の効用を実証するための研究を進めている。教育現場での実証実験は、詫間電波高専の歴史の授業に、同研究に協力しているゲームソフト開発のコーエー社の大規模多人数参加型ロールプレイングゲーム「大航海時代オンライン」などを活用。それを使った場合と使わなかった場合との理解度の差が研究されている（『毎日新聞』06年9月1日夕刊）。

横浜市立大学国際総合科学部で、2年生の半数以上が留年の危機に瀕している。TOEFL 500点以上が3年進級の条件となっており、それが大きな壁になっているからである。夏に2週間で67.5時間の補習を行ったにもかかわらず、2年生約740人のうち、到達した学生は357人でしかない（『朝日新聞』06年12月8日）。

青山学院大学は、アップルコンピュータのデジタル携帯音楽プレーヤー「アイポッド」向けに講義の録画画像を配信し、学生がいつでもどこでも受講できるシステムを導入した。NECが開発した教育用システムを活用したものである（『読売新聞』06年12月28日）。

文部科学省の04年度の大学入学者選抜実施要領で、大学は、「入学後の学習のための準備をあらかじめ用意しておくことが望ましい」と明示された。同省の調べでは、06年度の入学予定者に対し、全国425大学のうち、リポートは222校、教科に関する課題は152校、読書感想文は130校が科している。講義も81校。「卒論発表会への出席」「1泊2日の宿泊研修」もあった（『読売新聞』07年1月4日）。

子どもに人気のあるカードゲーム「遊戯王」のルールを取り入れた社会科の教材を、文教大学が作った。歴史嫌いでもすぐに入り込んでいけるのが特徴。大学が越谷市内の全小中学校に寄贈したところ、大きな反響があった（『朝日新聞』07年1月5日）。

企業が出した課題を学生が数週間かけて調査し、解決策や新製品を模索する。昨年11月にスタートした上智大学の「課題チャレンジプログラム」。4社の担当者が自社の抱える悩みを披露しながら、課題を示した。3週間後、それに対する学生たちの研究成果が発表された。「社会人基礎力に関する研究会」を主導する経済産業省も、その成果に注目している（『朝日新聞』07年1月9日）。

予備校・学習塾大手が、大学入学予定者を対象に、高校の科目を再教育する事業を拡大している。推薦入試やAO入試の合格者と一般入試のそれとの学力差の解消が課題となっているためだ（『日本経済新聞』07年2月8日）。

「大学入学　まず基礎学力から」。学力低下への危機感を背景に、予備校教師を招いての基礎集中講義、インターネットを使った英語の復習など、入学前教育がいまではごく普通の光景になっている（『朝日新聞』07年4月7日夕刊）。

せっかく入学したのに、学ぶ意欲を失って中退する学生が少なくない。そこで、ここ数年、中退を防ぐため、学習と生活の両面で「親身な指導」を熱心に行う大学が増えてきている。例えば、八戸工業大学では、5年前に出欠管理システムがどうにゅうされ、クラスごとに置かれた担任が、データを分析。3回授業を休むと、携帯電話などで連絡し、面談する。日本工業大学では、学修支援センターの職員が授業に続けて欠席した一部の学生に電話をする（『朝日新聞』07年6月18日）。

東京工科大学とりそな銀行は、パソコンのゲーム教材を用いた「金融授業」を八王子市内の小学校を対象に、今年の冬から試験的に開始する。文部科学省が推進する「先導的教育情報化推進プログラム」の一環（『毎日新聞』多摩版、07年7月1日）。

大学の教養教育を充実させる動きが広がりつつある。入学時には専攻を決めず、文理の枠を超えた多様な講義を提供したり、理系の学生に対し、人文社会や芸術面の教育を強化したりといった具合である。専門性の殻を打ち破り、より広い視野を持った人間を育てることが狙い（『朝日新聞』07年10月14日、07年10月22日）。

えり好みしなければ、誰でも大学に入れる「大学全入時代」の到来を控え、勉強以前の社会常識や生活態度まで学生に指導する大学が出始めている。あいさつの仕方、出欠状況の管理を指導するところも。未熟な学生をそのまま社会に送り出せば、大学の評価も下がるだけに、中高生に接するような手とり足とりの指導を行う必要に迫られている。埼玉県狭山市の西武文理大学では、「あいさつで日本一」「服装・見だしなみで日本一」といった標語が掲げられている。金沢大学は、新入生の必修授業「大学・社会生活論」で、ノートの取り方だけではなく、ゴミの分別の仕方や交通標識の見方まで教えている。「意外にも、口うるさく指導されることを学生も嫌がらない」とか（『読売新聞』07年11月9日）。　

東京大学の研究グループによると、大学生（約4万5000人）の四人に三人は、「自分で勉強するより、必要なことはすべて授業で扱ってほしい」と考え、授業内容は、最先端の研究よりも、学問の基礎を重視している学生が多い（『日本経済新聞』07年11月19日夕刊）。

英検３、４級レベルの初歩を学ぶ英語のテキストが、300を超える大学で活用されている（『毎日新聞』08年2月18日）。

大学の新入生を対象に学習の動機づけなどを促す初年次教育が注目されている。3月に、専門の学会が発足する。準備不足のまま大学に入学するのは決して日本だけの問題ではなく、先進国に共通の課題になっている（『日本経済新聞』08年2月18日）。

文部科学省は、大学の学部段階の教育について、法学や経済学、工学などの専門分野ごとに最低限教えるべき内容を示す「コア（基本）カリキュラム」を策定する検討に入った。具体的には、日本学術会議に文科省が審議を依頼する方向で検討している。到達目標を取り入れた大学には補助金を上乗せするなどして、実施を促す方針（『日本経済新聞』08年3月7日、『読売新聞』08年3月25日）。

【ＦＤ活動・講義評価】
　早稲田大学第二文学部の社会人学生による講義のガイドブック『まなぶんがくぶ』が創刊（『朝日新聞』99年5月4日）。

北海道大学は、1泊2日の全学教官研修を始動させた。「北大をどんな大学にするのか」というテーマで議論するこの研修には、学部長の命令で渋々参加した教員のなかには、ぼやく人もいたものの、「参加してよかった」という感想も多く聞かれた。

北大の試みに影響された九州大学では、00年度4月から新入生を対象とした「名誉教授による少人数ゼミ」を始めている（『朝日新聞』00年7月3日）。

また、名誉教授の活用に関しては、千葉大学が、退官教授にボランティアでもう一度教団に立ってもらう「千葉大学フェロー」という制度を発足させている（『朝日新聞』99年11月1日）。

　早稲田、慶応、立命館など、100を越える大学の学生たちが参加する「大学の授業を考える会」が発足（『朝日新聞』00年11月20日）。

福井大工学部のある学科で、01年度から教官全員の講義をビデオ化して、お互いに評価する試みが始まった。撮影は、学生が担当して、講義をCD化して、教官らに配るほか、大学のネット上でも公開することを検討している（『朝日新聞』01年4月15日）。

大学教育を良くするための取組みとして、FD活動に本腰を入れる大学が増加している。ほかの教員の授業を聞く「授業参観」の試み（京都大学高等教育教授システム開発センターは、96年から「公開授業」に取り組んでいる。週1回、さまざまな大学教員が集まって交替に授業を行い、授業後に検討会を開いて気づいた点を指摘し合う）。授業に学生を引き込むコツをマニュアル化する試み（名古屋大学高等教育研究センターでは、「成長するティップス先生」を立ち上げて、基本マニュアルを公開している。また、関西大学では、授業研究の素材となるビデオを作成している。岡山大学では、01年7月にFD検討会を発足させ、32人の学生が15人の教員と共に、「授業評価」「勉学環境」など、6つの部会で検討している。千葉大学では、99年2月から4回にわたり、教養教育の在り方を学生と一緒に考える「学生会議」を開き、のべ150～200人の学生が参加している。信州大学では、学生を交えた「授業方法等を改善するためのワーキンググループ」が01年5月から議論をスタートさせている。手法はさまざまである（『朝日新聞』01年11月26日）。

東京大学が実施した学生生活実態調査の結果によれば、「学力低下」「教養崩壊」が叫ばれている東大の学生たちが読む本のうち、前回調査が行われた89年と比べて、教養書が減少し、教科書が増えたことが判明した。よく読む雑誌としては、情報誌が上位に進出し、漫画も青年誌よりも少年誌の方に人気が集まった。それに対して、「教養の欠如を嘆く前に、まず自分の著書を教科書として買わせるのを控え、授業を工夫すべきだ」と警告する教官の意見が紹介されている（『朝日新聞』01年12月12日夕刊）。

学生に対し、高校の授業内容を「補習授業」として実施している大学が全国の約3割、167大学にのぼっていることが、文部科学省が19日に発表した「大学カリキュラム等の改革状況調査結果」でわかった。正規の授業だけではわからない学生が増加していることを背景に、補習授業は年々増加傾向にある（『朝日新聞』01年12月20日）。

「学力不足」を受けて、私立大学で高校の勉強を復習する補習授業を行う大学が増えている。合格者に入学前から教育を始めるケースも増加している。「分からないのは学生が悪い」と突き放すだけでは、問題は解決しないことに、大学側も気づき始めている。例えば、大正大学では、2年前のAO入試の導入と同時に、合格者に「自己表現力」「英語表現力」と書かれた2冊のテキストとCD2枚を手渡している。入学までに、毎月1冊の本を読み、小論文を合計3回書くことを義務づけている。高校側から見ると、AO入試の評判は、「早々に合格して遊んでばかり。ほかの生徒に迷惑」と芳しくない。合格者の方にも、学力試験を受けていないことに負い目を感じている。成蹊大学経済学部も、昨年度から実施したAO入試の合格者に対して、「入学準備プログラム」を始めた。課題図書3冊のほか、日経新聞に専門家が寄稿する「経済教室」の要約、ニューズウィーク誌などから抜粋した時事英語の翻訳を課している。来春からは入学前にパソコンの講習会を開き、入学直後には数学で全員をクラス分けし、到達度別の授業を用意する。初歩のクラスでは、中2から高1レベルを教えることもあるという。一般入試でさえ、数学選択者は2割ほどしかいないためだ。他方、大谷大学短期大学部では、昨年度から1年後期1－2年前期に「日本語表現」の授業で、人材派遣会社の指導者を招いて、スピーチ・履歴書・自己PRを言わせたり書かせたりしている。読み・書きは教授陣が教えるが、聞く・話すの3回分は外部講師が担当する。龍谷大学工学部では、昨年度から物理・数学など4教科で、入学から半年間補習授業を設けた。大手予備校の河合塾の講師が担当する。入学直後に実力診断試験をし、点数が不足した学生に補習を勧める。今年度、物理では自主参加も含め、約6割の250人が受講した。

そうした流れを受けて、受験産業も補習授業に力を入れ始めている。代々木ゼミナールは今春、「大学補習事務局」を正式に発足させた。すでに約10校から注文を受け、推薦入試やAO入試の合格者向けに、中高レベルの数学や英語、物理などのビデオや確認テストをつくり、発送・採点を請け負う。駿台予備校も、今春、大学生向けの7つの講義を開始。来年3月、「大学準備講座」として全国12会場に拡大する。またNPO法人「日本技術者連盟」は、新入生がインターネットで自宅学習できる「基礎学力支援プログラム」を開発した。今秋、東京と大阪で開いた実演セミナーには、50を越える大学が参加したそうである（『朝日新聞』01年12月24日）。

埼玉大学と県立近代美術館は、美術館の子供向け美術鑑賞プログラムに学生が参加し、それを大学の単位として認定する連携講座を開設することにした。学生は、学芸員を補助し、企画を立案したり、子供に教えたりする。社会教育施設と連携して、大学が単位認定する講座は全国で初めてのケースになる（『朝日新聞』西埼玉版、01年12月26日）。

北見工業大学は、学生による授業アンケートで評価の高い教員に「教育優秀者賞」を贈っている。各学科・講座から1人ずつ計7人に、それぞれ100万円を授与する。国立大学では、同様の制度が、東京農工大工学部で99年度からスタートしている。学生アンケートなどで候補者5人を選び、教員十数人による面接で最優秀講座賞（研究費など約100万円）1人を決める。最優秀者は、1年間、新任教員のコーチ役を務める。福井大工学部では、00年度から学生の投票で8学科各1名の優秀教員を選び、そのなかから最優秀者が決定される。特典は、特別昇給と30万円の旅費。「優秀教員は声が大きく、黒板もうまく使うなど共通点がある。いい加減な気持ちで投票する学生がいないか心配したが、妥当な結果になっている」というのが、工学部長の弁である。ほかにも、千葉大学が全学対象の「ベスト・ティーチャー賞」を新設し、山口大学でも同様の賞が検討されている。「講義に力を入れても評価されない」と言われていた大学を変えると期待されている（『朝日新聞』02年1月5日夕刊）。

3年前から学生の授業評価が行われている明治学院大学では、評価を行った3年生が教員のみならず、その結果を新3年生に配るという意欲的な取組みを行っている。ただ、調査の結果が授業の改善に直結しているのかと言えば、まだ十分とは言えないといった声も紹介されている。また、学生のレベルが低くて、授業にならないといった教員の答えも指摘されている（『毎日新聞』02年4月20日夕刊）。

93年から全学部で、学生による授業評価を行っている東海大学では、現在、非常勤講師を含めて、授業を持っている教員約1700人のうち、評価の受け入れに同意した約8割が学生からの評価を受けている。結果は、学内のイントラネットで公表され、評価を受け入れた9割以上が名前も明らかにしている（『読売新聞』02年5月20日）。

亜細亜大学が今春の卒業生を対象にしたアンケートで、70％が受講した授業を理解できたが、9.0％が理解できなかったと答えている。その理由として、30.9％が「自分にも責任があるが、授業の進め方がわからない」と回答している。授業の改善が叫ばれて久しいが、まだまだ教える側にも努力の余地があるというべきなのであろう（『日本経済新聞』02年6　月8日）。

　全国の671校を対象とした文部科学省の調べによると、学生が教員の授業を評価する取組みを導入している大学が全体の76％にあたる513校にのぼっていることがわかった。97年度の272校から大きく伸びている。教員同士がお互いの授業参観をする大学も増え、大学の先生たちが評価される流れが加速している。ファカルティ・ディベロップメントを実施しているのは61％の409校になっている。新任教員の研修会を実施しているのは138校、お互いに授業参観を行っているのは101校であった（『朝日新聞』02年11月9日）。

　芝浦工業大学システム工学部（さいたま市）の三浦昌生教授が、同学部の第1回「ベスト授業賞」に選ばれた｡92年以来、すべての授業790回にわたって、自らの「講義日記」をつけ、学生の反応や自分の反省点を記録し、授業に生かす独自な取組みを行っている。黒い表紙の日記帳は、11冊になる。00年から、学生も参加するFD委員会を作り、「いい先生だけを表彰しよう」ということで、副賞が30万円（『朝日新聞』西埼玉版、02年12月24日）。

　一橋大学は、法、経済、商、社会の4学部における全開講科目430のほとんどで、学生による5段階の授業評価を行い、その結果を、教官名を含めて科目ごとに公開することを決めた｡1回目は1月末に実施、年度内に結果を公表。学生に冊子を配り、図書館でも閲覧できるようにする。外部からの問い合わせにも応じる（『朝日新聞』03年1月5日）。

　国立大学のなかに、教官の授業評価の結果で得点を与えたり、改善を促す新制度を相次いで導入したりする動きがある。授業評価をする大学は多いが、結果を教官に通知するにとどまり、実効性には疑問視する声もあった。大阪大学は、前期実績をもとに授業で学生から高い評価を得た教官12人に、それぞれ30万円の研究費を支給した。北見工業大学は、評価の高かった教官に年100万円の研究費を支給している。逆に、茨城大学は、評価の低い教官に改善計画を提出させる新制度を設けた（『日本経済新聞』03年3月15日夕刊）。

　大学・短大の実務教育分野の優れた教員を選ぶ「ベスト・エデュケーター・オブ・ザ・イヤー賞」の審査会が東京で行われ、東京工芸大女子短大部助教授の大島武氏が選ばれた。5ブロックの代表10人が10分ずつ、授業で工夫している点をパソコンでスクリーンに表示しながら発表した。そして、説得力、内容、印象度など、5つの視点から審査された。大島氏の発表は、授業のスタイルに変化を持たせ、学生に発表の場をたくさん作るなど、少人数ゼミ運営の工夫をわかりやすく説明したものであった（『朝日新聞』03年5月25日）。

　「学部別　ベスト＆ワースト3講義」という見出しとともに、4学部28人の教官の実名が、一橋大学の学生たちが発行する『一橋新聞』に掲載された。ただ、低い評価でも、教官にペナルティはなし。「明らかに仕方なく教育をやっている人もいる。もっと危機感をもって欲しい」という学生の声も（『朝日新聞』03年7月17日）。

　日本のことではないが、アメリカの「授業監査人」トム・ソーヤー氏の活動が紹介されている。教育委員会や校長から依頼を受けて､授業を第三者の立場から評価し、改善点を助言するのが仕事である。「革新的教育コンサルタント」という会社を設立した彼は、依頼された学校に数週間毎日通い、すべての教師の授業に何度も出席する。授業の中身について質問し、分析し、成績のいい学校の授業内容を経営学ばりに「ベスト・プラクティス」としてモデル化、校長に分析結果を報告する（『日本経済新聞』04年1月14日）。

　信州大学工学部で「ベスト・ティーチャー」に選ばれた河辺惇教授は、数学を視覚的に教えるため講義でアニメーションを多用するほか、いろいろな工夫をこらしている。同学部で01年度から実施されたベスト・ティーチャーは､学生の任意投票で選ばれる。選ばれると、研究費として30万円が贈られる。横浜国立大学や琉球大学など、ほかの大学でも、同様の動きが模索されている（『読売新聞』04年5月3日）。

　文部科学省によると、03年度に全国の大学の約9割が授業評価を実施している（『日本経済新聞』05年3月26日）。

　大学の多様化が進むに連れて、大学間の学位水準のバラツキが問題になっている。川嶋太津夫・神戸大学教授は、学位が証明する能力・資質を「ラーニング・アウトカム」によって全国一律に明確化することで、高等教育の透明性を高め、日本の学位を国際的に通用するものにすべきであると指摘している。ラーニング・アウトカムとは、一つの学習活動の終わりに、学生は、何を知っているべきか、何を理解すべきか、何ができるかを明示したものである。参考になるのは、現在、欧州諸国が取り組んでいる「ボローニャ・プロセス」。他方、ラーニング・アウトカムの発想は、教員がどのように教えたのかではなく、学生がどれだけ学んだかに注目することを意味しているので、教員中心に進められてきたこれまでの高等教育のあり方を学生本位の教育に変革できる契機ともなりえるのである（『日本経済新聞』06年3月27日）。

　学生が教員の授業を評価する取組みを導入した大学は、04年度で全体（709校）の97％にのぼっている。しかし、評価結果を学部や全学レベルでの改善につなげる取組みをしているのは、そのうち285校にとどまっている。補習授業は159校で実施されている（『朝日新聞』06年6月7日夕刊）。

　文部科学省の調べでは、学生による授業評価を授業内容に反映させている大学が4割を超えている。評価結果から「ベスト・ティーチャー」を選ぶ試みも広がっている増加している（『読売新聞』06年7月7日）。

　文部科学省は、大学・短大教員の講義のレベルアップをめざして、全大学に教員の研修を義務づける方針を固めた。来年度に大学設置基準と短大設置基準を改正し、早ければ08年4月にも義務化する。99年9月に、FDの努力義務規定を導入したが、依然として座学が中心で、効果や実効性を疑問視する向きもあった。一方、大学院は、FDが努力義務規定から義務規定に改正され、いち早く来年4月から義務化される（『毎日新聞』06年10月21日夕刊、『朝日新聞』06年12月17日、『日本経済新聞』07年1月6日）。

　ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）とは、「教授団の能力開発」の意味である。寺崎昌男・立教大学調査役は、ＦＤが義務化されるのに際し、大学や行政当局がその範囲を「授業改善」という一点だけに限定しないようにすること、カリキュラム改革、課題発見、成績評価の厳正化、新しい同僚の育成など、幅広く考えるべき出ることを指摘している（『日本経済新聞』07年3月19日）。

中央教育審議会は、大学教員の授業内容や方法の改善を図るため、教員向けの組織的な研修を各大学に義務付けるよう、文部科学大臣に答申した。08年度から施行される（『毎日新聞』07年7月10日）。
4　入試面での動向・試み

【全般的動向】　

1992年をピークに、18歳人口が減少に転じたのに加えて、バブル崩壊後の不況期を反映して、自宅から通える大学、学費の安い国立大学を志望する生徒が増加。さらに、資格取得に直結した学部や学科を希望する傾向が強まる（『朝日新聞』95年1月4日）。入試の多様化が進展（『朝日新聞』94年8月1日夕刊）。短大離れの傾向（『朝日新聞』95年1月14日夕刊）。学部別では、経済・経営、商学部系、国際関係、法系、女子大の文学部系の落ち込みが目立つ。逆に、得意科目重視の方式を採り入れた専修大学は、大幅に志願者を伸ばした（『朝日新聞』95年2月10日）。また、薬学部、看護学部、農水産系学部に、人気が集まった。私大の難易度も低下（『日本経済新聞』95年3月25日）。96年度入試では、関西の大学が軒並み志願者を減らしたのに対して、首都圏の私立大学の健闘ぶりが目立った。特に、理工系の大学の人気は高かった（『朝日新聞』96年2月23日夕刊）。夏休みに「オープン・キャンパス」と呼ばれる受験生向きの説明会を開く大学・短大が増加。予備校の講師を呼んだり、京都の20大学が合同で開催したりといった具合に、関西では活発。それに対して、関東では、入試相談や模擬授業が中心で、やや見劣りがする内容になっている（『朝日新聞』97年8月14日）。

①センター入試に加わる私立大学の急増、②同じ学部、学科で複数の試験を用意する「アラカルト入試」、③「試験日自由選択制」の採用、④2月のみならず3月にも入試を実施、⑤地方試験の導入、⑥三科目入試が中心ではあるものの、最近では二科目入試が増えて、一科目入試も出現など、「なんでもあり」の状態になってきている（『朝日新聞』98年8月20日）。00年度の大学入試から推薦入試の枠を定員の5割まで拡大することが認められる。これまで5割の短大は、無制限になる（『朝日新聞』99年3月12日）。

大手予備校の河合塾が、一科目100－200万円で大学入試問題を作成する新しいビジネスを始めると発表（『朝日新聞』00年3月10日）。河合塾と伊藤忠商事が、共同でシステムを作り、出願受付を代行する新ビジネスを始動させた。インターネットでデータを送信して出願する。受験料は、コンビニで支払うというもの（『朝日新聞』00年6月21日夕刊）。

河合塾が、「ほぼ全員合格」という意味での「Fランク」の大学を公表。全国の私立大学のうち、4割に当たる194校がFランクに分類された（『週刊朝日』00年6月23日号）。

文部省、現在は8月に1回だけ行われている大学入学資格検定（大検）を01年度から年2回実施することを公表。合格しなければならない科目も、11－12科目から9－10科目に減らす（『朝日新聞』00年8月9日夕刊）。

大学生と受験生がネット上で出会い、一般入試の前にお互いに指名し合う受験システムが00年11月16日スタートした。この新システムはNTT－MEと大学通信が開発した「2-pass.com」。受験生は誰でも無料で利用できる。国公私立大学は、登録料金を支払うと、受験生の情報などにアクセスできる仕組み。すでに約100大学が登録済み。高校側も首都圏を中心に約200校が参加、塾・予備校も約2万人が登録している（『朝日新聞』00年10月16日夕刊）。

最近では、AO入試が急増し、ネット出題やプレゼンテーション入試も登場。合格者に海外研修（城西国際大学や上武大学）や奨学金をつける例も見られる（『朝日新聞』00年8月20日）。入学願書のコンビニでの受付も増加。00年度は175校で行われた（『朝日新聞』00年11月4日夕刊）。

文部省の大学審議会は、大学入試センター試験の年2回実施や成績の次年度利用といった入試改革のほか、インターネットで教育する「バーチャル大学」などを盛り込んだ提言をまとめる（『朝日新聞』00年11月23日）。

文部科学省の私大調査によれば、①学力中心の一般入試を5日間設けて、受験生に自由に選択させる大学、②一度不合格になっても再試験すれば、受験料を無料にする大学、③入試の成績優秀者に対する学費減免を講じる大学、④新入生全員にノート型パソコンを支給する大学、⑤学校見学会でお化け屋敷のようなアトラクションを設けたり、遠くからの参加者には旅費・宿泊費を負担したりする大学の例などがある（『朝日新聞』01年2月27日）。

　大学入試センターは、02年度入試から希望者全員に成績を開示することを決めた（『朝日新聞』01年5月17日）。

旺文社の『蛍雪時代』8月号に、河合塾、駿台予備校、代々木ゼミナールの三大予備校が分析した大学別難易度一覧の付いた付録が付けられた。業界では、最初の試み（『朝日新聞』01年8月10日）。

04年度の大学入試センター試験で、国立大学75校が大半の学部で7科目を課す予定であることが判明した（『朝日新聞』01年8月29日）。

01年、高校卒業者が減少しているにもかかわらず、大学入学者が過去最高になるという不思議な現象が起こった。その理由は、①短大からの改組組も含めた大学数の増加、②厳しい就職難を背景とする進学率の上昇、③企業の短大卒から四大卒への求人の切り替え、④資格の単位化が進行し、大学に入って資格を取るという流れができつつあることなどである。

また、最近とみに増加した「インターンシップ」が、企業が優秀な学生と早期に接触することを可能にさせ、人材を供給するという「大学とのパイプ作り」として機能し始めている点が指摘されている（『日本経済新聞』02年1月13日）。

河合塾によると、昨年8月に実施された全国模試では、学部の系統別で、国公立大学の「法律・政治」志望者が前年比で15％増、2位の「経済」（9％増）、私立大学でも「法律・政治」が20％増で最も高かった。国立大学の法学部で高率だったのは、新潟大・法（69％増）、横浜国立大・経済法（58％増）、私立大学では、獨協・法（82％増）、明治学院・法（70％増）、駒沢・法（69％）など、いずれも中堅校と呼ばれている大学が軒並み健闘している。法学部の受験理由に、司法試験を考慮する人が8割近くいた。ロースクールへの進学希望者が約6割おり、そのなかで進学（受験）希望の大学のロースクールにそのまま進学したいと考える人が約9割いた。ロールクールの教育課程は3年制。しかし、法学部教育を4年受ければ、2年に短縮される。ただし、ロースクールは法学部に偏らず、さまざまな分野から人材を送り込むために設けられるので、他の分野からのライバルも多い。そのうえ、ロースクールに入っても、司法試験に合格できるかどうかはわからない（『朝日新聞』02年1月18日、『読売新聞』02年1月19日夕刊、『日本経済新聞』02年1月10日夕刊）。

1月19日に始まった大学入試センター試験では、理科を2科目に増やして課す理科系学部が目立ち始めた。2年後には、国立大学の大半が文系も含めて、「5教科7科目」とする方針を打ち出している。「理科1科目では授業についていけない学生がいることがはっきりした。少子化のなか受験科目を増やせば受験者数が減る心配はあるが、授業を優先した」というのが大学（電気通信大学）側の弁。それに対して、「そんなに学力が必要なら、学習指導要領の内容や授業数を減らさないで、小中学校からしっかり教えるべきだ。台形の面積の求め方も教えないで、大学受験だけ大変にするのはおかしい」とか、「これ以上受験科目が増えたら、もう国立受験やめます」といった受験生の発言も紹介されている（『朝日新聞』02年1月19日夕刊）。

与えられた課題を誤りなく処理する能力から自ら問題を発見し、解決する能力へ。そんな指摘がなされているにもかかわらず、多くの大学は、少子化で学生確保もままならず、入学者の「質」を問う余裕がなくなってきている。そうした流れに応じて、AO入試が増加している。「AOによる入学者は大学の成績も良く、上位3分の1にほぼ全員が入っている。図書館などの利用率が高いというデータもある」という慶応大学藤沢キャンパスの担当者の言葉が紹介されている。その一方で、「AO入試といいながら、入学意思を確認しただけで合格させる大学もある。定員の埋め合わせに使っているのではあるまいか」という代々木ゼミナールの進学情報・指導部の言葉も紹介されている（『毎日新聞』02年1月31日）。

東京都内のある私立女子大学では、ここ3年間、一般入試の志願倍率は2倍を切っている。高校3年生にダイレクトメールを送ったり、受験雑誌に広告を出したりもするが、受験生確保の決め手は、「高校回り」である。毎年5月の連休明けから、担当者2人が手分けして高校を訪ねる。目標は1週間に40校。女子校を中心に1人で一日6－8校を回る。5年ほど前なら推薦でうちの生徒を取って欲しいと頼みに来る高校もあったが、最近では会っても名刺も出さないし、頭も下げない先生が多いとか。受験生を送り出す高校と、受け入れる大学の「力関係」は完全に逆転した。埼玉県では、交通費などは一切受け取らないように通達が出されているが、私立大数校が一流ホテルで開く合同説明会では今でも、多いときは1万円の「お車代」や菓子などが出ると言われている。
狙いは教員だけではない。白鴎大学は、6月の大学見学会に来た高校生に、抽選で東京ディズニーランドの入場券とアトラクション利用券を組み合わせたパスポート券を贈っている。麗澤大学は、AO入試の合格者には1人6　万円の学習奨励金を支給している（『毎日新聞』02年2月4日）。

かつて、推薦入学の指定校は、高校にとって大きなメリットがあったが、最近、学生確保を狙って指定校を乱発する大学が現れた。指定校の価値は暴落している。指定校から入学する学生の意識も変わった。昔は、高校の代表のようなつもりでよく勉強したが、今は「普通の学生」と同じようになってきている（『毎日新聞』02年2月6日）。

大手予備校による大学入試の問題づくりは、かなり以前から行われていたが、今では表向きのビジネスとして定着しつつある。代々木ゼミナールが今月スタートさせる「リソース開発センター」の業務は、各種の問題の作成と試験の代行である。国立大学や都内の有名私大の問題も作っているという。その事業を最初に公表した河合塾には、1年目で約20大学から約60科目の依頼があったが、02年入試では30校以上からの依頼が届いた。その背景には、入試の多様化によって膨大な量の試験問題が必要になったこと、国立大学における教養部の廃止に伴い入試問題を作る力が衰えたこと、出題ミスが問題視されるようになったことなどがある（『毎日新聞』02年2月8日）。

大学入試センターが基礎学力を問う「総合問題」の導入を検討していることがわかった。同センターによると、現在の各科目は平均点が60点前後になるように作成しているが、「総合問題」は平均点80点を想定。新学習指導要領の内容を基本にしたもので、中学卒業レベルでも解ける易しい問題になる。早ければ、新学習指導要領で学んだ高校生が受験する06年度入試から導入される。試験時間は60分。数学と国語から構成される。（『朝日新聞』02年2月13日）。この「総合基礎」では、一定以上の点を取れるかどうかだけを判定する（『毎日新聞』02年2月12日夕刊）。

約8万人が受験する予定の明治大学は、この春の入試から全国の大学に先駆けて、携帯電話によるインターネット接続サービスを使った合格発表を始めた。同大学では、99年2月から、全学部で大学のホームページに合格者の受験番号を掲載している。約11万人が受験する早稲田大学は、今年度から合格者の発表掲示板を全廃し、電話の自動音声による通知に加え、HPでも合格者の受験番号を掲載する。法政大学でも、今年からHP上で合格者の受験番号を掲載する（『日本経済新聞』02年2月19日夕刊）。

リクルートが02年2月から携帯電話によるインターネットサービスを使って、学校・入学案内を始めたところ、大学や専門学校310校が参加することになった。来春に受験する高校2年生が主なターゲット。受験生は無料で利用できる。募集定員、合格後の納入金額、見学会、最寄り駅からの地図などに関する情報をNTTドコモ、au、J－フォンといった国内の携帯電話の端末から検索できる。電子メールで学校側に質問することもできる。同社が3年前からパソコンのインターネットで同じサービスを始めたところ、大学側から携帯電話用も作って欲しいという要望があり、それに合わせて開発された（『朝日新聞』02年3月2日）。

日本の大学に進学する留学生候補の一つとして、都会の飲食店などで働きながら日本語学校に通う中国人就学生の存在がある。現在、急増中である。中国では、留学（就学）手続きは政府公認のあっせん機関に限定されているが、規制緩和が進むなか、地方政府や大学があっせん機関を相次いで設立。現在、その数を合計すると、412になっている。留学ビザは、就学ビザほど審査が厳しくないため、中国の大学に入れない若者が、欧米よりも卒業が簡単でアルバイト時間がとれる大学で「学歴と収入」を得るために、あっせん機関に数十万円を払ってまで来日をめざしている（『読売新聞』02年3月5日）。

国立大学協会の調査によると、04年春の大学入試センター試験で、国立の79大学が大半の学部で「5教科7科目」を受けることを義務づける予定になっている。さらに10大学が05年以降に実施する。多くの国立大学が国大協の「7科目化」の提言を受け入れた形になる（『朝日新聞』02年3月16日）。

大学入試センターは、来年高校に入学し、新学習要領で学ぶ生徒（現在の中学2年生）が初めて大学を受験する06年度のセンター試験の教科・科目について、中間のまとめを公表した。新要領で必修科目になった「情報」が新教科になる可能性があるほか、「外国語」のなかでは、「リスニングテスト」を出題する方向で検討されている（『日本経済新聞』02年3月29日、『毎日新聞』02年3月29日、『朝日新聞』02年3月29日）。

　文部科学省は、これまで4年制大学に限ってきた大学入試センター試験を04年度から短大にも認めると発表した（『朝日新聞』02年5月29日）。

日本の大学への私費留学を志望する外国人を対象に、新しく国内外で一斉に実施される「日本留学試験」。従来、年1回だった私費外国人留学生統一試験に代わり、今年から6月と11月の2回実施になった。行うのは、文部科学省の外郭団体である日本国際教育協会。国内15都市のほか、海外では、韓国、フィリピン、インドネシア、ベトナム、タイ、シンガポール、マレーシア、台湾の計8ケ国・地域10都市で実施される。約8500人の受験が予定されている。アメリカ留学をめざす外国人向けの英語能力テストの日本版をめざしている。しかし、日本人留学生の6割近くを占め、最大の受験国であるはずだった中国での受験は、見送りとなった。昨年の秋に実施された試行テストの内容が、国家体制が異なる中国に二の足を踏ませたのではないかという憶測が出ている（『東京新聞』02年6月12日夕刊）。

国立大学協会は、全国の国立大学に対して、帰国生を対象とした特別選抜から「国籍条項」を撤廃することを求める通知を出した。それを受けて、来年度から多くの国立大学では、国籍条項がなくなる見通しである。これによって、日本に永住資格のある在日韓国人・朝鮮人などの生徒も、海外での在学年数などの条件を満たしていれば、帰国生として受験できるようになる（『朝日新聞』02年6月24日夕刊）。

文部科学省は、大学入学資格の要件を緩和する検討を始めた。これまでは、高校卒業者や大学入学資格検定の合格者に限っていたが、法律上の「学校」ではない外国人学校の卒業生らにも大検を受けずに認める方向を検討している。具体的な内容は今年の夏をめどに決め、省令を改正する方針（『毎日新聞』02年7月2日、『朝日新聞』02年7月2日夕刊）。

文部科学省は、「英語を使える日本人の育成のための戦略構想」をまとめた。全小学校への英会話の導入、中学卒業時に英検3級程度、高校卒業時に英検2級もしくは準2級程度といった目標の設定、06年度の目標に大学入試センター試験における英語のヒアリングテストの導入などが盛り込まれている（『読売新聞』02年7月12日）。

　文部科学省がまとめた資料によると、面接に時間をかけたり、論文を書かせたりするなど、受験生の意欲や適正をみる「AO入試」を導入する国公立大学が、16大学58学部から21大学73学部に増加したこと、「センター入試で5教科を課す大学」が国立では85大学333学部、公立では43大学77学部とほぼ横這いになっていること、「社会人選抜」を実施している国公立大学が88大学170学部から94大学179学部に増えていることなどがわかる（『毎日新聞』02年8月24日、『朝日新聞』02年8月24日）。

駿台予備学校が行った受験生に対する調査によれば、3割の受験生が海外の大学への進学を考えたことがあると答えている。難関大学の受験生ほど、その割合が高くなっている。その理由としては、「日本より進んでいる本場で、最先端の学問や研究をしたい」「語学や異文化を学びたい」「国際的な視野を持ちたい」などが挙げられている（『毎日新聞』02年8月26日夕刊）。

　高校生の大学・短大への進学率は99年度調査によると、45.1％になるなかで、児童擁護施設に暮らす高校生の進学率は8.0％に留まっている（『日本経済新聞』02年11月10日）。

　センター入試を利用する私立大学が増加し、02年度の参加校が310になった。利用率は61％。増加傾向は今後も続き、03年度は351校、05年度は363大学になる見通し（『日本経済新聞』02年12月21日）｡

　日本の高校から直接、アメリカの大学に進学する若者が増えている。カリキュラムを比べて、外国の大学を積極的に選択した例が目立つ。アメリカの州立大学を中心に、67大学が提携して留学を仲介する民間団体「NCN米国大学機構」によると、仲介を始めた91年度は43人だったのが、02年度は508人にまで増加、志願者の成績も上昇したという（『朝日新聞』03年1月9日）。

　大学入試センター試験の志願者が過去最高の60万2887人になった。現役高校生は43万8015人で、前年度と比べ8305人減。男性が6割を占める。会場数は693。来年度から国立大学の大半が5教科7科目になるため、少ない受験科目で国立大学を狙える最後のチャンスとなる。受験生の志望に、引き続き資格志向、実学志向があり、薬学部や法学部が志願者を伸ばした。なお、監督者による試験前の説明が長引き開始が5－7分遅れた例が2件あった。また、鉄道の人身事故で開始が遅れたのが2例あった（『朝日新聞』03年1月18日、『朝日新聞』03年1月18日夕刊、『日本経済新聞』03年1月18日夕刊、『毎日新聞』03年1月19日、03年1月20日）。

　私立大学の入試科目の中から「漢文」が減っている。河合塾によると、出題範囲を少しでも減らすと、受験生を集めやすくなることから、「漢文外し」は10年前ぐらいから始まっている。そうした動きに対して、高校の国語教師たちが危機感を募らせている。ことわざや格言などで、漢文が元になっているものが多く、高校生が言語のルーツに関心を持たなくなることを心配するからである。また、漢文は、東アジアの人々が共有する知的財産であるといった視点からの批判もある（『朝日新聞』03年2月2日、『朝日新聞』03年3月1日）。

　AO入試はここ数年増える一方である。00年度入試では75校であったのが、02年度には4倍弱の286校に増加している。そのため、「2月、3月が受験シーズン」という常識が覆されつつある（『日本経済新聞』03年3月2日）。

　予備校など受験産業から人材を受け入れる大学が増えている。河合塾だけでも、OB21人が大学の入試部などで活躍中。いまは、「受験生を一本釣りする時代。でも、大学には、高校を回って営業するノウハウがない」し、「大学には営業感覚のある人材は少ないし、育つ場もなかった」からである。入試問題の作成から、自校でつくった問題の事前チェック、入試解答を公表する前の確認に至るまで、予備校のサポートは多岐に及ぶ（『日本経済新聞』03年3月4日）。

　いずれかの大学に入学しながらも予備校に入学した割合が93年度は11％であったのが、03年度は21％とほぼ倍になった。いわゆる「仮面浪人」が増えているわけである（『日本経済新聞』03年3月6日）。

　旺文社は、今春の私立大学の志願者は270万人を超え、3年連続の志願者増は確実とみている。調査の対象となった250校の志願者（221万人）のうち、センター入試利用だけの志願者を集計すると、前年比で14％増であるのに対して、センター入試を除いた一般入試のみの志願者を集計すると、前年比で1％の減少となっている。その理由は、①受験料の安さ、②地元での受験が可能であること、③志望校別に出題傾向を分析しないでもすむことである（『日本経済新聞』03年3月8日）。

　ある大学教授の話では、推薦入試で入学した学生の追跡調査をした結果、半数は学習が困難になっている事がわかったとか。推薦組はきちんとした努力で結果を出す経験が備わっていない学生が多い。また、「一般受験は無理だから推薦で」というのが学力下位校の現実という別の読者の意見も（『日本経済新聞』03年3月15日）。

　アメリカに留学する高校生の意識が変わりつつある。英語に対する単純な興味から一歩進んで、日本にはない専門分野の講座が充実しているアメリカの大学を進学先として選ぶケースが増えている。つまり、留学先から進学先への転換である。「実体験のフィードバックや討論が中心」で、自己主張の方法が自然に身につくのも、魅力の一つ（『読売新聞』03年3月31日）。

　全国の国公私立大学の約3分の2が社会人向けの入学試験を今春設けている。自己啓発や専門知識を取得するために大学に入学したいと考えている社会人が増えたためである（『日本経済新聞』03年3月31日）。

　03年度の大学入試で、国公立大学も含め60を超える大学が、問題作成や事前チェックを大手予備校の河合塾と代々木ゼミナールに発注していることがわかった。全国の大学のほぼ1割に当たる。背景には、入試ミスの続発がある。文部科学省は、「機密性、公平性に懸念がある」としている（『読売新聞』03年5月15日）。

　今春から実施の新学習指導要領で学んでいる高校生が受験する06年度の大学入試センター試験の出題教科・科目が固まった。現行の6教科の32科目から28科目に変更され、英語のリスニング（聞き取り）が導入される。リスニングは、ペーパーテストの配点（200点満点）に追加する形で実施される方針（『朝日新聞』03年6月5日、『毎日新聞』03年6月5日、『読売新聞』03年6月5日）。

　国立大学協会は、1校を前期と後期の2回受験できる分離分割方式に関して、06年度から各大学の裁量を広げることを決めた。法人化に伴い、入試についても個々の大学の独自性が重視される。05年度までは、現行どおりに実施される（『読売新聞』03年6月5日、『朝日新聞』03年6月11日）。

　環境系の大学への進学をめざす高校生らを対象にした現役大学生による進路相談会が開催される。青年環境NGO「エコ・リーグ」が企画したもの（『毎日新聞』03年6月6日）。

　大学入試センターは、推薦入試などの合格者に「大学で学ぶのに最低限必要な学力」があるかを入学前にチェックできる新タイプの試験問題を作成する方針を決めた。早ければ、今年の秋から希望する大学、短大に提供し、試験の結果によっては、合格者に入学までに基礎を身に付けるよう促したり、入学後の教育の参考にしたりするなど、役立ててもらう。センターが採点、分析を行うことによって、学力に関する調査研究にも役立てる。新たに作成されるのは、中学生から高校1年程度の水準の「総合基礎試験」。国語、数学、英語の三教科。昨年度、推薦入試やAO入試で合格した学生は、大学入学者の38％にあたる約22万人に達している（『読売新聞』03年6月12日）。

　現在の高校1年生が対象の06年度入試から大学入試センター試験に英語のリスニング（聞き取り）が導入されるのに伴い、試験会場もすべて大学から、一斉校内放送が可能な高校に変更される。1教室の収容数も最大500人規模から原則40人となり、現在の700カ所から1000カ所に増える。音響などで公平性が保てるかどうか、課題も多い（『日本経済新聞』03年7月25日夕刊）｡

　文部科学省は、04年度の国公立大学の入試概要を発表した。来年度入試では、センター試験で、「5教科7科目」以上を課す大学が、前年度より28大学231学部多い、91大学、344学部に急増した。また、「AO入試」も8大学13学部で新たに導入され、計29大学86学部で行われる（『読売新聞』03年8月27日）。

　大学入試センター試験に来年度から短大の参加が認められ、インターナショナルスクールなど21校の卒業生も参加できることになる。私立大学の参加率も約76％に達している（『日本経済新聞』03年10月6日夕刊、『朝日新聞』03年10月6日夕刊、『読売新聞』03年10月6日夕刊、『毎日新聞』03年10月7日）。

　50万人の受験生が一斉にイヤホンを装着し、机の上の再生機から流れる英語の音声に耳を傾ける。06年度から導入される英語のリスニングで、受験生全員に小型の音声再生機を配る案が浮上している。ただ、1台2000円以上かかることによる受験料のアップや、「使い捨て」が前提になるための大量の「ゴミ」を出すことで、環境問題を悪化させかねないという意見もあり、実現するかどうかは不透明（『読売新聞』03年10月22日夕刊、『朝日新聞』03年11月6日、『日本経済新聞』03年11月6日、『読売新聞』03年11月6日）。

　今年度の大学志願者数は､大幅に増加した。ただし、センター試験の志願者数は58万人に減少している（『読売新聞』03年10月27日、『毎日新聞』03年11月3日、『日本経済新聞』03年11月7日）。

　国立大学の入試は、前期と後期に配分され、2回受けることができたのを、各大学が条件付でどちらか一方に限ることができるように見直す方針が国立大学協会の総会で決められた。つまり、面接や論文などで選ぶアドミッション・オフィス入試や推薦入試で相当数の学生を募集すれば、前期に一本化することも認める。06年度から適用される（『朝日新聞』03年11月13日、『日本経済新聞』03年11月13日、『毎日新聞』03年11月13日）。

「みんなが行くから、何となく来たという学生が多い」と嘆く大学人が多い。「どこか入れそうな大学はないか」「大学と名がつけばどこでもいい」といった高校生の声も。就職難で、「勤め先を探すよりは、大学に入るほうが樂」と安易に進路を決める生徒も多いとか。そんななか、同志社大学で来春発足する政策学部では、「大学で何を学びたいか」「将来の進路は」といったテーマの学生たちが自由に意見交換する「First Year Experiment」という耳慣れない一年生の必修科目がある。一クラス20人の学生に担当教員が一人。レポートの書き方や図書館での文献の探し方も教え、学業以外の相談に乗る。佛教大学では、携帯電話を104科目の講義で活用している。学生は、授業中、意見や質問を携帯電話のメールに打ち込み、送信する。内容は、教室内でのスクリーンにリアルタイムで映し出され、教員やほかの学生も見ることができる。教員がていねいに答えると、直接手を上げて発言する学生も増えてきた（『読売新聞』03年12月4日）。

　今年度のセンター入試の受験生は、過去最多だった昨年度より1万5537人少ない58万7350人であった（『毎日新聞』04年2月6日、『日本経済新聞』04年、2月6日、『朝日新聞』04年1月17日夕刊）。

　大学入試のミスが頻発している。進行中の04年度入試では、国公私立77大学から101件のミスが文部科学省に届けられた。各大学で、入試方法がどんどん多様化しているため、問題作成の作業が追いつかなくなってきていることが原因か（『朝日新聞』04年3月6日夕刊）。

　私立大学の今年の一般入試での志願者数は、昨年よりも5％少ない199万人で、4年ぶりの減少となった。3月入試を加えても、最終的には260万人台の前半で、3年連続の増加から減少に転じることが確実という。昨年、浪人すると5教科7科目入試が増えるため、浪人を避けて入れる大学に入学したため、浪人生が減ったことと、受験料・入学金を支払えないという家計の事情が反映している（『毎日新聞』04年3月8日）。

　大学入学資格検定試験制度（大検）の見直しを検討している中央教育審議会は、全日制高校の在校生にも受験を認め、学校側の判断で卒業に必要な単位に算入できるようにすることを盛り込んだ中間報告書をまとめた。現在、在学中の受験は、定時制・通信制の生徒にしか認められていなかったが、不登校などの生徒の学習成果を評価する一つの方法として認めた。それを受けて、文部科学省は、05年度からの実現をめざす。名称が「高等学校卒業程度認定試験」（仮称）に改められる方向での検討が進んでいる（『日本経済新聞』04年5月10日、04年6月22日、『朝日新聞』04年5月12日、『毎日新聞』04年6月22日）。

　昨年、1万5000人以上の受験生が参加した「大学ガイダンス」が今年も、東京、仙台、横浜など、全国6会場で開催される。今年は、延べ146の国公立・私立大学が参加する（『朝日新聞』04年6月16日）。

　今春の高校卒業生の大学進学率が53.5％と、過去最高を更新したことが、東京都の学校基本調査速報でわかった。一方、就職者の割合も22年ぶりに上昇に転じた。今年度から新たにフリーターの数を調査項目に加えたところ、全卒業生の1.9％であった（『毎日新聞』多摩版、04年7月15日）。

　文部科学省は、大学・短大に進学を希望する志願者数と、国内の全大学・短大への入学者の総計が07年度に同数になるとの試算を、中央教育審議会大学分科会に提示した。入りたい学校を選ばなければ、志願者全員が入学できる「全入時代」が到来する。97年の旧文部省の試算より、2年は早まっている。今後、少子化と募集増で、経営難に陥る大学･短大が続出することが予想されている。ちなみに、昨年度の現役高校生と浪人生を合わせた志願者数は85万4000人、入学者は71万8000人であった（『日本経済新聞』04年7月20日夕刊、『読売新聞』04年7月23日夕刊、7月28日、『日本経済新聞』04年7月23日夕刊、『朝日新聞』04年7月24日、『毎日新聞』04年7月24日夕刊）。

　60年度に10.3％であった短大・大学への進学率は、70年度に23.6％、80年度に37.4％になり、03年度には49.0％に達した（『日本経済新聞』04年7月24日夕刊）。

駿台予備校の見通しによれば、国公私立をあわせた大学・短大の志願者数は、昨年春が約85万4000人で、今春は82万人程度、来春は引き続き減少し、80万人を切る見込み。模試の状況から、学部ごとにみていくと、国公立では、医学部系の人気が急上昇し、理学部・工学部系は減少。文・人文学部系、経済･商学部系は数ポイント増。他方、法学部は7ポイントの大幅減の可能性が示唆されている。私立大学でも、医学部・歯学部・薬学部が堅調であるが、理学部・工学部系は減少、文・人文学部系は1ポイント増、経済･商学部系は横ばいの傾向をみせている（『朝日新聞』04年8月19日）。

日本で留学生や帰国子女のみならず、高校既卒業者を対象に秋季入学の制度がスタートしてから10年が経過するが、広がる勢いは見られない。そんななか、早稲田大学商学部が、来年から秋季入学を導入する（『朝日新聞』04年10月17日）。
大学入試センターは、来年1月に実施するセンター試験の志願者数（速報値）を56万

9974人と発表した。04年の確定志願者数に比べて、1万7376人の減少で、2年連続の減となった。現役が約42万人、浪人が約14万人。入学定員に対する倍率は3.7倍で、今年の3.9倍よりも「広き門」になっている。また、私立大学の8割が参加する（『朝日新聞』04年11月5日、『読売新聞』04年11月5日）。

著作権を尊重する立場から、大学入試の試験問題をより慎重に扱う動きが出ている。試験問題は、著作権者の許諾がなくても出題に使うことができるが、営利目的の場合は、通常と同じで、著作権者に対する責任を負うことになっている（『朝日新聞』05年4月10日）。

文部科学省は、来年度の大学入試センター試験を利用する大学・短大の数を発表した。これによると、今年度より31校増えて、過去最高の計594校が参加する（『朝日新聞』05年4月19日）。

教育手法の調査研究を行っているNPO法人「教育制度研究フォーラム」は、大学や短大での合否判定に活用できる全国統一学力判定試験を今年の10月に実施する。出願は7月4日からで、試験は10月9日に行う。大学入試センター試験より問題の難易度を低くし、基礎学力の定着度を判定するのがねらい。結果は、主にAO入試や推薦入試などの合否判定に使われることを想定している（『読売新聞』05年6月8日、『朝日新聞』05年6月8日、『日本経済新聞』05年6月8日）。

文部科学省の調査によれば、都内の高校卒業生のうち、大学･短大進学者の進学者の比率が56.2％になり、過去最高になった。進学率は、前年度比で2.7ポイント上昇した（『朝日新聞』多摩版、05年7月15日）。

文部科学省は、大学入学資格検定試験（大検）から衣替えし、8月に初めて実施する「高等学校卒業程度認定試験」の出願状況を発表した。第1回の出願者は1万3576人。最も多かったのは、高校中退者（7133人）。今回から受験できるようになった全日制高校の在校生は912人だった（『読売新聞』05年7月21日、『朝日新聞』05年7月21日）。

文部科学省の学校基本調査速報によれば、今春の新規高卒者と浪人生をあわせた大学・短大の進学率が前年度比で1.6％増加し、初めて5割を超えた（『朝日新聞』05年8月11日、『読売新聞』06年8月11日）。

「時間をかけて受験生をじっくり見るAO入試は、元々、私大から広がってきた」。国立大学で最初に導入したのが、00年の九州大学、東北大学、筑波大学の3校。いまでは、国立大学でも広がっている。それによって、意欲的な学生が増えたとする大学は、01年度には76％であったのが、02年度は6割、03年度は5割まで下がってきている。なかには、夏休み中のオープン・キャンパス参加者に、その場で面接し、合格内定を出す大学もある（『読売新聞』06年1月11日）。

地元以外に受験会場を設ける「出張入試」が地方の国立大学で拡大している。06年度入試では、少なくとも新に3大学6学部が加わり、7大学12学部で実施される。特に目立つのは、受験者の減少が続く工学系の学部（『朝日新聞』06年1月12日）。

通知表や内申書に記入される学業成績が、「相対評価から絶対評価」に変わったが、これでは「入試の評価にならない」という声があがっている。「絶対評価は、学力のものさしとは言えず、選抜試験には向かない」からである（『読売新聞』06年1月14日）。

高校生らに進路相談会を開催している「ライセンスアカデミー」も調査によると、大学進学を断念する理由として、高校の7割は「学力より学費」と感じている（『朝日新聞』06年2月13日）。

AO入試を採用する大学が、国公私立を問わず急増し、いち早く受験生を囲い込もうという動きが強まっている。5月末に合格者を出すことを表明したり、選抜中に合格内定を出したりする私立大学もある。「来れば内定、会えば内定」といった言葉もささやかれている（『毎日新聞』06年5月8日）。

岐阜大学の調べでは、全国の国立大学の入試で、工学部系の志願者が02年から06年にかけて大幅に減少し、倍率が2倍を切る大学が増えるなど、深刻な「工学部離れ」が進んでいる（『日本経済新聞』06年6月24日）。

高校生や受験希望者が大学を見学する「オープン・キャンパス」で、サービス合戦が行われている。ガイダンス、入試対策の話、模擬授業といった内容が定番であるが、最近では、学生食堂での無料食券の配布、在校生との話し合い、交通費の補助、入学時に受験料相当額の払い戻しなど、いろいろな試みがなされている（『読売新聞』06年7月11日夕刊、06年7月14日）。

大学受験でいま、「医学部シフト」が起きている。同学部への志願者がのべ10万人を超えている。理系学部よりも国立大学の医学部へという志向が強くなっている（『朝日新聞』06年7月25日）。

07年度大学入試センター試験の出願が13日に締め切られたが、大学入試センターの速報値によると、総数は52万8898人（うち、浪人生は10万4319人）で、昨年度よりも約4200人の減少となった（『毎日新聞』06年10月14日）。

07年度の入試動向を受験者の学部別にまとめると、景気回復で文系学部、特に経済学系学部の人気が高い。法学部や人文系学部のほか、資格に直結する介護・保健系の学部も人気だ。逆に、医学部の人気は高とまり傾向にあるが、理工系の学部の人気低落は続きそうである。工学部の不人気の理由として、①就職に有利な資格取得に直接結びつかないこと、学問の内容が多岐にわたり高校側が進路指導しにくいなどが考えられている（『毎日新聞』06年10月25日夕刊、『朝日新聞』06年10月29日別刷り特集）。

岐阜大学、御茶の水女子大学、名古屋市立大学、順天堂大学などを中心とする17の国公私立大学が、入試で過去に出題した問題をお互いに利用できるようにするネットワークをつくり、全国の大学に参加を呼びかけている。全国の約400大学に参加要請がなされた。各大学の「過去問」を共有財産として位置づけ、相互利用を可能にすることで、入試問題の作成に要する時間や労力を節約することがねらいである。ちなみに、この「入試過去問題活用宣言」への賛同大学は、1月10日の記事では50校ほどになっている（『日本経済新聞』06年10月26日夕刊、『朝日新聞』07年1月28日、『毎日新聞』07年1月10日、『読売新聞』07年1月10日）。

東北大学高等教育開発推進センターの倉元直樹助教授などの調査で、AO、推薦入試が「必ずしも優秀な学生の選抜につながっていない」とする分析結果がまとめられた（『読売新聞』06年11月1日）。

国立大学協会は、AO入試と推薦入試の募集人員の上限を、入学定員の5割まで認めることを決めた。08年度入試から実施する（『日本経済新聞』06年11月7日、『読売新聞』06年11月7日）。

受験料の割引制度を導入する大学が増えている。全国の大学の半数近くが、すでになんらかの制度を設けている。複数受験での割引が一般的だが、英検2級以上を持つ受験生の無料化（LEC東京リーガルマインド大学）、オープン・キャンパス参加者の5000円割引（神戸国際大学）などもある（『毎日新聞』06年11月17日夕刊）。

東京の有力私大の地方での「出張入試」が、来春以降、大幅に強化される。地方の私立は危機感を強め、地元の囲い込みに必死だ。例えば、札幌、仙台、長野、新潟、金沢、名古屋、大阪、広島、福岡などで実施される（『朝日新聞』06年11月24日夕刊）。

大学入試センターは、来年1月に実施されるセンター試験の確定志願者数が前年度比0.4％増の55万3352人になったことを発表。浪人生の割合は、20.4％と、過去最低となった（『日本経済新聞』06年12月2日）。

大学や専門学校の入学金や学費を現金自動出入機（ATM）から振り込めるサービスを、りそな銀行と埼玉りそな銀行が始めた。同行のキャッシュカードを使えば、提携先の40校にATMで振込みができる（『朝日新聞』06年12月14日）。

入試の傾向と対策を教えます！　そうしたキャッチフレーズのもと、自校の入試について受験生に無料で解説する大学が増えている。予備校の協力を得ながら本番さながらの模擬試験を行ったり、ホームページやメールで助言したりといった具合である。大学主催の模擬試験は、専修大学、立正大学、東京工科大学、拓殖大学などで実施されている。過去2年間、専修大学のプレ入試を受けた受験生の7割が本番も受験したという（『朝日新聞』06年12月25日）。

入試の傾向と対策教えます。受験シーズンを控え、自校の入試について受験生に無料で解説する大学が増えている。大学主催のプレ入試＝模擬試験の実施である。インターネットの活用やメールマガジンを活用する大学の事例もある（『朝日新聞』06年12月25日夕刊）。

京都大学は、今春入試から、一部を除き、後期日程を廃止し、2月下旬の前期日程の時期に一本化する。国立大学を複数回受験できる制度が揺らいでいる。国立大学における2次試験の移り変わりをまとめておくと、87年度からA、B二つの日程のいずれかで試験を実施する「連続方式」が登場。89年度から定員を前後期に分ける「分離分割方式」も併用されるようになる。97年度から「分離分割方式」に統一された。しかし、国立大学協会は06年度から、調査書や、面接・論文などを活用するAO入試や推薦入試の実施を条件に、一般入試の一本化を容認した（『読売新聞』07年1月6日）。

今春入試で、私立大学の69％に当たる387校が所在地以外に入試会場を設けた。明治大学、法政大学、中央大学などの伝統校も例外ではない。「デリバリー入試」と銘打つ国士舘大学の海上は、札幌から那覇まで全国15都市に及んでいる。国公立大学も、全体で2割に当たる31校が各地に会場を設置している（『読売新聞』07年1月13日）。

「学生を掘り起こせ！」。私立の薬科大学や薬学部が、07年度入試で、薬科大学や薬学部がない県に試験会場を設ける動きが広がっている。なかには、「5人でも、6人でも受験生がいれば出向く。攻めの姿勢で臨む」との声も。背景には、少子化に加えて、6年制移行で志願者の頭打ち傾向がみてきたからだ（『読売新聞』07年1月27日）。
日本漢字能力検定（漢検）が大流行になっている。年3回ある試験の延べ受検者数は5年前の1.5倍に増えている。06年の見込みでは、254万人。内訳を見ると、受検生の45.7％が中学生、32.4％が高校生、12.4％が小学生で、合計すると、9割になる。いずれも入試対策がメイン。入試で漢字検定を評価する大学・短大は全国で476校、国語や現代語の単位として認定する高校も776校に上る（『毎日新聞』07年2月3日）。

センター試験の受験者数は51万1272人。前年度比で、4813人の増加であった（『朝日新聞』07年2月8日）。

文部科学省は、国公立大学入試の確定志願者数が昨年より約1万7000人少ない48万8527人だったと発表した。センター試験導入以後では、一番低い数値の4.8倍で、初めて5倍をきった（『日本経済新聞』07年2月21日、『毎日新聞』07年2月21日）。

団塊世代の教員の大量退職が始まり、採用の門が広くなるという予想のもとで、教員養成系の人気が高まると言われていたが、予想に反して、昨年の約5万2500人から1割以上も減少し、志願倍率も4.9から4.4倍に下がっている（『朝日新聞』07年3月10日夕刊）。

文部科学省の学校基本調査によると、女子高校生が進む大学の学部学科に変化が生じている。20年前は、3人に1人は文学部を中心とする文系であったが、最近は法学や経済学といった社会科学系が最も多く、3割を占めるようになっている。理系の割合も増え、特に、医学部では、3人に1人は女子となっている（『朝日新聞』07年3月11日）。

推薦・ＡＯで大学に入学した学生は4割を超えた。十年前、一般選抜は7割超だった。私立大学では、この傾向は一段と進んでおり、比率は半々（『日本経済新聞』07年3月19日）。

工業高校の生徒らの活躍を正しく評価し、やる気を促そうと、全国工業高校校長協会が01年度から始めた「ジュニアマイスター顕彰制度」が広がりを見せている。そして、優秀なマイスターと認定された生徒を入学試験で優遇する大学が現れるなど、社会的な認知度も高まっている（『読売新聞』07年3月23日）。

「全入時代」の幕開けとされた07年度入試の志願状況をまとめると、「私高国低」であった（『日本経済新聞』07年4月2日）。

ライセンスアカデミーの調査によると、希望する進路を断念する高校生の62％が「費用」を理由に挙げた。進学率が低い高校ほど、その傾向が顕著になる。学費を年三回以上に分けて払える大学はわずか2.4％でしかない（『日本経済新聞』07年4月16日）。

07年年度の国立大学入試で、教員養成課程系は、9％減少と、志願者を大きく減らした。逆に、就職事情が好転し、人気が出たのが文系である（『日本経済新聞』07年4月16日、4月30日）。
06年度の高校卒業程度認定試験の合格者のうち、約5割が大学、短大、専門学校に進学していたことがわかった。そのうち、大学に進んだのは、29.2％（『日本経済新聞』07年5月12日、『朝日新聞』07年5月20日）。

ＡＯ入試で、6月や7月といった具合に、選考時期や合格者の内定時期を早める大学が目立ち始めている。こうした「青田買い」に対し、危機感を強める専門学校も、来年度からＡＯ入試を導入する（『読売新聞』07年6月11日夕刊）。
07年度入試で、私立大学の12％に当たる71校が入試問題の作成や点検を予備校などに外注している。全部の問題を任せる「丸投げ」も18校あった。国公立大学ではなかった。文科省は、「入試は各大学が自ら行うことが基本」と強調し、慎重に対応するように求めている（『読売新聞』07年7月6日、『朝日新聞』07年7月6日夕刊、『朝日新聞』07年7月16日）。

文部科学省は、高校での学習状況を評価するため、在学中に検定試験を実施することの検討に入った。大学入試の合否判定資料としても活用することも視野に入れられている（『朝日新聞』07年7月14日）。

夏休みに入り、オープン・キャンパスが真っ盛り。本番さながらの授業からユニークなおみやげ、特典付きまで、受験生を引き付けようとあの手この手だ。ロゴ入り手提げバックやシャープペンシルなどを盛り込んだオリジナルグッツの配布、ショルダーバッグ、有名人の特任教授による公開授業、1泊2日の無料ツアーもある（『朝日新聞』07年8月6日）。グ

来春入試の見通しとして、一度の試験ですべての学部を受験できる全学部日程を駒沢大学、成蹊大学、武蔵大学などが始める。試験会場を増やす大学もあるし、新たに東京で入試を行う地方の大学の動きもあるようである（『朝日新聞』07年8月16日）。

高校生が受験する大学や短大を決める際、オープン・キャンパスの影響力が大きくなっていることが、情報サービス大手「リクルート」の調査で分かった。第一志望を決めた時期に影響のあった情報源として、オープン・キャンパスが24.2％で、トップ。学校案内やパンフレット20.2％、高校の先生からの情報やアドバイス（17.9％）などを上回った。施設の見学、教員や学生が質問に応じること、過去の入試問題の配布、推薦入試向けの体験面接や小論文指導、ランチサービスなど、いろいろな工夫が凝らされている（『読売新聞』07年8月17日）。
今春、私立大学に入学した学年のうち、一般入試で入学した人の割合が初めて半数を割り込んだ。ＡＯ入試や推薦入試で、受験生を確保する私立大学が急増したことが背景にある。今後も、一般入試は減る傾向にある（『読売新聞』07年9月26日）。

高校生が大学入試で出願する大学の校数は、「1校」が4割近くを占める一方で、「5校以上」も2割を超え、二極化している。ＡＯで、1校だけをねらう場合が多い（『朝日新聞』07年10月22日）。

受験生のやる気や独創性を評価する「ＡＯ入試」を採用する大学が増加している。定員の3～5割をＡＯで募集する大学もめずらしいことではない。ユニークな例としては、九州大学の学部横断的プログラムである「21世紀プログラム」、名古屋工業大学の学科横断的な「工学創成プログラム」、3日間の体験入学を軸にする名古屋学院大学、ゼミをリードできる学生にターゲットを絞った成蹊大学、「小学校交流体験試験」を行っている千葉大学教育学部などがある。

数々の提出書類、小論文、研究発表、集団討論、面接などと、入試の中身はいろいろ。他方で葉、学生の「青田買い」に使う傾向も強まっている。9月中旬から10月中旬に願書を提出し、合格発表が11月初旬から12月上旬というのが一般的。しかし、近年は、5～6月に願書を受け付けたり、「事前エントリー」と称して、出願前の受験生と接したりするケースが目立ってきている。夏や初秋に選考を始め、合格内定を出す大学もある。推薦入試には「原則11月解禁」という縛りがあるが、ＡＯには解禁日がないからである（『朝日新聞』07年11月5日、11月19日）。

毎年1月に実施される大学入試センター試験で、科目数を減らす動きが一部の国立大学から出ている。学力低下を防ごうと、国立大学協会は、幅広く5教科7科目を受験生に課すように提言し、このルールに従う大学が増加していたが、今回の動きは違う路線を取り始めたことを意味している（『朝日新聞』08年1月12日夕刊）。

中央教育審議会の大学分科会の作業部会は、大学進学を希望する高校生を対象に新たに「高大（高校・大学）接続テスト」（仮称）の新設を求める提言をまとめた。ＡＯ入試や推薦入試の普及で、筆記試験を受けずに入学する大学生が約4割に上るなか、何らかの形で全国共通の学力テストを行わなければ、大学合格者の学力が維持できないと判断した。現行の大学入試センター試験とは別に実施し、ＡＯ入試などで活用することを提案している（『読売新聞』08年1月23日夕刊、『朝日新聞』08年1月23日夕刊、『日本経済新聞』08年1月24日）。

大学・短大の4割以上が、08年度の入学試験で漢字能力検定（漢検）を利用していることがわかった。「基礎学力の担保」として活用されているようである（『朝日新聞』08年2月4日）。

【各大学の動向】

東洋大学工学部で、全国初の「十月入試」が実施された。他方、東海大学では、95年度入試から、受験生が指定する三科目のうち得意科目の配点を高くする「得意科目ウエート配点制度」（具体的には、1科目指定するときはその科目の得点を1.6倍、2科目の場合は1.3倍にする。ただし、指定しない場合は、各科目の得点を1.2倍にする形で、不利が生じないように配慮される）が導入される（『日本経済新聞』94年7月9日、『毎日新聞』95年1月13日）。

なお、99年頃になると、10月入試の志願者は大きく減少している（『朝日新聞』99年9月27日）。

　駿河台大学文化情報学部で、「何でも持ち込み可」の入試が、95年度入試から実施。四つある入試形態のなかの一つとなっている「ユニーク入試」で、定員の5％を選ぶ。同様の入試は、東京工科大学の「二期募集A方式」でも採用されている。法政大学工学部では、二科目入試の「B方式」で、東京に加えて、大阪会場を設ける（関西大学の校舎を利用）。専修大学法学部では、得意科目の配点を厚くする「得意科目重視型試験」が実施されている。それには、二つのタイプがあるが、定員の8割を選ぶ「得意科目過重配点選抜」では、三科目の受験科目のうち、得意科目に指定したものは150点、ほかは100点と評価する。残りの二割を選抜する「得意科目優秀者選抜」は、得意科目の成績上位者から合格者を決める（『朝日新聞』94年8月1日夕刊）。

　下関市の東亜大学が94年11月実施の推薦入試の問題を外部委託する。また、95年度の一般入試も外部の受験業者に委託する（『朝日新聞』94年11月13日）。

各大学の入学案内にも、多様なアピールが盛り込まれている。74の研究室を写真入りで紹介する神奈川工科大学、「教授図鑑」を作り、高校・予備校に5000部配布した大正大学、シラバスを600部配った東京薬科大学、卒業生全員の就職先を一覧表にして盛り込んだ津田塾大学、学生の一週間のスケジュール表を掲載した東京経済大学の例などがある。大学の特色や受験情報を高校のパソコンで検索できる大学入試センターのデータベース「ハートシステム」の利用校は、7年前の同時の408校から1356校（94年10月現在）に増加している（『読売新聞』95年1月14日）。

成蹊大学法学部・経済学部では、3科目入試と論文・面接入試の二形態があるが、同一学部の2つの方式を同時受験した場合、合計7万円の受験料を約30％引きの5万円になる（受験料の割引制度）。千葉工業大学は3学科以上、聖学院大学では2学科以上の同時出願で、いずれも1学科3万円の受験料を2万5000円に減額。開学十周年となる白鴎大学は、一人一枚に限定するという条件で、「受験料1万円割引券」を配布。いずれも大きな反響を呼んでいる（『日本経済新聞』95年12月9日）。

信州大学経済学部が、北京で「留学生入試」を始めた。対象は、北京で第一外国語として日本語を学んでいる月檀中学校（日本の中等・高等学校に相当）の生徒のみに限定。学部長が訪中し、面接試験を実施して、3名程度を選抜する予定。海外入試の第一号か。「将来は、筆記による正式の留学生試験を世界各地に拡大したい」としている（『朝日新聞』97年4月20日）。

　京都大学経済学部では、88年以来の「論文入試」が続けられている。二日間、計8時間、ひたすら文章を読み、考え、筆を走らせる。配点も、総得点1050点のうち、800点と高い。しかしながら、この方式は、他大学はおろか、学内の他学部にも広がりを見せていない。出題・採点担当者の負担が大きいからである（『朝日新聞』97年11月24日）。

　群馬大学医学部で、課題作文中心の一次試験をパスした受験生を草津温泉にある国立大学の研修施設「草津セミナーハウス」に一泊させて、二次試験を受けさせる方式が採用される（『朝日新聞』97年12月27日）。

　信州大学の全学部で、99年5月の5日間のゼミを受験生に大公開することが決定された（『朝日新聞』98年11月21日）。

　90年度に慶応大学藤沢キャンパスの総合政策・環境情報両学部が導入したのを皮切りに、同志社大学や立命館大学が採用したAO入試。00年度からは東北、筑波、九州、岩手県立の国公立4大学でも採用されている。同じ年度での採用は65大学に達している。新しい動きとして、インターネットを活用した入試が登場。松山東雲女子大では、電子メールでのやりとりを経て、内定が決まる。大阪産業大学では、ネットを使って情報収集を行い、レポートを作成する方式が採用。芝浦工業大学では、大学が出した課題を一ヶ月かけて研究し、その成果を発表する形の「プレゼンテーション入試」が登場（『朝日新聞』99年8月20日）。

　中央大学商学部は、推薦入試の合格者を対象に通信添削による入学前講座を実施することを決定した（『朝日新聞』99年9月4日）。

不況と少子化のダブルパンチを受ける私立大学で、入試成績優秀者などを対象に、授業料を免除したり、奨学金を給付したりする制度が広がっている。入学金はもちろん、四年間の学費を全額免除したうえで、年間100万円から数十万円の奨学金を給付する大学まである（神奈川大学、作新学院大学など）（『朝日新聞』00年2月8日）。

　十文字学園女子大が、入学説明会に出席した高校教諭220名に3000円のイオカードなどを配布した（『朝日新聞』00年6月23日）。

白鴎大学は、世界のインターネットのサイトを使って課題を記述するという、日本初の「インターネット入試」を実施。試験会場に、1人一台のパソコンが用意される（『朝日新聞』00年9月16日）。

東京経済大学は、02年度入試からセンター試験利用者の検定料を5000円下げて1万円、1万5000円の2方式にする。一部の学科で、特待生選抜が開始され、上位合格者の授業料が免除される（『朝日新聞』01年6月24日）。

01年度から九州大学が新しく導入した「21世紀プログラム」は、大変ユニークである。合格した学生は、学部の枠にとらわれず、指導教官のアドヴァイスを受けながら自由に講義を選択できる。本人には、どの学部に所属しているのか知らせない。自分でカリキュラムを組み立て、3年生以降の専門課程では、各学部の教官のなかから指導教官を選び、その研究室に所属して授業を受ける。また、20人の学生を二つのグループに分けて実施する「プログラム・ゼミ」も目玉の授業になっている（『毎日新聞』02年3月4日、『朝日新聞』02年3月11日）。

95年の夏休みから高校生を対象にした「一日体験科学教室」を開いている成蹊大学工学部は、実験を中心とする入試を始めることにした。入試は、2日間。初日は、実験や器具の概要を説明したあと、受験生に手順のフローチャートを書かせる。3時間ほど1人で実験をしたあとにレポートをまとめさせる。2日目は、レポートの内容を中心にした面接。定員の約1割をとる計画である（『朝日新聞』02年5月5日）。

地域と協力し、地域振興に役立つ人材を養成しようと「自治体推薦制度」をこの4月に新設した日本福祉大学は、長野県宮田村との間で、来年度から推薦枠を設ける内容の協定を結ぶ（『日本経済新聞』02年6月13日夕刊）。

　今年度から、1年間は仮入学で講義を受けさせ、特別に与えた課題に合格後、正式に入学を認める制度を全国で初めて導入した多摩大学。「チャレンジ入試」と名付けて12人を募集したが、応募したのは1人だけ。しかし、その学生は、退学の危機感をバネに課題突破に挑んでいる。来年度の募集は6人になる（『読売新聞』多摩板、02年6月28日、『読売新聞』02年7月17日）。

　都立大学は、高校を中退するなどして大学入学資格のない人でも、指定の授業で好成績をおさめれば、入学できる「チャレンジ入試」を04年度から導入する。大学入学資格検定を受けずに入学できる制度は、全国初となる。また、05年度に都立大学と統合する都立科学技術大学も、高校卒業者や大学入学資格検定合格者でなくても受験できる「チャレンジ入試」を実施する（『朝日新聞』02年7月2日夕刊、『毎日新聞』02年7月3日、『読売新聞』02年9月13日）。

　東京情報大学は、現在、首都圏の塾を対象に指導内容や進学実績を調査中である。そして、早ければ03年度中に進学塾に対して推薦入学枠を設ける考えである。東京薬科大学も、塾への推薦枠を検討中である。97年開学の高知工科大学の入試課に並ぶパソコンには、全国の高校1年生から浪人生まで年間7000人の「受験候補者」のデータが詰まっている。個々のファイルには住所や高校名、志望学部といった基本属性のみならず、資料請求はがきでのアンケートへの回答内容、説明会の面談で話した進路希望や質問内容なども蓄積してある。そうしたデータベースを活用して、ダイレクトメールなどでこまめに受験生をフォローする。それが功を奏して、かつて900人台だった出願者数がここ数年1700人前後へと増加している（『日経流通新聞』03年3月18日）。

　05年度からスタートする新都立大学は、毎年50人程度の枠を設定して、優秀な高校3年生に教養講座をして、そのまま大学に迎え入れる。講座は、04年春に始める。高校の授業と重ならないように工夫しながら、夏休みや放課後などを利用して、100日程度開く（『朝日新聞』03年6月14日夕刊）。

　拓殖大学北海道短大の環境農学科に、今年の4月に設置された「新規就農コース」の求める学生像は、「入学資格は年齢22歳以上。上限なし」とちょっと変わっている。短大が、深川市など地元自治体、農協と連携して、共同事業として新規就農者を募り、物心両面で支援して農業を再生しようというユニークな試みである。1期生は4人。来春は30人をめざす（『毎日新聞』03年6月27日）。

　高校2年生からの大学進学の道を開く「飛び入学」について、千葉大学は来年度から文学部で若干名を募集することを発表した。文系で飛び入学を実施するのは、全国で初めてのケースとなる。国公立では同大だけ。私立では名城大学だけが導入している（『朝日新聞』03年7月26日）。

　麗澤大学のオープン・キャンパスは、「1泊2日の体験入学」が特徴である。今年で16回目となる。参加者は117名で、参加者は年々増加している。1泊3食で、費用は4000円。大学紹介のビデオ、AO入試の説明会、大学生のアドバイザー2人と高校生7人の班に分かれたオリエンテーリング形式のキャンパス見学、夕食後の「スクランブルコミュニケーション」、翌日の模擬授業と受験対策講座などが行われる（『毎日新聞』03年8月9日夕刊）。

　大学入試の成績を本人に開示しないのは、知る権利の侵害だとして訴訟を起こしていた元横浜市立大学生に対して、上告を棄却する決定が下された（『朝日新聞』03年12月19日）。

　九州大学のAO選抜の成果を追跡した結果、AO選抜組は、一般入試組に比べ、「九大に入りたい」「この学部でなければ」という意見が強いこと、社会活動への参加意欲が高いこと、卒業後の進路イメージも明確なことなどが分かった。学業成績も一般組と同等かそれ以上だった（『朝日新聞』03年12月18日）。

　秋田県雄和町に今年の4月に開校する県立国際教養大学では、一般入試に不合格になっても、成績の上位者で強く入学を希望する学生には、一年間、「特別科目等履修生」として授業を受けさせ、成績優秀なら2年生への進級時に正規学生にするというユニークな入試制度がスタートする（『読売新聞』04年1月12日）。

　高校三年生を飛ばして大学に入学する「飛び入学」を千葉大学が導入してから7年が経つが、現時点で追随したのは、名城大学のみである。学生からは、「専門研究が早く始められる」などの支持があるが、そのための特別な教育プログラムを組むために、大学の負担が大きいようである（『日本経済新聞』04年6月21日夕刊）。

　名古屋商科大学は、05年度入試から知能テストで出されるような問題を使い、発想の柔軟性や想像力をみる「IQ入試」をスタートさせる。HP上で例題などを公表し、名称の商標登録も申請した（『日本経済新聞』04年10月4日夕刊、『毎日新聞』04年11月8日）。

　立命館大学の理工学部と情報理工学部は、全国20の高校と連携し、インターネットを利用した「ウェブ講義」（4回）と夏休みのスクーリングを修了した高校生を対象に、特別な推薦入学枠を与える「高大連携プログラム」を05年度から始める（『日本経済新聞』05年3月4日）。

　静岡大学は、06年度入試から、商業・工業・農業などの専門高校の生徒を特別枠で受け入れる。6学部のうち、4学部で実施。全部で40～53人の定員枠が設けられる。国立大学では、初の本格的な試みとなる。すでに専門高校の卒業生を受け入れている国立大学は15大学16学部あるが、募集定員は全体で77人しかなく、いずれも小規模であった（『朝日新聞』05年4月2日）。

　東京農工大学は、高3の秋から大学に「入学」し、1年早く大学を卒業できる独自な入試制度を07年度にも設ける。大学で受けた授業は、高校と大学双方の単位として認められる。同大学は、42の高校と連携し、高校生を夏休みに大学の研究室での実権などに招いている。これらの提携校向けに40人程度の枠を設け、高3の夏休みに推薦入試を実施する。合格者を対象に理系の基礎科目の講座を独自に作り、10月から翌年の春までの半年間、高校に通いながら、大学でも授業を受ける（『朝日新聞』05年4月11日）。

　名古屋商科大学では、今春、約1000名の新入生全員に、携帯デジタル音楽プレイヤー「iPodシャッフル」が無償で配布された。外国語の教材をダウンロードし、聞き取りの学習などに使ってもらうためである。受験生の確保にも効果が出ている（『朝日新聞』05年12月23日）。

　関西学院大学は、大阪府と兵庫県にある3つの学校法人との間で、同大学に推薦入学できる「関学クラス」を設置する協定を結んだ（『日本経済新聞』06年1月28日）。

　東京工業大学は、今年の秋から、数学1教科だけの5時間の試験と書類選考だけで合否を決める「究極の1科目受験」をスタートさせる（『読売新聞』06年3月11日）。

 東京経済大学が高校生向けに作った「大学の学ぶガイドブック」が分かりやすくて大学や学部選びの参考になると好評だ。大学の名前が出てこないユニークな小雑誌になっている。幅広い層に読みやすいつくりを追求した結果、やわらかい印象を受けるが、学部や学問に関して系統立てて丁寧に説明されている。監修したのは、同大学コミュニケーション学部関沢英彦教授（『読売新聞』06年5月9日、『毎日新聞』06年7月7日夕刊）。

立命館アジア太平洋大学は、来春入試で予備校の「早稲田塾」の推薦枠を設ける。前例のない試みであるが、早稲田塾との間で共同の人材育成プログラムを設けるというコラボの一貫として実施される（『読売新聞』06年7月5日）。

富士常葉大学は、07年度AO入試から、遠隔地の受験生を対象に、国内ならどんな遠隔地でも、教員が受験生の在籍する高校などに出向いて面接試験を行う「どこでも入試」を導入する（『毎日新聞』06年8月19日、『読売新聞』06年8月22日夕刊、『読売新聞』07年1月13日）。

島根大学と大分大学は、07年度から、医学部の学士編入に地元出身者向けの「地域枠」を設ける（『日本経済新聞』06年9月2日）。

金沢市にある北陸大学は、07年度入試の指定校推薦で、国内すべての全日制高校を指定校にする。定員の合計は200名であるが、それ以上の応募があった場合、選考が行われる（『毎日新聞』06年9月7日）。

静岡大学は、推薦入試やAO入試に「専門高校枠」を設けて専門高校の生徒を積極的に受け入れてきたが、その専門高校枠を今年の春から拡大した（『日本経済新聞』06年9月18日）。

京都大学、名古屋大学、東北大学などの国立有力大学が、来春、多くの学部で、後期日程入試を取りやめる。伝統的なペーパーテストで学力を測る前期入試に対し、後期入試は小論文や面接などを課し、異なるタイプの学生を集めることが狙いであった。ところが、現実は……というわけである。現段階では、その影響を受けて、地域的に近い周辺国立大学で、後期志願者が増加する気配を見せている（『朝日新聞』06年10月16日）。

産業能率大学は、高校または中学でキャリア教育を受けた生徒を対象にし、その成果のプレゼンテーション（5分程度）と自己記述書やプレゼンに基づく面接（20～30分）で選抜する「キャリア入試」を実施する（『朝日新聞』06年10月17日）。

東京大学は、女子高校生を対象にした大学生説明会を初めて開いた。参加者は約450人。生徒が6割、保護者が4割であった（『毎日新聞』06年12月24日、『朝日新聞』06年12月24日）。

大阪電気通信大学総合情報学部デジタル・アニメーション学科に、昨年9月に「ケータイ入試」が導入された。さまざまな画像にコメントを添え、6コマで一つの作品に仕上げる形（『読売新聞』07年1月5日）。

聖心女子大学文学部は、示された課題についてインターネットで情報を収集し、それらをもとに自分の考えをまとめて発表する入試を04年から実施している（『読売新聞』07年1月5日）。

東京工業大学理学部は、数学1教科だけでのAO入試を行っている。昼休みをはさんで5時間かけて4問を解く形だ（『読売新聞』07年1月9日）。

桜美林大学ビジネスマネジメント学群の志願者が、前年度比で約25％も増加している。今春、4年制大学としては初めてと見られる航空機の客室乗務員養成の「キャビン・アテンデント（CA）コース」が新設されたことがその要因だと見られている（『読売新聞』07年2月1日）。
東京大学は、女子高校生限定の大学説明会を実施する。同大学の女子学生比率は19％で、国立大学の平均（36％）の半分程度でしかない（『朝日新聞』07年11月16日夕刊）。

九州大学法学部は、一般入試に比べて入学者の成績が低下傾向にあることを理由に、10年度からＡＯ入試を廃止することを決めた。00年度以降、急速に増えていたＡＯ入試に歯止めがかけられる兆候になるのかは依然定かではない（『読売新聞』08年2月14日夕刊、『日本経済新聞』08年2月14日夕刊、『朝日新聞』08年2月15日）。

5　広報面での動向・試み

　1990年2月の亜細亜大学広報部長の呼びかけに応じて、武蔵野から立川に至る15の私立大学の広報担当者が「連絡会」をスタートさせた。他大学の施設見学、広報活動の発表を行う例会、初の共同事業であるパンフレット作りなどを行う。加盟校は、東京経済大学を含めて11校に増加（『読売新聞』94年11月2日）。

　京都精華大学は、高校生を対象にして、「地球温暖化を防止する私の考え」というテーマで作文を募集。佐和隆光『地球温暖化を防ぐ』（岩波新書）を読んで、原稿用紙4－5枚に内容をまとめる。最優秀賞は、短期ヨーロッパ研修に派遣。と同時に、同大学環境社会学科のAO入試出願資格を与える（『朝日新聞』01年6月4日）。

玉川大学がイギリスの鳥獣学者ジョン・グールドが描いた野鳥の絵2946点を学校のホームページで紹介（01年8月16日夕刊）。この点については、その後「クルードの鳥類図鑑」のCD－ROMが製作されたという報道がなされている（『読売新聞』02年1月6日）。

フェリス女学院大学は、高校生読者を想定した新書「フェリス・ブックス」を出した。創刊号は、藤本朝己助教授の『ぞうさんはどっちを向いている？　楽しい絵本学』。年2回刊行し、インターネットで発売する。書店での販売も予定（『朝日新聞』02年2月3日）。

津田塾大キャンパスにタヌキが住みついて、話題になっている。数年前から目撃され、最近では、警備員の弁当の残りを食べ、行内の寮に住んでいる女子学生にも慣れ始めているという。同キャンパスは十万平方メートルの広さがあり、緑が多い（『読売新聞』02年3月15日）。

立正大学熊谷校舎のキャンパスで、縄文土器や世界の梵鐘を集めた博物館が4月にオープンする。2階建て実験棟を3500万円かけて改修したもので、考古・歴史資料約2000点を展示する（『朝日新聞』西埼玉版、02年3月29日）。

多摩美術大学は、公募による世界の版画展「第三回東京国際ミニプリント・トリエンナーレ2002」を多摩市の同大美術館で開催する。1回目は、創立60周年に当たる1995年。大賞賞金は30万円。回を追うごとに応募作品が増え、今回は日本も含めて、82の国・地域の1976人から3645点の応募があった（『朝日新聞』02年4月26日）。

文部科学省は、大学の情報発信拠点とする「キャンパス・イノベーションセンター」を東京都港区芝浦と大阪市北区中之島に建設すると発表。各大学に貸し、社会人講座や企業との情報交換の場として活用する。04年4月に開設の予定（『朝日新聞』02年5月10日）。

夏目漱石の『坊ちゃん』の連載漫画が、東京理科大で学生や中学・高校の先生向けに発行している月刊誌で始まった。理科大の前身である物理学校は、坊ちゃんの出身校。原作に忠実に、1年ほど続ける予定（『朝日新聞』02年8月4日）。

河合塾によると、すでに国内の大学の約半分に存在する「父母会」。そうした活動を活発に展開している東京経済大学の「父母の会」の事例が紹介されている。親と学長・教員、また親同士でも懇談できる機会になっている。「大学との距離が近くなり、親近感が持てる。親同士が名刺交換などをすることも、米国では普通のことだが、日本ではこういった機会が少ない」という出席者の言葉が盛り込まれている（『毎日新聞』02年9月21日）。

東京経済大学において、ノーベル物理学賞受賞者で、芝浦工業大学長の江崎玲於奈氏の講演会が実施される。普段はあまり語られない半生を振り返り、創造性の大切さを呼びかける内容になっている（『朝日新聞』多摩版、02年10月4日）。

　明星大学は、大学祭に合わせて、同大学図書館に所蔵されている希少書を一般公開する。公開するのは、ユークリッドの『幾何学原論』（1482年）、マルコ・ポーロの『東方見聞録』（1483年前後）、トマス・モアの『ユートピア』（1518年）など、13点（『読売新聞』02年11月1日）。

　東京経済大学の前身、旧大倉商業学校の創立者である大倉喜八郎の波乱の生涯を描いたユニークな創作文楽「喜八郎快商物語」が、5月26日に同大学で上演される。創作文楽を手がけたのは、人形浄瑠璃文楽座の豊竹英太夫。昨年4月に発足した大倉記念学芸振興会の事業の一つ（『毎日新聞』03年5月17日、『読売新聞』多摩版、03年5月23日）。

　早稲田大学精神昂揚会主催の「第41回本庄－早稲田100キロハイク」が始まり、早大生1000人が参加した。世界最長の仮装行列ということで、ギネスブックに申請するという（『朝日新聞』03年5月17日夕刊）。

　日本福祉大学は、朝日新聞社と共催で、「高校生福祉文化エッセイコンテスト」と銘打って、800字以内のエッセイを募集している。テーマは「わたしと福祉」。締め切りは、03年7月14日（『朝日新聞』03年6月20日）。

　亜細亜大学は、全国の高校を対象にして、授業や部活でアジアに関する特色ある国際ボランティア活動や交流活動、研究を行っているところを表彰する制度を設けた。学長賞には20万円、理事長賞には10万円の奨励金が贈られる（『朝日新聞』03年6月30日）。

大阪芸術大学が文芸誌『河南文藝・文学篇』を創刊した。約2センチの厚さで、ワンコイン（500円）なので、お買い得とか。昨年創刊した『河南文藝・漫画篇』と、交互に刊行し、季刊にする。文学の固定観念を飛び出そうということで、小説、詩、評論に、写真やマンガも取り込む（『朝日新聞』03年8月14日）。

　法政大学社会学部・矢部恒彦助教授のゼミ生が、一昨年から授業の一環として製作しているのが同学部の公式ホームページ。内容は、講義、カリキュラムの説明、キャンパスライフ、サークルの紹介などで、どれも学生の柔軟な視点で書かれている。また、毎月一回の特集企画があり、入試がある今月は、受験生を激励するための「カウントダウン」が掲載されている。「教員による授業の工夫、学生の意欲と授業への参加、大学・学部のPR」という、いわば「三位一体」の試みと言えるだろう。なお、同学部のHPのアドレスは、http://yabe.mt.tama.hosei.ac.jp/soc/（『読売新聞』多摩版、04年2月12日）。

　博物館を大学のPRに活用する。そんな動きが高まり、大学付属の博物館の新設、リニューアルが相次いでいる。大学博物館としては、愛知県立芸術大学法隆寺金堂壁画模写展示館、秋田大学付属鉱業博物館、玉川大学教育博物館、足利工業大学風と光の広場　ミニミニ博物館、駒澤大学禅文化歴史博物館、常磐大学博物館学博物館、立命館大学国際平和ミュージアムのほか、この4月に、明治大学博物館、東京農業大学の「『食と農』の博物館」がオープンしている。ほかにも、早稲田大学坪内博士記念演劇博物館、杉野学園衣装博物館、東京農工大学工学部付属繊維博物館などもある（『朝日新聞』04年6月2日）。

　中学・高校の修学旅行で、首都圏のレジャー施設や繁華街を訪れるかわたら、訪問先に大学を選ぶコースが増えている。受験生の確保やPRに躍起の大学と、修学旅行を利用して進学を真剣に考えさせたい学校側の思惑の一致が背景にある。今年になってから急増したという声も。早稲田大学では、10月だけで30高校から1485人が訪れる予定だ（『毎日新聞』04年10月14日）。

　東京学芸大学の同窓会が、記念事業として、母校を取り巻く武蔵野や多摩の風土の魅力を歩きながら感じて欲しいと、「キャンパス周辺探索ガイド」を出版した（『朝日新聞』多摩版、04年11月28日）。

　ピーターラビットでおなじみのイギリスの絵本作家ビアトリクス・ポター。彼女の作品などを所蔵する大東文化大学は、06年春に東松山の「こども動物自然公園」内に資料館を建設する。埼玉県が同公園内の土地3000平方メートルを無償で提供する方針で、検討されている（『朝日新聞』西埼玉版、05年1月26日）。

　大学のキャンパスに、一般の人々も自由に見学できる博物館が増えている。日本工業大学の工業技術博物館、東京農業大学の「食と農」の博物館、早稲田大学の演劇博物館、東京農工大学の繊維博物館、東京芸大の大学美術館、玉川大学の教育博物館、駒沢大学の禅文化歴史博物館、明治大学博物館、東京大学の総合研究博物館などがある（『日本経済新聞』05年4月2日）。

　桜美林大学のキャンパス内で、高さ12メートルの風力発電機が稼動を始めた。背景には、環境問題を学ぶ学生や教員の声があった。モンゴルに風車を寄贈する計画も進められているとか（『朝日新聞』05年4月8日）。

　東京理科大学の受付には、やさしい顔で、「こんにちは」と言う「美人の受付」がいる。工学部の教員が開発したロボットの「SAYA（サヤ）」である（『毎日新聞』06年3月11日）。

　夜の校舎がさまざまな明かりで彩られた。武蔵工業大学で、千個以上の照明で飾り付けられる「キャンパスイルミネーション」が始まった。27日までの午後7時から9時まで（『毎日新聞』06年5月22日）。

　国立の全87大学のうち、8大学は学外から広報担当者を受け入れ、10大学が広告代理店などと業務提携をしていることが、文部科学省の調査でわかった。なかには、マスコットを作成する大学も出現し、国立大学の広報合戦が過熱している（『毎日新聞』07年4月4日）。

　「可愛らしいキャラクターで大学に親しんでもらおう」と、明治大学は「めいじろう」という名前のふくろう、早稲田大学は「WASEDA BEAR」を登場させた（『毎日新聞』07年6月29日夕刊）。

6　就職面での動向・試み

【全般的動向－状況の変化】

好景気を反映して人手不足が深刻化したバブルの時代、企業は、あの手この手を使って学生たちの採用に血眼になった。学生たちにとって、就職探しは「かつてないほどの広き門」と言われた（『朝日新聞』1989年7月3日）。「来てよ、来てよね　学生にもみ手」「カネを惜しまず誘い水」といった言葉が氾濫し、「大卒男子の2人に1人、女子は3人に1人が上場企業に」就職できた（『朝日新聞』89年4月1日）。就職協定によれば、「8月20日企業説明会および会社訪問開始、10月1日採用内定開始」ということになっていたが、実際には多くの企業は、セミナーを装って、事実上の説明会を実施し、ほぼ7月中に「内々定」を出して採用予定者を確保していた（『朝日新聞』89年8月21日、『朝日新聞』10月9日））。大企業のなりふりかまわぬ採用攻勢に、中堅企業の多くは、「これでは一人も採用できないのでは」という危機感を強めた（『朝日新聞』90年5月12日）。

ところが、そうした就職の超売り手市場は、91年にバブルが崩壊すると、急速に変化していった。不況が深刻化し、新規採用が一層狭められたからである。その結果、学生たちは、就職協定に振り回されるようになった。就職協定自体が20日間前倒しされ、8月1日が企業説明会・戸別訪問の解禁日となった。会社訪問日の前から、企業が出身大学別にOBを組織し、水面下で後輩と接触させる「OBリクルーター制度」が本格的に定着した（『朝日新聞』91年8月18日）。93年には、内定取消し問題がクローズアップされた（『朝日新聞』93年3月1日夕刊）。厳しい状況下に陥った女子のうち、海外留学組が急増したのも、この時期である（『朝日新聞』10月5日夕刊）。3年次の春休みに入ると、学生たちの就職活動が始まるようになった。早めに動かないと安心できなくなったからである。かつては学生たちの多くが渡されたビラさえ受け取らなかった中小企業にも、多くの学生たちが殺到するようになった。リクルートリサーチによれば、中堅企業・中小企業への就職は堅調で、そこに就職した者の比率は49％になった（『朝日新聞』93年3月29日夕刊、『朝日新聞』93年12月2日）。特に、新規採用の縮小のあおりを喰ったのは女子学生であった。男女の採用に差別を設けていないというタテマエとは裏腹に、企業は、「女子お断り」に智恵を絞ったと言われている。就職試験に際して、女子学生の8割が「不愉快」な思いをさせられている（『朝日新聞』93年5月15日夕刊、『朝日新聞』93年11月25日）。

門が狭くなると、業者が作った一般常識テストや適性検査の模擬試験を学生に受けさせる大学・短大が増えた（『朝日新聞』93年10月30日）。「就職試験で良い印象を与えるにはどうしたらいいのか」「SPI（リクルート社が開発したマークシート式の適正テスト）検査で高得点をマークする方法は」といった点で、学生たちはマニュアル本を買い込み、ノウハウの吸収に精を出すようになった。他方、企業の方も、マニュアルで武装し模範解答を繰り返す学生たちの「実像」をつかもうと、選抜方法に工夫を凝らすようになった。と同時に、「金太郎アメ」的なマニュアル偏重の学生の受け答えに閉口するといった傾向が強められた（『日本経済新聞』94年5月9日）。

94年に入る頃から、激しい就職情報を反映して、学生の資料請求が殺到し、業者主催の企業セミナーには長い列が目立つようになり、「就職氷河期」という言葉が使われるようになる（『読売新聞』94年5月9日）。女子に対する就職差別も、一層強められる（『日本経済新聞』94年10月4日）。そのあおりで、高校生の就職に至っては、「土砂降り」とさえ言われる（『朝日新聞』94年10月17日）。ちなみに、94年3月に卒業した四年制大学生の就職率は、3年連続のダウンで、昨年度を一気に5.7ポイント下がって、70.5％になった。戦後の混乱が続いていた50年の調査の63.5％を除けば、戦後最低の水準となった（『朝日新聞』94年11月6日）。

そうした潮流を受けて、就職浪人や就職活動を開始した学生を対象とした、講習会、企業視察旅行の実施、専門学校の開設といった新ビジネスも目立つようになる（『朝日新聞』95年1月4日夕刊）。

また、この頃から、どこの大学でも、就職の心構えガイダンス、カウンセリング・個別相談（大正大学のように、指名制で応じているところもある）、自己PR指導、模擬面接、内定報告といったさまざまな就職サポートが積極的に実施されるようになった。一口で言えば、かゆいところに手が届く式に就職課の指導がどんどんエスカレートしていった。

ただ、果たしてどこまで手を出すべきかといった反省や、過保護ではないかという批判も出てきている。「複数の内定を得る学生は明確な問題意識を持ち、情報収集も自己分析も自分で進めるので、かえって就職課の世話にならない」。「活動中に見違えるように成長してしっかりする学生もいるが、就職課にどこまでも依存する受け身の学生はあまり成果がはかばかしくない」という指摘も見られる（『日本経済新聞』95年5月15日）。

95年度になると、就職をめぐる状況は一層深刻になり、「超・氷河期」という言葉が聞かれるようになる。来春の採用を取りやめたり、大幅に絞り込んだりする企業が増えたためである。そのため、学生が就職活動に動き出すのも昨年より早くなり、3月には一部の学生が企業を回り始めた。「人気企業の就職セミナーに参加するのは、人気歌手のコンサート入場券を手に入れるよりも難しかった」といった声も上がった。とりわけ、企業の求人倍率が0.45に落ち込んだ女子の場合、一層厳しいものとなっている（『日本経済新聞』95年7月1日、『朝日新聞』95年7月18日夕刊））。

他方、「超氷河期」になると、昨年のように切羽詰まった空気があまり感じられなくなるという奇妙な現象も生まれてきている。「はかばかしくない企業回りに早々に見切りをつけて、来年以降に期待する」学生、活動する気力さえ失った学生、最初から就職活動をせず、アルバイト、留学、専門学校の道を選ぶ学生なども増加。あきらめムードが漂ってきたわけである。そのため、大学側には、拍子抜けの感が出てきている（『朝日新聞』95年11月5日）。

96年になると、就職活動にインターネットが大きな影を落とし始める。情報を早く入手できる学生側と、「経費を節減できる」企業側の思惑が一致したためでもある。就職先探しは、まずホームページからというわけである。それを受けて、大学側でもインターネットの活用を就職指導に組み込む動きを始動（『朝日新聞』96年2月23日夕刊）、『朝日新聞』97年3月1日）。そうした動きは、その後も急速に拡大。96年に発足したジョブウェブでは、「メーリングリスト」という機能を利用し、学生に情報交換や交流の場を提供している。ある学生が就職についての電子メールをジョブウェブに送ると、ほかのメンバーにこのメールが転送される仕組みになっている。そして99年頃には、「メールアドレス」は必需品になっていく（『朝日新聞』99年4月30日夕刊、『朝日新聞』99年5月15日夕刊）。性急に即戦力を採りたいと考える企業のなかから、通年採用、秋の定期採用を本格的に導入する企業も登場・増加傾向にある（『朝日新聞』96年4月27日）。

背景には、学生を大量に採用し、企業内教育によって企業戦士に育てていくことが企業の成長につながった時代がバブル崩壊によって終わりを告げたという事情が存在する。産業界の強い要請によって、97年度から就職協定が廃止されたのも、そんな事情とも関連する。このようにして、就職・採用活動は自由競争となり、弱肉強食の論理が強められる。ただ、自由になることは、学生も慌てずに企業を選択する道が開かれたことを意味する。魅力のない企業は学生から見捨てられてしまうだろう。

就職協定の廃止の影響として、予想された点は、就職活動の時期が従来以上に早く始まり長く続くといった事態であったが、97年に入ると、3月頃から会社説明会を実施し、4月上旬には「内々定」を出す企業が登場。すると、今度は多くの「内定辞退者」を生み出すという傾向が生じた。「春休みのうちに本命企業の採用試験を受けられる方が学生とってもいいのではないか」といった企業側の声もあるが（『朝日新聞』97年2月14日）、それが引き起こした帰結の一つは、4年生の前期が学生たちの「就職期間」と化し、大学教育の「空洞化」を招きつつあるという事実である（『朝日新聞』99年5月13日）。

他方、大企業の倒産が増加した97年頃から顕著になり始めた傾向として、一つ目は、外資に対する需要が大きく伸びた点である。大手でも、倒産するという現実が学生たちの目をより安定した、「転職しやすい」外資に向けさせた（『朝日新聞』、97年9月5日、『朝日新聞』98年6月6日、『朝日新聞』98年11月4日）。もう一つは、事業を興そうとする若者たちを支援する動きが強められたことである。ベンチャー企業の経営者が指導したり、起業家をめざす若者の全国ネットワーク「学生アントレプレナー連絡会議」や通産省の外郭団体・ベンチャーエンタープライズセンターなどがサポートするイベントが開かれたり、若者が企業と組んでアイディアを世に出す計画が登場している（『朝日新聞』97年10月29日）。

四年制大学の卒業者の就職率が65.6％と、事実上戦後最低のレベルにまで低下した98年、不況下でワラをもつかみたいという思いで、就職を急ぐ学生が主流ではあるものの、「ぜいたくを言わなければ、入れる」のにもかかわらず、希望する会社以外なら就職は急がない者、社会に出るのが多少遅れても、資格を取ってキャリアを積みたいと考える者、卒業イコール就職を考えない者なども現れ、学生の思考が多様化している（『朝日新聞』98年8月7日）。加えて、転職の相談に出身大学の就職課の窓口を訪れる「元学生」が増加。大学側も、「卒業生」に対するサービスも「売り物」になるという判断からサポートしている（『朝日新聞』99年6月4日）。

大学生が、在学中から商品開発、営業、プレゼンテーションといった、企業社会に入ってからの「ビジネス・スキル」の修得に奔走するという傾向が生まれている。背景には、企業側が採用後に時間をかけてじっくり人を育てる余裕を失い、新卒者にまで「すぐ使える人」を求める姿勢を強めている点がある。また、企業が学生たちに求めているのは、起業家精神、未知のビジネスモデルを作れる人、経理のプロ、聞き上手、一芸の才能、人柄と言われている。グローバル競争にさらされている企業は、「新卒でほしいのは少数の優秀なコア社員。正社員は減らしたい」という本音も。記事の中に登場した、「自分についてよくわからないし、自分の可能性もよくわかりません。でも、私が生きている理由があるはず」「まだ私の夢が何なのか見えてきません」という言葉が印象的である（『朝日新聞』00年7月8日、『朝日新聞』00年10月3日、『朝日新聞』00年11月21日、『朝日新聞』01年1月27日）。

さらには、卒業直後から派遣社員として働く「新卒派遣」や、さまざまなタイプのフリーター（労働省の定義では、15－34歳のパートかアルバイトと呼ばれる人。男子は勤続5年以内、女子は未婚者）が急増している（『朝日新聞』00年2月1日夕刊、『朝日新聞』00年4月2日）。

なかでも、派遣社員を経験したあと、正社員をめざす新しい働き方を示す、「新卒紹介予定派遣」という制度も解禁になり、派遣会社が力を入れ始めている。人材派遣会社の最大手パソナは、その制度が解禁になる前の95年から新卒を派遣する「ビジネスインターン制」を始めている。今春は1000人以上が派遣され、全体の9割が正社員になれる見込みとなっている（『朝日新聞』01年10月30日）。

選別されるのは学生ばかりではなく、企業も同じ。「学生の職安」と言われる東京・六本木の学生職業総合支援センターに寄せられている大卒の求人数は約14万件、学生の求職者の実に20倍に達している。ＩＴ関係の技術者や営業職の求人が多いのに対して、学生の希望は採用の少ない事務職やマスコミに集中している。完全にミスマッチなのである（『朝日新聞』01年1月27日）。

01年9月－10月に、全国3000社を対象にして、リクルートが実施したアンケート調査（回答数960社）によれば、03年度の新卒採用を増やすと答えた企業が減らすと答えた企業を若干上回っていることが判明した。新卒採用のコストが中途採用よりも相対的に安いことなどが背景にあると分析している（『朝日新聞』01年12月11日）。

　

　01年春に国立大学の教員養成課程を卒業した学生のうち、臨時採用（3610人）も含めて、国公私立学校の教員になった者は5516人であることが分かった。教員就職者が10年ぶりに増加したことになる（『朝日新聞』01年12月27日）。

就職活動をスタートし始めた学生たちの複雑な心情を紹介した記事が掲載される。人生の大イベントでありながらも、結構気楽に構えている人や、友人が資格を取ったり、インターンシップを行ったりしていることを知って焦る人の事例が紹介されている（『読売新聞』02年1月7日）。

朝日新聞に登録されている03年春の卒業予定者からなる男子15人、女子59人の学生モニターの就職活動報告によれば、「就職活動を始めた時期」は10月が28％で最も多く、11月（27％）、12月（20％）と続く。9月以前に始めた7％を合わせると、すでに8割以上の人が活動を開始している。具体的に「活動を始めるきっかけ」は、8項目の中から3つまで選んだ質問で、最も多かったのは、「就職関連のWebサイトの閲覧」で72％。前回の調査よりも13ポイントも上回っている。続いて、「就職セミナーへの参加」（53％）、「資料請求などの企業研究」（50％）、「大学の就職部にいく」（32％）であった。「最も大切な情報源」は、「新聞」（38％）で、次にインターネット（26％）。「就職先を決めるとき重視するもの」では、社風（49％）、経験やスキルが積める（45％）、女性が働きやすい（38％）、将来性（34％）、安定性（32％）の順であった。企業規模や企業の知名度など、大企業ブランドにつながる項目は、引き続き、1割以下と低かった。

ただし、「ホームページなどで手に入る情報は、企業がアピールしたいことだけ。生きた情報は、実際に足を運び、OBと顔を合わせて話す中から肌で感じるものだ」という明治大学の就職課長の弁も紹介されている（『朝日新聞』02年1月15日）。

厚生労働省と文部科学省は、02年に卒業予定で就職を希望している高校生や大学生の内定状況を公表した。高校生の内定率は、昨年11月末の時点で63.4％と、前年比で5.5ポイント下がり、過去最低になった。一方、大学生は1.5ポイント増えて、76.7％、短大（女子）も3.8ポイント増えて、52.3％となった（『朝日新聞』02年1月17日）。

　厚生労働省の調査によれば、今春卒業見込みの高校生や大学生を採用する企業は約3割でしかない。過去最低を更新。若い人の働く環境が厳しさを増している実情が明らかにされている（『日本経済新聞』02年3月2日）。ただし、電通総研が昨年秋に首都圏大学生の就職内定者に行った調査によれば、3社以上の企業から内定をもらった者は約20％、4社以上も約8％いる。その調査から分かる点は、①コツコツと地道に活動を進めれば道が開けること、②インターネットのアクセス頻度の高い者ほど内定をもらっていること、③トイックの点数の高いものほど内定を獲得していること、④選考過程では、笑顔を絶やさず、大きな声で端的に話すことで、積極性や前向きのアピールが可能になることなどである。また、学生たちが就職活動を乗り越えることで一段と成長したことを自覚しており、人生のなかで貴重な経験であったと振り返っている（『読売新聞』02年3月6日）。

不動産大手の三菱地所は、昨年まで筆記で実施していた新卒者の入社1次試験をインターネットで行うことを決めた。インターネットに接続すれば、いつでもどこでも受験できる。自己PRの作文、数多くの計算問題を解く「計数」、日本語の読解問題の「言語」と合否に関係のない適性検査からなる。受験生は、個別に与えられたパスワードでパソコンからアクセスする。心配なのは、カンニングや替え玉。それでも、多くの人が受験しやすくなるし、会場費や採点費が節約できる（『朝日新聞』02年3月11日）。

　企業の3社に1社が、今年4月に入社する新入社員を予定通り確保できなかったが、その最大の理由が「いい人材がいなかった」ためであることが、東京商工会議所がまとめた新卒者等採用動向調査でわかった。採用の際の面接などで、「やる気のなさ」「学力の低下」など、人材の質の低下が目立っていると指摘する企業が多かった。企業が採用で重視するポイントは、「積極性」が81％と最も多く、次いで、「常識・マナー」が66％、「健康・体力」が60％で続き、「専門知識」は25％に留まっている（『読売新聞』02年3月19日）。

就職の面倒見の良い大学が増えている。1年生の時から就職に関するゼミナーが始まっている。3年次に、SPI対策を主眼にした講座が選択科目として開講されている。そこでは、いかに点数を取るかが中心で、定期試験も「SPIモード」になっている。しかし、現状に疑問を抱く者もいる。「大学は就職や資格のための予備校ではないはずではないのか」といった疑問を抱く学生もいるが、極めて少数派（『読売新聞』02年3月25日）。

学生モニターによれば、「理想の就職活動の時期」では、始めるのが、最終学年の前の学年の2月が23％で最も多く、同学年の10月（13％）、11月（11％）にもう一つの山がある。終わる時期は、最終学年の5月が最多（25％）で、この前後に集中している。活動時期の平均は、6.6ケ月になる（『朝日新聞』02年3月26日）。

03年度の大卒採用は2.2％の減少になる。IT企業が大幅に採用数を減らす一方で、非製造業は4.8％の増加。牽引役は、43％増のデパート、スーパー。特にサミットやライフコーポレーションなどの食品スーパーの積極採用が目立つ。積水ハウスは新卒採用を減らすが、即戦力となる中途採用を増やす（『日本経済新聞』02年3月27日）。

ディスコの調べによると、学生1人当たりの平均が、企業へのエントリー数では68.2社、会社説明会への出席では201社となっている。

また、就職を控えた親の悩みも尽きないことから、中央大学では、保護者向けに例年秋ころに「進路・就職懇談会」を全国40ケ所で開催し、現在の就職環境、就職部のガイダンス・スケジュールなどを説明している。立教大学は、「保証人のための大学案内」を配布。東洋大学は、3年生の9月に就職に関する書類を保護者宛に送付している（『日本経済新聞』02年3月27日）。

　失業率が高止まりし、新卒採用がなかなか増えない状況のもと、「どんな仕事でもいいから一刻も早く就職したい」という学生たちの焦りや、「みんな『就職できるか』を気にして、本当に就きたい仕事を考える余裕がない」といったぼやきが紹介されている（『日本経済新聞』02年3月29日夕刊）。

厚生労働省は、高校生や大学生の就職状況が悪化していることから、今年3月の未就職卒業者を対象にした緊急支援事業をスタートさせる。学校と連携し、情報を収集すると同時に、ハローワーク（公共職業安定所）での相談を通じて、試行雇用や職業訓練など、希望に応じた指導を行う。具体的には、①試行雇用した企業に、最大3ケ月まで1人当たり月額5万円を支給すること、②3ケ月程度の職業訓練を実施し、受け入れる事業主に1人当たり月額2万4000円を支給すること、③ビジネスマナーなどに関して、5－10日程度の講習を実施することなどである（『朝日新聞』02年4月4日）。

立川市は、高校・大学生をインターンシップとして受け入れる企業に対して助成したり、若手技術者同士が交流する組織を作ったりする工業活性化策に乗り出す（『読売新聞』多摩版、02年4月13日）。

企業と学生双方のミスマッチ解消策として、国が旗を振る方法の一つにインターンシップがあるが、現状は玉石混淆である。ただ、昨年当たりからインターンシップを導入している企業が急増している。一部ではあるものの、インターンシップからしか採用しないと公言する企業もあるとか。そんな状況に対して、「実地の勉強か、安価な労働者か」といった紹介記事がある。つまり、社会勉強に当たるのか、使い捨てなのか（『読売新聞』02年4月26日夕刊）。

　03年度の四年制大卒の求人倍率が1.30倍と、3年ぶりに悪化した。特に、理系の求人倍率の落ち込みが目立つ。IT関連企業の求人倍率も減少している（『日本経済新聞』02年6月4日）。

銀座のママが、女子学生の就職指南を行っている。ウイスキーのみ放題で、1回3000円を出せば、1対1で相談に乗ってくれる。「っていうか」とか「やっぱー」とかいった学生の話し方を注意し、顔立ちにあったメークもアドヴァイスしてくれる。「筆記試験後、消しゴムのカスはティッシュに包んで持ち帰って」「面接官の目をじっと見過ぎずちょっと視線を落としてみたら」などと提案。きっかけは、店に来る客の中に、「最近の若い娘は、言葉遣いも知らない」「面接で熱意が伝わってこない」とこぼす人事担当者がいたこととか（『朝日新聞』02年6月6日夕刊）。

衛星放送大手のWOWOWは、今年の夏から大学生が自由に応募できるインターンシップ制度を始める。同社の専用ホームページに登録した学生のなかから宣伝部など各部署が数人を選び、就業体験をしてもらう仕組みになっている。同社では、「即戦力になる学生を発掘して採用に結びつけたい」としている（『日本経済新聞』02年6月14日）。

　大手人材派遣会社のパソナが、就職や仕事、キャリアアップなどに関する相談を電話や電子メールで受けつける「就職110番」を来月1日から開設することを明らかにした（『読売新聞』02年6月23日）。

大学生が企業に就業体験するインターンシップがここ数年、急速に広がっている。アメリカでは、大部分の大学生が一度は経験するほど普及している。せっかく、就職した会社をすぐにやめてしまう若者が増える一方で、学生たちが企業活動をじっくり観察して就職先を選ぶ格好の機会になるので、政府も普及をサポートしている。97年に、インターンシップを推進する方針を閣議決定している。なかには、大学の授業として位置づけているところもある。大学3年生の夏休みに二週間程度というのが一般的になっている。しかし、インターンシップの名を借りて、内定をちらつかせながら、アルバイトよりも低い待遇で学生を長時間働かせる企業もある。ガイドラインの設定など、明確なルール作りが不可欠になっている（『読売新聞』02年6月25日）。

　厳しい雇用情勢が続くなか、再就職などの助言や情報提供を行う「キャリア・コンサルタント」が注目されている。厚生労働省も、今年度から5年間で、5万人を養成する方針。また、職業としてのキャリア・コンサルタントへの関心が高まっている。これに関しては、

現在、複数の民間団体が資格試験を別々に実施しているが、別に試験を受けなくても、名乗ることができる。同省は、キャリア・コンサルタントの活動の場が、職業安定所や人材紹介会社だけではなく、今後は企業などにも広がるとみている（『読売新聞』02年6月29日夕刊）。

外資との提携を増やしつつある産業界の動向を受けて、留学経験者に対して、企業が強い関心を示している。語学力はもちろん、異文化を受け入れる柔軟性、変化への対応力も評価されるからである（『日本経済新聞』02年6月30日）。

学生が企業などで就業体験を行うインターンシップの導入が広がっている。文部科学省の調べでは、00年度でインターンシップを単位化する大学の割合は、33.5％と96年度と比べて、ほぼ倍増している。最近では、派遣社員増加による女性雇用のミスマッチなど環境の変化に対応して、女子大でも普及。「就業体験して、責任の大きさや厳しさを痛感できた」「自分の能力や実力のなさを思い知らされた。その結果、仕事に対するあこがれと現実が見極められるようになり、体験してよかった」といった学生の感想が紹介。独自に受け入れ先を開拓している跡見学園女子大学では、①学生に対して、二日間の事前研修を行い、学生に目標を設定させる、②企業での守秘義務やマナーなどを教育する、③体験後は、目標到達度を確認して、課題を話し合う事後研究を行う、④学内で成果を共有するための報告会を開くなどの活動をワンセットで行っている（『朝日新聞』02年7月15日）。

　産業能率大学が今年の新入社員に実施した就職活動の調査を92年の結果と比べた場合、「就職活動がかなり大変」と答えた比率が11％から24％に増加したこと、「目標とする地位は」との質問に対する回答で、「関心がない」という比率が35％から53％に増加し、出世に対する意欲が薄らいでいることなどがわかる（『日本経済新聞』02年8月12日）。

就職戦線は依然厳しいが、女性を積極的に採用している企業として、武田薬品、ニチレイ、関西さわやか銀行、ダイキン工業などの事例が紹介されている。少子化・高齢化で、労働人口が減少するので、いずれは、女性の採用・活用は避けられない課題になっているわけで、そうした動きを見極めて、「男女同数採用」を実施している企業もある（『日本経済新聞』02年8月5日夕刊）。

02年度の学校基本調査速報によれば、大学・短大・高校を卒業しても進学も就職もしない「無業者」の数が約28万人に達している（留学や浪人も含まれる）。大卒者も、5人に1人が働く場を持たずにいる。背景には、若年向きの求人が減少していることがあるが、最近では、労働市場の需給とは無関係に働く意欲を持たない若年層が着実に増えている。無業者のうち、衣食住を親に依存する「寄生（パラサイト）化」を強め、「仕事に就かなくても構わない」と考える層が広がっている。このまま進めば、数十年後には、「15歳以上の2人に1人しか働かず、働く一部の人に税金などの大きな負荷がかかる」という厳しい見方さえある（『朝日新聞』02年8月10日、『日本経済新聞』02年8月16日）。

日本生化学会は、京都で開催される学会の会場で、大学院生を対象にした「企業説明会」を一緒に開く。学会の大会で就職活動の場を設けるのは、初めてのケースである。背景には、文系より有利とされてきた院生の就職率が落ち込んできたという事情がある（『読売新聞』02年10月11日夕刊）。

東洋大学が1年から3年までの学生187人に実施した調査によれば、茶髪のまま就職活動をしようと考えている学生は、男子で9.0％、女子で12.8％となっている。大多数は黒髪に戻すと答えている（『日本経済新聞』02年10月12日）。

「企業が求める人材」とは、というテーマで、青山学院大学就職部事務部長とサントリー人事部長の対談が紹介。サントリーでは、約1万3000人が就職希望者として登録するためにエントリーシートを提出。面接に進めるのは、シート提出者の2割程度。シートを3人で読み、3人が合意した者のみとか。また、電通総研主任研究員の高橋徹氏によると、この就職難のご時世でも、3社以上から内定をもらった学生は2割、4社以上も1割いるそうである。やりたい仕事や自分に向いた仕事を探し、アピールすることが大切で。入試がすんでも、外国語とパソコンは、コツコツ続けることが必要というのがポイント（『日本経済新聞』02年10月12日）。

日本経済新聞社が実施した「2003年度採用状況調査」によれば、定期採用の大卒内定者（来春卒業予定）は、今春実績比で12.7％減。3年ぶりの減少となっている。背景には、情報技術（IT）不況の長期化で、電機、通信などの採用意欲が冷え込んでいるという景気循環的な側面だけではなく、構造的な側面での変化も見え隠れする。つまり、即戦力となる人材の通年・中途採用に切り替える企業が増えたり、パートや派遣社員へシフトさせたりという傾向が強まっているからである（『日本経済新聞』02年10月25日）。

「アルバイト先の会社で仕事の内容を改革したことがありますか」。面接試験で学生にそう尋ねるのは、ファーストリテイリング社の人事総務部長。「会社をこう変えたい」と殻を破る人材が欠かせないにもかかわらず、多くの学生の口から出る言葉は、「私をどう育ててもらえるのでしょうか」であるという。そこには、「教えられる教育」に安住し、会社の色に染まろうとする受け身の姿しかない。卒業後、進学も就職もしない「無業者」は大卒者の2割を越え、大卒の3割強が3年以内に離職するという現実は、日本の産業力の低下に直結しかねない（『日本経済新聞』02年10月26日）。

　人事院が行う国家公務員Ⅰ種試験は、筆記による1次、面接・論文による2次試験で合格者が決まる。1次通過者は2次試験の前に希望する省庁を訪問することになっており、採用される場合は、ほとんどがこの段階で「内々定」をもらい、2次に合格すれば、採用が内定する。今年度は、前年度に比べて176人多い697人が合格し、出身校も41校から58校に拡大した。しかし、採用数は290人と、前年よりも25人多いだけだったため、407人が不採用となった。採用内定者で多いのは、東京、慶応、早稲田、京都の順になっている。逆に、複数の合格者を出している明治、岡山、広島、埼玉、青山学院など、33校は内定者ゼロになっている。特に、関東以外の私立大学では、内定率11.4％と、平均（41.6％）を大きく下回り、地域間格差も顕著になっている。採用制度をオープンで、フェアにすべきであるという批判が起こっている（『毎日新聞』02年11月7日、12月16日）。

　早稲田大学の学生生活調査報告書によれば、十年前と比べて、自分の希望進路が「未定」という学生が大幅に減っていることがわかった。89年度には、5割近かった「民間企業」が減る一方で、「公務員・教員」「大学院・研究所で研究継続」が増えるなど、進路の多様化が見て取れる。資格試験取得がそれほど増えていないのも興味深い（『日本経済新聞』02年11月9日）。

文部科学省の調査によれば、講義の一部として企業や官庁での就業体験を行うインターンシップを採り入れた大学は、昨年度で全体の41.9％（281校）に達し、初めて4割台になった。前年度と比べて、8ポイントの増加となっている。背景として、就職難、自社でのインターンシップ経験を事実上、採用条件とする動きに加えて、私学助成制度導入の影響もありそうである（『日本経済新聞』02年11月12日）。

明治大学就職・採用行動研究会がまとめた資料によって、企業が新入社員として迎えたい理想の人材は、意志疎通ができて、行動力があって、向上心のある大学生であること、一方で、若手社員のほぼ半数が「より良い条件が見つかれば転職したい」と思っていることなどが明らかになった（『読売新聞』02年11月18日）。

最近、日本の大学でもキャリア（職業）支援が叫ばれ始めている。支援策の一つに、数年前から導入された「インターンシップ制度」がある。しかし、教育コンサルタントの中島みどり氏によれば、一連の支援策が必ずしも段階を踏んだものになっていない。まず、学生の専攻が実践的かつ専門的でなければ、未来のキャリアと結びつけることができない。現状のインターンシップは、期間が2週間程度と短く、「職場体験」というよりも「職場見学」に近い。大学の専攻で学んだことを活かすという部分が欠けている。企業と学生のお見合いの場を提供するだけで終わっている。必要な点は、社会のニーズを先取りにして、それに柔軟に対応できる教育者とカウンセラー、職情報の充実、職意識の向上を図るプログラムの構築、キャリアカウンセラーの育成、実践的な職業支援などである（『読売新聞』02年11月30日）。

　TOKYO－FMは、12月16日から4日間、転職・就職を希望する若者と、企業の人事担当者の電話面接を生放送する。午後1時からの番組で、5社の人事担当者にスタジオに詰めてもらい、希望者と電話で約5分間面接し、その模様を生放送すると同時に、採用方針についても話してもらう（『朝日新聞』02年12月15日）。

　東京海上火災保険は、入社希望の学生を対象に、インターネットでの会社訪問の受付を始めた。特に、採用実績のない地方大学などから優秀な人材を獲得するのが狙い。従来は、大学の就職課を通じて、その大学出身の社員が学生と会っていたため、特定の大学に偏り勝ちであった（『日本経済新聞』02年12月16日）。

　就職活動を行う学生たちの参考になればということで、『就活トラベラーズ』（日経人材情報）が刊行された。3人の学生の就職活動をもとにした実話を軸に、小説のスタイルになっている。「読んだ人が、自分なりに就職を考えるきっかけになって欲しい」というのが、副編集長の弁。著者のJOB　PARKは学生が運営する就職支援団体。そのホームページは、http://jobpark.vis.ne.jp/。メンバーは10名（『毎日新聞』02年12月21日）。

　業務用ソフトのワークスアプリケーションズは、03年度から学生の就業体験であるインターンシップを年間400人規模で受け入れることを発表。同社の従業員数270人を超える規模のインターンシップを受け入れるわけであるが、そうした受け入れは極めて異例のこと。優秀な学生（150人程度）には、同社への入社資格を与え、開発・営業向けの即戦力を期待する。期間は1ケ月で、参加者には日給1万円を与える（『日本経済新聞』02年12月25日）。

　東京都内の536社の採用結果を東京経営者協会がまとめた資料によると、02年度に新卒者を採用しなかった企業が2割を超えたことがわかった。また、新卒者のみを採用する企業も、3割を下回っている。新規の卒業者の就職難は、一段と深刻になっていることがわかる（『日本経済新聞』03年1月15日）。

　30歳未満の若者を対象に01年11月に開設された「ヤングハローワーク」の中里博孝統括職業指導官によると、次のような若者像が浮かび上がる。「自分が何をしたいのかわからない人が多い…。職業を選択した人も、具体的に考えてというより、漠然としたイメージで選択している印象」「最初から『断られるのではないか』と恐れ、引っ込み思案になっている感じもある。せっかく面接にこぎつけてもキャンセルしてしまう。それも相手に何の連絡もせずに…」「若者の本質は昔も今もそれほど変わっていない」「違う世代の人と話すのが苦手、自分の気持ちを表に出すのが苦手」「親がどこかで働かなくてもいいと許してしまっている部分がある」（『日本経済新聞』03年1月18日夕刊）。

　三井不動産は、03年4月から社内講座を大学生に無料で開放する。そのために、自由参加型の「MRESカレッジ」を現在の20コースから50に増やす。ただし、受講するにふさわしいかどうか、面接で学生を絞り込む予定（『日本経済新聞』03年1月20日）。

　低い就職率から、メディアは学生の就職活動のつらさばかりを紹介するきらいがあるが、企業側も人材確保にさまざまな知恵を絞っている。バンダイのHPでは、まるでロールプレイングゲームを楽しむ感覚で、会社の概要を知ることができる。ミツカンの企業案内は、ふりかけのパッケージを模したもの｡大王製紙からは、エリエールの箱をかたどった冊子が届く。ブラザー工業の入社案内は、日本経済新聞も同様の形をとっている「ブラザー新聞」（『毎日新聞』03年2月22日夕刊）。

　衛星放送大手のWOWOWは、来年春入社組の新卒採用から全員、インターンシップ制度を活用して採用する。大学生約50人に対し手2ケ月、職種別に就業体験をしてもらい、能力や適正を見定めて内定者を選ぶ。05年春の採用については、6月からインターネットを通して就業体験者を募集する（『日本経済新聞』03年2月24日）。

　就職協定がなくなってから6年が経過したいま、就職活動の「早期化・長期化」の傾向が年々強まるばかり。そのため、内々定を辞退して就職活動を続けたり、就職活動が大学教育への支障になったりといった問題が生じている。インターネットへの頼りすぎへの反省から、手書きの応募書類を書かせる企業も復活している（『朝日新聞』03年3月11日）。

　日本経済新聞社の04年度採用計画調査一次集計によれば、主要企業の来春の大卒採用数は、2年ぶりに増加に転じる見通しである（『日本経済新聞』03年3月20日）。

　NPOで一定期間、職員と一緒に体験的に仕事をするインターンシップが広がっている。

学生にとっては運営の実務を学ぶ機会になるし、NPO側としても、理解者を増やし、スタッフを募る方法の一つになっている。また、インターンシップの仲介をするNPOも現れている。東京・渋谷に拠点を置く「ETIC」で、毎週インターンシップの説明会を開いている（『朝日新聞』03年3月20日夕刊）。

　就職活動で、履歴書に貼る写真の良し悪しが合否に影響すると考えている学生が6割前後もいることが、コニカによるアンケート調査でわかった。また、8割以上の学生がプロの業者に依頼している（『毎日新聞』03年4月17日）。

　就職してはみたが、社風にあわない。採ったものの、期待通りに働いてくれない。そんな人と企業のミスマッチを避けるための「相性診断テスト」が採用選考に使われだした。社員にもテストを受けさせるのも特徴。リクルートが2年程前に開発したもので、どんな個性をもった社員が実績を上げているのか、実際の職場のデータとつき合わせてベストな人材を採用できるとか。昨年は10社に過ぎなかったが、今年は約110社が採用している（『朝日新聞』03年5月7日夕刊）。

　インターンシップが、人材難に苦しむ企業の熱い視線を受けている。人材派遣会社の「ジョヤンテ」は、6月からインターンシップ生を企業に派遣する新事業を始める。「自分の適性や実際の業務を見極めずに入社して失望したケースが目立つ」という現状のもと、学生時代に企業の現場を体験することで、自分がやりたい仕事や適正を見つけることが狙いだとか。また、インターンシップの派遣先を紹介するNPO法人「ETIC」の活動も紹介されている。有名企業は会社の事業についてグループで企画を作って発表するなど、研修的なものが主流。それに対して、ベンチャー企業には、社員と同じ日常業務を体験できるという魅力がある（『朝日新聞』多摩版、03年5月15日）。

　文部科学省の調べによると、インターンシップに参加する学生は、約10％になっている。最近では、P＆G、松下電器産業、衛星放送のWOWOWなどのように、採用につながるケースが出てきており、採用目当ての学生が殺到する状況も生まれている（『読売新聞』03年6月30日）。

　少子化で教員採用が減るというのは、過去の常識。教育委員会は人材確保に躍起になっている。退職者が増加したことと、少人数教育が増えたことが背景にある（『読売新聞』03年7月24日）。

企業のインターンシップに対する考え方には、仕事の戦力として受け入れる「実践型」や、イメージアップやPRにつなげようとする「広報型」などがある。前者に関しては、時給1000円で週3－4回、コールセンターで電話をかけただけといった例も紹介されている。アルバイトとそれほど変わらないインターンシップを、学生たちは「アルバイターン」と呼んでいる（『朝日新聞』03年8月26日）。

　私立大学を中心に、大学の就職部（課）をキャリアセンターなどに改組する動きが目立っている。これまでの就職部門が主に3年生以上の就職活動を支援していたのに対して、新組織はいずれも1、2年生も対象に加え、将来の職業や生き方にふれる指導でキャリアを磨くという点に特色がある。中央大学では、今年から1年生全員に、自分の能力や働く意義を考える手引書「キャリアデザインノート」を持たせている。自己診断テスト、講演会、文章教室、資格取得講座、「職業」をテーマにした授業など、各大学での取組み例はいろいろである（『朝日新聞』03年8月30日夕刊）。

　厚生労働省は、インターンシップに関する新しい指針を作るための研究会を発足させる。同省は、「教育の一環」として位置づけているが、就職活動と結びついたり、学生を安い労働力としてしかみていない企業もあったりといった問題などが起こっており、そうした実態に対応した取組みとなる（『朝日新聞』03年9月2日）。

　パソナは、「就職サポートサービス」というネーミングで、大学や短大向けに就職関連の業務を代行するサービスを開始する。企業を回って求人案件を開拓する人材や、学生からの就職相談に乗るカウンセラーを学校に派遣する。学生向けに、ビジネスマナー研修なども手がける。学生からの要望の強いインターンシップ制度の導入も支援する（『日本経済新聞』03年11月7日）。

　来春の法人化を控え、国立大学が学生の「就職支援」に本腰を入れ始めている。それは、「社会で役立つ知識や技術が身につく学校に進みたい」という要望が進路選択の最大の関心事になっているという実態を背景にしている。これまで、国立大学には、「学生の就職予備校ではない」という価値観が支配的で、就職部などない大学も多かった。法人化に向けて全国89大学・短大が文部科学省に提出した中期目標・計画でも、ほとんどの大学が就職支援策を盛り込んでいる。東京事務所を開設し、就職活動を支援する北海道大学、学部・学科でバラバラだった同窓会の組織を整備し、就職支援と関連づける名古屋大学の例のほか、3大学での企業説明会の相互乗り入れも見られる（『朝日新聞』03年11月15日）。

　

　本年9月末の時点での就職内定率は、高校で34.5％、大学で60.2％となっている。前者は87年以降で2番目の低率。大学生と短大生の内定率は､96年に調査が始まって以来、最も低い（『朝日新聞』03年11月15日、『毎日新聞』03年11月15日、『日本経済新聞』03年11月15日、『読売新聞』03年11月15日）。

　今年の男子大卒者の初任給が始めて20万円台になった。卸売業・小売業で、初任給が高い外資系企業の求人が増加、コンピュータ関係で、業績のいい企業が引き上げたことも原因の一つである。ちなみに高卒者の初任給は、15万円2900円であった（『朝日新聞』03年11月15日、『日本経済新聞』03年11月15日）｡

　インターンシップを実施している大学は、46.3％に達していることがわかった。実数では、初めて3万人を超えた（『朝日新聞』03年11月19日、『日本経済新聞』03年11月19日、『毎日新聞』03年11月24日）。

　大学生に地方議員の事務所のインターンシップ先を紹介している西東京市のNPO法人「I－CAS（アイカス）」が活動5年目を向かえる。これまでに約250人が参加。政治家を志す人も多い（『朝日新聞』多摩版、03年12月3日）。

　就職の世界で「七・五・三」といえば、就職した新卒者が、中学生では7割、高卒者では5割、大卒者では3割辞める割合のことである。いわゆる雇用のミスマッチである。学生が十分な研究もせず就職するためという批判もあるが、「自分にあった企業を見つけるのは難しい」という学生も多い。そんな学生のために、人材派遣会社の「キャプラン」が設けているのが「新卒派遣」である。キャプランの審査に合格すると、一年間かけてビジネスマナーなどの「新人研修」を行い、終了後に派遣先を紹介する「就職予備校」ともいうべき存在。ただ、「正社員をエサにしてどう働かせてもいいので便利だ」と考えている企業も多いとか（『読売新聞』03年12月5日夕刊）。

　研究と教育が二本柱であった大学に、近年の厳しい雇用情勢を受けて、「就職支援」という新しい役割が求められている。そんななか、学生たちの間で、自主的に就職活動サークルを結成したり、勉強会を開いて情報交換を行ったり、メンバー同士で模擬面接を行ったりして、就職戦線を乗り切ろうという動きが活発化している（『読売新聞』03年12月6日）。

　文部科学省の調べによると、今春国立大学の教員養成課程を卒業した人のうち、教員として就職した人は、52.2％にのぼり、9年ぶりに50％を回復している。教員養成課程の卒業生の定員削減と公立校の教員採用数の増加が原因。教員就職率は、99年に32％まで落ち込んでいたが、近年急速に上昇している（『読売新聞』03年12月18日夕刊）。

　社会経済生産性本部の調査では、今春の新入社員は年功給を希望する人が4割弱、職場の飲み会を友人との付き合いよりも優先する人が5割近くになっている。厳しい就職活動で「会社にしがみつく意識が強まったのでは」と分析されている（『日本経済新聞』03年12月19日）。

　リクルートの『就職白書2003』によれば、就職・採用活動の早期化は、弊害があるものの、やめられないという。優秀な学生の確保には前倒しはやむをえないと理解されているようである（『朝日新聞』03年12月24日）。

　厚生労働省は、来年度、就職を希望する1020歳代の若者を対象に、職場で必要とされる「基礎能力」の認定制度を創設する。我慢強さなど会社務めに欠かせない資質も国が「お墨付き」を与えることで、若者の就職率アップをめざす（『読売新聞』03年12月26日）。

　文部科学省の調べでは、インターンシップに単位を認めている大学は、02年度で316校にのぼり、前年度から36校の増加となっている。特に、立命館大学は、03年度に約1000名を450社に派遣。「受け入れは社会貢献」になるという企業の建前と同時に、「学生の資質を事前に知ることができるいい機会」という受け止め方もある（『朝日新聞』04年1月5日夕刊）。

　日本経団連の調べによると、03年度の大卒予定者（短大・高専を含む）の採用で、インターネットでの応募のみを受け付けた企業の割合が56.7％を占めた。前年度に比べて13.1ポイントの増加で、初めて5割を超えた。郵送方式を併用した企業を含めると、ネット利用は84.4％と8割を超えた。他方、採用情報を自社のホームページに掲載する企業は90.8％になっており、ネットが企業の採用や就職活動に欠かせない手段になっていることが裏付けられた（『朝日新聞』04年1月8日、『毎日新聞』04年1月8日）。

　東京海上火災保険は、05年4月入社の新卒採用から、インターネット映像会議を活用して、OB・OGを「訪問」できるサービスを導入。学生は、同社のホームページで登録を済ませたうえで、自分のパソコンに市販のカメラとマイクを取り付け、指定された日時に接続する（『朝日新聞』04年1月10日）。

　03年12月時点での内定率は、前年同期を3.2ポイント下回り、73.5％と、過去最低で推移していることがわかった（『読売新聞』04年1月14日、『朝日新聞』24年1月14日、『日本経済新聞』04年1月14日）。

　児童生徒の勤労観や職業観の育成についての文部科学省の専門家会議は、小学校から将来的な進路を意識した教育をしたり、インターンシップなどの体験活動が一過性にならないように、周到に計画したりすることの必要性を提言した報告書をまとめた。それを受けて、文部科学省は、来年度から､進路指導力や専門知識をもった教員の育成のほか、単位制の定時制･通信制高校で、高校中退者やフリーターらを対象にした「学びなおし」の講座を開設する。また、企業での実習を大幅に取り入れて単位として認める「日本版デュアルシステム」を導入する（『日本経済新聞』04年1月29日）。

　仕事を通して環境保全に貢献したいという若者が増え、それを支援する就職相談会などのイベントが増え始めている。環境重視に転じた社会で10代を過ごした世代は、これまでの世代とは異なった意識を持っているようである。ちなみに、環境省によると、00年における日本の環境ビジネスの市場規模は、約30兆円で、雇用規模は約77万人。これが、20年には、市場規模58兆円、雇用規模124万人に達すると予測されている（『朝日新聞』04年2月2日）。

　厚生労働省は、コミュニケーション能力やビジネスマナーなど、企業が若者の採用で重視する能力についての調査で、企業の不満が大きいという結果を公表した。それを受けて、同省は、必要な能力の習得に目安をつくって4月を目途に公表し、高校生や大学生の自己啓発に役立ててもらう計画である（『朝日新聞』04年2月7日）。
　経済同友会の調査によれば、出身大学を聞かずに採用試験を実施している企業は31.7％で、前回の99年の調査と比べて、4.5ポイント増加した。大卒者の選考に際して特に重視されるのは、「熱意・意欲」（71.7％）が最も多く、次いで、「行動力・実行力」（49.8％）であった（『日本経済新聞』04年2月10日）。

　就職活動に欠かせないものになっているのが、インターネット。いわゆる「IT就活」であるが、落とし穴も多い。具体例を挙げると、「どの会社に、どんなメールを送ったのかを忘れてしまう」（→必ず整理して保存する）、「下書きせずに発信したため、信じられない誤字と脱字が」（→送る前に、文章の確認を）、「自分の連絡先はメールアドレスのみ」（→電話番号も書く）、「第一志望と重なったために、無断欠席」（→電話できちんと連絡する）、「会社に質問があったので、出先から携帯電話で聞いた」（→緊急でないなら、自宅か公衆電話でかけるのがマナー）、「企業からの電話に、『はい』としか言わない」（→名前を名乗る）といった具合である（『日本経済新聞』04年2月14日）。

長引く不況を背景に、資格や技術の獲得をめざして専門学校へ進む人が増えている。就職に強い国家資格を取得できる介護や医療などの分野は、特に人気が高い。競争率が10倍を超えるところもある。また、大卒組が学びなおす場としても活用されており、大卒者を対象とする専門学校も登場している（『読売新聞』04年2月16日）。

　企業主体の採用試験とは逆の発想から生まれた、「学生主催の就職イベント」が、東京・青少年記念オリンピックセンターで開催された。学生一人ひとりにブースが与えられ、企業の人事担当者に自らを売り込むというユニークな企画は、今年で3回目を向かえる。ビジネスサークルAIMが主催する「逆求人フェア」。今回、参加学生53人に対して、25の企業が参加（『読売新聞』04年2月23日）。
　人材関連企業が相次いで、大学向け就職支援事業に参入する。内定率向上に懸命な大学からの要請も増加している。大学別に就職フェアを開催したり、MBA取得者向けの支援プログラムを組むなど、内容の充実も図られている（『日本経済新聞』04年3月9日）。

　今春卒業予定の大学生の就職内定率は、82.1％（2月1日現在）で、99年以来2番目に低い数値になった。また、高校生の内定率は76.7％（1月31日現在）で、過去最低だった前年同期を2.3ポイント上回った（『日本経済新聞』04年3月13日、『毎日新聞』04年3月13日）。

　朝日新聞の調査によれば、「氷河期」が続いた就職戦線に、3年ぶりに回復感が強まっている。主要100社の05年度の採用計画で、29社が04年度よりも「増やす」と回答したのに対し、「減らす」と答えたのは3社に留まっている。景気回復の兆しが強まり、人員削減に一定の区切りがついたことが、前向きの判断につながっている。ただ、海外採用や中途採用を増やす企業も増えているので、新卒採用が一本調子で上向くかといえば、必ずしもそうではない。採用を終える時期は、4月中が5社、5月中が17社、6月中が18社、7月中が10社と、半数の企業が夏休み開始前に活動を終える（『朝日新聞』04年3月20日）。
　厳しい就職環境や激変する就労観を前に、キャリア教育に力を入れている大学が増えている。大学で何を学ぶのかを1年生のときから真剣に考えさせることもあって、立命館大学では、1年生からプログラムがスタートしている（『日本経済新聞』04年4月10日）。

　就職活動中の学生がかかる「五月病」。不採用が続き、「あー、もうどこへも就職できない」とふさぎ込む「症状」。誰しもかかるこの病を乗り越えるには、落とされても、「人格が否定されたわけでも、能力が低かったわけでもない。運、相性」と考えることも。また、昔の友達や先生などとのコミュニケーションも大切（『朝日新聞』04年4月26日夕刊）。

　厚生労働省は、今年の10月から、就職をめざす若者の支援策として、コミュニケーション能力やビジネスマナーなど、企業が新入社員に求める能力を身に付けた若者に対して、「就職基礎能力修得証明書」を発行する。同省が認定する専門･各種学校などでの講座・試験の修了者が対象になる（『毎日新聞』04年4月28日）。

　学生や大学院生にNPOの現場を1年間経験してもらい、その役割を広げようという「インターンシップ」プログラムが6月にスタートする。参加者を公募しているのは、NPO法人「市民社会創造ファンド」。人数は10名前後。受け入れ先は、「パレット」「行徳野鳥観察舎友の会」「日本国際ボランティアセンター」など、8団体（『毎日新聞』04年5月7日）。

　就職して3年ほどで会社を辞めた「第2新卒」と呼ばれる若者に、企業の求人意欲が高まっている。景気回復感で、若年労働者を補充したいという思惑もある。かつてはマイナスイメージがつきまとっていたが、こうした求職者のなかには、「社会で自分自身を見つめた経験を持ち､目的意識も高い、優秀な人材」が少なくないことが評価されるようになってきている。第2新卒向け専門に就職情報などを提供する「ブラッシュアップ・ジャパン」は、01年に創業している（『毎日新聞』04年5月12日、『日本経済新聞』04年6月24日夕刊）。

　厚生労働省と文部科学省は、今春大学・高校などを卒業した学生･生徒の就職状況を発表。それによると、高専の卒業生は、3年ぶりに就職内定率100％になった。大卒の内定率は4月1日現在で、93.1％（前年同期と比べて、0.3ポイントの増加）、就職希望率は前年よりも2.0ポイント低い63.5％であった。短大卒の内定率は89.5％（同0.1ポイント減）、高卒は92.1％（同2.1ポイント増）であった（『毎日新聞』04年5月14日、『朝日新聞』04年5月14日）。

　NPO法人「キャリアナビ」は、若者の天職を探すためのナビゲーターをめざしている。仕事や適性について悩む若者たちが、さまざまな分野で活躍する社会人に出会う場を提供。感想を話し合い、それを記事にしてホームページに載せる。参加料は研修費と半年分の会費計3万5000円。これまでに200人以上が参加している。NPO法人「育て上げ」ネットは、無業の若者などに就労支援活動を実施している。同ネットは、相談に来る若者に対応するスタッフに同世代のフリーターを当てている（『朝日新聞』04年5月16日、『日本経済新聞』04年6月7日夕刊）。

　厚生労働省は、10月から､企業が事務・営業系の人材に求める基礎能力の「証明書」を発行する。名づけて若年者就職基礎能力修得証明書。企業が求める能力を、意思疎通や協調性、自己表現力などの「コミュニケーション能力」、責任感や向上心・探究心などの「職業人意識」、読み書きや計算、社会人常識などの「基礎学力」、「ビジネスマナー」、語学力や経理・財務などの｢資格取得｣の五つに分類し、それぞれ高卒程度の｢基礎レベル｣と大卒程度の「応用レベル」の2段階を設定する（『朝日新聞』04年5月17日）。

　企業の人事担当者や教育学・経営学の研究者らが中心となって、「日本キャリアデザイン学会」が発足する。経済同友会代表幹事で、日本IBMの北城太郎会長らが発起人になっている（『朝日新聞』04年5月20日）。

　就職活動ビデオが流行の兆し。1－2年生向けのキャリア教育を意識したビデオも登場。厚生労働省の認可法人「雇用情報センター」が企画・製作し、今春完成したばかりのビデオに、『就職活動の進め方』や『面接はこれで合格！』などがある。ビデオ以外にも、就職活動に役立つ番組も出てきた。ＮＨＫ教育テレビが4月から放映している『あしたをつかめ　平成若者仕事図鑑』）月曜日午後7時30分－7時55分）である（『朝日新聞』04年5月24日夕刊）。

　日本経団連の『新卒者採用に関するアンケート調査』によれば、職種（部門）別採用を導入している企業が38.7％に達している。最初の配属先を学生が逆指名できる企業も現れている（『朝日新聞』04年5月31日夕刊）。

　主要企業が大学生の学業に配慮した新卒採用活動に取り組み始めている。春季以外にも､大学の夏休み時期にも採用活動を行う。平日だけではなく、週末にも会社説明会や面接を実施するところもある。日本経団連の後押しもあって、学業重視の採用活動も、広がりを見せそうである（『日本経済新聞』04年6月5日）。

　農業を新しいビジネスとしてとらえ、就職先の視野に入れる都会育ちの大学生が増えている。全国農業会議所が5年前に始めた農業法人へのインターンシップ参加者は年々増え、就業する人も出てきている（『朝日新聞』04年6月14日夕刊）。

　学生派遣のデジットは、国公立大学向けにインターンシップ授業の代行業務を始める。教員や学生の希望に応じて、企業を紹介するほか、就業前のマナー研修や進路指導を請け負う（『日本経済新聞』04年7月13日）。

　仕事につかず、学校にも通っていない若者。失業者でもフリーターでもない。イギリスでは、こうした若者を「ニート（NEET：Not in Education, Employment or Training）

と呼んでいる。ニートが先進国に共通する背景には、経済のグルーバル化が進み、先進国の企業がより安い労働力を求めた結果、国内では付加価値の高い仕事が残るという事情がある。そのために、そうした仕事に対応できる能力を高める必要があり、キャリア開発、専門能力をつけるための教育施設が今後、ますます重要になっていく（『読売新聞』04年7月19日）。

　前半戦ともいえる6月までの内定率が前年を下回ったにもかかわらず、その割には学生が積極的に巻き返す意気込みが見られない。企業が合同で実施する説明会への参加学生数が大幅に減少している。6月以降、「就職活動疲れ」が目立っている。「今の日本では、新卒時に就職しないと、正社員の職を得るのは難しい」という現実があるにもかかわらず、そうなのである（『読売新聞』04年7月20日夕刊）。

　NPO法人「JRCM産学金連携センター」は、4年制大学のインターンシップ実施状況のアンケート結果をまとめた。回答を得た556校のうち、実施しているのは432校（77.7％）。派遣されたのは2万8864人だった。同センターは、インターンシップ推進支援団体や受け入れ企業を含めて、調査結果をＨＰ（http://www.internplaza.jp）で公開している（『毎日新聞』04年7月26日）。
　「就職力アップ」と「受験生集め」を支援するコンサルタント会社「ラン・リグ」が6月に創設された。料金は年間1000－3000万円で、すでに10校近い大学から引き合いがある（『朝日新聞』04年8月9日夕刊）。

　急速に広がっているとはいえ、文部科学省の調べでは、02年度にインターンシップを授業科目にしている大学は、全体の半数以下の317校で、参加学生は3万人と、大卒者55万人のごく一部にすぎない（『朝日新聞』04年8月22日）。

　首都圏と地方、私立と国立の垣根を越えて就職支援に当たる試みを、東海大学と新潟大学が行っている。00年12月に、｢学生の就職支援活動に関する申し合わせ｣を締結。双方で求人情報を提供しあい、相手の就職部や学生の相談を受ける。学生は、お互いの就職行事に参加できる。背景には、「就職力で大学の生き残りが決まってしまう」ことへの危機感を共有するという狙いがある（『朝日新聞』04年9月13日夕刊）。

　東京大学は、5月現在在籍の留学生2103名のために、「留学生キャリアサポート室」をこの10月に新設する（『朝日新聞』04年9月13日夕刊）。

　学校を卒業しても定職に就かない若者が増えている昨今、そうした若者向けに、進路相談から職業紹介までを一ヶ所で行うワンストップサービスセンター、通称「ジョブカフェ」の国のモデル事業が今年度から始まっている（『読売新聞』04年9月20日）。

　キャリア教育やキャリアデザインを学術的に研究する「日本キャリアデザイン学会」が、発足する（『日本経済新聞』04年9月25日）。

　就職する意思がない、就職しても続かない。そんな学生が増えるなか、親を対象にした「就職セミナー」が登場した。保護者向けの就職説明会を開く大学も増えている（『朝日新聞』04年10月4日夕刊）。

　理系の学生に関しては、これまで教授を窓口に、学校が企業に学生を推薦する「学校推薦制度」があった。ところが、最近では、それを撤廃する企業が増加している。文系と同様に、自由応募にしたほうが、厳選採用がしやすいと考える企業が増えたためである（『読売新聞』04年10月12日夕刊）。

　岩手県は、東京・銀座の「岩手県Uターンセンター」で、県内で就職を希望する人向けに、無料での職業紹介をスタートした。ワンストップで、情報を提供する（『日本経済新聞』04年10月25日）。

　新卒で就職後、短期間で退社した「第二新卒」の門戸が広がっている。第二新卒向けに職業紹介を行う人材バンクなどには、景気回復の期待が高まった昨年秋ごろから求人依頼が殺到している（『朝日新聞』04年11月1日夕刊）。

　社員としての採用を前提に派遣社員として働き始める「紹介予定派遣」が、大学新卒者の就職スタイルとして定着しつつある。新卒者は、職場で働きながら、仕事や適性を見極められる。派遣会社が選抜した人材を試用した上で採用の判断ができるため、企業にも好評だ。採用率は実に80％に及んでいる。しかし、採用されない場合は、新卒ではなくなり、次の就職先が探しにくくなるといった面もある（『日本経済新聞』04年11月2日、『朝日新聞』04年11月15日夕刊）。

　来春入社予定者の大卒内定者数は、10月1日現在で、61.3％（高卒は38％）。今春よりも1.1％増と、3年ぶりに増加している。リストラにめどをつけた金融機関を中心に、非製造業が13.2％増となっている。少子化の進展や団塊の世代の大量定年退職をにらみ、産業界は人材確保を急ぎ始めた。ただ、改善されたとは言っても、過去2番目の低さではある（『日本経済新聞』04年11月11日、『読売新聞』04年11月11日、『朝日新聞』04年11月11日）。

　これまで短大生が活躍していた事務･販売分野などが、四年制大学の女子や派遣社員に代替される現象が進んでいる。企業側が即戦力となる人材を求めていることなどが影響している（『朝日新聞』04年12月13日夕刊）。

　今春卒業予定の大学生の就職内定率は昨年12月1日現在で74.3％と、前年を0.8％上回った。男子は75.3％、女子は72.9％（『日本経済新聞』05年1月13日、『読売新聞』05年1月13日）。

　ソニーは、新たな新卒採用制度を導入する。06年度採用予定者の採用活動から試験時期を春から夏まで4回に分ける。入社日は最長2年間で、内定者が自由に決められる。入社日を自由に選択させ、学業に専念したい学生など、優秀な人材の採用につなげたい考え（『日本経済新聞』05年1月13日）。

　女子大生の厳しい就職事情が指摘されて久しいが、一部では、建前ではなく女性を確保したいという企業が出始めている（『朝日新聞』05年2月19日）。

　18日、東京市渋谷区の国立オリンピック記念青少年総合センターで開催されたのは、企業と学生の立場が逆転した「逆求人フェア」。学生が長いすに陣取り、企業の人事担当者が学生の自己PRを聞く。学生64人に対して、32社の担当者55人が参加した。フェアを主催したのは、02年に設立された「ビジネスサークルAIM」（『朝日新聞』05年2月28日夕刊）。

　2月4日、渋谷区の渋谷フォーラム8で、体育会系学生を対象にした「アスリート就職セミナー2006」が開かれた。企業21社と運動部所属の3年生約400人が参加した。主催は、体育会系学生約2万人が登録するウェブサイト「アスリート就職ナビ2006」を運営する「インダス」（『朝日新聞』05年3月7日）。

　新卒・中途を問わず、企業の採用意欲が急速に高まっている。大卒採用人数は、前年度に比べて23.6％増で、80年代後半のバブル期を上回っている。①業績の回復で仕事量は増えているが、不況期に人員を絞り込んだため、人手不足気味になっていること、②団塊の世代が大量に定年退職を迎える時期が迫っていること、③少子化による学生数の減少などが背景にある（『日本経済新聞』05年4月1日）。

　即戦力重視の流れのなかで、内定者に対しインターネットを使って基礎的実務の習得を求める企業が増加している。また、入社後の不安をなくさせるため、各企業の内定者を対象に「入社式対策直前ゼミ」を開く企業も現れている（『朝日新聞』05年4月12日夕刊）。

　手軽に情報発信ができる「ブログ」が、就職活動にも活用され始めている。学生が情報発信の訓練や文章作成の訓練をしたり、仲間作りを目的に始めたり、企業の採用担当者が会社や仕事の雰囲気を伝えたりといった具合である（『朝日新聞』05年4月19日夕刊）。

　企業が新卒者の採用数を増やす傾向が強まっているとはいえ、学生にとって単純に「明るい兆し」と考えるのは、やや早計すぎるようである。「欲しい人材がいなければ採らない」という姿勢で、面接回数を増やすなど、手間をかけた「厳選採用」がいっそう強まっている（『朝日新聞』05年4月21日）。

　女子大生を中心に、若い女性の間で、専業主婦を夢見る人がじわりと増えている。あこがれは、料理や掃除など家事をこなしつつ、お花など趣味も楽しむというちょっぴりゆとりのある生活。「くたくたになるまで働き、趣味ももてない」キャリアウーマン的生き方はしたくない（『日本経済新聞』05年5月10日夕刊）。

　この春の新卒者の就職率について、高卒者が前年同期と比べて2ポイント増加し、94.1％となった。結果として、大卒者の数値（93.5％）を上回った（『朝日新聞』05年5月14日）。

　この春の新卒者の就職率は、高卒者で94.1％、大卒者で93.5％。4年ぶりに高卒者が大卒者を上回った。前年度比では、前者は2ポイント増、後者は0.4ポイント増。ただし、派遣や請負といった形での就職が増えている。地域別に言えば、大手製造業が集中する関東、東海、近畿に比べて、地場産業の不振が続く、北海道、東北で大卒者が前年度比4.2ポイント減の87.6％になるなど、地域差が出ている（『朝日新聞』05年5月14日、『日本経済新聞』05年5月14日、『読売新聞』05年5月14日、『毎日新聞』05年5月14日）。

　営業支援アウトソーシングのバックスグループは、10月から、インターンシップのプログラムを大学向けに提供する。受講する学生は、研修を受けた上で、約2ケ月､営業・販売員として働く。手始めに、専修大学が契約を結んだ（『日本経済新聞』05年7月13日）。

　企業の採用活動が長期化し、通年採用なども増えているのは、企業の強い採用意欲を反映している。来春の卒業予定の大学生・大学院生の求人数はバブル期の98年に匹敵する69万8800人に達している（『日本経済新聞』05年9月24日）。また、来年4月入社予定の新卒者の採用で、企業が人数確保に苦戦していることが、毎日コミュニケーションズの調査でわかった。今年度は募集を拡大する企業が増え、各社が思うように人材を確保できなかったためという（『朝日新聞』05年9月22日）。

　人材関連各社は、外国人の活用を支援する事業を相次いでスタートさせている。ITエンジニアらの需要拡大を背景に国内企業に韓国人技術者を紹介したり、中国に進出している日系企業の現地法人に日本語ができる中国人を送り込んだりといった具合である。国境を越えた人材の流動化を後押しする（『日本経済新聞』05年10月19日）。

　05年10月1日現在で、来春卒業予定の大学生の就職内定率が65.8％で、前年同期と比べて、4.5％増えている。ただし、関東72.5％、近畿67.9％と平均を上回っているのに対し、北海道・東北57.1％、中部66.0％、中国・四国50.8％、九州54.5％といった具合に、地域差がある。他方、高校生の内定率（05年9月末）も、44.0％と前年同期と比べて、5.1％の増加となっている（『朝日新聞』05年11月11日、『日本経済新聞』05年11月11日、『毎日新聞』05年11月11日、『読売新聞』05年11月11日）。

　インターンシップを採用する大学が増えている。単位として認める大学も、ほぼ半数に達し、年間3万人以上が参加している（『日本経済新聞』05年11月14日夕刊）。

　卒業生の転職を手助けする動きが目立ってきている。子会社を通じたり、人材派遣会社と提携したりして、サポートするケースが多い。「面倒見のよさ」をアピールし、大学間競争で優位に立とうという意図がある（『読売新聞』06年1月31日）。

　業績回復などを背景に、企業の採用意欲が例年以上に高まっている。優秀な学生を早期に囲い込もうと、一部には採用内定の時期を早める動きもある。ただ、人材確保のため、採用基準を下げないとする傾向もあるので、学生たちにとっては、必ずしも楽観視できないようである（『読売新聞』06年2月21日夕刊）。

　大学の研究者を企業に紹介するアイデア・バンク・リエゾン・センターは、中国国内の大学を卒業する学生や大学院生を日本企業に紹介する事業をスタートさせた（『日本経済新聞』06年2月28日）。

　卒業後の進路として、派遣社員を選択する女子学生が増えている。就職率が向上してきたとはいえ、正社員の道はなお狭き門だからだ。最近では、一定期間、派遣社員として働けば、正社員に登用される制度もあり、就職活動がうまくいかなかった学生の「駆け込み寺」にもなりつつある（『日本経済新聞』06年2月28日夕刊）。
　今春卒業する大学生の就職内定率は2月1日現在で、85.8％となり、前年同期を3.2ポイント上回っていることが、文部科学省および厚生労働省の調査でわかった（『毎日新聞』06年3月11日）。　

　学生や大学向けに企業情報を発信する、全国規模でのフリーペーパーが人気だ。学生自身が取材・執筆を担当する『学生新聞』が10万部、経営者の人物像を紹介する『ベンチャー通信』が5万部と、部数を伸ばしている。ネット情報が氾濫するなか、埋もれがちになっているベンチャー企業の情報をメインにしたことが、企業、学生の双方から歓迎されている（『読売新聞』06年3月14日）。

　来春、卒業する大学生から優秀な人材を確保しようと、企業側が攻勢をかけている。大学主催の説明会に参加したり、地方企業が東京で採用試験を始めたりといった具合である（『読売新聞』06年3月15日）。

　経済産業省は、若者向け就職支援組織「ジョブカフェ」が始まって2年になるのを契機に、各地でのいい取組みの事例集を作成。同省のＨＰで公開し、今夏に詳細版を冊子にする（『朝日新聞』06年3月23日）。

　日本経済新聞社が実施した07年度の採用計画調査（一次集計）によると、大卒が06年度の実績見込みに比べ、21.3％増える。20％の増加は、3年連続。個人向けサービスを強化している金融や、07年問題で技術者の確保を急ぐ電機などが、意欲的な採用計画を打ち出し、全体を押し上げている（『日本経済新聞』06年3月23日）。

　総務省によれば、15－24歳の完全失業率は最悪だった03年の10.1％から05年は8．7％に改善。25－34歳も、02年の6.4％から05年の5.6％に低下。ただ、企業の新規採用は依然として新卒が中心なので、学校卒業時採用環境が厳しかった25－34歳の世代はまだ非正規雇用が多い。フリーター人口も、なお2000万人規模だという（『日本経済新聞』06年3月25日）。

　日常生活やビジネス上の知識を問う「常識力検定」に人気が出ている。「卒業後を視野に入れた教育に最適」と受講させる大学や高校まで出始めた。日本常識力検定試験協会が立ち上げ、01年から試験が始まっている。毎年、1万2000人が受験する。合格率は、3級は70％に近いが、2級は50％、1級は約10％という難しさ。受験対策は、新聞をじっくり読むことだとか（『朝日新聞』06年4月23日）。

　就職活動を目的とした学生サークルが全国で広がっている。大学の枠を越えて集まった学生が情報交換や試験対策をしながら、結束を強めている。自分の経験を伝えたいということで、内定後、後輩へのアドヴァイスを引き受ける学生も多い（『日本経済新聞』06年4月25日）。

リクルートの「大卒求人倍率調査」によると、07年3月卒業予定の大学生・大学院生に対する民間企業の求人数は、前年比18.1％増の82万5000人となる。91年卒の84万人次ぐ、2番目の高水準となる（『朝日新聞』06年4月26日）。
働くことの意義や就職に関して早い時期から考えてもらおうと、入学したての1年生を対象にした大学の「キャリア教育」が盛んに行われている。亜細亜大学では、自由参加の6時限の授業にもかかわらず、225人収容の大教室は満員に状態になっている。ガイダンスの中心は、キャリアセンターが独自に製作した1、2年生向けの「キャリアデザインガイド」の使い方。ガイドはA4判49頁で、書き込み頁が増やされている（『朝日新聞』06年5月2日）。

厚生労働省と文部科学省の共同調査によれば、今春の大卒就職率は95.3％に達している。6年、連続で回復基調にある（『毎日新聞』06年5月13日、『朝日新聞』06年5月13日、『読売新聞』06年5月13日）、『日本経済新聞』06年5月13日）。

バブル期並みの「売り手市場」とも言われる今年の就職戦線にあって、複数の企業から内定を得たにもかかわらず、依然として秋採用に向け準備をする学生が目立っている。秋採用や通年採用が増えるなか、就職活動第2弾に挑んでいるわけである。その多くは、志望業種や企業を詰めきれないでいる「あいまい派」というが、それまでの就職活動で志望業種が見えてきた学生もいる（『日本経済新聞』06年6月29日）。

学生優位の「売り手市場」と言われた06年の就職戦線で、新卒者確保に苦戦する企業は、「第二新卒」と呼ばれる社会人3年未満の層に目を向け始めた。就職してから短期間に辞めてしまう者に対する企業のイメージは良くなかったのが、ここにきて、ミスマッチを感じての転職はやむをえないというふうに変化してきつつある（『日本経済新聞』06年7月25日）。

秋に新卒の採用機会を設ける大手企業がこの1，2年の間に急増している。一定数の内定辞退者を見越さざるを得なくなっているという事情も関係しているようである（『日本経済新聞』06年9月1日）。

正式内定が出る10月を間近に控えたこの時期になっても、内定を得た企業に入るふんぎりがつかず、悩む学生が増えている。内定先を確保しながら、就職活動を行うケースも。内定から入社までの期間が長いこと、秋採用や通年採用の企業が増加したことも、迷いの原因になっている（『朝日新聞』06年9月19日）。

毎日コミュニケーションズの調査にしたがうと、採用活動を厳しいと感じている企業が全体の9割以上に達していることがわかった。予定採用人員に占める内定者の割合（充足率）も、2年連続で前年割れとなった。特に、非上場企業で、採用難が深刻化しており、採用基準を緩める企業も出始めている（『毎日新聞』06年9月21日）。

ITXグループの人材サービス会社である「アトラクスヒューマネージ」は、エントリーシートをもとに、表現力などを自動採点するシステムを開発した。大手企業の場合、2～5万人分ものエントリーシートを集めるが、評価作業には1～2週間かかることもある。このシステムを使うと、1日程度で完了するとか（『日本経済新聞』06年9月22日）。

ネット広告などを手がけるアライズは、中小企業の採用支援事業を始めた。就職活動中の大学生にビジネスマナーなどの無料講座を開き、集めた学生を中小企業に有料で紹介する。1年間で240社との契約をめざしている（『日本経済新聞』06年10月3日）。

就職支援サイトを運営しているエン・ジャパンの「こんなプロになりたい！　大賞2006」の表彰式に、大学生や社会人、大学の就職担当者らが集まった。就職活動や就職そのものに不安を抱く大学生の不安解消に役立てようと、社会人とのパーティー形式での異色の交流会が行われた（『朝日新聞』06年10月3日夕刊）。

青少年育成・弁護士などの専門職の育成・企業の人材開発などに威力を発揮する「メンター制度」が注目されている。経験豊かな指導者（メンター）と未熟な人（メンティ）との1対1での面談を一定期間行うことを通じて支援がなされる。人間関係を構築する新しい手段となっている（『毎日新聞』06年10月9日）。

日本経済新聞社がまとめた「2007年度採用状況調査」では、金融に加えて、電機、造船、空運などの業種でも内定者数が前年度を大幅に上回った。中途・通年採用も前年度より2割近く増える見込みで、即戦力確保に向けた動きも活発化している。ちなみに、短大・高卒を含めた新規採用の内定数のベストスリーは、グッドウィルグループ2588人、みずほフィナンシャルグループ2388人、三菱東京ＵＦＪ銀行2000人。大卒だけでは、グッドウィルグループ1487人、大和証券グループ1474人、東芝1270人となっている（『日本経済新聞』06年10月15日）。

リクルートの調査によると、07年春の卒業予定の大学生、大学院生を対象とする民間企業の求人総数は、昨年度よりも約13万人増加し（82万5000人）、最も求人数が多かったバブル期の91年卒（84万人）に次ぐ水準となった（『朝日新聞』06年10月29日）。

住友信託銀行は、採用が内定した学生から約10名を選抜し、入社前から「不動産鑑定士」や「年金数理人」（アクチュアリー）などの資格取得を支援する制度を今月からスタートさせた。試験勉強に必要な予備校の学費をほぼ全額援助し、高額な専門書を購入する費用も負担する。学生も内定したからといって浮かれていられない時代になったようである（『朝日新聞』06年11月26日）。

大衆薬の販売規制を緩和する改正薬事法の施行予定を09年に控え、競争激化の前に売り場を増やすため、薬剤師の獲得競争が激しくなっている。薬学部の六年制への以降に伴い、10年と11年に新卒者が大幅に減少することも、人材確保を急ぐ一因となっている（『日本経済新聞』06年12月10日）。

文部科学省は、授業の一環として企業などでのインターンシップを取り入れた大学の割合が05年度に62.5％、参加した学生の数は約4万2000人に達したと発表した（『日本経済新聞』06年12月12日）。

就職活動で大学生が希望する企業に居る卒業生を訪ねる「OB・OG訪問」が変わりつつある。個人情報保護法施行から2回目のシーズンを迎え、企業の多くが訪問の足がかりとなる名簿の開示を厳格管理したため、学生たちにしわ寄せがきている。そこで、大学が卒業生らをキャンパスに招く「逆訪問」や、訪問に応じてくれる卒業生の名簿つくりに各大学が懸命になっている（『日本経済新聞』06年12月12日夕刊）。

リクルートが13日に発表した『就職白書』によると、08年度新卒採用予定者を増やすと答えた企業は19.7％で、3年連続で増加した。また、内定者を入社時まで繋ぎとめる努力を強化する企業が3割を超えた。他方、07年3月卒業予定者の新規採用人数が計画に達しない企業は406％にのぼる。前年度比で、5.6ポイントも増加した（『日本経済新聞』06年12月14日、『毎日新聞』06年12月14日、『朝日新聞』06年12月15日）。

08年春卒業予定の学生の就職活動が前年度より遅れている。採用コンサルティングのレジェンダ・コーポレーションが会社説明会に対する学生の参加申し込み状況を調べたところ、11月中旬の時点での申し込み件数の累計は前年同期を16％も下回っている。学生優位になったことで、のんびり構えている学生が増えているようである（『日本経済新聞』06年12月27日）。

就職バブルと言われるなか、「一部の学生は奪い合いだが、数十社受けて内定が取れない学生も。二極化が進んでいる」（立教大学キャリアセンター員）。「4年生の約3割はまだ就職先が決まらない」という女子大もある（『朝日新聞』06年12月28日）。

環境の仕事、実はいろいろということで、昨年の12月、環境NGOの「エコ・リーグ」が主催する「環境就職・進路相談会」が都内で開かれた。多様な職種で、約60社の社員と、約350名の学生が参加した（『読売新聞』07年2月7日）。

08年春の採用に向け、地方自治体が新卒学生などの確保に躍起になっている。試験日を例年より1ケ月前倒しするほか、大学1～2年生も参加できる就職説明会を開くなど、公務員志望の学生の確保に動いている。旺盛な民間企業の新卒採用枠の広がりによって、人気が下がり気味になっている（『日本経済新聞』07年2月9日）。

交通費がかさむ、情報が少ない、頼れる人もいない。地方の大学生が東京で就職活動を行う場合、抱える問題は山ほどある。そこで、都内のNPO法人日本人材教育協会が動き出した。合宿を開いて就職活動のいろはを伝授。面接の合間に立ち寄れるサポートオフィスを都心に開設（『毎日新聞』07年2月13日夕刊）。

若者が社会で仕事をする上で必要になる対話力や協調性などの「社会人基礎力」を身につけさせる授業を各大学に導入する構想を経済産業省が打ち出した。企業と大学がカリキュラムを開発し、同省が資金面で支援する（『日本経済新聞』07年2月21日）。

パソコンの普及による職場の情報化で補助的業務の仕事量が減ったことなどを理由に派遣社員に切り替えられていた一般職。ところが、この数年、好況による事務業務の拡大、情報管理を強化する観点から、再び、採用を拡大する傾向が認められる。企業の方でも、結婚・出産までの「腰掛け」といったかつてのイメージではなく、少数精鋭で事務職の核として位置づけるなど、変化がある（『日本経済新聞』07年5月7日夕刊）。

厚生労働省と文部科学省は、今春の大学卒業生の就職率を96.3％（男子96.6％、女子96.0％）で、前年度比1.0％の上昇となった（『毎日新聞』07年5月16日、『読売新聞』07年5月16日）。

バブル期以来の「売り手市場」と言われる就職戦線。採用が内定した学生の親向けに会社見学会を開いたり、社長が家庭訪問を行って事業内容を説明したりといった動きが、中堅・ベンチャー企業で行われている。「親の反対」で辞退を防ぐのも狙いの一つ。内定者確保のカギは親というわけである（『朝日新聞』07年6月15日）。

インターンシップを実施している大学の比率は85％になっている。単位認定も77％に（『日本経済新聞』07年6月18日）。
09年度春の新卒者の採用活動は早くも熱を帯びている。日本経済新聞社と就職情報サービスのディスコによる大学生調査にしたがえば、1月下旬時点で「志望企業の採用試験を受けた」のは約2割に達し、事実上の内定となる内々定を得た学生もわずかながらも2％になっている（『日本経済新聞』08年2月8日）。

【各大学の動向】

　94年度から「女子の積極的受け入れのための特別選抜試験」を実施した立命館大学経済学部では、受け入れたからには責任を持とうということで、女子学生向けの就職研究プロジェクトを始めた（『朝日新聞』94年11月29日夕刊）。

立教大学は、00年度から携帯電話のＩモードで学内のさまざまな情報にアクセスできる「モバイルＶキャンパス」を立ち上げる。それとの関連で、同大学就職部資料室では、検索機能で知ったOBに、学生たちが就職相談のメールを送ることも可能に。なお、サーバーの運営は大手プロバイザーに依託している（『朝日新聞』00年2月27日夕刊）。

学生たちの就職意識を高めようと、自己分析から始まる「就職概論」の授業を設けた静岡大学、「進路を考える」という講義を始めた千葉工業大学、「仕事と人生」と題する講義をスタートさせた立教大学の事例がある（吉沢『大学サバイバル』78頁）。

同志社女子大学現代社会学部の京都学・観光学コースの学生を中心とする44人が兵庫県城崎町の温泉旅館16軒で、インターンシップを行っている。就業体験が大学の単位として認められることは多いが、温泉旅館の「女将修業」は珍しい。評価は旅館の女将が積極性、勤勉性、言葉使いなど6項目と総合評価で、それぞれ優・良・可・不可の判定を下す。担当教授は、研修前後に学生が提出するリポートを採点し、それに女将の評価を加えて単位を認定する（『朝日新聞』02年9月29日）。

中央大学商学部では、推薦入試を行う日に合わせて、受験生全員を対象に特別ガイダンス「キャリアデザイン塾」をスタートさせた。社会に出て働く時に何が重要かを入学前に考えてもらうことが、充実した大学生活を送るきっかけになるのではということで企画された。同学部では、99年度から推薦入試の合格者を対象に入学前に、ニュース番組や新聞記事などを教材にし、論点をまとめたり、学問と社会の関係について考えさせたりする通信添削を行っているが、今回の企画は、同プログラムとの相乗効果を狙っている（『日本経済新聞』多摩版、02年11月18日）。

　埼玉県越谷市に開学した医療・福祉専門職養成の県立大学では、1期生が来春卒業する。超氷河期と言われている厳しい就職事情にもかかわらず、看護師や理学療法士などの求人が殺到しているが、県内で就職してくれないというジレンマを抱えている（『朝日新聞』西埼玉版、02年11月30日）。

　深刻な雇用情勢を反映して、大学自らが学生向けに大規模な「就職セミナー」を開催するケースが目立ってきた。先駆けとなったのは東海大学である。96年以来「採用説明会」を実施している。本年度のそれには、700社が参加した｡00年から全学合同で就職セミナーを開いている日本大学は、来春卒業予定の大学院生・学生・短大生約1万2000人を対象に「合同企業研究会・就職セミナー」を実施した｡大手メーカーや金融など、約190社が参加した（『日本経済新聞』03年2月13日夕刊、『読売新聞』03年2月18日）｡

　金沢工業大学は、都内で就職活動を行う学生のために、週1－2回無料で乗れる「就職バス」を運行している（『読売新聞』03年6月15日）。

　就業体験「インターンシップ」を導入する大学が増加するなか、広島経済大学の学生6名が、1ヶ月間、大連市の日系食品会社の子会社で就業体験を行った（『毎日新聞』03年9月29日）。

　就職率99％を誇る金沢工業大学における専門科目を教える教員の53％は企業出身者である。研究に打ち込みたいだけの教授はいらないということで、古巣をまわり、学生たちのために頭を下げる。そんな姿が浮かび上がる。就職支援は、カリキュラム上も、一、ニ年生向けに必須科目で、「自己啓発セミナー」があるし、三年生向けには「進路セミナー」がある。そこでは、模擬面接、履歴書・自己紹介書の書き方などの講義が行われている（『東京新聞』03年11月30日）。

　早稲田大学では、今年度から大学のキャリアセンター（旧就職課）が募集した約20人の「学生ボランティア」が3年生の個別相談を受け入れている。カウンセリング研修を受けた4年生が、アドバイザーを務め、自らの就職活動をもとに指導している。髪型など、若者同士でないと聞けない相談もできる（『読売新聞』04年1月14日）。

　就職活動をする学生に対して、手取り足取りの指導が行われている。文京学院大学では、学生約800名の「就職活動の記録」を学内のパソコンで管理している。学生一人ひとりの就職活動の歩みを報告させ、職員が入力する。そうした面倒見のよさが､高い就職率につながっている。立命館大学では、希望する女子学生を対象にした「就職合宿」が実施されている。卒業生や内定者と一緒に､自己PRをつくったり、履歴書の書き方を学んだりする。教員の意識変革も迫られることを受けて、比治山大学短大部では、教員向けの就職指導マニュアルが作成された。「就職活動をしないといけないと分かっていても、できない理由」として、「やりたい仕事が見つからない」「心の準備ができていない」「なんとなく怖い・不安」というのが多いとか。立教大学は、就職術にとどまらない支援を模索し、講座「仕事と人生」を設け、「なぜ働くのか」を考えさせている（『朝日新聞』04年1月22日夕刊）。

　看護福祉士の養成を目的とした福祉学科を有する富山短大は、卒業後も、職場への適応を支援し、卒業生を対象にしたセミナーを定期的に開いている（『朝日新聞』04年4月18日）。

　

　文京学院大学は、「一対一のコミュニケーション」を重視したきめ細かい就職支援に取り組んでいる。学生に対して、教員が声をかけたり、メールを送って激励したりしている。「自信がない」などの理由で、就職活動を止める学生が増えていることを受けての取組みのようだ。同大は、短大部も含め、各学年約200名の進路希望や就職活動の記録をデータベース化し、役立てている（『読売新聞』04年5月27日）。

　津田塾大学は、大学独自の就活ガイドブックを出している。05年入社予定の学生向けの『就職04　LET’S GO編』は217頁で、延べ340人分の先輩コメントを掲載している。自己PRやエントリーシート、履歴書の見本例も、卒業生が提供してくれたコピーをもとにしている（『朝日新聞』04年12月13日）。

　今春開学した株式会社立東京リーガルマインド大学は、資格とビジネス知識の習得に特化し、就職一直線を志向している。学生はサークル活動などのキャンパスライフとは無縁。そうしたあり方に対し、さまざまな評価が寄せられている（『朝日新聞』04年12月20日夕刊）。

　東京商工会議所は、学生のインターンシップの受け入れ、会員企業への取り次ぎで、法政大学と提携した。東商が特定の大学のインターンシップに協力するのは初めてのケース。東商は、長引く不況に伴う会員数の減少に歯止めをかけるため、02年7月に商工業者ではない、学校法人、医療法人、宗教法人、個人医師、弁護士なども、会員になれるように定款を変更している。法政大学は、東商に加入した大学としては、4校目となる。なお、商工会議所によるインターンシップ支援は、首都圏では、横浜商工会議所が先行。昨年度から、市内9大学を対象に、会員企業へのインターンシップの取次ぎスタートさせている（『日本経済新聞』05年4月15日）。

　高崎商科大学は、保護者向けの進路相談窓口を5月中に常設する。大学生のわが子の就職活動に関心のある保護者が増えているためである。入学式などにセミナーを開く例はあるが、常設の窓口はめずらしい（『読売新聞』05年5月17日夕刊）。

　広島大学は、来春入学する宇宙・天文・素粒子に興味のある高校生を対象に、実際に授業を受けてもらって選ぶ「ゼミナール選抜」を実施する。6月中に志望者を募り、9月に合格者を決める。こうした入試は、全国でも珍しく、数例ほどしかない（『朝日新聞』05年6月9日夕刊）。

　関西大学は、パソナ、大丸など大手企業が共同出資した会社「関西雇用創出機構」と連携して、「卒業生の就職や転職の面倒をみます」と発表した（『朝日新聞』05年10月25日）。

　関西学院大学は、金融関連に強い人材サービス会社のアーティスと組んで、今春から卒業生を対象にした就職支援に乗り出す（『日本経済新聞』06年3月8日夕刊）。

　帝京大学と帝京大学短大は、人材サービス会社と提携し、在学生に加えて、卒業生も対象にした就職支援活動を始める。毎年、5000人以上の卒業生が出ているが、年間1000人がこのサービスを利用するものと見込まれている（『朝日新聞』06年12月8日）。

　帝京大学は、大手人材派遣会社のグループ会社に業務委託して、「卒業生就業支援プログラム」を来年4月からスタートさせる。毎年卒業生5000人のうち、約2割がフリーターなどになっているが、大学に就職相談に訪れる数は少なかった。そこで、「関東雇用創出機構」のオフィスに相談窓口を設け、卒業生が来場しやすいようにする（『読売新聞』06年12月20日）。

　就職活動のノウハウを一番知っているのは体験したばかりの4年生。立教大学では、03年から就職が内定した4年生有志が「立教キャリア塾」として、3年生に「生の情報」を伝授している。今年度のスタッフは30人（『毎日新聞』07年1月19日）。

7　学生生活面での動向・試み

文部省がまとめた「1988年度学生生活費調査」によれば、親元から離れて下宿やアパート暮らしをしながら私立大学に通うのにかかる一人当たりの費用がついに200万円を突破した。東京の場合なら、約213万円になっている（『朝日新聞』89年12月20日）。また、大学生協連の調査では、都内で下宿する私立大学の学生にとって4年間にかかる費用の総額が文系で1200万円、理系で1500万円に達することがわかった（『朝日新聞』90年1月25日夕刊）。私大初年度納付金の「百万円時代」が定着（『朝日新聞』90年3月20日）。

　大学進学のために地方から出てくる学生向けに地方自治体関連の「郷土学生寮」という、比較的安い費用で入居できる便利な施設がある（『朝日新聞』90年3月10日夕刊）。

東北大学の学生が1年がかりで『高校生に贈る東北大学』を作った（『朝日新聞』90年4月14日）。千葉大学の学生サークル「オレンジ・ウマニスト」が発行しているミニコミ誌である『オレンジ・ボイス』が紹介（『朝日新聞』90年6月5日）。同志社大学英文学科小野修教授のゼミの学生23名が自費出版で『20代のいま－決意する私』を作った（『朝日新聞』90年11月20日）。

大学生など、若い世代にイッキ飲みの犠牲者が増えている昨今、近畿大学が新入生全員に酒の飲み方のパンフレットを配布する。大学側でも、事故防止に本腰を入れ始めた（『朝日新聞』92年6月12日）。イッキ飲み対策に、全国大学生協連の学生たちが協力することになった。市民組織「イッキ飲み防止連絡協議会」の活動に、3年前から啓発活動を展開してきた大学生協連がこの春に協賛。ポスターやチラシを総動員して運動を盛り上げる。他方、アルコールをたらしたばんそうこうを、上腕内側に張り、ばんそうこうの色の変化で「飲める体質かどうか」を判定する「バッチテスト」を実施する（『朝日新聞』94年3月31日）。96年7月の大同工業大学生の死亡事故で、飲ませた学生を刑事告発したことにも示されるように、飲酒を強要した学生たちの刑事責任を追及する動きも出始める。さらに、松阪大学では、「退学を含む厳重な処分を科す」ことを周知させているし、大同工業大も同様の措置を採る。金沢医大は、「イッキ飲みが発覚した場合はサークル活動停止」処分となる（『朝日新聞』97年4月22日）。

　東京経済大学と青山学院大学は、これまで物価上昇に応じて値上げしてきた授業料を来年度は据え置くことを決定した（『朝日新聞』92年12月14日夕刊）。

　今年も学園祭シーズンが到来した。コンサートやダンスパーティなど、若者向けの催しばかりが目に付くが、主婦や子供連れにも楽しめる企画も意外と多い。有名な東京農業大学の野菜無料配布のほかにも、東京水産大学のサンマの大放出、文化服装学院の学生が作った衣料品バーゲンなど（『朝日新聞』94年10月25日）。

94年9月に、学習院大学の構内に、ローソンが出店（『毎日新聞』94年10月28日）。

大学生に対する宗教の勧誘が増加している（『毎日新聞』95年5月12日）。そこで、大学側がカルト予防のパンフレットやビラを作成して、学生たちに配っている（『朝日新聞』00年5月22日）。

日本で唯一の青年によるNGO（非政府組織）「全国青年環境連盟（通称エコ・リーグ）」に所属する「きゃんぱすえころじー実行委員会」が学園祭に大量に出るゴミをなんとか削減しようという「環境プロジェクト」をスタートさせる（『毎日新聞』95年6月23日）。ゴミを減らすマニュアル本『ごみダイエット学園祭』を作成（『朝日新聞』95年11月27日）。

就職を控えた学生たちの卒業旅行がすっかり定着。海外に行く人は、例年通り3人に1人の割合になる。旅慣れて、特定の国や都市をじっくり歩く傾向が強まる。内容も、野生動物の保護活動に参加するボランティア体験や、中国・韓国でのホームステイも登場。行き先としては、アジアの人気が急増。平均は8日間とか（『朝日新聞』97年3月3日）。

生協連の調査では、人間関係の苦手な学生が増加している。「クラスでつき合いのない学生」が4割もいる。また、大学生の「不登校」も急増している（『朝日新聞』97年11月7日、『朝日新聞』98年5月6日夕刊））。

東京大学の学生のなかで、「万引き」「カンニング」「ゴミのポイ捨て」という三つの悪事が問題になっている。そして、「三悪事」とならんで、「シケプリ」（試験対策プリント）がある。入学時のクラス合宿で決まった「シケショウ」（試験対策委員長）の下、組織的に授業ノートが整備され、印刷されて希望者全員に実費で配られる。80年代に生まれたと言われ、最近ではいよいよ大規模化し、「全学で最も優れたノート」がクラスを越えて出回る。他方、授業の特徴・おもしろさ・単位のとり易さ、休講率などをまとめた「逆評価」がある。東大生も大衆化が進み、エリート意識も希薄になってきている。なるべく楽をして単位を取りつつ、遊ぶという学生が多い。一方で、早くから司法試験などの塾や予備校に通う人が増えている。学問で自分を磨こうとしている学生はごくわずかである（『朝日新聞』98年6月11日）。

生活費の足しに大学でアルバイトをするというのは、もう昔の出来事。そこで、埼玉大学では、今年度から学生に対するアルバイトの紹介を辞めた。82年に、学生向けのアルバイト紹介誌『フロム・エー』が創刊されて以来、その利用が増えていることや、遊びのためのアルバイトが多く、学業の妨げになることも多いからである（『朝日新聞』西埼玉版、98年9月12日）。

　大学生の心の悩みが急増。こうした症状で、大学のカウンセラーを訪ねてくる学生が増加している。不登校になってしまうケースも多い。大学生の自殺も増加している。そこで、カウンセリングの充実、居場所作り、仲間の支援といった対策が採られている（『朝日新聞』00年6月19日、『朝日新聞』00年5月10日）。

日本大学国際関係学部の学生約70名が、商店街の空き店舗の増加に悩む三島市（静岡）の商工会議所の打診に応じて、市内にPCショップをオープン。経営が苦戦するなか、学生たちの対策会議が深夜まで続く（『朝日新聞』00年9月18日）。

中央大学で、大学祭でのアルコールが禁止になる（『朝日新聞』01年8月4日）。東京大学教養部や早稲田大学などでも、学園祭・記念行事におけるアルコールの禁止を実施している。一橋大学では、「模擬店で販売するアルコールは15度までとする」と決めている（『朝日新聞』01年10月31日夕刊）。

政府の特殊法人改革で、経済的に苦しい学生に奨学金を貸していた日本育英会の廃止が決まった。今後、ほかの学生支援事業と統合され、新設される独立行政法人に引き継がれる。奨学金事業自体は拡充されるが、無利子貸与を減らし、有利子枠を広げていく方針である。しかし、「銀行の教育ローンの利子はものによっては高いし、収入の少ない家庭ほど貸してくれない」という現実がある。日本の奨学金制度は欧米に比べると、その「貧しさ」が際立っている（『朝日新聞』01年12月26日）。

日本と韓国の大学生が交流する「日韓学生フォーラム」が02年で18回目を迎える。公用語は英語。毎年夏に行われる本会議（今年は韓国で開催）では、模擬外交、ディスカッションなどをする。昨年の12月に準備のために実施された日本側学生の合宿が紹介されている（『毎日新聞』02年1月19日）。

国民生活金融公庫が扱っている「国の教育ローン」は、高校以上のたいていの学校に進学・在学する生徒の保護者が利用できる。年収1210万円以下の人、厚生年金や国民年金に通算10年以上加入している人、郵便局の教育積立貯金の利用者が対象。入学金や授業料だけではなく、離れて暮らす際のアパート代やらパソコンの購入費用までと、使い道はかなり融通が利く。そのうえ、1.7％の固定金利。一般貸付を例に取ると、子ども1人当たり200万円まで利用できる。返済期間は最長10年になっている（『毎日新聞』02年2月8日）。

　

文部省が私費留学生に対する授業料減免法人援助事業を導入したのは、87年のことである。授業料の30％相当額を交付するもので、大学の正規課程に在籍する私費留学生は実質的に全員その恩恵を受けることができていた。ところが、昨年、私費留学生に対する授業料減免措置の受給率を理工系で69％、それ以外で59％と減少した。ODA予算の削減と私費留学生の増加が理由であった（『朝日新聞』02年2月14日）。　

02年度予算案では、有利子貸与の金額と対象者数は、財投資金の増額によって拡大されるものの、国の一般会計からの投入額は約1割削減される。それに伴い、無利子貸与の枠は狭まる。無利子貸与の大学院生が、特定の教育職や研究職に就職した場合の返済免除制度も廃止される（『朝日新聞』02年2月15日）。

隔年で実施している文部科学省の調査によれば、大学生が1年間にかける学費や生活費の合計が平均205万円で、2年前に比べて6.7％増えていることがわかった。特に、携帯電話やインターネットの費用がかさみ、前回調査より10％増加している。最も費用がかかる私大・下宿生の場合は271万円、最も費用がかからない国立・自宅生の場合は119万円になっている（『朝日新聞』02年3月31日）。

お酒のイッキ飲みで子どもを失った親たちが取り組む「イッキ飲み防止キャンペーン」が10年目の春を迎えたが、事務局によると、その間にイッキ飲みによる急性アルコール中毒で命を落とした学生は、計33人になっている（『朝日新聞』02年4月10日）。

東京経済大学が、今春の新入生と父母各150人に、子どもが親から完全に自立できるのは何歳くらいかと尋ねたところ、新入生も親も、最多の回答は25歳。新入生は卒業や成人の時期をあげたが、父母の方は、22歳と30歳が同率で第二位であった（『朝日新聞』第2多摩版、02年5月9日、『東京新聞』多摩版、02年5月9日、『読売新聞』02年5月10日、『日本経済新聞』02年5月28日）。

東洋大学が、今春の新入生530名に「カバンに何を入れて通学するのか」とアンケートしたところ、1位は携帯電話の98％で、以下、シャープペンシル、財布、ボールペン、と続いた。教科書は、ペットボトルやヘッドフォンステレオにも勝てず、12位に留まった（『朝日新聞』02年5月20日）。

文部科学省は、日本育英会、内外学生センター、日本国際教育協会、国際学友会、関西国際学友会といった同省所管の5つの学生支援団体を統合して新しい独立行政法人を創設する方針を固めた。それに伴い、奨学金の「返還免除」が全廃される見通しとか（『読売新聞』02年5月20日夕刊）。　

　その後、文部科学省の「新たな学生支援機関の設立構想に関する検討会議」が、その中間報告で、教育・研究職についた大学院生に一律に実施してきた返還免除制度を廃止し、優秀な人材に限って優遇措置を検討することや、貸付に連帯保証人が不要な「債務保障制度」（一定の保証料を支払うことで、債務保障機関の保証を受けられる制度）を導入することなどを盛り込んでいる（『毎日新聞』02年10月8日、『読売新聞』02年10月8日）。

大学改革の論議が活発に行われている昨今であるが、学生たちの反応には、熱気がまったくと言っていいほど感じられない。「冷めたキャンパス」という記事のタイトルに示されるように、学生たちの改革に対する関心は薄い。「法人化する04年には卒業しているからあまり関心がわかない」という静岡大学の学生の声。一定の成績に満たない学生に退学勧告を行っている山梨大学工学部からは、授業の出席率や成績が上がるという効果があったものの、「導入後も志願者の低落傾向は変わらなかった」という意見が紹介（『日本経済新聞』02年7月21日）。

85年と00年における千葉大学の学生白書を比較すると、身体を動かさない学生が増えていることがわかる。20年ほど前から子どもの外遊びの減少が指摘され始めているが、彼らが過ごした幼児、児童期によく遊んでいなかったツケがきているのかもしれない（『日本経済新聞』02年9月28日）。

　津田塾大学の学生自治会が、アメリカのイラク攻撃に反対するアピールをクラス委員総会で採択。アピール文をアメリカ大使館や首相官邸に送るという（『毎日新聞』02年11月1日）。

千葉大学教授の明石要一氏が、「大学祭の危機」という題で、学生のなかに「仕切り屋」＝世話役がいなくなって、開催する力量がなくなりつつあるという実態を紹介している（『日本経済新聞』02年11月2日）。

早稲田大学の学生生活調査によれば、学生のおよそ半数は、授業以外の勉強時間が週に5時間未満に過ぎない。一方、週平均25時間以上勉強している学生が1割以上いる。こうした学生は、将来の進路として、大学教員や各種の資格試験の受験を挙げている（『日本経済新聞』02年11月2日）。

　津田塾大学の学生有志が、学園祭で、平和について考えるイベント「津田塾祭ピース・アート展」を開く。昨年9月の同時テロ後のニューヨークで、平和を願う各国の画家が開いたポスター展「ピース・アート」を呼ぶほか、講演会やコンサートも開催する。若者1000人以上のアンケートもまとめており、真剣な取組みが関心を集めそうである（『読売新聞』02年11月8日）。

　早稲田大学の「早稲田祭」が6年ぶりに行われ、約10万人が訪れた。「大学側は関知しない」という変則的な形での開催となった。100余りの露店、7つのステージ、さまざまな企画展示や講演会等が行われたが、「他大学の学園祭とあまり変わらない」という評価がほとんどであったとか。一方で、00年から学園祭が中止されている明治大学の事情も紹介されている（『毎日新聞』02年11月9日）。

　東京経済大学の学生やOBで作るパンクバンド「SNOTTY」が今夏にロックの本場であるイギリスでのCDデビューと現地8都市でのライブツアーを実現させた。現地からは、「また来てほしい」とのラブコールも寄せられており、来年にも2枚目の単独アルバムを日本とイギリスで同時発売する（『産経新聞』02年11月12日）。

一橋大学で今年開設された「まちづくり」の授業を受講する学生が、キャンパス内でのレンタルサイクルの実験を始めた。学生らが提案している国立市内での共用自転車導入に先駆けた取組みで、市の懸案である放置自転車の減少とリサイクルの推進をめざしている。プロジェクトの名称は、「Re－サイクリング」。学内の5つのステーションに5台ずつ、計25台を配置。学外での利用や、駐輪場以外では駐輪をしてはいけないといったルールも定められた（『読売新聞』02年多摩版、02年11月12日）。

「人間の安全保障」と「持続可能な発展」をいかに確立させるかというメインテーマのもと、「2002年世界学生サミット」が大分県別府市の立命館アジア太平洋大学で実施された。企画から運営まですべてが学生たちによる手作りの国際会議であった。26カ国・地域の計81大学の学生約350人が参加し、テーマ別に10の分科会で話し合った（『読売新聞』02年11月16日、11月19日）。

政府は、03年度予算で、日本育英会の新しい奨学金として、大学・短大などの入学時に必要な入学金や引越代などの一時金30万円を貸与する制度を創設する方針を固めた（02年11月30日）。

　東海大学文学部の学生が制作したドキュメンタリー作品が、神奈川県平塚市のCATV「湘南ケーブルネットワーク」で、繰り返し放映されている。また、東京都杉並区など7市区をエリアとするCATV「J－COＭ東京」の番組「日大アワー」を制作しているのは、日本大学芸術学部の学生たちである。7－8割がオリジナルドラマで、残りがドキュメンタリー。3年生は15分以内の作品を、4年生は30分程度の卒業作品を作っている（『朝日新聞』02年12月18日）。

　東京大学が実施した学生生活実態調査によれば、東大生の4人に1人は高校1、2年生で塾に行かず、家での勉強も1日1時間未満であった。ただし、高校3年生になると、事情が変わり、塾に行かず、家で1時間未満しか勉強しない学生は2％に低下する。出身高校の種類は、中高一環型の私立高校が49％と最も高く、公立が38％、国立が9％になっている（『朝日新聞』02年12月22日）。

　法政大学社会学部の公式ホームページは、学生達の手作りである。同学部で情報処理を教える矢部恒彦助教授のゼミの3年生15名が制作・運営している。「業者任せでは、学生の本当の姿が伝わらない」というのが、学生に委託した理由である。「責任ある作業｡失敗すると、大学に迷惑がかかる」と学生にも迷いがあったが、「貴重な体験」と引き受けた（『朝日新聞』03年1月15日多摩版）。

　授業にはそつなく出席し、サークル活動、アルバイトにも忙しい現代の大学生であるが、表面的の屈託なさとは裏腹に、ぼんやりとした憂鬱な感情を抱える学生が増えている。関西の学生約1200人への聞き取り調査を実施した京都大学高等教育教授システム開発センターの溝口慎一講師は、そうした現象を「ユニバーシティ・ブルー」として紹介している。かつての5月病は消えつつあるが、今の若者は、自由な時間を充足させなければという強迫観念を持っているとか（（『読売新聞』03年3月11日夕刊）。

　少子化時代の子育て支援の一つとして、若者の保育ボランティアが盛んになりそうである。授業で保育園を訪れる「1日体験」とは異なって、意欲的な若者が継続して活動しているのが特徴である。保育の経験は、将来の育児不安を減らすとも言われていて、「一石二鳥」の効果に注目が集まっている（『朝日新聞』03年3月2日）。

　大学のキャンパスを全面禁煙にする動きが広がっている。4月1日に開学するびわこ成蹊スポーツ大学は全面禁煙。和歌山大学も、来春から実施する予定（『朝日新聞』03年4月19日夕刊）。

　東京大学教養学部の松田良一助教授（「高等教育フォーラム」を主宰）の意見として、現在のシステムのもとでは、個人の適性が十分に発揮できていないこと、「国民総生産をGNPというなら、GIP＝知的総潜在力に大きなロスが生じていること、高校の文理別の指導は良くないので、やめるべきであること、それを保障するために、大学の入試改革が不可欠であること、3年生まではリベラルアーツ教育を重視し、学部決定を4年生ぐらいで行うこと、大学院で徹底的に専門教育を行えばいいことが紹介されている（『毎日新聞』03年5月10日）。

　東京経済大学が新入生とその保護者500名を対象にして実施したアンケート調査によれば、新入生女子の8．6％が「結婚をしたいとは思わない」、12.5％が「将来,子供は欲しくない」と回答している。愛情面や経済面で育てる自信がないといった回答も少なくなかった（『東京新聞』03年5月9日夕刊、『読売新聞』多摩版、03年5月15日）。

　リストラによる親の失業や収入の減少で学費の支払いが困難になった学生が増加したことに対応して、教育ローンの保証人を肩代わりしたり（専修大学の「親代わり奨学生」）、学費の一部を支給する制度をつくって救済したりする（立命館大学の父母教育後援会による「家計急変奨学金」）私立大学がでてきた。また、親が失業した際に無利子で融資を行う東北学院大学や、授業料のほぼ半額を支給する岐阜経済大学の例も（『日本経済新聞』03年6月16日夕刊）。

　5月になると、大学内の人口密度が下がり始め、悩める学生が増える「5月病」という言葉は死語になりつつあるのか？　授業には出るが、それ以外では勉強しない学生たち。「毎日（大学に）行って帰るだけという機械的な動作になっている」。「濃厚な人間関係を嫌う学生が増えている」。「ある種の積極性がなければ､5月病にさえなれない」。「教授にやる気がない、授業が一方通行」といった学生たちの批判も（『毎日新聞』03年6月28日）。

　大学生の間に、マルチ商法が広がり、消費生活センターへの相談がこの春以降、急増している。学生ローンで借金させて、商品を買わせる手口が目立っている。健康食品を買って販売組織の会員になり、入会者を増やすごとに報奨金がでる仕組みも。就職難や起業ブームに乗じた勧誘が行われている（『朝日新聞』03年12月3日、『日本経済新聞』04年1月6日）。

　東京学芸大学の学生たちが、小金井市商工会と連携して、市内にオープンカフェ「ストリートスマート」を開業した。街の活性化を図る試みで、手作りの屋台で、「人と人のつながりが持てる場」作りをめざしている。売り物は、創作たこ焼きの「ペロット」。カレー、ピザなど、5種類の味をそろえている。営業時間は午後5時から9時まで（『毎日新聞』04年1月25日）。

　全国の国公私立大学40校を対象に行った全国大学生協連合会の調べによると、親元を離れて生活する大学生の月平均収入が、03年度は13万円を切り、90年代初めの水準まで落ち込んだことがわかった。最大の原因は、仕送りの減少。03年度は8万5670円で、前年より7400円減った。奨学金は過去最高の1万8820円に。他方、支出のほうは、住居、教養娯楽、書籍など、軒並み前年度を下回り、なかでも食費は、2万5120円で、5年連続の減少となっている（『毎日新聞』04年2月13日、『朝日新聞』04年2月13日、『読売新聞』04年2月14日）。

　東京大学は、今年度の卒業式から卒業生のガウン着用を導入する。学士（黒）、修士（青）、博士（紺と青の2色）の学位別に、3種類のガウンが用意される。法人化に伴い、これまで以上に求められる大学の独自性を追求する手段の一環でもある（『朝日新聞』04年2月14日夕刊）。

　学費や入学金を金融機関から借りる場合、従来は収入を持つ親が子供の教育資金を借りるのがほとんどであったが、無収入で大学院に通う学生でも融資が受けられるようになってきた。社会人の大学院生が増えていることも一因（『日本経済新聞』04年3月14日）。

　東洋学園大学の学生3名が千葉県警から委嘱され、学生補導員と指導員という二つのボランティアを行っている。「若い人の目線で非行を防止したい」という警察側の意向で実現した。警察官とグループを組んでパトロールをしている（『毎日新聞』04年5月8日）。

　中央大学の学生が制作する地域密着型の情報番組「多摩探検隊」が、今月から地元ケーブルテレビ「多摩テレビ」で放映されている。学生が企画・取材・スタジオ撮りのすべてを担当し、年間レギュラー番組を持つのは全国でも初めてのケースとなる（『読売新聞』多摩版、04年5月8日）。

　実践女子短大が今春から、学生たちが地域でボランティア活動をする「プロジェクトJJ」を展開している。生活福祉学科の学生が行っていたボランティア活動を全学科の学生に広げたものである。また、明治学院大学では、98年に設置されたボランティアセンターが、ボランティアに参加したい学生と、学生の派遣を望む団体とを結びつける役割を果たしている（『読売新聞』多摩版、04年5月18日、『朝日新聞』04年6月20日）。

　商店街の活性化に各地の女子学生が活躍している。高知女子大の商店街支援サークルの展開、広島修道大学大学院生による商店街のイベント支援のための「ショッピングモールシスターズ」の活動、文化女子大学健康心理学科の学生20人による商店紹介冊子の作成などの事例が紹介されている（『日本経済新聞』04年5月20日）。

　多摩地区の大学・自治体・企業・NPOがつくる「学術・文化・産業ネットワーク多摩」は、地元の学生に、地元中小企業のホームページの制作を競わせる企画を始めた。格安にHPを作りたいという企業と、地区内で就職先を探す学生との橋渡し役も狙っており、協議に参加する学生を募集している（『朝日新聞』多摩版、04年7月3日）。

　学生をホームステイさせようという現代版の下宿計画が東京新宿区の早稲田大学周辺で進んでいる。空き部屋がある住民が、部屋を月3万から5万円で貸す。食事はつかないが、台所や冷蔵庫の使用は認める。住民と学生の仲介は、ボランティアスタッフが務める。スタッフは、入居後も住民と学生の双方に毎月面談し、揉め事の回避に務める（『朝日新聞』05年2月25日夕刊）。

　東京地区私立大学教職員組合連合が首都圏の23大学・短大の新入生6017人を対象に実施した家計負担調査によれば、自宅外通学者が親から受ける仕送り額は、月平均10万5000円で、17年前の水準に落ち込んでいる。初年度の費用は約309万円（親の税込み年収の平均は950万円なので、年収の32.5％になっている）。自宅通学者でも平均約148万円、教育費を工面するために、借金をした家庭は全体の22％を占めた（『読売新聞』05年3月3日、『朝日新聞』05年3月3日）。

　島根大学は、4月から山陰合同銀行と提携して在学生を対象にした授業料融資制度を導入する。ローンの返済は卒業後となり、在学期間中の利子を島根大学が全額負担する。利子補給型の融資制度は、国立大学では、初めての試みとなる（『日本経済新聞』05年3月8日）。

　全国大学生活協同組合連合会の調べでは、大学生のサークル加入率は、04年で58.3％。減少傾向にあり、93年に比べて7.5ポイント低下している。サークル活動の効用として、人間関係を広め、社会と接点のある活動ができれば、サークルの魅力も増していくことが指摘されている（『読売新聞』05年4月7日夕刊）。

　埼玉大学は、4月14日から、構内での飲酒を禁止した。歓迎コンパに参加した女子学生が構内で急性アルコール中毒となり、病院に運び込まれたことがきっかけ（『朝日新聞』埼玉版、05年5月2日）。

　千葉大学の西千葉キャンパスは、環境管理の国際規格「ISO14001」の認証を取得するなど、環境への配慮に力を入れている。環境ISO学生委員会が発足し、学生主体の活動が行われ、報告書の原案も同委員会がまとめた。紙や水の節約、省エネなどの達成度が点検されている。活動は他のキャンパスにも拡大し、委員会のメンバーは、いまでは160人余りに達している（『朝日新聞』05年5月20日夕刊）。

　昭和女子大学の学生たちによる英語と日本語でのバイリンガル番組が、地域のFM局「エフエム世田谷」で4月から放送。英語コミュニケーション学科の専門科目「Radio Production」の一貫として実施されている（『毎日新聞』05年6月4日夕刊）。

　岩手大学は、学内に常勤の精神科医を雇ったり、生活費に困っている学生向けの融資制度を設けたりする計画を進めている。カネもこころも、ケアするというサポート体制の充実を図る（『読売新聞』05年6月17日）。

　国立大学の退学・留年が増えつづけている。国立大学の退学率は1.6％、私立大学は3.3％だ。そうした現実に対応して、私立大学・短大の8割以上が中退者を対象に、なんらかの対策を採っている。「学生支援室」や「よろず相談窓口」の設置、「少人数によるクラス担任制度の採用」「学業不振の学生への助言態勢」など、さまざまである（『朝日新聞』05年10月16日）。

　大学生協の調査によると、主要大学の学生が「生活の重点」と考えるトップは、80年以来、「豊かな人間関係」であった。ところが、90年代に徐々に減少。二位だった「勉強」が98年にトップになり、今や差は広がるばかりだ。最近の学生の特徴として指摘されるのは、「堅物」というイメージ。「自分もフリーターやニートになるかもといった漠然とした将来への不安が、彼らをとりあえずまじめに、従順にしている面がある…。その分、ショックを受けると、壊れやすい」。「講義につまずくと、もう大学に行けないと思い込む学生が増えている」「何かを深く探ろうとする意欲が乏しい」「受験に役立つことだけを広く薄く覚えてきた証拠」。授業にはよく出席するが、しょせんは受け身。「高校生化＝生徒化」「幼稚化」。マナー講座を開設したり、大阪経済大学のように、「あいさつ運動」に取り組んだりしている例も（『日本経済新聞』06年2月19－21日）。

　悩みを抱える大学生に対して、カウンセラー（非常勤を含む）を配置した大学の割合が77.8％に達している。99年度の時点より、17.2ポイント増加している。配置率は公・私立より国立大学のほうが高い。ただ、常勤のカウンセラーを置いているのは、37.1％でしかなく、国立大学でも48.7％に留まっている（『日本経済新聞』06年5月6日夕刊）。

　「学術・文化・産業ネットワーク多摩」と多摩信用金庫、青梅信用金庫は、「学生がつくる中小企業ホームページ（HP）グランプリ多摩」を実施する。多摩地域の中小64のHPを学生に制作してもらう。19日まで参加者を募集中。作品応募は10月2日が締め切り（『日本経済新聞』06年5月17日）。

　AIU保険の05年調査によると、子どもが大学を卒業するまでの22年間にかかる費用の合計はおよそ3000－4000万円。マンション一戸分に相当する（『日本経済新聞』06年5月21日）。

　

　出版に関心のある大学生らが、学生による学生のための出版イベント「出版甲子園」を進めている。単行本にするアイディアを学生から募り、審査でプロの編集者の目に留まった企画は出版されるというもの（『読売新聞』06年8月2日）。

　40人もの大学生が大学の垣根を越えて編集しているインターカレッジ新聞の『キャンパス・スコープ』の2006年秋季号が発行された。12ページのオールカラー（『読売新聞』06年10月8日）。

　多摩地区8大学の学生スタッフが中心となって運営する体験型環境教育プロジェクト「集まれ☆たまレンジャー」の「世界こども環境フォーラムｉｎ多摩」が中央大学多摩キャンパスで実施された（『読売新聞』多摩版、06年10月20日）。

　文部科学省は、経済的理由で授業料の納付が困難な学生を対象にした国立大学の授業料免除制度の運用枠を拡大する方針を決めた（『読売新聞』06年10月31日、『朝日新聞』06年10月31日）。

　東京経済大学は、「ベルマーク運動」参加大学の第1号となり、学生ボランティアサークル「ボランティア」が中心となって、ベルマーク回収を呼びかけている（『読売新聞』多摩版、06年11月15日）。

　大学生の卒業旅行など、海外ツアーの予約が好調である。なかには、ゼミ仲間などとのグループ旅行のみならず、友人との旅行もといった具合に、二回出かける学生が目立っている。背景には、就職内定率の向上がある（『日本経済新聞』06年12月27日）。

　大学生らが交渉の技術を競う「インターカレッジ・ネゴシエーション・コンペティション」の第5回大会が実施され、過去最多の16校が参加した。ディベートのように論破することをめざすのではなく、あくまでも合意をめざすのが特徴だ（『読売新聞』06年12月28日）。

　法政大学社会学部で観光文化を学ぶ加太宏邦教授のゼミ生(3年生)14名が都内23区を歩き回り、見えてきた「日本らしさ」をブックレット「東京ジャパヌール」にまとめた。自費出版されたのは、A5判139頁で700円（『毎日新聞』06年12月28日、『朝日新聞』07年1月16日）。

　国立大学法人保健管理施設協議会の調査によると、キャンパス内の完全禁煙を実施している国立大学は1割に満たない。建物内での喫煙を完全に禁止している施設も半数以下。半数以上は、建物内に喫煙室などを設ける分煙に留まっている。03年5月に健康増進法が施行されたが、大学での対策は遅れている。大学とはいえ、未成年を預かる場であり、禁煙教育を進めるべきであるとの指摘も（『毎日新聞』06年12月31日）。

　和歌山大学は、ひきこもりや摂食障害などに悩む学生が勉学に取り組めるように、医師や臨床心理士が専門的にケアする「メンタルサポート室」を設置する（『毎日新聞』07年1月6日夕刊、『日本経済新聞』07年1月10日）。

　大学生らに奨学金を科している独立行政法人「日本学生支援機構」が奨学金を返さない人への取立てを強めている。民事手続きに基づく「支払い督促の申し立て」の予告件数が06年度は1万件を越え、05年度の2倍強、2年前の二十数倍と急増している（『朝日新聞』07年1月8日）。

　全国の56学生団体が参加して、フリーペーパーの全国コンテストの決勝が先月10日に行われた。優勝したのは、千代田区と提携して、明治大学商学部小川ゼミが作成した「QooRan」（『毎日新聞』07年1月12日夕刊）。

　じわじわと上昇する大学の学費。まだまだ親のすねをかじる学生が多数派だが、自ら奨学ローンを使う若者が増加している。「出世払い」で自己投資に踏み出す若者たちである（『日本経済新聞』07年1月24日）。

　東京大学は、4月から、保険料を全額負担して、留学生や大学院生を含むすべての学生（約2万9000人）を傷害保険に加入させる。毎年2800万円の負担となる。私立大学では60数校が実施しているが、国公立大学では初めてのケースとなる（『読売新聞』07年2月1日、『毎日新聞』07年2月1日、『朝日新聞』07年2月1日）。

　東京農工大学の学生・院生有志編集スタッフがテーマ選びから取材、編集まで手がける、高校生向けの無料の科学雑誌「サムワン」を創刊した。高校生以下は無料だが、大学生以上は1冊100円。地方発送も行う（『毎日新聞』07年2月9日）。

　学生が運営する学生のための映画祭「TOHOシネマズ学生映画祭」が22日に、八王子市のTOHOシネマズ南大沢で開催される。大手シネマコンプレックスと学生が手を組んで運営する映画祭は、全国的にも珍しいという（『読売新聞』多摩版、07年2月10日）。

　成績優秀な学生に奨学金を支給したり、授業料を免除したりする国立大学が増えている。なかでも、一橋大学は、07年度から、学業が優秀な学生に現金96万円を支給する奨学金制度を導入する。4つある学部ごとに、前年度の成績をもとに各学年から1名ずつ、計12人に1年間支給する。その額は、国立大学では、最高額となる（『読売新聞』多摩版、07年2月9日、『朝日新聞』07年2月14日、『読売新聞』07年2月26日夕刊）。

地方自治体による競輪・オートレース事業の売上減少に歯止めをかけようと、経済産業省は、学生でも20歳以上なら車券を買えるようにする方針を決めた。競馬では、05年から学生でも馬券を買えるようになっている（『朝日新聞』07年2月23日）。

人間関係がちょっと希薄。本はあまり読まない。インターネットが好き。自宅にパソコンを持っているのは96.8％とほぼ全員。アルバイトに励む。全国大学生活協同組合が2月に公表した実態調査によると、そのような大学生像が浮かび上がる（『朝日新聞』07年3月11日）。

東京地区私立大学教職員組合連合（東京私大教連）は、06年4月に首都圏の私大に入学した新入生の家計状況調査をまとめた。それによると、入学費用の一部を借金で賄った世帯は、全体の28％で、前年と比べて6ポイントの上昇。平均借入金は174万3000円（『日本経済新聞』07年3月20日、『朝日新聞』07年4月2日）。

政府は、日本学生支援機構の奨学金に、返還時の利息が5年ごとに変動するタイプの導入を盛り込んだ日本学生支援機構法施行令の一部改正を閣議決定した。従来は固定金利しかなかったが、07年度から固定金利型と変動金利型を選択できるようになる（『日本経済新聞』07年3月20日、『朝日新聞』07年3月21日夕刊）。

不登校の子どもたちの学校復帰をめざし、「学術・文化・産業ネットワーク多摩」がインターネットの「ｅ－ラーニング」を活用した学習支援事業に乗り出した。主要5教科に加え、子どもたちの学習意欲を促す教材を作成し、ボランティアの学生や教員が子供からの質問にメールで答える（『読売新聞』07年5月11日）。
全国の私立大学で1年間に中退した学生は、約5万5000人にのぼることがわかった。在籍した学生数（約193万人）の2.9％にあたり、国立大学の1.6％を上回っている。学年別では、留年などで卒業が困難になった4年生が最も多く、2年生、1年生と続く。男女別では男子が7割を占める。また、難関校ほど中退率は低く、小規模で定員割れなどの問題を抱える大学ほど学生が定着しない傾向がある。理由の中で最も多いのは、「進路変更」の21％で、以下、「経済的困窮」（19％）、「就学意欲の低下」（14％）と続く（『読売新聞07年5月20日』）。

途上国の産品を現地の生産者から適正な価格で買い、自立を支援する「フェアトレード（公正貿易）」商品を、大学内の売店で販売する動きが広がっている。すでに全国約30大学にのぼっている。背景には、身近なところから支援したいという学生たちの思いがある（『朝日新聞』07年6月19日）。

新入生がスムーズに新しい生活を始められるように、単位の取り方からキャンパスライフまで、先輩たちがアドヴァイスする「ピア（仲間）サポート」制度を導入する大学が増えている（『読売新聞』07年6月27日）。

大学生の間で、お金を出し合って株式を売買する「投資クラブ」をつくる動きが広がっている。株式投資を通じて、生きた経済を学ぼうという考えからである（『読売新聞』07年7月7日）。

立教大学は、「コンペ方式」で体育会各部の優れた強化計画に対して最高2500万円までの奨励金を援助することを決めた。08年度から初の「アスリート選抜入試」も始め、体育活動の強化に乗り出している（『朝日新聞』07年7月10日夕刊）。

母子家庭を対象とする母子福祉資金という制度があり、無利子で月額数万円の奨学金を大学なら4年間分を最初に借りることができるという指摘がなされている（『日本経済新聞』07年7月20日）。

厚生労働省の調べによると、はしかが流行した4月以降、7月21日までに休校した小中学校と大学は延べ263校にのぼったことがわかった。学年閉鎖や学級閉鎖を含めると、計363校が影響を受けた。患者数は2511人。患者のうち、大学生は861人であった（『毎日新聞』07年7月29日）。
東京大学は、親の年収が400万円未満なら授業料をタダにすると発表。国立大学では初めてのケースとなる（『日本経済新聞』07年8月30日）。

私立大学連盟の学生調査によると、「学生が積極的・意欲的に正課教育に取り組む傾向が継続している」。講義への要望では、「板書やプレゼンテーションの工夫」「レジュメの配布」「私語を注意して」と授業改善を求めている。課外活動にいそしむ学生は4年前の調査に比べて、3割から2割に減少。体育会活動への参加は3割と根強い。「学生の自治活動」や「ボランティア活動」への参加も増加傾向に（『読売新聞』07年9月1日夕刊）。

愛知きわみ看護短期大学は、来年度入試から受験資格に「非喫煙者」を新たに追加することにした（『日本経済新聞』07年9月5日）。

障害を持つ学生の大学進学に対する支援の輪が広がっている。障害を持つ学生の比率が1割に達するアメリカに比べると、まだまだ少ないものの、大学側の意識に変化が見られるようになってきている（『日本経済新聞』07年9月7日）。
各地の大学で、近年、自閉症やアスペルガー症候群など、発達障害と見られる学生が目立っており、そうしたが学生に対する支援策が京都大学や信州大学などでとられている（『朝日新聞08年2月23日』）。
8　大学院をめぐる動向・試み

　文部省は、大学院設置基準や学位規則などを大幅に改正し、1989年9月1日に公布・施行する。それが、「大学院制度の弾力化」をうたい文句にしたものである。まず、研究者の養成が主な目的であった博士課程（5年間）に、高度な専門的業務に必要な能力・学識を養う点を加えた。つまり、大学の教員のみならず、企業でも活躍できる人材の育成を積極的に図れというわけである。次に、教員の資格に、「専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者」という一項を設けた。想定されているのは、「民間企業の研究機関で優れた業績をあげた人など」である。さらに、大学3年生を終えたあと、すぐに大学院に進むことができるようになった。そして、1年間でも修士の学位を取ることができるようになり、続いて博士の後期課程に進学できるものとした。そのため、これまで27歳が標準だった博士誕生年齢も、一挙に24歳に下がることになった（『朝日新聞』89年9月1日）

　研究費の25％程度アップさせる措置を文部省が認めたため、東京大学は、大学院重点大学に向けて急速に動き始めた。すでに91年度から法学部、92年度から理学部と工学部が大学院重点大学に衣替えする予定である（『朝日新聞』91年12月25日）。　　

　89年における大学設置基準の改正で「もっぱら夜間においても教育を行う修士課程」として設置できるようになった夜間大学院を、この春から早稲田大、武庫川女子大、東洋大の3校が発足させた。既設の筑波大、大阪教育大、青山学院大、多摩大、法政大、東洋英和女学院、姫路・獨協大と合わせると、全国で10大学、15研究科にのぼることがわかった（『日本経済新聞』94年4月9日）。

　94年春から、東洋大、早稲田大、武庫川女子大が、社会人の受け入れに重点を置いた夜間大学院をスタートさせた。文学研究科に夜間のみの教育学専攻科・修士課程を作った東洋大の入試は、外国語を除外。現役の先生、看護婦、理学療法士など、幅広い層が入学を果たした（『読売新聞』94年7月31日）。　

　働きながら大学院で学ぶには、どうすればいいのか。社会人を対象にした夜間大学院の内容や、実際に通うノウハウを紹介する書籍の出版が相次いでいる。例えば、中央経済社が94年に刊行した『社会人大学院サクセスガイド』は2刷になっている（『毎日新聞』95年7月31日）。

　「就職氷河期」のあおりを受けて、特に文系を中心とする大学院進学者の就職も苦戦が続いている。年齢と修士号という資格がかえって足かせになっている。入社の条件を25歳以下とする企業が多いので、1浪すると、ひっかかってしまう（『日本経済新聞』95年11月30日）。

　89年に筑波大、名古屋市大、神戸大で始まった夜間大学院は、現在では、東京、関西を中心に多くの大学に広がっている。平日の夜間に加えて、土曜日の昼間に開講されるケースも増えている。その特徴に関して、大阪学院大学講師の加茂英司氏は、入試では難しい入学試験が免除され、研究計画書と面接が重視されること、必ずしも修士論文を義務づけないところが増加していることを指摘している。また、理論中心の教育内容であった従来の大学院とは異なって、実務教育、職業教育が重視されている。学生が自らの職業教育を生かせるようなプログラムが組まれている（『朝日新聞』95年12月8日夕刊）。

大学3年生から大学院に進学できる「飛び級制度」が5年前に一部の大学で採り入れられて以来、飛び級者は着実に増えている。95年度は145人がこの制度で大学院に入った。全国で最も多いのは毎年20名前後の飛び級入学者を出している大阪大学基礎工学部の大学院（92年度から実施され、5年間で102人が入学）である。卒業論文を書く機会を失ってしまうという欠点をカバーするために、「学会発表を大学院1年目でやってもらったり、4年生の単位を院生でも受講できるようにしたり」といった工夫が凝らされている（『朝日新聞』96年5月24日夕刊）。

89年に実施された大学院入学資格の弾力化の結果として、96年度までに大学3年を終えて大学院修士課程に入学した学生（大学中退の扱いになる）が757人にのぼることがわかった。また、89年の弾力化から可能になった、修士課程を1年間で終了した学生は93－94年度で84人であることが判明した（『朝日新聞』97年5月27日夕刊）。

文部大臣が、大学審議会に対して、大衆化した学部教育に代わって、高等教育機能の中心を大学院に移し、「2010年の大学院生30万人」を目標にしたり、1年で修士号を取れるビジネススクールなどの高度の専門職業人を育てる仕組みを新設したりすることを検討することを諮問（『朝日新聞』97年11月1日）。

　法政大学大学院は、98年度から自治体職員をターゲットにして、行政の「プロの中のプロ」を育てる政策研究プログラムを開講することを発表した（『朝日新聞』97年12月8日）。

「21世紀の大学像」を検討している大学審議会が文部大臣に提出する中間報告のなかで、「1年制修士課程」などによる実務能力に優れた社会人養成の拡大をめざした提言が盛り込まれる。日本版ビジネススクールのほか、法律実務や教員養成などの分野を想定した内容になっている。

ところで、89年の大学院設置基準の改正によって開設が進んだ社会人大学院では、夜間大学院および昼夜開講制大学院（夜間主コース）の在学者の数が年々増加している。97年度では、両者を合計した専攻数は、修士課程687，博士課程144に及び、学生数も1564名に達している。学部生からの進学者とは別に、社会人特別選抜をしている研究科は478校に達している。92年10月に神戸大学が実務家養成のために開設した法政策専攻では、企業取引法と公共政策の2コースを設置し、社会人の受け入れを開始しているが、1年でも終了できるのが最大の特徴である。企業側からは、「2年間、会社を離れると、本人にもロスが大きい…。首都圏にあれば会社の希望者が殺到するのでは」という評価がある。また、71年度の発足から91年度まで入学者が多くて3人。ゼロの年が4回もあり、存亡の危機に直面した小樽商科大学大学院商学研究科（定員20名）では、93年に社会人選抜を始めたところ上向き始め、97年にサテライト教室を札幌市内の中心部に設置。初めて定員を満たした（『朝日新聞』98年6月29日）。

文部省の大学院重点政策のおかげで、大学院の拡充が進行している現状に対して、上野千鶴子氏がこれまでの「日本の大学院が、社会人の要請にこたえるだけのカリキュラムを提供」してこなかったのでないかという問題提起を行っている。したがって、この現象が進んでも、企業の方は大学院の実態がわかるとそっぽを向き、主婦と定年退職者で満たされるのではなかろうかと述べている（『朝日新聞』98年9月22日夕刊）。

　放送大学は、02年4月から修士号を取得できる通信制の大学院「総合文化研究所」（仮称）を開校する方針を固めた。テレビ電話や電子メールなど、マルチメディアも活用し、高度に専門的な職業人の養成をめざす。定員は1000名だが、必要な科目のみを受講する「科目履修生」を含めると、数万人規模になる見通しである（『朝日新聞』99年7月13日夕刊）。

「社会で即戦力として通用する人材を養成する」ため、文部省は00年度から新しい高等教育機関として「専門大学院」を創設する方針を決めた。教員には実際に社会で活躍している人たちを迎え、集団討論や事例研究など、「実学」を中心に教育を進める方針である。「経営」「法律実務」「金融実務」「国際協力」「政策立案」といった分野が想定されており、ともすれば理論に偏りがちだった従来の大学院教育に新しい道を開くことをめざしている。文部省は、99年秋に大学設置基準を改正し、ただちに設置申請を受けつける考えである。修士課程が中心であるが、博士課程も置けるようにする。きめ細かい教育を実施するために、教員は、一般の大学院よりも倍程度の人数を置き、全員を大学院の専任教員とする。そのうえで、相当数は実務経験がある教員をおくことを義務づける。社会人の入学が多くなることが予想されるが、大学の新卒者についても、社会で活躍する準備段階として学ぶことが期待されている（『朝日新聞』99年8月24日）。

　文部省は、大学院修士課程に「1年間コース」の設置を認めることなどを盛り込んだ省令を改正した（『朝日新聞』99年9月15日）。

東京大学が、00年4月から文理融合型の新組織を大学院に新設する。タコツボ状態で純粋培養されたエリートよりも、理系と文系を渡り歩き、情報化社会のニーズに応える人材を育成することをめざすためである。新設される組織は、教官のみが所属する「情報学環」と、大学院生が所属する「学際情報学府」である。コースは二つである。修士課程（2年間）のコースは、「社会人の再教育」が目玉で、企業や地方自治体、非営利組織の職員、図書館や公民館の情報教育担当者などを、地域社会や情報産業の即戦力として育てる。これに対して、博士課程までの5年間のコースは、第一線級の学者やメディアアーティストの養成をうたっている（『朝日新聞』99年11月12日）。

　文部省は、これまで大学院の組織が研究科の一種類だけであったのを改め、教員が所属する「研究部」と学生が所属する「教育部」という新しい組織を開設できるようにする方針を決めた。大学院進学者は近年急増し、十年後には在学者が25万人を越すと見られている。大学院がかつてのような「特別な教育機関」ではなくなるなかで、教育内容を活性化する手だてとして、新しい組織を導入することにした。それを受けて、新年度から、東京大学と九州大学で、研究部と教育部が誕生する予定である。東大は、研究部に当たる「情報学環」、教育部に当たる「学際情報学府」を設ける。九大は、「研究院」と「学府」に再編する（『朝日新聞』00年2月7日）。

桜美林大学大学院が、日本で初めて、大学事務職員の養成を目的とした専攻（修士課程）の開設準備を進めていることがわかった。認可されれば、01年4月から開講される。「大学アドミニストレーション（経営）専攻」の名称で、既存の国際学研究科のなかにおく。定員20名。現役の大学職員が仕事を続けながら学ぶことも想定し、都心にサテライト教室を設けて、夜間に開講することも検討されている（『朝日新聞』00年8月4日夕刊）。

　中央大学が、02年春をめざして、実務面を中心とする「会計専門大学院」を開設する方針を公表（『朝日新聞』00年12月18日）。

埼玉大学の学生サークル「理化学同好会アモール」が大学院への進学を希望する者の

交流の場をめざしたホームページ「アモール・ウェッブサイト」をスタートさせた（http://moon.gaiax.com/home/amoru/main/）。大学院入試の情報収集が難しいという現状を改善するためである（『朝日新聞』西埼玉版、01年1月8日）。

実践的大学院の事例ということで三つのモデルが紹介されている。一つ目は、00年秋に開設された一橋大学大学院国際企業戦略研究所の国際経営戦略コース。3－4年間の実務経験が入学条件の同コースの授業はすべて英語で行われる。24歳から37歳までの計20名のうち、7名が外国人。アメリカのシリコンバレーとつないで、直接現地の実務者の話を聞いたり、ベンチャー投資家の起業構想を発表したりする日もある。授業内容は実務面中心で、教員も専任教員9名中6人が金融・コンサルタント会社や広告代理店での実務経験を持つ。それだけに産業界とのパイプも太く、企業研究やケーススタディーがやりやすい。

二つ目は、法政大学大学院工学研究科ITプロフェショナルコース（ITPC）である。同コースは、00年春にIT分野での起業家育成をうたい文句にスタートした「1年コースの大学院」。現役の企業経営者が「アドバイザリー・ボード」と呼ばれる起業応援団としてバックアップしているのが特徴。年度末までに、システム開発を主な業務とするベンチャー企業であるイオ・システムズを含め5社が立ち上がる予定である。年300万円の学費を払う「学生のほとんどが実務経験者。教える側にとっても、学部から進学してくる普通の大学院とは緊張感が違う」。

三つ目は、現職教員の大学院での再教育をめざす千葉大学大学院教育学研究科の学校教育臨床専攻の夜間コースである。「学校で何となくやっていることが理論付けされ、自信につながる」という学生の言葉に示されるように、自分の経験を整理したり体系づけたりするる「経験の再構成」をめざしている（『朝日新聞』01年2月26日）。

90年に「社会に出たらすぐに役立つ人材育成」をテーマに総合政策学部と環境情報学部を新設させた慶応大学の湘南藤沢キャンパス（SFC）では、大学院で学んだことを具体的に示すために、IT、バイオ、金融工学、環境デザイン、メディア、コーポレートガバナンス、市場研究予測などの修士号が新設される。現在、SFCで取得できる修士号は、「政策メディア学修士」だけであるが、「SFCの卒業生は大学で何を学んだか、わかりにくい」という産業界の批判に応えて、専門性を強化し、学んだ内容を積極的にアピールするためである（『朝日新聞』01年4月7日夕刊）。

　社会人学生の「奪い合い」が続くなか、職業人養成型の大学院への志願者は「横這いの状態」になっている。夜間にコンスタントに通ったり、休職して通ったりするには企業の理解が得られにくいことや、不況で企業派遣が期待できないこともあり、すでに定員割れの危機にある大学院もある。他方、大学院だけではなく、学部段階でも、社会人学生を確保しようという動きが活発だ。これからますます増える高齢者をターゲットにした大学も出てきた。広島大学では大学、大学院に、60歳以上の高齢者を対象にした「フェニックス入学制度」を01年から導入。職業人教育より生涯学習の場を提供しようというものである。これからますます18歳人口が減少し、大学は、従来型とは異なる「非伝統的な学生」を招き入れなければならない。それが社会人、留学生なのである（吉沢『大学サバイバル』170－172頁）。

桜美林大学大学院は、02年度から同大学院国際学研究科に、「老年学」専攻を設置することを決め、大学設置・学校法人審議会で承認された。定員は20名。老年医学、老年心理、老年福祉、老年社会学などを中心に社会活動や生活の質を高める研究を行う。病院や福祉施設、自治体などで働く社会人も受け入れる方針で、新宿区にある新宿キャンパスで平日は夜間、土・日は昼夜開講する計画である（『朝日新聞』01年12月23日）。　　

ふたを開けてみると、定員20名に対して、86名もの応募があった。学生の多くは、医療・福祉の現場で働く社会人であった。さらに、この夏には、一般向けの講座を開設する予定になっている（『読売新聞』02年4月20日）。

すでに社会人向けの経済科学研究科・修士課程の授業を行っている埼玉大学大学院は、02年度から社会人向けの博士課程を発足させる。講義はすべて夜と土曜日で、学生は3年間で学位の取得をめざす。募集人員は6名。背景には、国際社会で相手と対等に交渉するためには、博士の学位が必要になるという実態がある。アスキー創立者の一人である西和彦氏や木下信行・金融庁監督局総務課長らが客員教授として迎えられる（『朝日新聞』西埼玉版、02年1月5日）。

埼玉大学大学院と埼玉県環境科学国際センター（00年4月に開設）が「連携大学院」を02年4月から発足する。理工学研究科環境制御工学専攻の博士後期過程新設に伴うもので、同センターの研究者3人を客員教員として迎え、センターの施設も活用して環境分野で共同研究を行う。連携大学院は、多様化・学際化が進む研究を外部機関との交流で活性化させようと、75年に制度化された。89年に埼玉大学大学院が全国に先駆けて理化学研究所と設置し、国立大学では、今年度、49大学院の93研究科で導入されている（『朝日新聞』西埼玉版、02年1月11日）。

京都大学は、02年度から環境問題解決の実務家を養成する「地球環境学大学院」（環境マネジメント専攻）を新設する。主な講義は英語で、自治体や企業、国際機関などで働きながら学ぶインターンを必修にし、環境版の「ビジネススクール」をめざす（『朝日新聞』02年1月17日）。

東京経済大学は、02年9月から中高年の専門的な学習、研究意欲にこたえ、大学院で体験的に学ぶための「シニア研究生」の受け入れを始める。原則、大学卒業から30年経過が出願の条件。書類審査と口述試験で合否を決める。社会人入試ほどハードルは高くない。終了後、正式に大学院に入学すれば、単位認定する方針で、「生涯学習」に対応する試みとして注目される（『読売新聞』多摩版、02年1月21日）。

社会人の大学への受け入れ策を審議していた中央教育審議会の大学分科会は、大学院の博士課程にも通信制の設置を認めることなどを提言した答申案をまとめた。これを受けて、03年度から通信制博士課程の設置が可能になる方針がだされる。修士課程については、テレビ会議システムなどを取り入れた通信制が98年度から制度化されているが、これを博士課程にも拡大したわけである。一方で、博士課程の質の確保が課題だとして、大学院が自己評価の結果を公表するほか、「第三者が教育研究水準を客観的に評価する『適格認定制度』を導入する」ように促している（『日本経済新聞』02年1月22日）。

卒業に必要な単位を3年生修了までに取り終えてしまう学生が経済学部・経営学部で約2割、コミュニケーション学部で約4割を占めている東京経済大学は、学部の4年生でも大学院の授業に出席できる制度を02年度から発足させる。同様の制度は、一橋大学の一部の研究科でも実施されている（『読売新聞』多摩版、02年1月25日）。

早稲田大学は、4つの専門大学院を来年度から04年度にかけて相次いで新設する計画を公表した。その内容は、①一学年定員300人程度のロースクールを04年度から開設すること、②高度の金融知識を持つ人材を育成する金融経済系専門大学院を兜町に近い東京・日本橋付近に同年4月に開設すること、③公務員やNPO職員を育成する公共経営専門大学院を03年度から創設すること、④既存のアジア太平洋研究科の国際経営専攻を03年度から専門大学院化することである。それに加えて、国際教養学部を04年度から、スポーツ科学部を03年度から導入したいとしている（『読売新聞』02年1月26日）。

　「大学院は学部を新設するのに比べて費用もかからず、認可もおりやすい」ということで、いろいろな試みがなされている。今年新設される大学院の研究科・専攻・課程は全国で250以上にもなる。立教大学は、基礎となる学部を持たない3つの独立研究科を4月に新設する。なかでも「21世紀社会デザイン研究科」は革新的だ。21世紀社会をいかにデザインするかがテーマになっている（『毎日新聞』02年2月2日夕刊）。

オーストラリア・シドニーにある国立マッコーリー大学の日本学科、日本教育研究所は、今年の4月から日本にいながら学べる国際日本研究・修士課程（2年間）を新設する。授業は、インターネット利用が中心。論文審査が通れば、研究・論文修士という学位が得られる。朝日カルチャーセンターが、同プログラムを支援する。88年創設の同大学日本学科では約450人が学んでいる（『朝日新聞』02年2月4日）。

日本と中国の大卒者同士が環境保護技術や日中ビジネスなどを共同研究する全寮制で、初の「日中共同大学院」が、02年秋に中国の天津で開設される。非営利団体（NPO）の「日中共同大学院設立準備委員会」と天津科学技術大学が合同で運営する。大学院は、学部を持たない独立大学院で、環境、経営管理、情報・金融の3研究科から構成される。それぞれ5年間の博士課程まで5年間の課程を設置する。修士課程の最初の1年間は、日、中、英の3言語と両国の文化を学ぶ。同大学院に関する情報については、ホームページ（http://www.tenshin-nicchu.org）に掲載されている。同校の設立活動のキーパーソンは、設立準備委員会事務局長の森田明彦氏である。いまもカリキュラムづくりや講師選び、資金集めに奔走する。大学院のホームページには、何か手伝いたいというメールが毎日何通も届く（『朝日新聞』02年2月23日、『毎日新聞』02年2月19日、『朝日新聞』02年3月8日）。

10年目を越えた中堅やベテランの教師が自主的に大学院に通い、現場の指導に意欲的に取り組んでいる姿が紹介されている。文部科学省の00年5月の調査によれば、教員養成系の国立大学大学院で学ぶ先生は約1100名で、定員の約3割に当たる。その背景には、学級運営・教育相談・不登校・学級崩壊などの具体的な事例にそくして、解決策や指導法を研究することを目標にする「学校教育臨床」や「学校臨床心理」などの講座が増えていることがある（『朝日新聞』02年2月25日）。

沖縄振興策の一環として、政府・内閣府が進めている構想に、沖縄大学院大学がある。教授の半数は海外から選び、学内の公用語は英語。地域振興策予算で研究費を捻出する。大学運営、研究教育の助言を受けるため、外国の優れた研究者による「インターナショナル・アドバイザリー・コミッティー」（国際助言委員会）を4月末に立ち上げる方針になっている（『読売新聞』02年3月3日、『日本経済新聞』02年3月2日）。

「生命システム」という新しい学問領域を研究の柱にし、年功序列を排するという「沖縄大学院大学」に対する世界の注目度は極めて高い。内閣府は、次期の通常国会に関連法案を提出する方針で、05年に研究機関を教授・助教授約200人でスタートさせ、07年から大学院生約500人の受け入れをめざしている。しかし、人材が集まるのかどうかという点や、800億円という建設費に対して財務省は慎重な姿勢をとっていることなど、克服すべき問題点も多い。学長の条件は、「外国人でノーベル賞級」とか（『読売新聞』02年8月14日、『朝日新聞』03年1月10日）。

立命館大学大学院法学研究科は、中央青山監査法人の大阪事務所と共同で起業講座「ベンチャー企業の経営と法務」を開く。公認会計士が、半年間、ベンチャー企業の設立から株式公開の仕組み、弁護士や会計士など専門家の機能などを中心に講義する（『日本経済新聞』02年4月2日）。

中央教育審議会の大学分科会は、国家資格など職業資格と関連した専攻分野や、社会的に人材養成が必要とされている専攻分野などを対象とした、専門的な職業人を養成するための新しい大学院として、「専門職大学院」（仮称）制度の創設を求める中間報告をまとめた。修了者には、修士や博士ではない独自の学位が与えられる（『朝日新聞』02年4月16日、『日本経済新聞』02年4月19日）。

経済産業省は、技術と経営の両方に詳しい人材を育てる専門大学院「技術経営プロフェショナルスクール」の開設支援に乗り出す。三菱総合研究所が事務局となって、大学や企業を集めた準備組織を6月に結成する。03年度からビジネススクールや工学系大学院が、「技術経営コース」を設ける見通し（『朝日新聞』02年5月26日）。　

商業出版では採算のとれない人文科学系の博士論文を読者の注文を受けてから印刷・製本するオンデマンド方式で出版する動きが広がっている。法人化を控えた国立大学の文学部が特に熱心。オンデマンド出版を請け負うのは、講談社、小学館、富士ゼロックスなどが出資する「コンテンツワークス」（『日本経済新聞』02年6月20日）。

　早稲田大学は、国の重点研究の一つに数えられているナノテクノロジー（超微細技術）の教育・研究を行う「ナノテク理工学専攻」を大学院理工学研究科の新コースとして開設する（『日本経済新聞』02年7月4日夕刊）。

　日本橋の東急百貨店跡地に建設される地上20階のオフィスビルに、早稲田大学が進出し、都心で働くビジネスマンをターゲットにして、金融経済系の専門大学院を04年から設置する見通し。昨年春に中央区の八丁堀に社会人向けの講座を開く「エクステンションセンター」を開設した早稲田大学は、ビジネス関係の講座を中心に人気を集めている点をふまえて、「需要がある」と見込んでいる（『読売新聞』02年7月5日）。

01年に専門大学院「国際マネジメント研究科」を発足させた青山学院大学は、評議委員会による外部評価を行った。委員は、国際派経済人と海外のビジネススクール研究科長で、国内の大学関係者は一人もいない。同委員会の会長は東芝会長、副会長は新生銀行社長など。委員には、ソニー会長、マイクロソフト副社長などが加わっている。大学側は、評価とコメントをまとめ、ホームページや冊子などで公開する（『日本経済新聞』02年7月6日）。

　生活費を切りつめながら勉強していても、将来の展望は見えず、不安は大きい。そんな大学院生の生活実態が、全国大学生協連合会による調査（国立と私立の大学24校の修士・博士課程の院生3108名を対象としている）で判明した（『朝日新聞』02年7月23日）。

東京・神田周辺にある9つの大学の大学院が、互いに講義を公開し、修了単位として認め合う「首都大学院コンソーシアム」を結成する。参加するのは、順天堂、専修、中央、東京電機、東京理科、東洋、日本、法政、明治の各大学の大学院。大学院レベルでは、神奈川県内の国公私立大学18校の交流に次ぐもの（『読売新聞』02年7月29日）。

慶応大学は、専門分野の実務に精通した人材を育成する「専門職大学院」として、国内初の戦略構想大学院（仮称。1学年100－150人）を、04年4月から設置することを発表。政治、経済、テクノロジーなど、複数分野にわたる判断力を養い、「戦略構想力」を持って時代を先導する人材の育成をめざす。また、同じ時期にロースクール（定員230人）、次の年に経営大学院（定員未定）をそれぞれ設置する（『毎日新聞』02年8月3日）。

　中小企業診断士の育成教育を行っている財団法人企業経営通信学院は、大学のビジネススクール運営を支援する。学外講師の派遣やカリキュラムの作成などにあたる（『日本経済新聞』02年8月5日）。

一橋大学大学院商学研究科は、今年の9月に東京駅前に進出し、「丸の内産学連携センター」を開設する。すでに7月から、NEC、伊藤忠商事、花王、富士写真フィルムの4社と提携し、4社の若手役員を対象に、次世代を担う経営者育成のための授業を始めている。同大学院がセンターを置く丸の内ビルには、すでに東京大学、米ハーバード大学、ストックホルム商科大学も、経営情報を集めるための研究拠点を設けることを公表している（『朝日新聞』02年8月18日）。

都立大学は、来春から東京都庁をサテライトキャンパスとして、MBA（経営学修士）の資格が取れる社会人向けのビジネススクールを設けることを決めた。募集人員は40人で、大卒であれば、年齢は問わない（『朝日新聞』02年10月1日）。

文部科学省の調査によれば、大学院を持つ大学は80年には257校だったが、02年度は508校まで増加している。今では、学部卒業生のほぼ10人に1人が大学院に進学している。しかし、国際比較をしてみると、日本の大学院生はアメリカの1割強でしかない。人口1000人当たりでも、フランスの約半分に留まっている（『日本経済新聞』02年9月28日）。

東京工業大学は、来年度から、技術の知識を持ちながら特許や著作権などの知的財産権にも詳しい専門家を育てる大学院コースを開設する。大阪工業大学が来春、知的財産を専門に教える知的財産学部を開設するが、専門性の高い大学院に設置するのは初めてのケースとなる（『日本経済新聞』02年10月28日）。

「ビジネススクール」など、専門分野の実務家を養成する「専門職大学院」の設置を可能にする改正学校教育法が参院本会議で可決、成立した。03年4月1日から施行される。専門職大学院とは、ロースクールなど、専門分野で高度な知識・技能を持つ実務家を養成する新しい大学院のこと。学位論文の提出も必須ではなく、研究よりも実践的な教育に主眼を置いている。03年度から開学する見通しである。一橋大学の「経営・金融専攻」、九州大学の「医療経営・管理学専攻」など、計9大学で設立の準備が進められている（『読売新聞』02年11月13日）。

技術と経営の両面に強い人材を育てる「技術経営（MOT）大学院」が相次いで登場する。来春に早稲田大学、芝浦工業大学、04年度に同志社大学、武蔵工業大学、05年度にものつくり大学などが続く。各校は、産業界の要請に応じ、ビジネスマンやベンチャー起業家を養成する。経営学修士（MBA）の工学版に当たるMOT教育機関の定員が来年度にやっと300人になるが、アメリカでは、200以上の大学に設置され、そこで修士号を取得する企業人は1年間に1万人に達している（『日本経済新聞』02年12月4日夕刊）。

　早稲田大学と中国の精華大学は、大学院のビジネススクール事業で包括提携する。中国企業の事例研究教材の共同開発や単位の互換を進め、卒業生の起業を支援する（『日本経済新聞』02年12月7日夕刊）。

　政府の総合規制改革会議は、小泉首相に第2次答申を提出した。今回は、医療・福祉・教育・農業の4分野を「官製市場」と名づけ、株式会社参入を含む大胆な規制緩和の必要性を掲げたが、厚生労働省の抵抗で、医療分野での株式会社参入が削除されるなど、具体的な成果が乏しいものとなった。教育の分野では、「大学院レベルの社会人のための職業実務教育分野」などの株式会社参入が「検討課題にのぼるにとどまった」（『日本経済新聞』02年12月13日、『朝日新聞』02年12月13日）。

　オーストラリアの国立マッコーリー大学が、インターネットを利用して授業を受ける国際日本研究修士課程の2期生を募集中である。日本にいながらにして同大学の授業を受けることができるシステムで、年6回のスクーリングも、東京とシドニーをテレビ電話で結ぶ授業が中心｡授業料は2年間で約135万円。1期生は、大学教員、日本語教師、同時通訳者など17人が入学した（『朝日新聞』03年1月9日）。

　研究者養成一辺倒だった大学院で専門的職業人を育成する動きが広がっている。実践的な教育には、具体的な事例研究に基づく討論や、現地視察が欠かせない。実務経験の豊富な教員がどれだけ揃うのかが成果を左右する。論文提出などを義務付けないそんな「専門職大学院」の設置が4月から実施される。早稲田大学や芝浦工業大学などが参入する。東京大学が公共政策分野の課程を設置するかどうかも注目されている（『読売新聞』03年1月16日）。

　内視鏡を開発したアールエフが05年をめどに長野市に医療機器分野の起業家を育成する大学院大学を設立する。四年制大学工学部の卒業生で、電子工学の学位取得者が対象。定員は1学年15－20名程度に抑える（『日本経済新聞』03年1月20日）。

　文化庁の「映画振興懇談会」は、日本映画を支えるために、プロデューサー養成の専門職大学院創設を求める中間報告をまとめた（『読売新聞』03年2月1日、『日本経済新聞』03年2月1日）。

　社会人の大学院受験に備えた予備校の講座が人気を集めている。主な予備校の講義（2時間前後）1回当たりの受講料はおおむね6000－7000円程度が相場（『日本経済新聞』03年2月3日）｡

　経済産業省は、日本企業が持つ技術力をもっと経営に生かせるようにと、技術開発の結果を新製品に結びつけたり、消費者のニーズにあった商品開発ができるように技術者を指導したりする専門家「技術経営士」（MOT：「経営学修士の技術者系」と言われている）の養成に本格的に着手する方針を明らかにした。全国で50の大学を支援してMOTを養成する修士課程コースを設け、今後5年間で計1万人の養成をめざす。現在、技術経営コースは東北大学にしかないが、すでに約50の大学が名乗りをあげている（『日本経済新聞』03年1月31日、『読売新聞』03年2月4日）。

　

　東京工業大学は、新年度から、材料科学と経営の専門知識を併せ持った「スーパー博士」を要請するため、現役の商社マンなどを講師に加えた特別コースを博士課程に設ける（『読売新聞』03年3月17日夕刊）。

　UFJ銀行系ベンチャーキャピタルのUFJキャピタルは、北海道大学と芝浦工業大学の理系大学院でベンチャー企業論などの講座を開設する。北大では共同研究、芝浦工業大学では寄付講座の形をとる。経営的センスを持った技術者を育成し、大学発ベンチャーが生れやすい環境づくりをめざす（『日本経済新聞』03年2月20日夕刊）。

03年度から開設される専門職大学院に関する「第三者評価」が5年以内に一度義務づけられることになった。大学や短大では7年以内に一度となっているのに対して、2年短くする（『日本経済新聞』03年3月20日）。

社会人向けに1年で修士を取れる大学院のコースが増えている。仕事に役立つ専門知識や技術を身に付けられるのが特色。限られた時間で能力を伸ばしたい社会人、社員教育を社外に求める企業、少子化で生き残りをかける大学の三者のニーズが一致した形である。学問研究が中心だった大学院が職業教育を重視する試みとして期待されている。1年制大学院は、98年の大学審議会の答申で、社会人教育の需要にこたえる多様で弾力的な大学院像が打ち出されたのを契機に、00年度にスタートしたもの。認可の必要はなく、学則変更を届ければ、2年で修了する従来の専攻分野で1年制も設けられる。すでに、電気工学、経営情報、社会福祉、公共政策、Ｅビジネス、産業戦略工学、英語、国際情報通信などのコースが設置されている。ネックは少人数教育で学費が高いこと、年間290万円（入学金を含む）かかる法政大学の場合、応募者数が減少傾向にある（『朝日新聞』03年5月27日）。

東京大学と京都大学は、04年度以降、知的財産や医療など特定分野の技術に強い経営者を育てる大学院を開設する。これまでも工学系の大学院では、技術を事業化できる人材育成の試みがあったが、両校は成長分野に特化した教育で先鞭をつける。東大は、05年度から社会人を対象にした技術経営（MOT）大学院「知的ビジネススクール」（仮称）を開設する。研究機関の先端科学研究センターを母体にプログラムを開発し、短期集中型の講義日程で修士号を取得できるようにする。京大は、アメリカのテキサス大学と提携し、健康情報科学のMOT大学院を05年度からスタートさせる。ちなみに、MOTとは、マネジメント・オブ・テクノロジーの略。企業の最高技術責任者（CTO）やハイテクベンチャーの起業家など、技術と経営の両面に精通した人材を育成する大学院（『日本経済新聞』03年5月29日夕刊）。

中国・天津市に、昨年の9月、日本の「日中教育促進機構」と中国の天津科技大学が共同運営する「天津中日大学院」が開校した。酸性雨や砂漠化などの環境面や、経済・文化の協力関係で、将来日中の掛け橋になる人材の育成をめざしている。3年間の修士課程で、環境管理と経営管理の2つの研究科が設置。1期生の日本人7人と中国人10人が学んでいる。半年間、中国語と日本語の集中授業のあと、秋から本格的な専門科目を学ぶ（『毎日新聞』03年6月7日）。

企業の会計監査の重要性が高まるなか、首都圏や関西の大学で、「会計大学院」設置の動きが加速化しつつある。公認会計士を増やすために、06年度から新しい試験制度が始まるのをにらんで、明治大学、関西学院大学は、会計の専門職大学院「アカウンティングスクール」を設置する方針を決めている。青山学院大学も検討中。05年4月に開校が集中する見通し。33万人もの公認会計士を有するアメリカと比べて、日本は現在、1万4000人しかいない。そこで、金融庁は、18年ごろまでに5万人に増やす目標を立てたわけである（『朝日新聞』03年6月28日）。

アフター5に「駅前大学院」で学ぶサラリーマンが増えている。50代の姿も少なくない。面倒見が悪くなった会社には頼らず、自費で、仕事の能力や専門知識を高めるのが狙い。将来の独立を夢見る人もいる。人気の中心は，MBAがとれるビジネススクール。各大学が需要増を見込んで、ターミナル駅周辺やオフィス街に相次いで設けたところ、盛況なのである。大学は、少子化による経営先細り対策として、社会人教育に力を入れたい。サラリーマンは、サバイバルへ、働きながら専門知識を得たい。そんな両者の思惑が合致したものである。アメリカのビジネススクールへの派遣が全盛期の2割近くまで減少したことも関係がありそうである。04年の国立大学法人化に伴う独立採算制への意向によって、さらに活況になりそうな状況である（『朝日新聞』03年6月28日）。

企業や事業の再生を支援する専門家を育成しようとしている経済産業省は、大学院と連携し、「事業再生講座」を設ける。教材づくりも手がけ、早ければ来年度からモデル講座をスタートさせる。国内の事業再生専門家は不足気味で、事業再生実務家協会は4月に発足したばかり。会員数は約470人に過ぎない。6000人を超すアメリカには遠く及ばない。そんな実情が背景にある（『朝日新聞』03年8月4日）。

企業の知的財産部門で即戦力になる人材を育成するための教育コースが、京都大学大学院医学研究科や東北大学大学院工学研究科で開設される（『日本経済新聞』03年8月7日夕刊）。
筑波研究学園都市にある筑波大学は、国公立や民間の研究機関が集まっている地の利を生かして、これらの研究機関に院生の教育を任せる新タイプのサテライト型大学院の専攻課程をつくる。将来的には「街じゅう大学院」にしたい考えとか（『朝日新聞』03年8月19日、『読売新聞』03年9月5日）。

校長を養成する大学院の構想が研究者の間で提起されている。近年、校長には個性や特色ある学校作りを求められ、判断や説明を求められる場面が急増していることが背景に存在する（『朝日新聞』03年9月21日）。

トヨタ自動車は、1億ドルを投じて、アメリカに大学院を設置した。シカゴ大学と提携し、同市内で開校する。豊田工業大学の大学院の分校として、情報科学の基礎理論の研究者を養成する（『日本経済新聞』03年9月25日）。

筑波大学は、来年度、大学院修士課程芸術研究科に、アジアでは初めての「世界遺産専攻」を設置する。海外では、ドイツ、オーストラリア、アイルランドなどに世界遺産専攻があり、人気が高いという（『読売新聞』03年10月6日、『日本経済新聞』03年11月18日）。

最近の大学院の重点として、COEプログラムと関連した最先端研究と職業人育成という二つの流れが存在する。後者は、「専門職大学院」と言われている。ロースクール以外で、来春開設が予定されている専門職大学院は、小樽商科大学の「アントレプレナーシップ専攻」、東北大学の「公共法政策専攻」、東京大学の「公共政策学専攻」、香川大学の「地域マネジメント専攻」、京都情報大学院大学の「ウェブビジネス技術専攻」、東京理科大学の「総合科学技術経営専攻」、日本社会事業大学の「福祉マネジメント専攻」、法政大学の「イノベーション・メネジメント専攻」、明治大学の「グローバル・ビジネス専攻」、早稲田大学の「ファイナンス専攻」、同志社大学の「ビジネス研究専攻」、宝塚造形芸術大学の「デザインマネジメント専攻」、徳島文理大学の「地域公共政策専攻」などである（『読売新聞』03年10月11日）。

東京医科歯科大学は、来年度、大学院修士課程に病院の管理運営や医療政策の専門家を養成する新コースを設ける。同大学と四大学連合を組む東京外国語大学、東京工業大学、一橋大学の教員が全面協力する。将来は、専門職大学院に改組する方針。こうしたコースは国内で初めて。海外でも例がないとか（『日本経済新聞』03年11月9日）。

文部科学省の科学技術政策研究所は、市民に科学をわかりやすく解説する「科学コミュニケーター」を養成することを求めた報告書をまとめた。専門の大学院を設置し、「科学と社会の橋渡し役」を育成することの必要性が指摘されている（『読売新聞』03年11月12日）。

多摩大学は、社会人を対象に、経営のプロを育成する大学院を来年度からスタートさせる。「リスク管理」と「サプライチェーンマネジメント」という二つのコースができる。大手企業の現役役員を講師に採用する（『日本経済新聞』03年11月17日）。

三重大学の出版会が、大学院生の研究意欲を刺激し、優れた論文に公表の機会を与えようと、「日本修士論文賞」を創設した（『朝日新聞』03年12月2日夕刊）。

学校法人岩崎学園が、日本初の情報セキュリティ専門の大学院大学となる「情報セキュリティ大学院大学」を来年4月に開設する（『毎日新聞』03年12月10日）。
社会人としての経験をつみながらビジネススクールなどの大学院に入学し、起業する女性が目立っている。大学院を通じて志を同じくする同級生が集まり、事業を起こすケースも。大学院に通う社会人女性は増加の一途をたどっている。03年度で、その比率は43％に達している（『日本経済新聞』03年12月22日）。

一橋大学大学院商学研究科で、00年度にスタートした「5年一貫教育プログラム」は、優秀な学生を選抜し、学部4年間に大学院1年だけ上乗せした計5年で、修士号を与えるもの。01年度から神戸大学大学院経営学研究科（「会計プロフェショナル育成プログラム」）や東京大学大学院経済学研究科でも実施。一橋大学大学院経済学研究科でも、04年度から開始される（『朝日新聞』04年1月7日夕刊）。

東京理科大学は、COEプログラムに採択された建設火災の安全対策研究に関する大学院のコースを新設すると発表した（『日本経済新聞』04年1月14日）。

拓殖大学は、今春、テロ対策や危機管理など、安全保障問題を専門に学べる大学院の研究科「国際協力学研究科」を設置する。国際開発学部と海外事情研究所の連携が基盤となる。大学院生として想定しているのは主に社会人で、海外に展開する企業の危機管理担当者なども含まれる（『毎日新聞』04年1月14日夕刊、『日本経済新聞』04年2月17日）。

早稲田大学は、来春に、公認会計士を養成する「会計専門職大学院」（仮称）を開設する方針を明らかにした。入学定員は100－150名、終了年限は2年を想定している。会計分野の専門職大学院に関しては、関東では10校前後、関西でも数校が開設準備に入っている。中央大学は、すでに03年度に、専門職大学院「国際会計研究科」を設けている（『日本経済新聞』04年1月21日）。
桜美林大学は、今春、現役の大学職員を対象に、大学の管理･運営方法などを教え、大学経営の専門家に育てる通信制の課程、「大学アドミニストレーション専攻通信教育課程」を開設する。修士号を取得するためには、授業科目30単位を習得し、さらに修士論文の審査と最終試験に合格することが必要になる。定員は40人。同大学院には、すでに「国際学研究科大学アドミニストレーション専攻」があるが、こちらは「通信制」（『読売新聞』04年1月30日）。

東北大学大学院理学研究科は、今年の10月から、外国人留学生が受講する授業はすべて英語で行い、日本語で行う授業をまったく受講しなくても大学院を修了するのに必要な単位を取得できるようにする。COEに同研究科から3件が選ばれたことが、改革のきっかけになっている。授業の約4分の1が英語で行われる。日本人学生にとっても、国際学会で外国人研究者と英語で渡り合う訓練になり、海外で通用する研究者の育成につながることが期待されている。新年度は20人の留学生を募集する（『読売新聞』04年2月2日）。

世界最高水準の自然科学系の研究拠点として開学をめざしている「沖縄科学技術大学院大学」の学長に、ノーベル医学生理学賞受賞者のシドニー・ブレンナー・米ソーク研究所教授が就任することになった。また、意思決定機関のメンバーに、利根川進・米マサチューセッツ工科大学教授ら5人が内定した（『朝日新聞』04年2月6日夕刊）。

水戸にある常盤大学は、この4月に、わが国初となる「ミュージアム・マネジメント」領域の大学院を開設する（『読売新聞』04年2月14日夕刊）。

東京都中央区は、4月に区内の東急百貨店跡地の日本橋ビルディングで開校される早稲田大学大学院ファイナンス研究科と組んで、中小企業に低利で資金を貸し出す制度融資の仕組みを見直す。早大側も、研究成果を生かして地域との共生を図る（『日本経済新聞』04年2月17日）。

千葉商科大学は、民間信用調査機関の東京商工リサーチ（TSR）と提携して、東京都港区にサテライト教室（新橋駅近くのオフィスビル8階で、約40名収容可能。約120平方メートル）・キャンパスを開設する。体系的な研究が手薄なリスクマネジメント分野を中心に、4月から6講座を開く。期間は4カ月間で、12回を集中講義する。修士課程の学生は、修了のための単位が得られる（『日本経済新聞』04年2月17日）。

東京大学は、経済学部に金融学科（定員100人）、大学院に「金融システム専攻」コースをつくり、金融分野で世界に通用する研究に取り組むとともに、研究者や民間実務者、政策担当者の育成に乗り出す。将来は、アジア最大の研究センターにする構想。初代の金融研究センター長に、民間の氏家純一･野村ホールディングス会長が就任する。センターと大学院を合わせた教授陣は当面、10人程度で、06年度には20人を越す計画になっている（『朝日新聞』04年3月5日）。

　東京工業大学は、同大と中国・北京にある清華大学の両方の修士号を取ることができるプログラムをスタートさせる。中国に進出する日本企業で活躍できる人材の養成がねらい。海外と日本両方の大学で、大学院の学位を同時取得できる制度は、日本では初めてのケースとなる。設けられるのは、ナノテクとバイオの2つのコースで、定員は各5人。清華大学は今秋、東工大は来年4月から入学者を受け入れ、修了年限は前者が3年、後者が2年半となる（『朝日新聞』04年3月9日、『日本経済新聞』04年3月9日）。

知的財産のプロを養成する大学院の創設が相次いでいる。既存の東京工業大学、京都大学、金沢工業大学に加え、東京理科大学、大阪工業大学が来春の開設に向けて、準備をすすめている。各大学は、昨年3月に設置可能になった専門職大学院で社会人を取り込もうとしており、法科大学院にならぶ目玉にしたいと考えている（『朝日新聞』04年5月21日）。

東京リーガルマインドは、公認会計士の養成を主眼においた専門職大学院（「LEC大学大学院高度専門職研究科会計職専攻」。入学定員60名）を来年4月に開校するために、この6月に文部科学省に設置認可を申請する（『日本経済新聞』04年5月28日）。
東京芸術大学は、美術と音楽に加えて、新たに映画とアニメーションの作り手を養成する大学院を横浜市のみなとみらい21地区に設置する構想を発表。名称は、「大学院映像研究科」。学部を持たない独立型の大学院となる。定員は約70人の予定（『日本経済新聞』04年6月1日、『毎日新聞』04年6月2日）。

東京外国語大学大学院は、今年度から、紛争地で平和貢献できる「即戦力」を育成するための講座を開設。10名の受講生は、世界各地からの留学生である。2年間のコースで、授業はすべて英語で行われる。客員・非常勤を含む、教員16人が担当する（『朝日新聞』多摩版、04年7月8日）。

早稲田大学は、シンガポールに技術と経営の両方に精通した人材を育てるMOT（技術経営）講座を設け、東南アジア各国から学生を受け入れる。修了者には、日本と同等の学位を与える｡日本の大学が国内と同等の学位を与える目的で、海外に大学院を設置する初めてのケースとなる。大学院はシンガポール国立南洋工科大学の大学院と共同で、06年7月から開校する。講師は、両大学で出し合う。定員は30名（『日本経済新聞』04年7月10日夕刊）。

慶応大学は、医療・福祉・スポーツ関連ビジネスを展開できる人材を育成する「健康マネジメント研究科」を来年4月に開設する。拠点は、湘南藤沢キャンパス。一学年40名を募集する（『日本経済新聞』04年7月14日）。

90年代に始まった文部科学省の大学院重点化政策により、十年前に比べて倍増した博士号取得者。しかし、博士号を取得しても、定職につけない「余剰博士」が増え続けている。03年3月の博士課程修了者は約1万4500人。そのうち、1万400人が自然科学系。同年の就職率は、54．4％、自然科学系のそれは60.9％に留まっている（『読売新聞』04年7月18日、7月24日）。

筑波大学は、夜間の社会人向け大学院「国際経営プロフェショナル専攻」を来年度から東京キャンパスに開校する。従来の経営学修士（MBA）コースのうち、国際分野を強化したのが特徴で、4割を占める外国人教員らが日英の二言語で講義する（『日本経済新聞』04年7月23日）。

公認会計士など会計の専門家を養成するための「会計専門職大学院」の開校が相次ぐ。06年4月以降を含めると、18校が開設に向けて準備や検討を進めている。背景には、金融庁が、会計監査の質の向上をめざし、約1万5000人の公認会計士を5万人まで増やす目標を掲げていること、06年度から社会人が受験しやすくなるなど、公認会計士の試験制度の抜本的改革が実施されること、会計専門職大学院の修了者には、新会計士試験の一部が免除になることなどがある（『日本経済新聞』04年7月26日夕刊）。

公認会計士など会計の専門家を要請する「会計専門職大学院」の来春開校へ向けて、各大学の準備が行われている。06年度からの新しい会計士試験制度では、会計大学院修了で一部科目が免除されることもあって、会計大学院は、今後は会計士養成の柱になる（『日本経済新聞』04年10月7日夕刊）。

日本の大学での博士号。理系ではもともと多いが、文系でも取得者が急増している。数の上では、国際水準に近づいている。背景には、留学生や社会人など、新たなニーズを掘り起こす動きがある（『日本経済新聞』04年10月18日）。

北海道大学は、政策を作る能力を養成することが狙いで、特に市町村職員の入学を見込んで、「公共政策大学院」を来春開設する。大卒の資格がなくても入学でき、熱意次第では1年間での修了も可能になる（『朝日新聞』04年11月13日）。

大学の管理運営を専門とする実務家を養成するために、東京大学大学院に、来年度から「大学経営・政策コース」（修士課程15名、博士課程5名）が新設される（『日本経済新聞』04年11月9日、『朝日新聞』04年11月21日、『日本経済新聞』04年12月4日）。
専門職大学院として、会計系が8校、法科大学院が6校、知的財産分野が2校、新たに認可された。会計系は、北海道大学、東北大学、千葉商科大学、青山学院大学、明治大学、関西学院大学、LEC東京リーガルマインド、法政大学（『日本経済新聞』04年11月25日夕刊、『朝日新聞』04年11月25日夕刊）。

学生自らが会社を興して経営を学ぶユニークな大学院「光産業創成大学院大学」が、来春、浜松市で開校する。小柴昌俊･東京大学名誉教授のノーベル物理学賞受賞を観測装置の開発で支えた浜松ホトニクスが中心となって準備した。設立準備財団には、トヨタ自動車や中部電力など、約50の企業・個人が出資（『毎日新聞』04年11月25日夕刊、『朝日新聞』04年11月26日）。

東京農工大学は、リスクマネジメントに関する専門職大学院「技術経営研究科・技術マネジメント専攻」を来春、スタートさせる。募集人員は40名。スタッフは専任職員16名、非常勤職員17名の合計33人（『朝日新聞』04年10月17日、『読売新聞』04年11月26日）。

中国・上海市の総合大学である同済大学が、大阪市内に社会人を対象にした大学院を開設する（『日本経済新聞』04年11月30日夕刊）。

東京都は、人材不足が指摘されている高度な情報技術を持つ専門家を養成するために、06年度から新しい「産業技術大学院」（一学年50名）を開設する方針を決めた。また、08年度には、「創造技術コース」を開設し、東京都の中小企業を復活させるための「ものづくり」を担う人材育成をめざす（『朝日新聞』04年12月1日）。

東京工業大学は、来年度、大学院の電気系5専攻に「博士一貫コース」をつくる。博士号の取得に通常5年かかるのを4年に短縮する。その代わりに、海外での武者修行などを課し、「使える博士」を育てる（『毎日新聞』04年12月3日）。

東北芸術大学は、仙台市内に今年の4月、映画、アニメ、ゲームの三分野に携わる人材を育成する大学院修士課程「仙台スクール」を開設する。アニメやゲームのプロデューサー育成に特化した大学院は全国初（『読売新聞』05年1月14日）。

東京芸術大学は、4月から映像研究科を開設する。日本で初めての国立の映画教育機関となる。研究分野は、「監督・脚本・製作」と、撮影照明・美術・録音・編集を領域とする「映画製作技術」の二つで、定員は18名ずつ。北野武監督や黒沢清監督なども、指導に当たる（『毎日新聞』05年2月1日）。

　文部科学省は、来年度から、大学院教育の意欲的で独創的な取組みを公募で選び、重点的に財政支援する事業を始める。選定件数は80件程度で、1件当たり年間1000～5000万円程度の財政支援を2年間実施する（『日本経済新聞』05年2月15日）。

　日本大学は、学部に基礎をおかずに「新領域」を独立研究する私学で初めての総合研究大学院を4月に開校する。名称は、「日本大学総合科学研究科」で、5年間の一貫制の博士課程となる（『日本経済新聞』05年2月17日）。

　日本工業大学は、中堅中小企業で知識や経験を積んだ社員を対象に、中小企業向けの専門職大学院を4月に開設する。高・高専・短大卒でも入学を認める技術経営（MOT）分野の大学院となる（『朝日新聞』05年2月21日）。

　都大学管理本部は、ＩＴ分野の専門技術者を養成する「産業技術大学院」を首都大学東京のもとに設置する方針を決めた（『朝日新聞』多摩版、05年3月29日）。

　昨年4月に開校した全国10の会計専門職大学が、会計大学院協会を設立する。青山学院、関西学院、千葉商科、中央、東北、法政、北海道、明治、LEC、早稲田に加えて、06年度の開校に向けて、5～6大学が開設準備に入っている。04年4月に施行された改正公認会計士法により、会計大学院の修了者は、要件を満たせば、06年度以降の新しい会計士試験で科目の一部が免除される。日本の会計士は約2万1500人（会計士補を含む）であるのに対し、アメリカは約34万人。政府は18年までに会計士を5万人まで増やす目標を掲げている（『読売新聞』05年4月6日）。

　北海道大学の大学院工学研究科が、今年度から博士課程の院生に授業料相当額を2年間助成する新制度を導入する。同時に、修士・博士両課程で、通常5年の修業年限を3～4年間に短縮できるようにカリキュラムを再編。修士課程を終えただけで就職する院生が多い現状に歯止めをかけ、「若き博士」を社会に送り出す大学院への転換を図る。今年度は、社会人学生を除く、1年次全員の約40人が該当。一部学生の授業料を免除する事例はあるが、院生全員を対象にするのは、初めてのケースとなる（『日本経済新聞』05年4月14日夕刊、『読売新聞』05年4月15日夕刊、『朝日新聞』05年4月16日）。

　早稲田大学は、シンガポールの国立南洋（ナンヤン）工科大学と提携し、06年7月から技術経営大学院修士コースを開設する。初年度の定員は25名程度。日本、シンガポール、その他のアジア諸国がそれぞれ、3分の1ずつになるようにバランスをとる。修了者には、両大学の学位が与えられる（『朝日新聞』05年4月20日夕刊、『読売新聞』05年4月20日夕刊、『日本経済新聞』05年4月21日）。

　4月から本格的にスタートした会計専門職大学院が、新設9校のうち、6校で定員割れとなった。修了しても会計士試験の一部が免除になるだけなど、特典が限定的であることや、監査法人の採用枠が狭いことなどが影響している。予定数が確保できたのは、北海道大学、早稲田大学、青山学院大学の3校のみであった（『日本経済新聞』05年4月28日夕刊）。

　政府は、超高齢社会の到来をにらみ、定年後の再就職に必要な専門知識や技能教育を提供する社会人教育の受け皿として、大学院改革に取り組む方針を決めた。大学院の在籍数を現在の水準の約4倍に引き上げる数値目標を設定。今後、設置基準を緩和し、通信制や夜間大学院の拡充を図るほか、仕事と両立できるよう、職場環境の整備に取り組む（『毎日新聞』05年5月7日）。

　文部科学省は、今年度から5年がかりで、大学院生に企業で長期間、実践的なトレーニングを積んでもらう「大学院生版インターンシップ」の導入を進める。大学生の3割が経験するインターンシップは、2週間程度と短いのに対し、こちらの方は3ケ月以上と長い。しかも、社員と同じ立場で主体的に研究開発や企画立案、営業などにあたってもらう。単なる就業体験に終わらないように単位を認定し、相応の成果を求める。文部科学省は、夏までに、大学院と企業がセットで申請する計画のなかから10件程度を選び、1件あたり約1千万円を支援する（『朝日新聞』05年5月13日）。

　理工系学生の採用を増やしたいが、博士には二の足を…。就職情報誌を発行する毎日コミュニケーションズの調査で、そのような結果が出た。採用時に重視する能力は、学部卒、大学院修了を問わず、「コミュニケーション能力」を挙げた企業が最も多く、博士の「専門性」への評価は低い（『毎日新聞』05年5月22日）。

　東京大学は、「一流」の小中学校教員の養成をめざす大学院を来春新設する。現職の教員、教育委員会の幹部クラスらを積極的に受け入れ、高度な専門知識を身につけさせる（『日本経済新聞』05年5月28日）。

　経済産業省は、ロボットを研究・開発する人材を養成する「専門職大学院」の設置を進める方針を明らかにした。めざすは、「ロボット大国」。06年度予算で調査費を要求し、早ければ、07年度にも希望する大学に新設する（『読売新聞』05年6月6日）。

中央教育審議会のワーキンググループが、実践的な指導力のある教員を養成する「教員専門職大学院」の基本構想をまとめた。大学・短大卒が取得できる現在の1種・2種の教員免状はそのまま残すが、こちらは、「教職修士」を与える。1種免許状を取る学部生には通常4週間の教育実習が課せられるが、それを充実させ、その倍の8週間を修了要件とする（『朝日新聞』05年6月7日、『日本経済新聞』05年6月7日）。

当該大学院の名称が「教職大学院」とされた。教員の4割は実務家によって担われる（『読売新聞』05年6月28日、『朝日新聞』05年6月28日、『毎日新聞』05年6月28日）。

名古屋大学は、来年4月に、新聞や放送など、メディアで活躍する人材を育てるための「メディアプロフェショナルコース」を大学院に開設することを決めた（『朝日新聞』05年7月1日）。

文部科学省が今年度から進めている大学院生向けのインターンシップ制度が予想を上回る人気を博している。同省は、予定枠を急遽倍増させて20件の計画採用を決定した（『読売新聞』05年8月4日）。

定員割れに危機感を抱く会計専門職大学院は、夜間や週末の社会人向けコース、資格取得予備校の授業の活用など、さまざま工夫を凝らしている（『日本経済新聞』05年8月13日）。

優れた教育に取り組む専門職大学院を財政支援する文部科学省の「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム」の審査結果が発表された。2年目の今回は、25件の申請の中から8件が選ばれた（『読売新聞』05年8月24日）。

専門学校の教育内容が高度化してきたことを踏まえて、文部科学省は、学校教育法の施行規則を改正し、来春から4年制の専門学校卒業が大学院入学資格を得られることにした（『朝日新聞』05年9月10日）。

熊本大学は、インターネットを活用した「ｅラーニング」の専門家を養成する大学院を来春開設する（『日本経済新聞』05年10月1日）。

病院や診療所などで医療経営を担う人材を育成する専門職大学院作りに、東京大学と大阪大学が乗り出す（『朝日新聞』05年10月28日）。

意欲的で独創的な大学院教育を公募で選び、財政支援する「『魅力ある大学院教育』イニシアティブ」で、文部科学省は、初年度に当たる今年度分として国公私立45大学の取組み97件を採択した。国立大学が全採択件数の8割を占めた（『日本経済新聞』05年10月26日）。

社会で活躍する博士を増やそうと、文部科学省の「魅力ある大学院教育イニシアティブ」が、11月、全国の大学院でスタートした。国からの補助金は年間1千万～6千万円程度で、2年限り（『朝日新聞』05年11月22日）。

来春から開校が決まっている「日本教育大学院」は、教員免許を持った社会人にターゲットをしぼった、国内初の教員養成専門職大学院。現在、中央教育審議会では、教員養成専門職大学印の「教職大学院」を07年度にスタートさせることをめざして、制度設計に関する論議が行われている（『朝日新聞』05年11月29日）。

長岡技術科学大学は、4月に、「安全のプロ」を育てる専門職大学院を創設する。メーカーなどで実務経験がある社会人を対象に、研究者の養成よりも企業などで活躍する人材の育成に力を入れる方針（『朝日新聞』06年1月29日）。

今春、新に開校する会計大学院は4校で、あわせて14校になる（『日本経済新聞』06年1月26日）。

東京工業大学は、企業で即戦力となる博士を短期間で育成するため、4月から新コース（「博士一貫コース」：仮称）を設置する。学部卒業後直ちに大学院の博士課程に入学できるようにし、博士号を取得するまでの期間を従来の5年から3年に短縮する（『日本経済新聞』06年1月28日夕刊）。

社会人経験者専門の教員養成大学院となる日本教育大学院大学が、来月、東京千代田区で開校する。設置主体は、大手学習塾の栄光ゼミナールを経営する株式会社栄光。教員養成系では、全国で最初の株式会社設立の大学院となり、企業ならではのサポートが売り物となる（『毎日新聞』06年3月16日）。

東北大学は、世界レベルのエリート研究者を要請するため、少数精鋭で最先端の教育・研究を行う「スーパー大学院」を4月に設置する。正式名称は「国際高等研究教育院」。授業料は全学免除で、博士課程で30人以内となる（『日本経済新聞』06年3月18日）。

文部科学省は、来年度から、大学院を、最先端の研究者を育てる「研究指導型」か、視野の広い人材を育成する「教育型」かに選別し、助成する。具体的には、COEに大型予算をつける21世紀COEプログラムの拠点を厳選し、1カ所当たりの予算を倍増する。COE以外に向けては、社会の幅広い分野で活躍できる人材を育成する事業を大幅に拡充する（『朝日新聞』06年5月8日）。

専門職大学院の設置が、各大学の「売り」になりつつある。法科大学院以外の設置数は、03年度の10専攻から、25、48と倍々で増加し、現在は66専攻にのぼっている。内訳は、ビジネス系が28専攻と最多。会計系が14、公共政策系が7と続く。なかには、定員割れの会計専門職大学院も出てきている（『読売新聞』06年5月21日）。

学校で中核となる教員を養成する「教職大学院」の開設時期について、文部科学省は早ければ08年度にも創設する方針を明らかにした（『朝日新聞』06年5月23日）。

東京経済大学は、今年10月から、全国でも類例のない試みとなる「シニア大学院」を発足させる。すでに02年からシニア研究生制度をスタートさせているが、今回はシニア大学院の受入れが開始される。募集を開始するのは、同大学院の経済学研究科。大卒から30年以上経過した人に限定。団塊世代の大量定年時代到来を機に新設し、「ゆったりとしたペースで研究して、数年後に修士号という形に結実する機会」を提供する（『朝日新聞』東京版、06年5月27日、『読売新聞』多摩版、06年5月28日、『産経新聞』多摩版、06年6月1日、『毎日新聞』多摩版、06年6月4日、『朝日新聞』06年6月12日、『日本経済新聞』06年6月20日）。

中央大学大学院総合政策研究科は、07年度から社会人の博士号と修士号の取得を支援するコースを開設する。仕事のキャリアを生かした調査研究（学術研究）も単位を認定する（『日本経済新聞』06年6月20日）。

筑波大学は、07年度から、大学院修士レベルの研究実績や能力のある社会人を対象に、通常なら取得まで3年かかる博士号を1年で取らせる「早期修了プログラム」を全国で初めて導入する（『朝日新聞』06年6月23日夕刊）。

居酒屋大手のワタミは、24日の株主総会で、自社展開の有料老人ホーム向けも含めた介護スタッフ養成のため、11年にも介護や医療の専門大学院を設立することを発表した（『朝日新聞』06年6月25日）。

文部科学省は、優れた大学院教育を選んで重点的に財政支援する「魅力ある大学院教育イニシアチブ」の06年度分として、129大学268件の申請から、35大学46件を選定した（『日本経済新聞』06年7月13日）。

公立大学法人の首都大学東京が運営する産業技術大学院大学は、修了後も十年間、授業の録画をインターネットで無料視聴できる制度を導入した（『日本経済新聞』06年8月1日）。

指導力のある小中高校の教員を育成しようと、文部科学省が08年度開校をめざしている「教職大学院」について、京都府内の15の大学・短大が共同して、連合大学院を設立する計画を進めている。事務局は京都教育大学に置かれ、京都大学、京都府立大学、立命館大学、同志社大学などが加わる。定員は数十人で調整中（『読売新聞』06年8月7日）。

指導力のある「プロ教師」を育成しようと、東京都教育委員会は、08年度から教職大学院の設置をめざしている6つの大学（東京学芸大学、白百合女子大学、聖徳大学、創価大学、玉川大学、早稲田大学）と連携するプランを打ち出した（『読売新聞』06年8月25日）。

「政策立案の力をつけたい」ということで、自治体の議員を中心に、在職中に大学院のカバナンス研究科、総合政策科学研究科、創造都市研究科、公共経営研究科、社会デザイン研究科といったところで勉強する人が増えている（『朝日新聞』06年9月3日）。

文部科学省は、「教職大学院」の開校が予定より1年遅れ、08年度になることを公表した（『日本経済新聞』06年10月3日）。

　

東京工業大学など8大学は、院生や研究者を対象にしたSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を作成し、ホームページを公開した。研究者が自分の研究内容などを登録し、起業などがそれを見て必要な人材を探すという使い方を想定している。主に、就職難の博士たちを支援するためである（『日本経済新聞』06年10月27日、『読売新聞』06年11月5日）。

インターネットなどの情報技術を駆使して、全国どこでも学べる「ｅラーニング」の専門家を、ｅラーニングで育成しようと、熊本大学が今年度から始めた全国初の大学院（教授システム学専攻。修士課程）が、教育の現場のみならず、企業からも注目されている。定員10人に対し、37人が応募し、最終的に15人が入学を認められた。全員が社会人で、過半数は首都圏からの受講で、地元・熊本は1名だった（『読売新聞』06年12月13日）。

東京都は、大学の医学部以外の卒業生や社会人にも医師の道をということで、新しい医師養成をめざす専門職大学院「メディカルスクール」の設置に向けての検討を始める（『朝日新聞』07年1月7日）。

立教大学大学院は、巣鴨信用金庫と組んで、地元中小企業に経営学修士（MBA）取得をめざす大学院生を無料で派遣し、経営診断を行う（『日本経済新聞』07年1月18日）。

多摩大学大学院が、4月からMBAコースにスポーツマネジメントスク－ルを開設する。スポーツマネジメントに関わる大学院生、社会人が対象（『日本経済新聞』07年1月24日）。

文部科学省の調べによると、3～5年という修業年限内に博士号を取得した学生の数は、文系が理系の3分の1程度と、極めて少ないことがわかった。対策を講じる必要性が指摘されている（『朝日新聞』07年2月12日）。

高度な専門性を有した教員を養成する「教職大学院」について、文部科学省は、設置を可能とするための省令改正を実施。これを受け、早稲田大学、兵庫教育大学など、数校が第一陣として6月末までに設立を申請する見通し。認可されれば、08年度に開校する（『日本経済新聞』07年3月11日、『朝日新聞』07年3月11日）。

筑波大学は、新年度から海外の複数の研究機関と連携した新しい大学院のコース（数理物質科学研究科の「宇宙史一貫教育コース」）を設置する（『読売新聞』07年3月21日）。

日本女子大学、東京家政大学、共立女子大学、大妻女子大学、実践女子大学、昭和女子大学の六校が、「女子大学連合教職大学院」（仮称）の09年度開校で基本合意した。対象は、中学高校教員を目指す女子学生と現役の女性教員で、定員は60人。京都教育大学など、京都の国私立7大学も、連合で教職大学院の08年度開校をめざしている（『日本経済新聞』07年4月4日夕刊、『朝日新聞』07年4月5日）。

政府の教育再生会議は、大学院の教育・研究活動を充実させる改革の素案をまとめた。同じ大学から大学院へ進む「内部進学」を、現在の約7割から3割程度にまで減らす目標値を定める。また、学部学生のうち大学院進学希望者に限り、学部を3年で卒業して院進学を認める方針を打ち出す（『毎日新聞』07年4月23日、『読売新聞』07年4月23日、『朝日新聞』07年4月23日、5月27日）。

大学3年生から大学院への飛び入学が急増している。ただし、卒業に必要な単位数を取得できないため、飛び入学すれば学士号は与えられない（『朝日新聞07年5月14日』）。

北尾吉孝氏が率いるＳＢＩグループが、経営学修士（ＭＢＡ）を取得できる通信制の大学院大学の設置を文部科学省に申請した。08年4月に横浜市で開設の予定（『朝日新聞』07年5月15日）。　

早稲田大学は、大学院政治学研究科ジャーナリズムコースを新設する。来年4月の設置で、定員は40人（『毎日新聞』07年5月26日）。

国立大学の博士課程の入学定員が今年度、初めて減った。就職が険しいことが最大の原因（『朝日新聞』07年5月26日）。
国立科学博物館と大学が手を結んだ「大学パートナーシップ」は、今年3年目に入り、加盟大学も当初の17大学から40大学へと拡大。同制度は、学生の科学への関心を高めるのが狙い（『毎日新聞』07年6月1日）。

東京大学は、都市計画、再生の専門家を育てる社会人向けの「まちづくり大学院」を開設する。工学系の都市工学、社会基盤学、建築学の3専攻が連携する（『読売新聞』07年6月3日）。

文部科学省は、08年度にスタートする教職大学院について、国立大学15校、私立大学6鋼の計21大学から設置認可申請があったと発表した（『日本経済新聞』07年7月4日、『読売新聞』07年7月4日）。
文部科学省は、法科大学院やビジネススクールなどの専門職大学院について、初の実態調査の結果をまとめた。それにしたがえば、全140校のうち、昨年秋の時点で定員を満たしていないのは4割強に当たる60校。一部の有名校に人気が集まる二極化の傾向が強まっており、学生の獲得競争は一段と厳しくなりそうだ（『日本経済新聞』07年9月22日）。
東京大学は、来年度から、大学院博士課程に在籍する学生（約6000人）の授業料負担を実質ゼロにする方針を決めた。国立大学では初の試みで、財源に約10億円を充てる（『日本経済新聞』07年9月29日）。

北海道の北見工業大学から大分大学までの11校が、理工系の「スーパー連携大学院」（仮称）を共同で設立する準備委員会を発足させた。10年度に都内にキャンパスを開設する計画（『日本経済新聞』07年11月26日、12月18日）。
東京大学、京都大学、早稲田大学、慶応義塾大学の4校は、大学院生が相互の大学院で研究したり、学んだりできるようにする「学生交流協定」を結んだ。期間は最長1年で、所属大学以外に授業料を払う必要はない。単位も学位の取得も可能に（『朝日新聞』07年11月27日、12月26日）。

08年度に、学生の受け入れを始める教職大学院が、19校でスタートすることになった。現職教員や学部の新卒者らを対象に、授業や学校運営の能力のレベルアップを図ることをめざしている。2年制が標準であるが、1年や3年以上も可能（『朝日新聞』07年11月27日夕刊、11月28日）。

東京工業大学は、来年度から博士課程に進学するすべての学生に対して授業料（年額53万5800円）を実質的にゼロにする。年間2億円の財源は経費の節約で工面する（『朝日新聞』07年12月22日）。

東京芸術大学は、大学院映像研究科に「アニメーション専攻」を新設する。国立大学では、学部、大学院を通じて初めての試み（『朝日新聞』07年12月24日、『毎日新聞』07年12月25日）。

東京大学は、留学生向けに、アジアを調査分析する大学院の新コースを設ける。講義はすべて英語で行い、ＡＯ入試で10月入学を採用する（『朝日新聞』08年1月20日）。

東京農工大学は、新年度から優秀な大学院生に年額240万円を支給する。寄付金などから工面する（『朝日新聞』08年1月24日夕刊）。

政府の教育再生の目玉の一つとして今春開校する国立の教職大学院15校のうち、7校までが定員割れの状況である。修了することのメリットが見えないことに加えて、対象となる30－40代の教員の多忙さ、就職環境の改善などが、人気低調の一因か（『日本経済新聞』08年1月27日）。

学習院大学の大学院人文科学研究科で、「アーカイブズ学専攻」ができる。また、名古屋大学大学院教育発達科学研究科で、「心理危機マネジメントコース」が新設される（『朝日新聞』08年1月28日）。

文部科学省に調べによると、07年5月時点における大学院の在籍者数は26万2113人。前年度比で0.4％の増加である。法科大学院などの専門職学位課程が9.5％増であったことが寄与した（『日本経済新聞』08年2月27日）。

全国の大学院博士課程で、07年度の入学志願者の競争率が1倍を割り込んだことが判明した。定員2万3417名に対し、志願者数は2万0773名。比較的高いのは、人文科学の1.13倍、教育の1.68倍、芸術の1.65倍（『日本経済新聞』08年2月27日）。

政府は、来年度から2020年度にかけて、途上国援助（ＯＤＡ）を使って、ベトナムの若者1000人以上を日本の大学院に入学させ、博士を養成するプロジェクトを始める。メインは理工系（『朝日新聞』08年3月1日夕刊）。

【ロースクールをめぐる動き】
国民の司法参加を果たす裁判員制度に続き、法科大学院（ロースクール）の導入が、司法改革の重要な課題になっている。有力な構想によれば、多彩な学部卒業生が法科大学院（ロースクール）に進学し、3年間の法学教育を受ける。そして、その修了が、専門法曹資格を得る条件となる。学生の総定員数は4000人以上になるという（『朝日新聞』01年3月28日）。

　

政府の司法制度改革審議会は、法科大学院を04年度から開講する提言を行うことで合意した。同年は、司法試験の合格者を1.5倍の1500人にするとともに、受験回数を3回以下の人が有利になる現行の「合格枠制」を廃止することについても一致した（『朝日新聞』01年4月25日）。 

中央教育審議会が検討していたロースクール設置基準の骨子が判明した。それによると、「標準修業年限は3年間であること」「専任教員数は最低でも12名必要。専任教員1人当たりの学生数は15名以下」「専任教員の約2割以上を実務家教員とすること」が求められている。また、単独では法科大学院の開設が難しい場合、複数の大学が協力し合う「連合大学院」構想にも言及されている（『朝日新聞』01年12月11日）。

04年度に開校をめざす法科大学院には、設置予定の73大学で毎年5000人前後の入学者が想定されていることが、内閣の司法制度改革推進本部のアンケート調査によって判明した。設置を検討中の25大学も加えると、5500人前後になるという（『朝日新聞』01年12月19日夕刊）。

中央教育審議会が検討していた法科大学院設置基準骨子の最終案が明らかになった。修了に必要な単位数は、4年制大学の3年間に要求される93単位とすることで決着した。1単位は、45時間の学修を必要とする。通常は、1回1時間程度の講義・演習を行い、毎回2時間の自習をすることが前提とされている（『朝日新聞』01年12月21日）。

　法科大学院の「設置基準等についての骨子」が明らかになった。それによると、発足後、第三者による継続的な評価（適格認定）を受ける。法曹養成機関としてふさわしくない、内実を備えていないとされた大学院は、認定を取り消される場合も出てくる。第三者評価は、大学関係者や法律実務家、法的サービスの利用者らで行われる。具体的な構成や評価の基準は、今後司法制度改革推進本部で詰められる。適格と認定された法科大学院の修了者には、新しい司法試験の受験資格が与えられる。法科大学院は、法学部を持つ大学の6割にあたる73校が設置を予定しており、年間入学者の累計は約5000人と見込まれている。修了した学生の7－8割が新しい司法試験に合格する程度の質がめざされている。また、専任教員は、ほかの学部等において必要とされる専任教員の数に参入しないものとされている（『朝日新聞』01年12月25日、01年12月25日夕刊）。

02年度入試では、ロースクールが開設されることへの期待感から、法学部への志願者が増加している。大手予備校の代々木ゼミナールが昨年11月に行った全国模試で、法学部系の志願者が国公立大学で前年度比の10％増、私立大学で6％増と、例年にない伸びを示している。「名前の知られている法学部で、下がっているところはない」と言われるほどである。現在、約2万人と欧米に比べて圧倒的に少ない法曹人口は、18年度には5万人規模になる見通しである。ロースクールは、70大学程度認可される見方もある。いままでは、大学2年程度の教養があれば、だれでも受験できたが、今後は、ロースクール修了が原則となる。いまのところ、司法制度改革推進本部が昨年1011月に実施した調査によれば、「設置予定あり」が73大学、「検討中」が25大学という結果が出ている。このうち、一学年151人以上の定員を予定しているのは5大学、63大学が50人以下の定員を予定している。また、マスプロ教育ができないとなると、どうしても学費が高くなる。上述の調査に回答した私公立大（47大学）のうち、約3分の1（16大学）が200万円を超える年間授業料を予定している。151－200万円が20大学もある（『週刊朝日』「法学部人気の落とし穴」02年1月25日号）。

東京大学法学部は、04年から「1学年300人」の体制でロースクールをスタートさせることを公表した。今後の焦点は、学内や文部科学省との折衝に移る。法学部出身でない学生や社会人も、積極的に受け入れ、定員の3分の1を割り当てる。現在の大学院を全面的に改組。ロースクールのほかにも、公務員やジャーナリスト、国際NGO職員ら、広い意味で政策の形成・実施・評価に関わる職業人の養成をめざす「公共政策専攻」（100人）、専門教育者を育てる「基礎法政専攻」（20人）の二つのコースを設ける。それに伴い、学部の定員を現在の590人から400人に減らす（『朝日新聞』02年1月25日）。

ロースクールを独自に導入・運営することを進めている第二東京弁護士会は、前橋市に拠点を設け、04年度に開校することを決めた。大学以外の組織がロースクールの運営をめざすのは、同会のみである（『朝日新聞』02年2月14日）。

ロースクールの設置基準に関する骨子がまとめられたが、今後詰めておかねばならない課題として、①一定水準に達した修了者を3000人近くも送り出す体制が大学側で取れるかどうか、②水準を維持するために求められている第三者評価の仕組みをうまく作れるのか、③授業料が相当高額になることが予想されるが、支援体制をどのように作っていくのか、④出願者に課される適性試験の具体的な内容はどうなっているのか、⑤修業年限が1年短縮される法学部出身者と他学部の出身者のバランスをどうするのかといった点が挙げられている（『毎日新聞』02年3月11日）。

04年度に開校予定のロースクールが法律家を育てるにふさわしい内実を備えているかどうかをチェックする「第三者評価機関」に、日本弁護士連合会（日弁連）が名乗りをあげた。日弁連は、各地の弁護士を各ロースクールに派遣し、教員や学生から聞き取り調査をしたり、教材をチェックしたりすることを考えている（『朝日新聞』02年4月22日夕刊）。

04年度に学生を受け入れる方向で準備が進む法科大学院の設置を準備・検討中の約90大学が、情報や意見交換を行うための組織となる「法科大学院協会」の設立に向けての準備会を発足させた。準備会会長には、奥島孝康早稲田大学総長が選出された（『日本経済新聞』02年4月23日）。

　ロースクールの開設を予定している早稲田大学は、学生に弁護士業務の体験機会を与えるために、自前の公益法律事務所（リーガル・クリニック）設置の検討を始めた。裁判所資料の作成などを通じて問題意識を高め、実践により近い学習の場を提供する（『日本経済新聞』02年4月30日）。

司法制度改革推進本部の法曹養成検討会が、法科大学院の卒業生を対象に実施される新司法試験では、口述試験をしない方針に転換することを固めた。新試験は論文式が中心になる（『朝日新聞』02年5月11日）。

01年度の司法試験合格者は上位5大学だけで全体の3分の2を占めている現状のなか、「動き出す法科大学院」という4回シリーズで、早稲田大学、明治学院大学、信州大学、東京大学における準備状況に関する事例が紹介されている。早稲田大学では、最大級ともいうべき300人前後の定員、法律事務所の設置、1200人の法学部の定員を600－800人に減らすことなどが検討中。明治学院大学では、インターネットを活用したアメリカの授業システムの導入、オーストラリアの大学との提携、既存の大学院とは別の独立大学院、60－100人の定員設定、授業料は年間200万円程度（それでも5000万円の赤字が予想）など、来年6月の申請に向けての準備状況が紹介。「法科大学院ができない法学部は致命的」という言葉が印象的。信州大学は、法学部を持たないため、経済学部が地域社会の支援を受ける形で準備を進めている。専任教官15人、定員50人（場合によっては30人）とか。MBAと一緒にする可能性もある。東京大学は定員300人でスタートさせる予定（『日本経済新聞』02年5月11日－6月1日）。

04年度開校予定の法科大学院をめぐって、設立を希望する一部の国立大学に対する文部科学省の「物言い」が波紋を呼んでいる。複数の地方の国立大学が計画の見直しを迫られたり、設置自身に疑問を示されたりしている。「設置基準を満たすだけでなく、修了生の7－8割が司法試験に合格するような内実を備えたものでなければ開校は認められない」という声もある（『朝日新聞』02年6月27日）。

「法科大学院を設けなければ相手にされなくなる」と、ある私大の法学部長の言葉に示されるように、各大学は懸命な「誘致合戦」を繰り広げている。しかし、「申請時までに中味のしっかりしたものを用意できる大学は、多くはないのでは」と、文部科学省はみているとか（『日本経済新聞』02年7月17日）。

　法科大学院構想が明らかになって以来、法学者の大移動が進んでいる。特に、40－50歳代の民法、商法、民事訴訟法などの専門家は不足気味。裁判官や検察官、弁護士経験者も必要とか（『日本経済新聞』02年7月19日）。

ロースクール開校後に実施される新司法試験の合格率が約8割から5割以下へと大幅に下方修正される見通しが強くなってきた。大学院設置の動きが予想を上回っているほか、受験生の数も当初の予想を大幅に上回る見通しとなったためである。また、受験資格をロースクール修了者に限定すべきではないという意見が自民党内に根強くあるため、例外的な位置づけだった予備試験合格者も相当数確保される可能性が高い。受験回数が3回に限定されたこともあって、予備校とのダブルスクーリング化が進むのではといった懸念も出始めている（『毎日新聞』02年7月17日夕刊）。

「迷走する法科大学院構想」と題して、ロースクールに関する最近の動向をよく整理した記事が掲載されている。当初は、「受験秀才ばかり生み出している」といった批判から出発したロースクール構想。モデルはアメリカのロースクール。少人数・双方向の講義で原則3年間じっくり学ぶ。厳しい関門をくぐり抜けた学生に新しい司法試験の受験資格を与える。大学院は、新試験に7、8割が合格するように充実した教育を行う。

ところが、この構想には、「予備試験」という細い抜け道が用意されていた。「法科大学院に行く余裕のない者は法律家になれないのか」という疑問にこたえたものであった。それに合格すれば、新司法試験に受験できる。法曹育成コースにおけるいわば「大検」。本来は、あくまでも例外的な措置であったはずであったが、ここにきて「迷走」が始まった。3月に始まった自民党司法制度調査会の小委員会では、原則的に例外という考え方を認めず、「法科大学院コース」と「予備試験コース」とを公平に競わせるように強い意見が提起された。それに対して、「予備試験ルートを広げると、中小の法科大学院はたちゆかなくなる」という意見も強い。

もう一つ、ロースクールを法曹養成機関としてふさわしいかどうかを評価する「第三者機関」をめぐっても、論議が交わされた。結局、第三者評価と受験資格を切り離すこと、法科大学院の修了者すべてに受験資格を与えること、代わりに、新司法試験への合格者などをみて、政府が不適切と判断した大学院に対して、認可の取消しや改善勧告をできるようにすることなどが与党3党間で合意された。

また、法科大学院1期生が卒業する06年から5年間、経過措置として「大学院修了者が受ける新司法試験」と「だれにも開かれた現行司法試験」の二つが併存する。それぞれにどのように合格者定員を振り向けるのかが、今後の焦点となる。10年の合格予定者は3000人。仮に大学院枠を1500人前後だとすると、「合格者7、8割」という改革案が打ち出した目標を達成するのは難しくなり、大学院に進む魅力は失われてしまう（『朝日新聞』02年8月2日）。

　中央教育審議会は、8月5日に新時代の法曹育成を担うロースクールの設置基準などを答申した。約100大学が名乗りを上げるなか、理念を保持しながら適正配置ができるかどうかが課題となる（『朝日新聞』02年8月6日）。

ロースクールの修了者を対象に、06年から実施される「新司法試験」に受験の回数制限が設けられ、大学院修了後、原則5年以内に3回までしか認めないことになった（『読売新聞』02年8月2日、『朝日新聞』02年8月28日）。

　大学入試センターが12月に実施する法科大学院の入試に当たる「適性試験」の模擬試験で、出願が東京圏に偏っていることがわかった。全国の20会場での実施が予定されているが、定員に達しない会場は地方ばかりで、11会場もあった。適性試験は、法科既習者以外にも門戸を開くために、法律知識ではなく長文を読んで、推論・分析能力や読解・表現能力を問う。模試も同様の内容になる（『日本経済新聞』02年11月29日）。

法曹養成の中核を担うロースクールを04年度から創設するための関連法が参院本会議で可決、成立した。これによって、①03年6月に法科大学院の設置認可申請、②04年4月に開校、③06年3月に第一期生修了、④同年5月に新司法試験開始、⑤07年秋に新制度での第一期司法修習修了といったスケジュールが確定した。昨年末の調査結果では、98大学が設置を検討していると回答したが、実際の校数・定員数などの全体像が明らかになるのは来年半ば頃になる見通し。受験希望者が全員受けなければならない全国統一の「適性試験」は、来年秋ごろに実施の予定。誰でも受験できる現行の司法試験は当面、新試験と併存するが、11年に中止される。その後は、法科大学院を修了しない者は、別途導入される「予備試験」に合格すれば新司法試験を受験できるようになる（『朝日新聞』02年11月29日夕刊、11月30日、『日本経済新聞』02年11月30日）。

　法科大学院の受験者全員が受ける「共通一次」試験とも言うべき適性試験の模試が行われた。今回は、大学入試センターが実施したもの。来秋の第1回試験に向けた研究が目的のため、受験料は無料。全国で約7100人が申し込んだ。他方、日本弁護士連合会の法務研究財団も実施主体として名乗りを上げているので、2つの「共通試験」が並立しかねない状況になっている。こちらの方では、先月24日に「第2回全国模試」を実施。5800人の申込みがあったという。どちらを使うかは、各大学院の判断に委ねられる（『読売新聞』02年12月2日、12月7日夕刊）。

　

成蹊大学が、04年度からのロースクールの開設をめざすことを公表。入学定員は50名になる予定（『毎日新聞』02年12月13日）。

ロースクールの年間授業料を設置予定と回答した私立大学47校のうち、7割が150万円を超えることがわかった。そうすると、3年間にかかる総費用をざっと計算すると、1000万円近くになってしまう。そんな現状に、「普通の学生に門戸が開かれていない」といった学生たちの強い不満がある。奨学金の充実を訴える声が多い（『日本経済新聞』02年12月31日）。

中央教育審議会は、ロースクールで学ぶ学生の一年間の履修上限については、詰め込み型になるのを避け、専門性の高い教育にじっくり取り組むために、36単位にすることなどを柱とする告示要綱を了承した。少人数教育が基本となるため、一クラスの学生数も50人が標準となる（『朝日新聞』03年1月24日）。

ロースクルールの学費に関する日本弁護士連合会の調査によれば、法律家志望の学生や社会人のうち、半数が、年間100万円を超えたら入学をあきらめると考えていることがわかった。日弁連では、奨学金などの支援策を国に訴えていく。いずれにせよ、学費と奨学金の充実が深刻な問題として浮上してきていることは確かである（『読売新聞』03年2月8日、『日本経済新聞』03年2月13日、『日本経済新聞』03年3月1日）。

ロースクールの設置を予定している国学院大学は、東京弁護士会と共同で運営する公設事務所を開設する。ロースクールの実務家教員をかねる弁護士らが10人ほど常駐し、法律相談業務や訴訟事務手続きを学生に経験させる。アメリカのロースクールでは法律事務所の業務を大学教育に取り入れることは一般的であるが、日本では例がない（『読売新聞』03年3月3日）。

来春から設置されるロースクールの入試で、36大学が、大学入試センターなどが行う「適性試験」の結果などで、2段階選抜（門前払い）を予定していることがわかった（『読売新聞』03年3月28日）。

司法試験管理委員会の発表によると、03年度における司法試験の第二次試験の出願者が、5万0166人に達した。5万人を超えたのは初めて。同様に、過去最高となった女性の出願者も1万1160人と、1万人を突破。06年度から法科大学院の修了者による新司法試験が開始されると、現行試験は5年間並存するものの、合格者枠が維持できるかどうかは流動的。さらに、受験開始3年以内の受験生を優遇する制度が今年度限りで終わる。こうした「駆け込み出願」が増えていることも、増加の一因か。法曹界人気に加えて、予備校が法科大学院ではなく、現行司法試験を受けるように指導しているせいもあるだろう。大学で一般教養科目の学習が終われば、第1次試験が免除されるため、第2次試験の出願は事実上のスタートラインと言える（『朝日新聞』03年5月3日）。

早稲田大学がつくる法科大学院は、1学年の定員300人、専任教員約70人で、人員規模では最大級になる。東京大学も、ほぼ同じ規模での開学を予定している。司法試験の大学別合格者は、トップが東大、二位が早大という状況が長年続いているが、新しい制度に変わるので、スタート時点では同じポジションになる。逆に、「認可の可能性がない大学には申請を遠慮してもらうこともあり得る」と、法曹養成の実績がない国立大学に対する文部科学省の姿勢は厳しい。現実には、大都市集中型になりそうな情勢である（『日本経済新聞』03年6月1日）。

法科大学院の設置申請が、6月13日午前にスタートした。11月に認可される。一番手は、桐蔭横浜大学。岩手大学、佐賀大学のように、初年度申請を目前で見送る国立大学も相次いでいる。香川大学と愛媛大学のように、連合大学院を準備中のところもある。第二東京弁護士会のように、学校法人と組んで「大宮法科大学院大学」を設置するところもある。文部科学省によると、「私立のなかには実績もないのに手を挙げて、下ろせなくなっている所もあるようだ。そういう所は、学生集めや新司法試験で苦労するかも」と危ぶむ声も。設置準備のなかで、各大学は実務教員の確保に躍起になる一方で、授業内容については「後回し」になる傾向が目立った。実務教育を支えるのが「双方向型授業」だと言われているが、ノウハウはまだ確立されていない。さらには、実務家教員らに支払う割高の人件費や少人数教育がのしかかるために、高めに設定される授業料の壁もある（『読売新聞』03年6月13－15日、6月13日夕刊、『朝日新聞』03年6月13日夕刊、『日本経済新聞』03年6月13日夕刊）。　

名古屋弁護士会は、全国各地の弁護士がいない土地で3年間働けば、学費の返済を免除する奨学金制度を創設する方針を固めた。中部地方のロースクールの学生が対象（『朝日新聞』03年6月22日、『日本経済新聞』03年6月22日）。

来年4月からの創設に名乗りをあげるロースクールは、現時点で70校を超える。締め切りは6月28日。都市に集中し、「空白県」が23にのぼる（『朝日新聞』03年6月23日）。

第一勧業信用組合は、ロースクールの専用ローンを開発したと発表した。まず、駒沢大学と提携。学生本人に従来の教育ローンよりも低い金利で融資し、保証人がいない場合でも貸し付ける。新司法試験に合格後は、金利をさらに軽減する。しかし、試験に3回失敗して進路を変更したときは、「ただちに返却する」という約定がついている（『朝日新聞』03年6月26日、『読売新聞』03年6月26日）。

来年の4月に開校をめざしている法科大学院は72校で、定員は5950人であることがわかった。1校ごとの規模は、300人から30人までいろいろ。所在地は、首都圏と大阪圏に集中。空白県は24県にのぼる。なかには、信州大学のように、直前になって申請を延期した大学もある。他方、教員の確保など、準備不足のまま申請していると見られる大学も含まれている模様。11月末に、実際の開校数が確定する。設置申請が行われたものの、大学同士の横にらみで、授業料や試験日程・内容といった志願者に関心の高い部分は固まっていない（『朝日新聞』03年7月1日、『読売新聞』03年7月1日および7月3日、『毎日新聞』03年7月1日）。

大学入試センターは、来春開校する法科大学院が共通で行う適正試験の願書受付を締め切り、出願状況を発表した。出願者は2万1590人で、設置申請段階の大学院の入学定員5950人に対する競争倍率は3.63倍となる。また、適正試験を実施するもう一つの団体である日弁連法務研究財団の方は、1万9216人であった（『読売新聞』03年7月8日、『毎日新聞』03年7月8日、『朝日新聞』03年7月8日）。

04年春に開校予定の「大宮法科大学院」は、学生向け超低利ローンを用意することを決めた。ローンは埼玉りそな銀行との提携で行われ、利率は1.575％になる。さらに、大学院の運営を全面協力する第二東京弁護士会が会員から3億円を目標に募金を集め、学費を援助する（『朝日新聞』03年7月8日）。

性別や年齢に関係なく働くことができる弁護士になりたいという30歳代の社会人女性が、法科大学院に熱い視線を送っている。現在の司法試験は合格率3％と、国家試験のなかでも最難関とされている。それが、06年度から法科大学院の教育内容を重視したものに切り替えられ、修了者は合格しやすくなると言われているからである（『日本経済新聞』03年7月10日夕刊）。

72校が名乗りをあげた法科大学院。すべて認可されれば、5950人という定員になり、卒業生の7－8割が新司法試験合格という当初の目標が不可能になった｡10年までに司法試験の合格者が3000人に増える計画になっているが、単純計算で合格率は50％。しかし、実際には10年まで現行の司法試験も残るので、当初の数年間は3000人の枠がすべて法科大学院卒業者に開放されるわけではない。仮に現状の千数百人がそのまま残るとしたら、合格率は30％になってしまう。これまで、多くの大学院は、いったんつくってしまえば、教育内容が少々お粗末でも外部からの厳しい目に晒されることがなかった。ところが、現実が変わろうとしているにもかかわらず、つくってしまった方が勝ちといったこれまで通りの「甘えと横並び意識」があるのであろうか（『日本経済新聞』03年7月12日）。

04年に設立される法科大学院の修了者が受験する新司法試験のあり方を検討する法務省の研究調査会の中間報告によると、短答式は基本問題を多くし、論文式は長文問題をじっくり解かせる試験に改める。毎年5月中旬に短答式と論文式試験を4日間連続で一気に行い、9月初めまでに合格者を発表する。現在の日程では、5月に短答式1日、7月に論文式2日、10月に口述と分散していたのを改める（『朝日新聞』03年7月28日）。

来春開校予定のロースクールの入試日程が明らかになった。来年1－2月の週末が多い。司法試験に多くの合格者を出している大学の日程が重なる傾向がある（『朝日新聞』03年7月30日）。

来年4月に開設される国立大学のロースクールの授業料に関して、年間70－80万円の間で設定することが決められた。私立大学の方は、150200万円を予定しているところが多いので、100万円前後の格差が出る見通しである（『日本経済新聞』03年7月31日）。

大学入試センターが実施するロースクールの統一適性試験の最終出願者が3万1301人にのぼった。このため、設置申請段階の定員数（5950人）を元にした平均競争率は、5.26倍になる。出願時点での法学部出身者は59.5％になっている。他方、日弁連法務研究財団が行う適性試験の方は、出願者が2万0024人、受験者が1万8359人であった（『読売新聞』03年8月2日、『読売新聞』03年8月4日）。

文部科学省は、「国家プロジェクト」と位置づけた法科大学院に通う大学院生向けの奨学金や私立の大学院への助成といった財政支援を行う方針を決めた。来年度予算の概算要求に盛り込まれる。支援の柱は次の3点になる。日本育英会（来年4月から日本学生支援機構）による奨学金の上限額を現行の13万円から最大20万円に引き上げること、私立の大学院に対する補助金として50億円を支出すること、特色ある教育を実践する大学院のプロジェクトを選抜して重点的に補助金を配分するために、78億円を見込むことである。ロースクールを対象に、教育内容や方法に関する優れたプロジェクトを選定し、補助金がなされるというのは、「特色ある教育に対する支援」のロースクール版となる（『読売新聞』03年8月5日、『朝日新聞』03年8月21日）。

法科大学院の開設を申請している72校の教員候補者に関して、新しい法曹養成者にふさわしいかどうかの審査結果が各校に通知されたが、×印や△印のついた候補者が続出している。必要な教員数の基準を割り込む大学院は20近くになりそうである。開設責任者の教授や、わざわざ提携した予備校の講師まで「不適合」とされた大学院もある。専任教員が、「学生15人に1人」必要で、「1校に最低12名」の教員をそろえることが条件。従来の「設置審」の役割は事後承認に近かったが、今回は粗製濫造にならないように「実質的な審査」が期待されていた。9月には、カリキュラムのあり方や教員のバランスなどについての「総合意見」が出されるが、ここでも補正を命じられる大学院がでる可能性があるとか（『朝日新聞』03年8月21日）。

筑波大学は、社会人を対象にした夜間のロースクールを05年度に東京で開校する。国公立大学では初めての試みとなる（『日本経済新聞』03年8月29日夕刊）。

申請のあった72校のうち、66校のロースクールが来年度からの学生受け入れを認められた。新聞の報道では、青森大学、教育課程に問題があったとされた北陸大学、新校舎を建設中にもかかわらず、一部教員の業績不足を指摘された愛知学院大学、予備校色が強いとされた龍谷大学の4校が不認可、一部教員の業績不足が指摘された大阪大学と専修大学の2校が保留となった。不認可の決定が伝えられた各大学は、「理由が不明で、納得がいかない」と、評価結果に異議を唱えている。他方、受験生のほうは、カリキュラムの具体的な内容などの情報が十分ではなく、授業料が決まっていない大学も少なくないといった不安を抱えている。公正取引委員会から私立大学のうち、7校の募集要項に不当表示の恐れのあることが指摘されている（『朝日新聞』03年11月22日、『読売新聞』03年11月22日、『毎日新聞』03年11月22日、『読売新聞』03年11月23日、『日本経済新聞』03年11月23日）。
文部科学省は、法科大学院について、国立大学と私立大学の授業料の格差を縮小するため、私立大学の支援に50億円を要求したが、査定は10億円に。国立大学の授業料も80万4000円に引き上げられた（『日本経済新聞』03年12月20日、『朝日新聞』03年12月20日）。

法科大学院の授業で使用される教材の共有化を図ろうという、名古屋大学の呼びかけに応えて、これまでに鹿児島、早稲田、慶応、岡山の4大学が参加する方針を決めている（『日本経済新聞』04年1月12日）。

第一勧業信用組合は、4月に開校される法科大学院の学生向けローンで、東京大学と提携した。将来の返済能力は高いが､当面の学費や生活費をまかなうのが難しい学生を対象に無担保で融資を行う。返済は司法試験合格後まで猶予する「出世払い方式」となる（『日本経済新聞』04年2月16日）。

4月に開設されたロースクールの全68校のうち、入学者が定員割れの大学院が13校もあった。レベル維持のために、追加合格を絞った事情もある。関西の2校は定員の半分ほどの入学者しか確保できなかった。社会人の比率の高さも目立った。自分の大学からの進学者がゼロになったケースも。優秀な学生が成績上位者の学費全額免除を狙って、私大に行く場合も多々見られた（『読売新聞』04年4月15日）。

文部科学省の調べによると、今春法科大学院に入学した5767人のうち、48.4％に当たる2792人が、社会で実務経験を有する社会人であることがわかった。入学定員は5590人、志願者数はのべ7万2800人、平均倍率は13.0倍、最高は306倍、最低は4.1倍であった。出身学部では、法学部が最多で、65.5％であった（『日本経済新聞』04年5月13日、『読売新聞』04年5月13日、『朝日新聞』5月13日、『毎日新聞』04年5月13日）。

国学院大学法科大学院と同じ構内に、東京弁護士会が運営を支援する公認法律事務所が7月1日に開設される。同会3番目の公設事務所となる。公認事務所が大学内に開設されるのは初めてのケースとなる。地域住民の法律相談にのるとともに、法科大学院の臨床法学教育を充実させるのがねらい。明治学院、東海、独協の各大学の法科大学院とも提携する（『日本経済新聞』04年5月31日、『朝日新聞』04年6月29日）。

法科大学院志願者の第一関門となる今年の大学入試センターの適性試験出願者数（確定値）は、昨年より38.9％少ない2万4036人となった。日弁連法務研究財団が実施する適性検査の出願者の方も、30.1％減の1万3987人であった（『読売新聞』04年5月29日、『日本経済新聞』04年5月29日、『朝日新聞』04年5月29日）。

早稲田大学法科大学院は、市民が抱える法律問題を学生たちに学んでもらう「リーガル・クリニック」の実験プログラムを始める。今春、入学した学生24名が、弁護士資格を有する教員と一緒に、4回にわたり、市民の無料法律相談に応じる（『毎日新聞』04年6月24日）。

法科大学院の適性試験の結果が、大学入試センターから発表された。それによれば、百点満点の平均点は52.74点であった（『日本経済新聞』04年7月16日）。

文部科学省は、専門職大学院が取り組む特色ある教育プログラムを対象とする「形成支援プログラム」の審査結果を発表。法科大学院では、96件の申請に対して、48件が採択された（『朝日新聞』04年9月15日）。

ロースクールの修了者に対して06年度から実施される新司法試験で、当面の合格者数についての政府の素案が明らかになった。それによると、ロースクール一期生の合格率は、34％で、当初予想の7－8割と大きな差が出ている。このままだと、法科大学院を修了しても、相当数が合格できない見通しとなる。法科大学院の危機感が強まっている（『朝日新聞』04年10月8日、『読売新聞』04年10月25日、『読売新聞』04年11月20日、『朝日新聞』04年11月27日）。

法科大学院に対する志願者数が、前年度に比べて大幅に下回っていることが判明。約半数に減り、なかには1割にも満たないところもある。新司法試験の予想よりも低い合格率予想を懸念したのが、大きな理由となっているためか（『朝日新聞』04年10月17日）。

法務省の司法試験委員会は、法科大学院修了者が受ける新司法試験の合格者数の目安を、1年目の06年度は900～1000人、07年度はその2倍程度と決めた。06年度の受験者数は未定だが、合格率は5割前後になる見通し。それに対して、法科大学院の教員や学生から「厳しすぎる」という怒りや落胆の声が起こっている（『毎日新聞』05年3月1日、『朝日新聞』05年3月1日、『日本経済新聞』05年3月1日、『読売新聞』05年3月1日）。

文部科学省の調べで、68校の法科大学院のうち、3校が大幅な定員割れがある一方で、7校は定員を大幅に超過していることがわかった（『朝日新聞』05年3月25日夕刊、『日本経済新聞』05年3月25日夕刊）。

昨年の春に開校した法科大学院の今年度の志願者が、前年度比で約4割減となる延べ4万1756人だったことがわかった。定員割れになった学校も、74校中45校にのぼり、昨年度の約3倍。新司法試験の合格率が当初の予想よりも低くなりそうなことも、不人気に拍車をかけた（『朝日新聞』05年5月21日、『読売新聞』05年5月21日、『日本経済新聞』05年5月21日）。

開設2年目を迎えた法科大学院の今春の志願者数が前年度比で42.9％も減少した。また、法科大学院のみならず、全国の大学院修士課程973研究科のうち、63.7％が定員割れになっている（『日本経済新聞』05年7月26日）。

04年に設置された法科大学院の初めての修了者は、合計で2176人にのぼり、入学者の96％を超えることがわかった。修了者の約7～8割程度が新司法試験に合格するといった目標が掲げられていた。しかし、ほぼ全員が修了したため、修了者の2人に1人が合格する見通しとなった。法務省によると、今年5月から実施される新司法試験の合格者数は900～1100人と想定されている（『朝日新聞』06年4月4日）。

合格率48％と、史上最も受かりやすかった今年の新司法試験。法科大学院を修了すれば、大方受かるというそもそもの構想とは異なった結果ではあったが、来年からは前年ダメだった人とその年の修了者が受験することになるため、2～3割の狭き門になる見込み。21日の合格発表は、法科大学院の明暗を分け、今後の経営のありようにも大きな影響を与えることが予想されている（『朝日新聞』06年9月22日、『読売新聞』06年9月22日、『日本経済新聞』06年9月22日）。

法務省は、5月に実施する新司法試験に5401人が出願したことを発表。合格者は1800～2200人となる見込みで、合格率は37％前後か。48％だった昨年を上回る難関となる（『日本経済新聞』07年2月8日、『読売新聞』07年2月8日）。

司法試験に合格して07年度中に弁護士事務所への就職をめざす2200人前後の司法修習生のうち、最悪の場合、400～500人が就職先を確保できない怖れがあることが、日本弁護士連合会の調査などでわかった。司法制度改革の一環で合格者が急増する一方、求人数が伸びていないためである（『毎日新聞』07年2月8日夕刊）。

法科大学院の修了者を対象とした2回目の新司法試験が実施され、約4600人が受験した。今回から大学の法学部出身者以外の「法学未修者コース」（３年制）の修了者も受けた。合格者は2000名前後、合格率は約4割となる見通し（『日本経済新聞』07年5月15日夕刊、『朝日新聞』07年5月15日夕刊）。
法務省は、ロースクール修了者が対象の「新司法試験」の結果を発表した。法学を学んだ経験のない人向けの「法学未修者コース」（3年制）を修了した受験生の合格率は32.3％で、「既修者コース」（2年制）の46.0％を大幅に下回った。6、7割くらいが合格するという当初の構想に比べ、かなりの狭き門になった。新試験は今回が2度目（『朝日新聞』07年9月14日）。
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